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序章
第 1節本稿における問題設定
食品安全に関する問題は、食品安全に対する消費者の意識の高まりと、行政組織の変化
をもたらした。英国では、 1996年に牛海綿状脳症 (BSE: Bovine Spongiform Encephalopathy) 
が牛から人間へ感染して変異型クロイツフェルトヤコブ病 (vC]D: variant Creutzfeldt 
]acob Disease)を発症させる可能性が指摘され、その直後、英国発のおSE問題が英国にと
どまらずヨーロッパ中を席巻した。また、スコットランドにおけるか157による食中毒の
大流行 (1996年)によって、多数の死亡者及び重篤症状者が出たこと等も重なり、英国に
おいて食品由来疾病に対する不安が一挙に高まった。しかし、食品安全にかかる消費者保
護を確保するはずの行政総織が業界利益の促進という矛盾する政策目的を抱え、問題への
対処が迅速かっ十分に行われないなど、既存行政組織の機能不全が露呈され、食品安全行
政に対する消費者の不信感が著しく高まる結果となった。
日本も例外ではない。 1996年の腸管出血性大腸菌 0-157による食中毒の大流行は、その
存在を人々に広く知らしめ、汚染源と噂された食品の消費量の激減をもたらした。また、
2001年には、国内で初めて BSEの発生が確認された後、牛肉の消費量が激減し、食品由来
疾病に対する消費者の意識の高まりをあらためて示すこととなった。日本の行政組織もま
た、生産者利益の促進と消費者保護の確保という、相反する政策を担う中、食品安全にか
かる問題への対応がたびたび国民から批判され、食品安全行政に対する消費者の不信感が
高まることとなった。
BSE問題の中心となった英国では、それを契機として食品安全行政を統一的・専門的に担
う新たな機関として食品基準庁 (FSA: Food Standards Agency)が2000年に組織され、既
存省庁からの権限委譲を受け食品安全政策を担っている。また、欧州でも、同じく BSE問
題を契機として、欧州委員会における健康・消費者保護総局への食品安全政策権限の集約
(1999年)に続き、リスクアセスメントを専門に行う欧州食品安全庁 (EFSA: European Food 
Safety Authority)の設立 (2002年)を通し、欧州規模の食品安全行政体制が整備されて
きた。これらの食品安全行政組織の構成、既存省庁との関わり方、食品安全問題へのアプ
ローチ方法等について、我が国との比較を通し、そこから示唆が得られることが期待され
る。しかしながら、我が国においては、食品基準庁や欧州食品安全庁の設立経緯の概要が
紹介されたことがあった1ものの、その後の政策展開に関して詳細な研究が行われてきたと
1主な文献として、食品基準庁については、森田倫子「英国における食品安全行政の一体化j
1 
は必ずしもいえない また、食品安全行政に関する我が国での研究は、これまで、農業経
済学や獣医三学を中心とした研究者によるものがほとんどであった。行政法学の視点からの
考察2は、米国を対象としたものがごく一部にある3ものの、英国や EUを対象としたものに
ついては、ほぼ皆無であるD さらに、社会情勢として、未承認化学物質を含む輸入食品、
食品の放射性物質による汚染など、食品安全を脅かす問題が次々と発生しており、食品安
全行政は今日の日本においても注目され続けている重要な問題領域である。これらのこと
から、部構成国としての英国を中心とした食品安全行政の組織と機能を法的問題として考
察する意義は大きいといえる。
比較にあたっては、英国や EUの統治機構4との異同を念頭に置く必要はあるが、本稿は、
調査と情報第 388号 (2002年)、河上裕美「イギリスの食品法と食品安全機構J京都大学
大学院農学研究科生物資源経済学専攻農業組織経営学研究室『食品安全確保の社会システ
ムと食品行政j(2003年 2月)302頁以下、欧州食品安全庁については、工藤春代 iEUの
食品安全政策と食品法j京都大学大学院農学研究科生物資源経済学専攻農業総織経営学研
究室『食品安全確保の社会システムと食品行政j(2003年 2月)276頁以下、樋口修 iEU
食品安全政策の展開と動向一中・東欧諸国等へのEU拡大の影響を中心に-J レファレン
ス平成 18年 9月号65頁以下がある。
2 なお、我が国における食の安全に関する地方公共団体の取り組み等を整理するものとして、
南員二「食の安全をめぐる法と政策j 高木光・交告尚史・占部裕典・北村喜宣・中川丈久
編『行政法学の未来に向けて-阿部泰隆先生古稀記念j(2012年)423頁以下がある。
3徳田博人「米国連邦食品安全システム改革とリスク分析j琉球法学 62号 (1999年)35頁
以下等がある。
4英国において議院内閣制のもと首相が大臣を選ぶという点で、日本は英国と共通の統治制
度を採用しているが、府省庁の設置や権限の変更の手法は大きく異なる。日本では、統一
的な取扱いを定める法律として国家行政組織法が存在し、府省庁の設置法令(典型的には、
設置法、組織令、組織規則)で国の行政組織の所掌事務を明記しており、その変更につい
ては当該法令の改正が必要となる。しかし、英国(ここではイングランドに限定する)で
はそのような法律はなく、府省庁の設置や権限の変更が必ず法律によって行われてきたわ
けではない。現在では i1975年国王の大臣法J(組nistersof Crown Act 1975) に基づき
枢密院令 (Orderin Council) によって権限の変更が行われることとなっている。戒能通
厚編『現代イギリス法辞典j(2003年)209頁のほか、吉本紀「国の行政組織編成権の分
配j レファレンス平成 23年 11月号 19頁参照。枢密院令を定める枢密院 (PrivyCouncil) 
は、国王又は女王が任命する枢密顧問官 (PrivyCouncilor) によって構成されるが、ほ
とんど名誉職であり、実質は、枢密顧問官に併任される閣内大臣によって運営されている。
戒能通厚編『現代イギリス法辞典j(2003年)202頁参照。枢密院令により府省庁の権限
2 
その違し1から食品安全行政に関与する組織及び機能を直接導き出そうとするものではなく、
食品安全行政組織の独立性を機軸に比較を試みるものである。
我が国では BSE問題の発生を契機に食品安全委員会が設置されたが、当該組織は国家行
政組織法第 8条のいわゆる 8条機関5に相当する組織であることから、行政法学の視点から
は審議会行政論6が参考となるD 食品安全にかかる行政組織は、科学的専門性を必然的に伴
うことも考え合わせると、英呂及びEむと日本の食品安全行政組織の比較において、我が国
の審議会行政論が議論の結節点となる可能性を持っているD 特に、審議会における意思決
定の独立性7、審議会が行った意思決定の採用8、委員の人選及び任命や兼任9、諮問手続にお
変更が行われた例につき、!日貿易産業省に連なる省を再編した 2007年の枢密院令を紹介
するものとして、吉本紀「国の行政組織編成権の分配jレファレンス平成23年 11月号23-28
頁参照D 英国政府は、政府運営のもとで、の内部ノレーノレ及び手続を定める TheCabinet Manual 
を2011年に作成しており、そこでは、首相が政府機構の変更について責任を負うと記載
されている。 See，Cabinet Office， The Cabinet Manual (1 ST edi tion October 2011)， P27. 
11975年国王の大臣法jの上では女王陛下 (HerMajesty) が権限を行使することとなっ
ているが、それは形式上のことであり、実質的には首相に権限があることを示すものであ
る。また、英国においては「大臣責任が直接及ばない機関ほど設置根拠は制定法に求めら
れるという考え方があるようであるJ(吉本紀「毘の行政組織編成権の分配」レファレン
ス平成 23年 11月号 23頁)との指摘があるが、食品基準庁はこれに該当する組織である
ため、比較にあたってはこのことに留意が必要である。なお、 TheCabinet Manualの整備
の経緯等については、田中嘉彦「内閣執務提要キャピネット・マニュアルの策定」ジュ
リスト 1435号 (2011年)89頁参照。
EUでは、欧州委員会が EU法を適用する行政執行機関であり、「委員会は内閣にたとえる
ことができる。」と指摘されている。向村亮『新ヨーロッパ法ーリスボン条約体制下の法
構造J(2010年)91頁参照。委員長は、欧州理事会による候補者の提案を経て欧州議会の
多数決により選出され、委員は、欧州理事会と選出された委員長と合意の下、候補者の提
案リストの採択を経て構成国の提案に基づき選出される。向上、 92頁参照D
5本稿は、 8条機関である食品安全委員会の存在を前提として、その組織と機能につき食品
安全分野におけるリスクアナリシスを介して検討しようとするものである。 8条機関又は
3条機関の振り分け又はあり方一般、あるいはそれらに関して外国との比較を行うことに
ついては、本稿で取り扱う問題の範屈を超えることとなる。
6審議会行政論を概観する論考として、例えば、金子正史「審議会行政論j雄川一郎・塩野
宏・園部逸夫編『現代行政法大系第 7巻J(1985年) 113頁以下があるD
7 向上、 116-117頁参照D
8 向上、 124-125頁参照D
3 
ける利害調整・利益代表機能10については、ある程度共通する視点を持つといってよい。本
稿は、これを行政組織の法的統制の観点を踏まえて検討するものである。また、リスクに
対する法的決定を行う「リスク行政J1の判断過程とも密接に関連する課題であることから、
これらの視点を切り結ぶ試みともなる。
本稿は 4章からなり、次の構成をとる。第 l章では、英国食品基準庁の設立経緯を紹介
し、食品安全行政を担う単一組織の特徴と活動内容について考察を行う。第 2章では、欧
州委員会における食品安全機構の変革とともに、欧州食品安全庁の設立経緯を紹介し、リ
スクアセスメント専門組織の特徴と活動内容を中心に考察を行う。第 3章では、リスクア
ナリシスの枠組みを踏まえ、 EU及び英国における食品安全行政組織の相互関係について、
英国産牛肉の輪出禁止に関する欧州司法裁判所の判例や解禁に向けた食品安全行政組織の
取り組みを素材に考察を行う。第4章では、我が国の食品安全行政組織と EU及び英国の食
品安全行政組織について、法的仕組みの観点から独立性を中心とした比較考察を行う。ま
た、これらの検討にあたっての前提として、序章において、 Codexとリスクアナリシス、 EU
法制と食品安全行政、科学的助言に関する規範にふれておく D
なお、本稿における訳語及び EU/EC条約条文の記載等に関しては、次のとおり取扱う。
第一に、食品基準庁の統治組織については、第 1章第 l節および第 2節で取扱う初期設計
にかかる文書おいては commissionと表現され、第1章第 3節から第 5節にかけて取扱う法
案や制定法条文においては{菌汚rJの呼称が与えられていないが、食品基準庁が公表する文書
中では boardと表現されているD 本稿は初期設計時の意図等を踏まえ、統治組織を「委員
9向上、 135-138頁参照。
10 向上、 154-155頁参照。
11 ドイツにおける法制度及び議論を参照する論考として、山本隆司「リスク行政の手続法
構造j城山英明・山本隆司編『融ける境超える法 5環境と生命Jl(2005年)3頁以下があ
り、リスク行政における政策決定の前提知識の創造手続は，…学問システムないし専門
家と政策決定を行う国家機関との制度的協調の過程であるJ(向上、 34頁)等と説く。ま
た、リスク管理に関する法的対応に関し論点整理を行うものとして、山田洋「リスク管理
と安全j公法研究第 69号 (2007年)69頁以下があり、リスクを発生させる者との関係
においても、リスクを被る者との関係においても、国家による規制権限の行使または不行
使を正当化し、その限界を最終的に画するのは、法原理としては比例原則、実態としてい
えば、可能な限り科学的な評価に基づくべきものとはいえ、当事者の利害やリスク比較な
どの利益衡量といえる。J(同上、 86頁)と結論付ける。その他、リスク規制の政策手段・
原理を取扱う論考として、李斗領リスク(安全)行政における政策管理手法についての
一考察-自主規制および経済的規制手法の分析を中心に」早稲田法学79巻4号 (2004年)
193頁以下がある。
4 
会J、その構成員 (members) を「委員J、統治組織のトップ (chairman) を「委員長Jと訳
すとともに、 advisorycommi tteeは「諮問委員会jと訳し、区別することとした。第二に、
risk analysis関係の訳語については、食品安全分野における用語であることを踏まえ、risk
analysisは「リスクアナリシスj、riskmanagementは「リスクマネジメントム risk
assessmentは「リスクアセスメントj と記載し、意味内容については本稿第 3章第 1項で
解説する 120 第三に、 precautionaryprincipleの訳語については、「予防原則j とすること
について議論がある 13ところであるが、学術論文においてこの訳語が既に定着しているため、
本稿においても「予防原則」と記載する。第四に、 publicheal thは、邦語文献において英
国の 1999年食品基準法及び EUの食品安全行政の中核規則である Regulation (EC) No 
178/2002について紹介される際に「公衆衛生Jと訳されておりへ定着している訳に従った。
EU/EC条約条文については、欧州司法裁判所の判例を取り上げるにあたり、基本的には判決
時点の規定内容及び条数で示す。省庁から公表される資料は、基本的には 2011年 12月ま
でに公表されたものについて取扱う。但し、インターネットアドレスは 2012年 5月 1日現
在のものを記載することとした。
第2節検討にあたっての前提
( 1) Codexとリスクアナリシス
食品安全分野におけるリスクアナリシスは、もとは Codex委員会において策定された作
業原則であるが、関係諸国で導入され、食品安全行政を担う組織の機能分担について説明
する際によく用いられる概念である。それゆえ、国際レベルで、言及する Codex委員会の概
要や、 Codex委員会におけるリスクアナリシス導入の経緯、部や英国、日本のリスクアナ
リシスへの影響について確認しておくことが重要であると思われるので、これらについて
概要を整理しておく。
12我が国の行政機関はリスク分析J、「リスク管理j、「リスク評価j といった訳語を用い
ることがあるが、これらの訳では誤解が生じるおそれがある旨主張する論考として、例え
ば、山田友紀子「リスクアナリシスの枠組みJ新山陽子編『食品安全システムの実践理論』
(2004年)26頁がある。
13 i予防原員IJJとしづ訳語から生じる誤解を危倶する論考として、例えば、向上 34-35頁
がある。
14例えば、英国の 1999年食品基準法第 1条第 2項については、京都大学大学院農学研究科
生物資源経済学専攻農業組織経営学研究室『食品安全確保の社会システムと食品行政(翻
訳編)j (2003年 2月)219頁(翻訳者一俊洋子)がある。また、 EUのRegulation(EC) 
No 178/2002第 39条第 1項については、梶井功編修代表、新山陽子編集担当『食品安全基
本法への視座と論点』日本農業年報49(2003年)231頁(翻訳者 工藤春代)がある。
5 
① Codex委員会の概要
Codex委員会 (Codex: Codex Alimentarius Commission)は、食品基準等を策定するため、
国際連合食糧農業機関 (FAO: Food and Agricul ture Organization of the Uni ted Nations) 
と世界保健機関 (WHO: Wor ld Heal th Organization)により 1963年に設立された政府問機
関であり、消費者の健康保護、食品貿易の公正な実施の確保等を目的としている 15。現在で
は 184カ国と l機関 (EU)が加盟しており、 FAO本部(ローマ)に事務局を置き、執行委員
会のほか、一般問題部会、個別食品部会、特別部会、地域調整部会が設置されている160
Codexの基準は、国の立法に替わるものではなく 1i、加盟国を必ずしも拘束するわけでは
ない。ただし、世界貿易機関 (WTO: Wor ld Trade Organization)の「衛生及び植物検疫措
置の適用に関する協定J(SPS協定 Agreementon the Application of Sanitary and 
Phytosanitary Measures)は、第 3条第 1項において、国際的な基準、ガイドライン又は
勧告がある場合はそれらを基礎とする旨言及し、また、鮒員IJA 3. (a) において、国際的な
基準、ガイドライン及び勧告とは、食品安全については Codex委員会により策定された基
準、ガイドライン及び勧告である旨定義していることから、 WTO加盟国はCodexの基準に実
質的に拘束されることとなる 180 なお、 SPS協定については、本稿第 3章でふれることとす
る。
② Codexにおけるリスクアナリシス導入の経緯
Codexにおいてリスクアナリシスの導入の契機となったのは、 GATTウルグアイラウンド
における SPS協定草案の検討である 190 1993年の第20回Codex総会では、リスクアナリシ
15 http://www.codexalimentarius.net/web/ index_en. j sp， Codex Al imentari us Commiss ion， 
PROCEDUAL ~仏NUAL Twentieth edition (2011)， P4. 
16 FAO/WHO， UNDERSTANDING THE CODEX ALIMENTARIUS Third edi tion (2006)， P16-19. 
17 Codex Alimentarius Commission， PROCEDUAL旺必IDALTwentieth edition (2011)， P20. 
18 国際規格の法規範性に関する問題については、本稿では詳細に立ち入らないが、 TPP
(Trans-Pacific Partnership)交渉が注目されている近年、考察が盛んに行われている。
例えば、原田大樹 ITPP時代の行政法学一政策基準の国際的平準化を手がかりとしてJ(ジ
ュリスト 1443号 (2012年)54-60頁)は、行政法学における法治主義の観点から検討を
行う。そのほかの論考として、城山英明 fグローバル・ガバナンス一国際ノレール形成と国
内実施のメカニズムJ(法律時報84巻 10号 (2012年)6-11莫)等がある。
19 REPORT OF THE NINETEENTH SESSION OF THE JOINT FAO/附mCODEX ALlMENTARIUS COMMISSION 
(Rome， 1-10 July 1991)， col. 48-51.この時点では、リスクアセスメントが議論の中心で
あった。
6 
スの 3要素(リスクアセスメント、リスクマネジメント、リスクコミュニケーション)が
Steve C. Hathawayによって示され、リスクアセスメント手続について議論されたへその
後、 1995年の FAO/WHO合同専門家会議においてリスクマネジメントからのリスクアセスメ
ントの分離が重要であること等に言及され21、1997年には、「食品安全に係るリスクアセス
メントの役割に関する原員IJ(Statements of Principle relating to the Role of Food Safety 
Risk Assessment)がCodexの適用する原則に補足された220 また、 2003年には、 Codexにお
ける作業原則として確立され、 iCodexの枠組みにおけるリスクアナリシスの適用のための
作業原刻J(Working Principles for Risk Analysis for application in the framework of 
the Codex Alimentarius)が proceduralmanualに掲載されることとなり、現在のリスク
アナリシスの枠組みが明文により成立した230 さらに、 2007年には、「政府が適用する食品
安全関係のリスクアナリシスのための作業原則J(Working Principles for Risk Analysis 
for food safety for application by governments)が公表されている240 なお、食品安全
分野におけるリスクアナリシスの詳細については、本稿第 3章において検討を行う。
③ 町、英国、日本のリスクアナリシスへの影響
Eじでは、 BSE問題の発生に伴う英国産牛肉の輸出禁止 (1996年)にかかる予防原郎の適
用をうかがわせる決定 (CommissionDecision 96/239/EC)を発出点として、英国政府が欧
州委員会を相手取り訴えた CaseC-180/96の判決(1998年)による食品安全分野における
予防原則の適用の確認を経て、「食品安全白書J(2000年)など、 EUの食品安全分野におけ
るリスクアナリシスを予防原則とともに本格的に確立させる試みが進められ、 Regulation
(EC) No 178/2002でリスクアナリシスについて規定された。そこでは、リスクアセスメン
トとリスクマネジメントの分離が明確にされ、リスクアセスメントを担う欧州食品安全庁
20 REPORT OF THE TWENTEENTH SESSION OF T託EJOINT FAO/WHO CODEX ALIMENTARIUS CO凶HSSION
(Geneva， 28 June 四 7July 1993)， col. 57-71. なお、 SteveC. Hathawayは、ニュージー
ランド食品安全局でDirectorであった人物である。 See，NEW ZEALAND FOOD SAFETY 
AUTHORITY， NZFSA Conference 2010， P3. 
21 Report of the Joint FAO/WHO Expert Consultation， APPLICATION OF RISK ANALYSIS TO 
FOOD STANDARDS ISSUES (Geneva， 13-17羽arch1995)， P30. 
22 Codex Alimentarius Commission 22nd Session Report (Geneva， 23-28 June 1997)， 
P5， 6， 90. 
23 FAO/腕10，UNDERSTANDING T百ECODEX ALlMENTARIUS Third edition (2006)， P22. Codex 
Alimentarius Commission， PROCEDUAL ~仏関AL Thirteenth edition (2003)， P42-48. 
24 WORKING PRINCIPLES FOR RISK ANALYSIS FOR FOOD SAFETY FOR APPLICATION BY GOVE陀~MENTS
(CAC/GL 62-2007)， Pl-4. 
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が設立されたのであった。詳細については、第2章で検討を行う。
英国では、既存省庁(特に、当時の農漁業食糧省)への不信感を背景に、政権交代とい
う政局の変化の影響も棺まって、既存省庁から食品安全に関する権限を切り離し、新しい
単一の食品安全行政組織の設立することが制度設計の初期から明確に志向されていた。そ
して、 1999年食品基準法の成立によって食品基準庁が設立されたのであった。食品基準法
成立当時、食品安全分野におけるリスクアナリシスについては、 Codexや EUにレベノレにお
いて現在の枠組みが形成されつつあったが完成された枠組みとして合意・確立されていな
かったこともあってか、英国では法令において直接的に言及されていない。後に、英国に
おける BSE問題の検証報告書である TheBSE Inquiry (2000年)で「政策立案に向けた分
析的アプローチとしてのリスクアナリシスJ25等の言及があり、当該報告書を踏まえ食品基
準庁が英国におけるリスクマネジメントの枠組みを委員会で決定し2002年に公表している
260 EUは、予防原員IJをリスクアナリシスの文脈で位霞づけることで欧州司法裁判所において
争われた英国産牛肉輪出禁止の正当性や WTOで、争われた米冨産ホノレモン牛輸入禁止措置の
正当性にかかる論拠を固めようとしていたことから、リスクアナリシスの観点による EU法
の体系化とそれに忠実な組織分離による機能分担が進んだものと考えられる。一方、 EUか
ら BSE問題の震源地で予防原則の適用による規制を受ける立場にあった英置は、食品安全
分野における EU法の改正を見定めつつ、政権交代を機に新しい単一の食品安全行政組織の
設立を目指し、劇的な行政組織の再編で国民からの信頼回復を試みたものと考えらえる。
詳細については、本稿第 1章及び第3章で検討を行う。
日本では、 2001年の国内でのBSE感染牛初確認を契機に、 iBSE問題に関する調査検討委
員会Jが厚生労働大臣及び農林水産大臣の私的諮問機関として発足し、そこで対応策の検
討が行われた。その報告書 (2002年)の中では、リスクアナリシスに関して、 Codex委員
会の定義に基づく 「リスク分析手法の導入Jや、「リスク分析に関する基本方針の確立j及
び「リスク分析をベースとした組織体制の整備J等を今後の食品安全行政のあり方として
示した270 同時に iW食品安全行政の一元化』との一律の考え方によってその所掌事務を他
の組織に移しかえることには無理がある。Jため、「リスク分析の原員IJに員IJり、独立したリ
スク評価機関の設置によってリスク管理を担う行政との機能分担をはかることが合理的で
あると考えられる。Jと説き、リスクアセスメント機関の組織的分離に言及している280 結
25 The BSE Inquiry Volume 15 Government and Public Administration， P41-52. 
26 Food Standards Agency， A FRAME¥VORK FOR MEASURING FOOD RISK MANAGEMENT AGAINST 
PHILLIPS' LESSONS (PAPER NOTE 02/02/05， 14 February 2002)， Pl-7. 
27 BSE問題に関する調査検討委員会 iBSE問題に関する調査検討委員会報告J(平成 14年 4
月2S) 27-35頁。
28 向上31頁D
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果として、食品安全基本法に基づきリスクアセスメントを担う食品安全委員会が 2003年に
設立され、また、 2005年には農林水産省と厚生労働省が「農林水産省及び厚生労働省にお
ける食品の安全性に関するリスク管理の標準手順書j を作成し、リスクアナリシスの手順
を公表した。詳しくは、第 4章において紹介することとしたい。
③ 食品安全分野以外でのリスクアナリシス
リスクアナリシスは食品安全分野以外でも採用されているが、要素の内容、手続、成熟
度等は分野により異なる。本稿の主題ではないため詳細には立ち入らないが、我が国の原
子力安全分野にかかるリスク評価について言及するものとして、「リスク情報を活用した安
全規制の導入に関するタスクフォースj が報告書として取りまとめ、原子力安全委員会が
了承した「リスク情報を活用した安全規制の導入に関する関係機関の取組みと今後の課題
と方向性ーリスク情報のより一層の活用と進展に向けて-J (平成 19年 9月)がある。そ
こでは、「リスク評価j、「リスク情報を活用した規制j、「リスクコミュニケーションj とい
った用語が使用されているD また、「軽水型原子炉及び核燃料サイクル施設に関するリスク
評価の手法の整備が進み、…リスク評価が可能となりつつあるJ29、「地震等の外的起因事
象に伴うリスク評価手法の開発・整備は、早急に進めることが肝要である。J30等と指摘し
ており、当該分野におけるリスクアナリシスは確立したものではないことがうかがわれる。
( 2) 別法制と食品安全行政
EUにおける食品安全行政を検討するにあたり、 EUの立法及び諸機関について触れておく
とともに、 EUにおける食品安全法制の体系と英国における食品安全法制との関係について、
概要を整理しておく。
① EUの立法及び諸機関
EUの立法については、中でも規則 (Regulation)、指令31 (Directi ve)、決定 (Decision)
が重要で、ある。これらはEU機能条約 288条において、規則は「一般的適用性を有する。そ
れは、その全体において拘束力を有し、すべての構成国において直接に適用される。J、指
令は「達成されるべき結果については、それが宛てられた構成田を拘束するが、形式およ
29原子力安全委員会げスク情報を活用した安全規制の導入に関する関係機関の取組みと
今後の課題と方向性ーリスク情報のより一層の活用と進展に向けて-J (平成 19年 9月)
19真。
30 向上 36頁。
31 Directi ve を「命令J と訳す論者がいる(関村発『新ヨーロッパ法~ (2010年)51頁参照)
が、「指令jが学術論文において定着しているため、本稿ではそれにならう。
9 
び方法の選択に関しては構成国の国家機関に委ねられる。J、決定は「すべての点で拘束力
を有する。名宛が明記されている決定は、その者のみを拘束する。J32と規定されているD
EUの諸機関としては、欧州理事会 (theEuropean Council)、欧州議会 (theEuropean 
Parliament)、理事会 (theCouncil)、欧州委員会 (theCommission)、欧州司法裁判所33 (the 
Court of Justice of the European Union)が重要である。欧州l理事会は、専ら政治的決
定を行い、立法権は有しなし ¥340 欧州議会も立法権を有しないが、協議手続や同意手続、共
同決定手続によって立法過程に関与する350 理事会は、政策決定およびそれの履行の立法を
行う 380 欧州委員会は、 EU法の執行及び立法原案の提案を行う 37ほか、限定的な分野におい
て単独の立法・政策決定権を有する380 欧州司法裁判所は、条約の解釈および適用において
法が遵守されることを確保する役割を担っており、中でも別法に関する事件を審理してい
る国内裁判所が EU法の解釈に拐する判断を欽州司法裁判所に求める先決的判決制度は特徴
的である390 また、法的見解書を裁判官による合議の判断資料として提出することによって
裁判所を補佐する法務宮(裁判所補佐官)(Advocate General)が設けられているへなお、
食品サプリメントや英国産牛肉にかかる判例について、本稿第 l章及び第 3章において考
察を行う。
② EUにおける食品安全法制の体系
EUにおける食品安全法制の基本規定は、欧州食品安全庁の設立や食品法の一般原則等を
定めた Regulation (EC) No 178/200241である。この規郎のもと、いわゆる「衛生パッケー
32 岡村亮『新ヨーロッパ法~ (2010年)439頁D
33 the Court of Justice of the European Unionをほーロッパ裁判所」と訳す論者がし 1
る(陪村亮『新ヨーロッパ法~ (2010年)103頁参照)が、「欧州司法裁判所j が学術論文
において定着しているため、本稿ではそれにならう。
34 岡村亮『新ヨーロッパ法~ (2010年)56頁。
35 向上旬、 68-72頁。
36 向上78真。
37 向上91頁。
38 庄司克宏 ~EU 法基礎篇~ (2003年)44頁。
39 岡村亮『新ヨーロッパ法~ (2010年)105，110，111頁。
40 向上 112-113真。
41 当該規則は、欧州委員会が作成した緑書 (GreenPaper)及び白書 (WhitePaper)の公
表を経て制定されているが、これが規則の一般的な制定過程である。欧州委員会ホームペ
ージによると、 EUにおいて、緑書とは、特定政策領域に関して欧州委員会により公表され
る情報伝達であり、主に利害関係者に向けられる文書であるD 白書は、特定領域における
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ジJ(hygiene package)が制定され、従来の食品安全関連規定が統合されたD 具体的には、
「食品衛生に関する規則J(Regulation (EC) No 852/2004)、「食品衛生に関する特別の衛
生規定を定める規則J(Regulat ion (EC) No 853/2004)、「人間の消費を意図した動物起源
製品に関する公的規制組織に対する特53IJの規定を定める規則J(Regulation (EC) No 
854/2004)、「人間の消費に向けた動物起源食品の生産、加工、流通及び導入を統制する動
物衛生規定を定める指令J(Direct i ve2002/99/EC)、「飼料及び食品法、動物衛生及び動物
福祉にかかる規定の遵守について実証を確実にするため遂行される公的規制に関する規
員山 (Regulation (EC) 882/2004)、関連する指令の廃止と決定の改正に関する指令
(Directive 2004/41/EC)があるが、このうち「食品衛生に関する規則Jは基本的な原則
について言及している点で特に重要である420 i食品衛生に関する規則j は、食品衛生に関
わる食品産業事業者 (foodbusiness operator)に対する一般的規定を定めるとし、特に
考慮、すべき原則として、食品安全にかかる主たる責任は食品産業事業者にあること、一次
生産 (primaryproduct ion) 43から始まるフードチェーンを通して食品安全を確保すること
が重要であること、出CCP(hazard analysis and critical control point)原則に基づく
手続の一般的な実行が「良き衛生の実践J(good hygiene practice)を適用しながら食品
産業事業者の責任を強化すべきであること等を第 1条第 1項で規定している。また、「良き
衛生の実践j に向けた指針については第三章(第 7条~第9条)で規定し、必芯JEX1 PART B 
で各種トレーサビリティを含む推奨事項が挙げられているD 本稿では、第 2章において
Regulation (EC) No 178/2002における欧州食品安全庁関係の規定及び食品法の一般原則等
の基本的なルールを中心に検討を行うこととする。
④ 英国における食品安全法制との関係
食品基準庁が所管する英国の食品安全法制の多くは、 EUにおける食品安全法制に由来し
ている。 EU規則 (Regulation)は加盟国に直接に適用され国内立法は必要とされないが、
共同体の活動についての提案を含む文書であり、欧州レベルのコンサルテーションプロセ
スを開始するため、緑書の公表に続くことがしばしばある。緑書が一般的な討議・討論の
ための幅のある案であるのに対し、白書は特定の政策における公式的提案を含む。なお、
当該規員IJの具体的な制定経緯については、本稿第 2章において紹介する。
42樋口修 iEUの食品安全法制一輪入食品規制を中心として-J レファレンス平成20年 10
丹号54-55頁ロ樋口修 iEU食品安全政策の展梼と動向一中・東欧諸国等への EU拡大の影
響を中心に一Jレフアレンス平成 18年9月号79-80真。
43 i食品衛生に関する規則J第2条第 l項(b)において、「一次産物 (primaryproducts) 
とは農業、牧畜業、狩猟、漁業の産物を含む一次生産 (primaryproduction)の産物を意
味する。Jと定義されている。
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EU規員ljにおいて加盟国がルールを決めることとしている事項について国内規則
(Regulation) を定めている。また、 EU指令 (Directive) の履行のため、国内規則
(Regulation) を定めているロ食品安全分野の国内立法をリスト化した食品法令ガイド
(Food Law Guide) (Updated January 2011)を参照すると、そのような伊jとして、「衛生パ
ッケージjにあたる EU規則及び即指令にかかる FoodHygiene (England) Regulations 2006 
がある o EU法に由来しないものとしては、国内の食品立法の枠組みを規定する 1990年食品
安全法 (FoodSafety Act 1990)、食品基準庁の組織について規定する 1999年食品基準法
(Food Standards Act 1999) といった法律があるほか、添加されたクロロホノレムを含む食
品の販売及び輸入を禁止する Chloroformin Food Regulations 1980等の Regulationがあ
るが、数は多くない。なお、本稿では食品安全行政の組織と機能を取り扱うため、第 1章
において 1999年食品基準法を中心に紹介等を行うこととする。
( 3 ) 科学的助言に関する規範
食品安全分野に限らず、政府への科学的助言に関する規範が英国及びEUにおいて定めら
れておりへこれらはリスクアナリシスを担う機関のあり方という点で参考となるため、食
品安全行政組織の比較に先立ち、概要を整理しておく。
① 英国における規範
BSE問題に対する英国政府の対応は、 BSE問題が顕在化する 1996年 3月より前にあって
も、本稿第 1章でみるとおり科学的諮問委員会が出した科学的助言を活用することで行わ
れていた。 1996年に BSEが人へ感染する可能性を英国政府が認めてから、政府の信頼は大
きく損なわれたのであるが、同時に、科学的助言への不信が高まった。このような背景の
もと、政府が科学的助言を利用する際のガイドラインである「政策策定における科学的助
言の利用J45が 1997年 3月に公表された。そこでは、論点の洗い出し等、政府が科学的助
言を利用するにあたって行うべきことがまとめられているが、その後、「ガイドライン 2000
科学的助言と政策策定J(2000年 7月)46、「政策策定における科学的分析に関するガイドラ
44 邦語で英国、郎、日本における状況を紹介する論考として、独立行政法人科学技術振興
機構研究開発戦略センタ一政策ユニット調査報告書「政策形成における科学の健全性の確
保と行動規範についてJ(平成 23年) 14-18，24-28頁がある。なお、この論考で明示され
てない文書についても、本稿で補足・整理し紹介することとしたい。
45 Office of Science and Technology， The Use of Scientific Advice in Policy Making 
(March 1997). 
46 Department for Business Innovation & Skills， Guidelines 2000: Scientific Advice 
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インJ(2005年 10月) 47、「政策策定における科学技術的助言の利用に関する政府主席科学
顧問のガイドラインJ(2010年 6月)48へと発展的に改訂されている。 2010年 6月の最新の
ガイドラインでは、論点を早期に洗い出すこと、専門家の助言ソースを椙広く利用するこ
と、調放・透明アプローチを採用すること、政策決定の理由を公に説明すること、共同し
て取り組むことを政府が行うべきこととして掲げている490
また、上記のガイドラインとは別に、科学的諮問委員会及び当該委員、政府に適用され
る行動規範が策定されている o I科学的諮問委員会のための行動規範J(2001年 12月)50は、
上記でふれた「ガイドライン 2000 科学的助言と政策策定J(2000年 7月)の存在を念頭
に置いて、行動規範を 31項目にわたりまとめている。その後、 2007年と 2011年に改訂さ
れており、最新の 2011年版では、「科学的諮問委員会の自的と専門的知識j、「構成員j、「委
員会の支援及び省庁関連携j、「作業の実践人「コミュニケーション及び透明性j を章のタ
イトルとして掲げているD
科学的助言を行う者の政治からの独立性の観点から策定された文書としては、「政府への
科学的助言に関する原則J(2010年 3月) 51があるD この原則は、内務省の科学的諮問委員
会である「薬物乱用に関する諮問委員会J(the Advisory Council on the Misuse of Drugs) 
の委員長であった DavidNuれが 2009年 10月 30日に内務大臣によって解任されたことを
契機として、王立協会会長の MartinRees及びその他の科学者によるガーディアン紙上で
の提言 (6November statement)、それについての下院科学技術委員会 (Houseof Commons 
Science and Technology Committee)での検討を経て、政府が定めたものである520 原則の
うち主なものとして、「政府は、その独立した科学的助言者の学問的自由、専門家としての
地位、専門的知識を尊重し評価しなければならないoJ、「科学的助言者は、その職務につい
and Policy Making (July 2000). 
47 HM Government， Guidelines On Scientific Analysis In Policy Making (October 2005). 
48 Government Office for Science， The Government Chief Scientific Advisor's Guidelines 
on the Use of Scientific and Engineering Advice on Policy Making (June 2010). 
49 Ib i d， P3-4. 
50 Office of Science and Technology， Code of Practice for Scientific Advisory 
Committees (December 2001). 
51 Government Office for Science， Principles of scientific advice to government (March 
2010). 
52 David Nutt解任の経緯、科学者の提言、下院科学技術委員会で、の検討については、 House
of Commons Science and Technology Commi ttee， The Government's review of the principles 
applying to the treatment of independent scientific advice provided to government， 
Third Report of Session 2009-10 (HC 158-1， December 2009)， P3-7. 
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て政治的介入から自由でなければならない。」、 f政府は、独立した助言者の助言を予断し、
公表前に助言を批判又は拒否しではならないoJ、「政府省庁とその独立した科学的助言者は、
この原郎あるいはその他ガイダンスの適用に関する問題を関連省庁の主席科学顧問に提起
しなければならない。当該問題が効果的に解決できない場合又は特に深刻な場合、関連省
庁の主席科学顧問が政府主席科学顧問に申し入れを行うとともに、関連大臣が政府主席科
学顧問と科学担当大臣へ申し入れを行うこととするD 当該問題は、本原則又は科学的諮問
委員会のための行動規範の不履行を含め、明確な一連の基準に照らし審査されることとな
る。j といったものがある 9
上記の文書は、各行政組織の科学的諮問委員会に影響を与えている。例えば、食品基準
庁の「独立した科学諮問委員会のための良き実践ガイドラインJ(2006年 12月)53は、先の
ガイドラインを念頭に霞きながら、行動規範をベースに策定されたものである。また、リ
スクアセスメントとリスクマネジメントの明確な分離について言及しており、食品安全分
野におけるリスクアナリシスに適合させたガイドラインとなっている。その他の例として、
「食品基準庁の委員会委員のための行動規範J54や微生物学的食品安全に関する諮問委員会
の「委員のための行動規範J55があり、 1999年食品基準法との適合性確保が図られている。
② EUにおける規範
EUにおいては、欧州のガノ〈ナンスに関する白書 (2001年)の中で、「最近の食品に関す
る重大局面は、イ可が知られていてどこに不確実性が残っているのかについて国民や政策立
案者に情報提供されることが重要であることを強調している。J、「よりよく情報をもっ国民
は、与えられる専門家の助言に関し、内容や独立性について一層疑問に思っている。」等と
して、 BSE問題を背景とした科学的助言に対する国民の不信について言及している560 当該
白書の準備作業に関するペーパー (2002年)の中で英国における先に見たガイドラインに
ふれ57、それによる検討を経て、「欧州委員会による専門的知識の収集と利用に関するコミ
53 Food Standards Agency， Good Practice Guidelines for the Independent Scientific 
Advisory Committees (December 2006). 
54 Food Standards Agency， CODE OF CONDUCT FOR MEMBERS OF THE BOARD OF THE FOOD STANDARDS 
AGENCY. 
55 Advisory Committee on the Microbiological Safety of Food， CODE OF PRACTICE FOR 
話EMBERS.
56 Commission of the European Communities， EUROPE凶 GOVE悶凶CEA腕UTEPAPER 
(COM (2001) 428 final， 25.7.2001) P19. 
57 European Commission， EUROPEAN GOVE問削CEPREPARATORY WORK FOR T出版UTEPAPER 
(2002)， P47. 
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ュニケーション:原則及びガイドラインJ(2002年) 58において欧州委員会各局に適用され
る規範を示している。中核原則としては、質、開放性、有効性を掲げ、ガイドラインとし
ては、事前計路、専門的知識を集める準備、専門家の確認及び選定、専門家の関与の管理、
開放性の確保を挙げている590 リスクアナリシスについては切での検討が進んでいたが、
科学的諮問委員会に関する規範の検討については英国が先行したといえる。
③ 日本における規範
日本では、審議会等の運営についてふれた閣議決定がある。平成 1年 4月 27日閣議決
定「審議会等の整理合理化に関する基本的計画Jの別紙 3r審議会等の運営に関する指針j
において、「審議会等の運営については、次の指針によるものとする。Jとして、委員構成、
委員の選任、議事に関する手続に言及しているが、その内容は英国及びEUの規範と比べる
と非常に簡素なものであり、科学的諮問委員会の独立性確保のための方策について具体的
かつ詳細に示したものではない。もっとも、この基本的計画は、中央省庁等改革を推進す
るための、審議会等の整理合理化60に関する基本的計画である。問題は、日本における BSE
発生が確認された (2001年)後も、政府が政策形成の場面で科学的助言を利用するにあた
り、政府と科学的諮問委員会及びその委員に適用すべき規範を策定しなかったことにある。
食品安全行政のあり方についてとりまとめた rBSE問題に関する調査検討委員会報告Jにお
いて、このことについては指摘されておらず、科学的諮問委員会の独立性にかかる問題は
残されたままとなった。このことを踏まえつつ、食品安全委員会について、本稿第 4章で
58 Commission of the European Communities， CO泊町NICATIONFROM THE CO附 ISSIONON THE 
COLLECTION AND USE OF EXPERTISE BY Tr芭 COMMISSION:PRINCIPLES AND GUIDELINES 
“Improving the knowledge base for better policies" . 
59 Ibid. P8-13. 
60 塩野教授は、「政策の企画・立案に際しては、通常の行政組織では賄えない専門性が要請
されることが多く、さらに、利害が複雑にからむ現代社会においては、多方面からの情報、
各界各層の意見を求め、相互に検討することが必要で、あるJ等として審議会の合理的活用
を説く (塩野宏『行政法国[第三版]行政組織法Jl(2006年)80-81頁)。それに対し、藤
田教授は、「審議会の趣旨が、もし、政府の政策決定に際し多方面からの意見を求めると
いうのであれば、審議会のような限られたメンバーのみからではなく、いわゆる『パブリ
ックコメント』の活用によって、広く意見を求めれば済むことであろうし、また、真に専
門家の見解が必要となるというのであれば、問題を絞って真にそういった専門家の意見を
求める機会を設定すれば済み、…壮大なパフォーマンスの舞台を構築する必要は無いJと
説く(藤田宙靖『行政法の基礎理論 下巻Jl(2005年)244-245頁)。食品安全分野にお
いては、リスクアナリシスを念頭において、これらの示唆を吟味する必要があるだろう口
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検討を行う。
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第 1章英国食品基準庁 (FSA)
英国において食品安全行政組織の変革が行われた背景の中心は、 BSE問題の顕在化による
政府の信用失墜であることから、英国食品基準庁の具体的な設立経緯を紹介する前に、英
屈における BSE問題の検証を行った報告書である TheBSE Inquirylに基づき、社会的背景
に関して主な経緯をたどることとしたいD
1986年に英国で感染牛から BSEが確認された2後、 BSEの影響に関して助言するため
Richard Southwood卿を委員長とする専門家作業部会が設置されたと当該作業部会の専門
家らは、公表される見通しを認識の上、 1989年 2月 9Sに政府へ報告書を提出した4。この
報告書は、 BSEが人間に伝染するリスクはほとんどないと思われ (appearedremote)、BSE
が人間の健康に影響を与えることはまずないと結論付けた50
しかし、 TheBSE Inquiryは、「この報告書は、リスクの評価根拠を明確にすべきである
にもかかわらず、それを行わなかった。一方、もし、この評価が正しくなかった場合、影
響は極めて深刻だろうと述べたが、この警告は見落とされた。その後何年もの問、 Southwood
報告書は、 BSEが人間に与えるリスクはほとんどなく、当該作業部会が推奨する以外の予防
的措置は必要ないということの科学的根拠として繰り返し引用された。fとして、 Southwood
報告書の影響について述べる。そして、 iBSEは人情に伝染しないとしづ印象を国民に与え
たことは、 BSEが人間に伝染していた可能性があると 1996年 3月 20日に発表された際、国
民が裏切られたと感じた重要な要因であった。J7 ~分析し、リスクに関する政府発表の信
1 BSE及び変異型クロイツフェルトヤコブ病の出現や確認、そして 1996年 3月 20日までに
とられた対応措置に関する沿革を確認し再検討を行うための調査にかかる報告書である。
当該調査は 1997年 12月 22Sに英国議会で発表され、 1998年 1月 12日に開始している。
報告書は 2000年 10月に発表された。 See，
http://webarchive.nationalarchives. gov.uk/20090505194948/http://www.bseinquiry. 
gov.uk/ 
2 The BSE Inquiry Volume 1 Findings and Conclusions， P xviii-xix 
(http://webarchive.nationalarchives. gov.uk/20090505194948/http://wmv. bseinquiry 
. gov.uk/pdf/volume1/ExecSummary.pdf). 
3 Ibid， P xx. 
4 Ibid， P xx. 
5 Ibid. P xx. 
6 Ibid. P xx. 
7 Ibid， P xxi. 
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頼、は、 BSEによってさらに損なわれた。J8と評価した。 TheBSE Inquiryは、 1999年食品基
準法が成立した後に公表されたものであるが、ここでの指摘は BSE問題が顕在化した当時
の社会的背景を浮き彫りにしている。
第1節 Philip James の提案
Phi 1 ip J ames9は、 1997年 3月当時、野党労働党党首だ、った TonyBlairからの依頼を受
け、新たに設置すべき食品基準庁の機能と構造に関する提案を翌月にとりまとめたD それ
が“FoodStandards Agency report -An Interim Proposal by Professor Philip James" 10 
であるD
この報告書は、「第一部:導入及び背景」、「第二部:提案された食品基準庁j、「第三部:
将来の方策Jの三部から成る。内容を大別すると、英国における当時の食品安全システム
に関する問題点を指摘した上で、あるべき食品基準庁の組織及び権限、機能に関する提案
を行っているほか、今後の検討に向けての留意点について言及している。
この報告書の題名が示すとおり、中間時点での提案として作成され、制定法の草案を示
してはいないが、食品安全監督システムの基本的な理念を示唆しており、初期の制度設計
図として大きな影響力を持った点で重要である。以下では、まず、この報告書の Executive
Summaryにより概観を把握し、次に、報告書本文の内容について紹介することとしたい。
( 1 )概観
この報告書の ExecutiveSummaryが示すポイントを要約すると、次のとおりとなる。
1 この報告書の基本的な狙いの一つは、食品関連問題を取扱う国家機構の点で、国民
8 Ibid， P xviii. 
9 Philip Jamesは人間栄養学(humannutri tion)の専門家で、提案を行った当時、英国 Rowett
Research Institute (現在の RowettInstitute of Nutrition and Health)の所長であっ
た (http://www.abdn.ac.uk/rowett/about/history-of-rowett/参照)。国際肥満タスクフ
ォース (InternationalObesity Task Force IOTF) を立ち上げた人物であり、近年は
国際肥満研究協会 (InternationalAccosiation for the Study of Obesity) の会長を務
める (http://www.iaso.org/about-iaso/iasomanagement/iotf/、
http://mvw. iaso.org/about-iaso/iasomanagement/experts/wptjames/参照)0
10 Food Standards Agency report -An Interim Proposal by Professor Philip James (30 
April 1997) .当該報告書は、
http://archive.food.gov.uk/maff/archive/food/james/cont.htmから入手可能である。
なお、当該報告書のデータはHTML文書でありページナンバーがないため、参照部分は項
目番号等により示す。
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の信頼を 3年以内に再び確立するためのものであるべきである 110
2 国民の利益と政府の既得権益の衝突が強まっているのは、例えば、獣医と医療専門
家との間の連携が明らかに欠如しているからであり、フードチェーンのいたるところ、
多くのレベノレで、構造的ノ〈リアを克服することに失敗しているからである。また、この
システムのばらばらな性質や複雑な財務的・規制的運営システムが 合理的な予防措
置を制限している。海外や英思の経験が示すように、食品の安全性を改善するための
効果的かっ明確な構造的変革を行わなければ、消費者教育や広報が国民の不安、不信
を弱めることはない。
3 新たに設置する食品基準庁は、執行力とともに、衛生安全委員会/事務局(Health and 
Safety Commission/Executive HSC/E)で証明された効率性と国民の信頼を緩やかに
基礎とする構造をもっ、省ではない公共組織として設立されるべきである。この「衛
生安全委員会/事務局アプローチj はさらに発展させる必要があり、食品基準庁は、
その組織内に消費者利益やその他の公益をさらに取り込むべきである。また、食品基
準庁は、国会との関わりで、さらに直接的な運営を行うべきである。
4 食品基準庁の財源、は、主に保健大臣らの責任とすべきである。公衆衛生研究所のよ
うな地方政府その他の組織が食品基準庁と協働し、又は、食品基準庁に代わって任務
に当たる場合であっても、食品安全及び食品基準の任務に関するすべての財源は、原
則として、食品基準庁を通じて注がれるべきであるD
5 食品基準庁は、保健大臣らを通して国会へ報告を行うべきである。
6 食品基準庁は、国家の食品政策に関連するすべての事項で、公衆衛生を確保するた
めの権限を持つべきである。その中には、微生物、化学物質、食品の栄養面、遺伝子
組み換え食品のような新食品や新製法を含む。食品基準庁の権限は、食品基準や食品
表示にも及ぶべきである。食品基準庁の役割は、政策の展開、立法の提案や草案作成、
公教育や広報に対する責任を含むものとなるだろう。監査や監視、「農場から食卓まで」
政策の実施にアクセスする権力を持つべきである。国家、地域、地方の構造にあって、
結合力のある新たな組織を生み出すために、地方当局と緊密に任務に当たるべきであ
?
7 食品基準庁は、食品法の施行に責任を持つべきである。これには、地方当局が食品
法施行のために実施する活動のため、調整やモニタリング、基準の設定を行うことや、
その活動状況の監査を行うことを含むべきである。
11 そのほか、「食品基準庁を編成することにより、欧州連合における食品問題を取扱うため
の新たな計画について、英国が提案する機会を得ることとなるだろう。Jと述べている。
Phi 1 ipJ amesが欧州、|食品安全庁の初期の制度設計に関わっていることについては、次章参
昭
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8 食品基準庁は、食品基準及び、食品安全に係る農漁業食糧省のすべての活動面(政策
立案、専門科学的評価、 EUとの技術的交渉、食品研究、公教育及び食品監視を含む。)
を引き継ぐ必要がある。また、相似性をもっ保健省の活動面(食品政策に係る公衆衛
生や医療的側面を含む。)も食品基準庁に組み込まれるべきである。他の組織や行政機
関は、目下設置された組織等として保持されるべきだが、それらの任務のうち関連部
分を食品基準庁に報告すべきである。
9 食品基準庁は、首相や路僚会議によって任命された約 10名の委員からなる委員会で
構成されるべきである。この委員会は、専門技術や専門知識をもっ業界関係者を取り
込むべきだが、公的な消費者団体が多数派となるようにすべきである。この委員会は、
スコットランド、ウエールズ、北アイルランドの代表者を取り込むべきである。
10 食品基準庁の事務局の編成やその効果的作用は、事務局長と同様、資質の高い行政
職員や科学職員を擁することに依存する。政府省庁から異動となった公務員は、食品
基準庁によって雇用される必要があるとともに、経済的・経営的利益を適切に考慮、に
入れつつ、公衆衛生や消費者利益が明確に優位を占める文化を早急に身につける必要
があるD 英国の食品製造・加工業界は、消費者の信頼により決定的な影響を受けるが、
より整合的で予測可能な傾向の中で経営を行うことにより、利益を得ることとなるだ
ろう。
11 英国を構成する地域で監査・実施構造が異なっていることは容認されている。また、
予備的提言は、英国の新たな庁は地域の必要性や感度を考慮しつつ英国全体に効果的
に機能することが可能である、と説いた。
12 食品基準庁は、成文法により設立されなければならないだろう。
13 国際的な経験が示すように、効果的な食品安全手法の導入に係る直接的なコストは
小さし 10
( 2)本文の内容
第一部は 6節から成る。まず、 12. 消費者に関連する論点」では、次の 4つの領域につ
いて言及している。
(a)微生物学的食品安全
現代のフード、チェーンは、例えば、一つの農場の微生物汚染が広範囲に分散され得る。
(b)化学的食品安全
食品安全評価手法は、化学物質の長期的影響に関する問題を効果的に処理していなし1D
(c)遺伝子組み換え生物及び新食品・製法
由民は、遺伝子工学や、消費者の直接的な利益よりも営利のために新しい食品を導入
する技術が、新たに発展することを懸念している。
(d) 日常飲食物の栄養の質
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由民は、栄養が健康にとって非常に重要であることを正確に理解しているが、理解で
きない表示システムに頼らなければならないことで混乱させられ、悩まされている。
また、栄養については、大半の人々に関わることであるとともに、主な業界関係者を巻
き込むことから、分析、政策立案、助言を行うに当たって科学的な独立性が必要であると
し、食品基準庁の中で最もよく処理されうるという。実利的な言い方をすると、公衆衛生
に関する分析は、食品の品質及び安全性に係る栄養の側面が、微生物学的食品安全や科学
的食品安全、遺伝子絡み換え生物及び新食品・製法に関わる点よりも、経済・実利面で非
常に大きな影響力を持つことを示している、と指摘する。
そして、食品を供給するあらゆる組織に対する消費者の信頼を取り戻すことは、食品安
全に関し時代遅れな定義を行うこと以上に注視する必要があることは明らかであるとするD
ラベル表示や教育といった、食品政策と相互に関係付けられる数多くの他の側面が存在し、
それらは不可欠であると説く D
13. 現行システムj では、提案時の英国における食品安全システムについて解説を行っ
ている。食品基準や食品安全に弱する責任は、さまざまな紐織に分割され、中央政府レベ
ルでは、政策展開、立法の促進、 EU立法の実行に関する責任は、主に、農漁業食糧省や保
健省、加えてスコットランド、ワェーノレズ、北アイルランド当局にあると説明する。
また、食品立法の枠組みは 1990年食品法であるとし、すべての食品立法を一つの包括的
な法律に併せアップデートしたものであると説明する。この法律により、食品小売業者は、
販売する食品を確認する一層徹底的なシステムを構築しなければならなくなっているとい
フ。
14. 現行システムに付随する問題点」では、提案当時のシステムに関する問題点につい
て、 3つの重要な論点を示している。
第一に、農漁業食糧省の組織に関し、次のように指摘している。「農漁業食糧省は、農業
の経済的利益を促進する役割を担っており、このことは、国際舞台で特に価値がある。し
かしながら、現在、例えば食品安全領域における数多くの専門委員会や、家畜モニタリン
グ、食肉衛生サービス局 (MeatHygiene Service)などに責任を持っており、こういった
多くの異なる仕組みによってフードチェーン全体で公衆衛生を守る責任も持つo …食品安
全事項といくつかの業界の短期的な経済的要求との間で、衝突が時々、不可避的に存在す
るものである。これらの衝突は、目下、農漁業食糧省の中で処理されており、どう解決さ
れているのか明らかでない。近年の食品禍の広がりを考慮すると、すべての食品安全面、
すなわち、政策立案、監視、調整及び監査が農漁業食糧省から藍ちに分離されるべきこと
は、一般的にほぼ受け入れられている。…必要なのは、ビジネスを促進する役割と公衆衛
生・安全を守る役割とを分離する新たな組織である D 庁は、意思決定が一層透明性を持ち、
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真の利益バランスが国民の精査に服するよう、オープンに運営しなければならない。J
第二に、関係組織間の連携に関する問題点を指摘する。すなわち、「現行システムがばら
ばらで、食品政策や、食品安全のモニタリング及び調整に係る異なる組織潤の連携が欠如
している。農漁業食糧省や保健省、食品問題を取り扱う他の省庁の間でかなりの権限重複
や隔たりがあり、また、フードチェーンの異なるポイントで、多数の構造的バリアもある。
…それゆえ、ワンストップショップとして、また、食品に関連するすべての活動の翰とし
て、食品安全のために活動する総合的な権限をもっ単一組織 (single body)が必要である oJ 
とし¥う。
第三に、食品法の実施状況に関して次のように述べる。 f食品法の実施は、英国全体に均
一に行われていない。 1990年食品法の下における規制は、当局によって異なる基準で実施
されている。 一優先順位は田中で明らかに異なるし、実施が放置されている領域もある。
食品法の実施基準を立ち上げ、英国全体に一貫したアプローチを確保する必要がある。j
15.他の選択しうるモデ、ノレj では、北米、北欧、豪州の食品監督当局の権限に関する検
討から、あるべき組織について言及している九北欧当局は「農場から食卓までj政策を強
12本報告書の APPENDlxrnでは、提案特における、各国の食品安全監督当局の権限等につい
てまとめている。主な内容は、次のとおりである。
デ、ンマーク毘家食品庁 (DanishNational Food Agency)に関しては、保健省から新た
な食品農漁業省へ移された組織であり、「農場から食卓までj アプローチを採用し、広範
な権限を持っているとしづ。商業的、政治的圧力からの独立性 (independence)を保つこ
とができるかどうか、注視され続けているとのことである。
スウェーデン国家食品局 (SwedishNational Food Administration) もまた、広範な権
限を持ち、健康の事前対策の役割を担っているとしづ。農務省に属しているものの、消費
者利益と健康上の利益を主要な責任とし、農務委員会から独立している (independent)、
とのことである。
オーストラリア・ニュージーランド食品局 (Australianand New Zealand Food 
Authori ty)については、権限範囲が狭く、食品基準のほか、公衆衛生の保護や公正取引
の促進のための行動規範の発展にのみ、焦点を合わせていると説明する。一方で、それら
に対しては、「牧場から食卓までj アプローチを一層広め、食料製品に関する問題を包含
することを目的とする消費者の圧力があるが、しかしながら、当該食品局の権限に取引を
包含することは、ひとつの庁(oneagency)だけがコーデックスのような組織と国際的な連
携にかかわり合い、消費者利益が代弁されることを意味する、とし1う。ただし、利益代表
者に関して言うと、当該食品局は業界代表を包含している、とも指摘するロ
カナダ食品検査庁 (CanadianFood Inspection Agency)については、将来的にすべて
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力に実施しているが、この広範な権限は、食品安全に関する近年の歴史を考慮すれば、英
国のあらゆる新たな計画に関し、本質的な特徴となるべきである、と説く。また、食品安
全問題について消費者が敏感になってきていることを受け、多くの国が組織配置について
再構成の過程にあったり再構成を実施したところであるのは興味深い、という。
第一部をまとめる 16. 結論J13では、 3つのポイントを示している。
第一に、消費者である国民の意識について言及し、「国民が、国民を守る予定の食品安全
システムを信頼し、また、複雑な問題について意思決定を行うプロセスに信頼を寄せるこ
とが必要であるパという。
第二に、食品監督組織について言及し、「公衆衛生と消費者保護を最優先事項として明確
に取り上げ、問題を取り除く調査・執行権限を持つような、質の高い庁の導入は、国民の
信頼を築き上げることが必要とされる一連の発展に不可欠な要素である。Jと説く口
第三に、食品監督組織と業界との関わりについて言及し、「新たな庁は、信頼が着々と再
構築されるよう、食品政策や食品安全問題へのアプローチが安定性と一貫性をもたらすこ
とを狙いとすべきである。そうすると、より予見可能なシステムと市場において業界が経
営を行う助けとなるだろうJ という。
の食品検査及び検疫サービスがこの単一組織 (asingle agency) に統合され、人間の健
康、植物衛生、動物衛生に責任を負う予定であるとしづ。
米国食品医薬品局 (Foodand Drug Administration) については、そのようなモデ、ノレを
英国へ適用することは、多くの理由で適切ではないと指掃する。ひとつには、米国食品医
薬品局が食肉に関する責任を持っていないこと、もうひとつには、英国とは異なった組織
状況と監督の枠組みで、運営を行っていることを挙げる。また、米国食品医薬品局の局長の
任命は、政治的任用であるが、これは、国民を保護するという当局の使命をむしばむもの
であると指摘する。
これらの記述は、あるべき食品監督組織について、フードチェーン全体を監督する広範
な権限を持ち、独立性 (independence)のある単一 (single)の組織が好ましいことを示
唆しており、報告書本文を補強している。
13本提案以外にも、農漁業食糧省、政党、専門機関、業界団体、消費者団体等の各団体に
よる、食品監督組織の在り方に関する提言があり、概要がAPPENDIXIVにまとめられている。
詳細には立ち入らないが、助言的な役割のみ担うという「英国食品安全審議会J(UK Food 
Safety Council)の創設を農漁業食糧省が 1997年 1月に提言したこと、ある大手の食品
小売事業者が衛生安全委員会/事務局モデ、ノレを基本的に支持していた旨の記述があるこ
とについて、付記しておく。
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第二部は16節から成るが、特に重要な点について取り上げることとしたい。
まず、 i2.衛生安全委員会/事務局型組織の編成j では、提案時点における食品問題の状
況と衛生安全委員会/事務局が導入されたとき (1974年)の状況との間で多くの類似点があ
ることが検討過程の初期に明確になったことや、衛生安全委員会/事務局が食品基準庁を設
立する出発点として有用な英国モデノレを提供するものであるという注呂すべき一般的な了
解があったことについて述べている。ただし、この衛生安全委員会/事務局モデ、ルに問題が
ないわけではなく、その構造を時代遅れと考える専門家がし¥るほか、安全性が損われた場
合の主な影響が特定領域の労働者というよりも国民全体に及ぶ食品安全分野に対して全般
的に適切であるわけでもない、という。
本報告書のAPPENDIXV 14での説明によると、衛生安全委員会/事務局は、労働衛生安全法
(Health and Safety at Work Act 1974)により設立された組織で、労働活動由来の衛生
安全に対するリスクの適切なコントローノレを確保することが使命である。委員会は、省で
はない公共組織であり、法律の下に非常に広範な権限を与えられ、雇用者代表団体、被雇
用者代表団体、地方自治体等との協議を経て国務大臣により任命される委員を包含すると
いう利害関係者重視のモデ、ルを基礎としている。事務局は、委員会に助言及び援助を行い、
事務局の各種政策、科学的機能及び運営的機能について責任を負う。委員会と事務局との
問の本質的な違いは、委員会が衛生安全問題に関する政策アドバイザーとして大臣に対し
て公式的に行動する一方、事務局が実施面について責任を負う点にある。委員会のみが大
臣に助言しうるのであり、事務局長はこの仕組みのバイパスになり得ない点が重要な要素
である。法律の下、事務局は大臣に対して情報提供のみなしうるのである。実際は、助言
と情報提供の境界は不鮮明になっているが、委員会が中心的な立場から外れないようにす
るための有用な仕組みであり、食品基準庁でも伺じように、統治組織と運営部門の区別を
行うべきである、と主張する。
i3.新しい食品基準庁jでは、衛生安全委員会/事務局モデ、ノレを用いるならば、食品基
準庁は、様々な構成員がし1る統治組織(委員会)をともなった、省でない公的組織として
設立するため、執行組織(執行部)を構成要素とすべきである、と説く。また、委員会の
構成について、業界の専門家が委員会に含まれることとなるものの、公益団体や公衆衛生
に係る団体から指名された人物が多数派となるようにすべきである、としづ。
は.食品基準庁の権限と活動範囲j では、「食品基準庁は、フードチェーンを完全に包
含する権限を持つべきである。食品基準庁の統治組織(委員会)は、食品安全、食品基準、
14衛生安全委員会/事務局に関する説明のほか、相当程度の独立性 (independence)を持つ
組織の一例として会計検査段 (NationalAudit Office : NAO)に関する説明等がある。
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栄養、公衆衛生に関するすべての事項について大庄に助言を行うこととなるだろう。食品
基準庁は、提案された立法の起草や、政策の展開を行うとともに、食品業界や各執行組織
に向けて手引きを出すこことなるだろう。Jと述べる。また、「食肉衛生サービス局によっ
て実施されているような中心的な実行機能は、食品基準庁に組み込まれるだろう。Jとしづ。
15.食品基準庁の機能jでは、 14項巨に分けてその説明を行っているが、要点は次のよ
うにまとめられよう。
・委員会は、食品安全に関する立法の起草、政策の展開、手引きの発行といったすべての
政府の責任を割り当てられることとなるだろう。 (a)
・食品基準庁は、食肉衛生サービス局や牛乳衛生計画に関する責任を引き受けるべきであ
る。 (b)
・食品基準庁は、国家家畜サービス局の一部職員(本部の獣医)を受け入れる、新たな獣
医学的公衆衛生ユニットをつくるべきである。 (c)
・食品基準庁は、農薬の安全性評価に関する責任を持つべきである。実際の農薬の認可に
関する責任は、農薬安全理事会 (PesticidesSafety Directrate)が持ち続けるべきで
ある。 (d)
・食品基準庁は、家畜用医薬品に関する公衆の安全性評価について、責任を引き受けるべ
きである。農薬と同じように、家畜用医薬品の認可及び効力評価に関する責任は、家畜
用医薬品理事会 (VeterinaryMedicine Directorate)が持ち続けるべきである o (e) 
・食品基準庁は、フードチェーン全体の微生物学的安全性を確保するための責任を負うべ
きである。 (f)
-食品由来の伝染病の大発生に対処する責任は、さしあたり、連帯して責任を負い、監査
と実施の権限を持つ食品基準庁の地域センターのほか、公衆衛生研究サービス (Public
Health Laboratory Service : PHLS) と地方公共団体 (localauthorities : LAs)に
あるべきである。 (g)
・もし、資金が食品基準庁を通じて引き込まれるなら、原則として、食品に関する化学
的モニタリング及び分析は大きく改善されるだろう。 (h)
・スコットランドには公衆衛生研究サービスがないが、統合されたスコットランド科学
サービスが、食品基準庁の地方自治体連携ユニットを通じて、微生物的・化学的食品
監視に向けて地方公共団体とともに、緊密な連帯アプローチとしづ成果を生むだろう。
(i) 
-委員会は、一連の諮問委員会によって助言されるべきである。その諮問委員会は、食
品基準庁の事務局部門によって管理上供給されるだろう D 食品基準庁の仕事を補強す
るだろう公開原則は、諮問委員会に対して等しく適用されなければならないだろう。
(j) 
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-委員会は、食品安全、栄養、消費者保護分野における、すべての調査を統合する責任
を持つべきである。 (k)
・地方公共団体の食品法実施過程に多くの人手がおり、それゆえ、可能な場面であれば
どこでも、食品基準庁は、地方公共団体を肩代わりするというよりも、地方公共団体
の活動の有効性を確保しようとすべきである。(1)
・食品基準庁は、食品に関わる保健教育を含め、強力な伝達媒体と広報の役割を持つべ
きである。 (m)
・大臣は、欧州連合や食品問題に係る他の国際組織の範囲内で交渉を行う究極の責任を
保有するだろう。食品基準庁の事務局職員は、「テクニカルアドバイザーj として欧州
連合の詳細な議論に参加するだろう 150(11)
17. 大臣との関係j では、「委員会は、多くの大臣に助言を行うべきである。また、常
にその助言を公表する権限を持ち、説明責任を負うこととなるだろう。しかしながら、大
臣は、委員会からの助言に応える政策決定に責任を持つこととなるだろう。jという。また、
「食品基準庁の事務局長は、大臣に情報提供は行う。しかし、大臣に助言を行う委員会の
バイパスにはなり得ないだろうJ と述べており、衛生安全委員会/事務局モデルに基づい
た組織作用の採用を提案している。さらに、「食品基準庁を支えるだろう公開の原則は、説
明責任や運営上の自主性に関する適切なバランスを確保するに違いない。j と付け加える。
19.財源j では、「財源の仕組みは、食品基準庁の有効性を確保し、その統一性を保護
すべきである。財源、は、国民の監視に対し開放的である仕組みにより、保健省の予算を通
して届くべきである。Jという。
111.職員配置j では、 f執行部の職員は公務部門から引き寄せられるかもしれないが、
雇用条件の点で、彼らは執行部の被雇用者であり、大臣に対して責任を負うのではなく、
委員らに対して責任を負うことを明確にすべきである。職員は、将来、省に戻ることが避
けられないとしづ意味のキャリアパスにすべきではない。それにもかかわらず、非常に有
能な公務員が食品基準庁内で一定期間働く機会があるべきである。加えて、食品基準庁の
職員は、経験を広げるために、業界、公益団体、あるいは学術領域に臨時的に配置替えさ
れ得る。関連する省から来る職員は、食品基準庁へ配置替えされ得るが、既存の専門家と
15本報告書のAPPENDIX刊において、食品基準庁職員の欧州連合への関わりにつき、「欧州連
合の政策過程に食品基準庁の職員が関わることは重要であるD というのも、一度、欧州連
合の政策が決定されて EU指令が適用されると、英国で実施する立法の起草について責任
を持つのは食品基準庁の職員となるだろうからである。」と指摘している。
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新たに任命された者を適切に混合して組織に包含することで、組織文化の変化をもたらす
ことが基本的に重要である。j と主張する。
116. 監視計画j では、まず、英国の公的組織による監査について説く。すなわち「食
品基準庁は、会計検査院と公会計委員会 (thePublic Accounts Committee) による監査に
服することとなるだろう。年報と決算書を国会の前に提出することが求められるだろう D
その役割は、国会オンブズ、マン (theParliamentary Ombudsman) の管轄権によって包含さ
れることとなり、そのため、設立立法は、その組織がオンブズFマン付属書類 (theOmbudsman 
Annex) に加えられるべきであると明記する必要があるだろう。このことは、そのオンブズ
マンが「政府情報へのアクセスに関する実施規範J(the Code of Practice on Access to 
Government Information) により包含されるだろうことを意味することとなる。j という。
次に、国民の情報アクセスについて述べ、 fやがて、実施されるし¥かなる情報自由立法も、
適用可能となるべきである。もし、食品基準庁が設立されるときに情報自由法がまだ施行
されていなければ、食品基準庁は、それが存在するかのように運営しなければならない。
国民は、計画表、議事録、諮問委員会に向けた文書にアクセスする権利を持つべきであるD
それらは、国民の中で多く行き交うべき性質のものである。容易にアクセス可能な次の記
録があるべきであるD すなわち、委員会の委員の利害関係に関する記録と、諮問委員会の
委員に関する過去と現在の利害関係に係る表明を含む記録である。Jと説明するD
さらに、これら以外に、「食品基準庁は、科学的論点の専門家を引き抜いた国際的専門家
招蒋グ、ノレー フ。による監査が4年ごとに実施されるべきである oJとも主張するD
第三部は3節からなるが、次の2点について取り上げておきたい。
第一に、食品基準庁の設立に関し、「経過に関する多くの取決めは、政府の省によってな
されるだろう。それも、省の現在の活動部分について、省ではない助言的な公的組織又は
暫定的な次の段階の機関へと移すことによってなされるだろう。そういった委員会は、助
言的な能力だけを持ち、女王の枢密院令 (Orderin Council) によって設立されるだろう。
当該委員会は、さらなる権限を与える立法の可決が完了するまで、助言的権限を持つに過
ぎないだろう。その掲の期間、当該委員会は、円滑な移行を確保するために食品基準庁の
設立に関する事項について助言を行い得る。Jとして、準備組織とその権限について第l節
で述べている。
第二に、本報告書は包括的ではない点に触れ、水質、水産業の食品約観点については簡
単に触れたのみであるほか、新たな水産関連行政組織について言及しておらず、また、緊
急計画、食品広告についてカバーしていなし1、などと第3節で付言しているD
第2節 白書の公表
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1997年 5月 1日の総選挙における労働党の圧勝により、翌日、首相に任命された Tony
Blairは、同月 8日に Phi1 ip J amesの提案を受け取った160 政府は、この提案に関するコン
サルテーションの実施17や、食品基準庁の設立に向けた準備組織の立ち上げ18等を経て、 1998
年 1月に白書 "TheFood Standards Agency A Force for Change" 19を公表した。
この白書は、 PhilipJamesの提案とそれに対するコンサノレテーションの意見20を念頭に、
食品基準庁の設立に関する政府の見解を公式的にまとめたものである。立法草案について
は白書に対する反応に関して注意深く熟慮、した後に発表することとしていた21ため、ここで
16 The Food Standards Agency : A Force for Change (January 1998， Cm3830)， P3. 
17 Food Safety Information Bulletin No 85， June 1997， COVER ARTICLE (FOOD STANDRDS 
AGENCY) .ちなみに、 FoodSafety Information Bulletinは、インター不ットから入手可
能である (http://archive.food.gov.uk/maff/archive/food/bulletin/intro.htm)。なお、
当時の英国におけるコンサノレテーション制度の内容については詳らかではないが、現時点
のものについては、本稿第 4章脚注 76参照。
18 まず、 1997年6月2日に食品安全・基準グルーフ。 (theFood Safety and Standards Group) 
が農漁業食糧省内に作られ (FoodSafety Information Bulletin No 86， July 1997， COVER 
NEWS (FOOD STANDRDS AGENCY))、同年9月 1Sに農漁業食糧省及び保健省の職員から成る
食品安全・基準共同グノレーフ。 (theJoint Food Safety and Standards Group: JFSSG)が
設立された (FoodSafety Information Bulletin No 89， October 1997， OTHER NEWS (FOOD 
STANDRDS AGENCY))。なお、両方のグループ。長で、あった GeoffreyPodgerは、当時、保健
省の職員(一時、農漁業食糧省へ出向)で、後に食品基準庁の初代事務局長や欧州食品安
全庁の初代事務局長に就任した人物である。
19 http://~v.archive.official-documents.co.uk/document/maffdh/fsa/fsa.htm から入
手可能である。
20本白書の Annex1において、 PhilipJamesの提案に対する国民の反応をまとめている。要
約すると、幅広い層から 600を超える意見があり、政府における食品安全の促進に関する
責任と食品及び関連業界の利益促進に関する責任の明確な区別について、回答者が Philip
Jamesの提案を堅く支持したとしづ。食品基準庁がフードチェーン全体を通して食品安全
を促進すべきという原員iJには全面的な支持があったが、食品基準庁の権限が配合要件やラ
ベル要件、栄養、日常食問題といったような食品基準事項を包含し、食品安全を超えた範
囲に広がるべきか否かについては、かなりの論争があった、とのことである。また、例え
ば法案の起草や欽州連合等で、の交渉といった、より広範な執行機能が食品基準庁に与えら
れるべきか否かについては意見が分かれた、とのことである。
21 Food Safety Information Bulletin No 87， August 1997， OTHER NEWS (FOOD STANDRDS 
AGENCY) . 
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も示されていないが、労働党新政権の食品安全政策に関する基本的なスタンス22を示唆する
ものと考えられよう。以下では、第 l章「導入及び要約j により白書を概観した後、第 9
章まである本文の内容について PhilipJamesの提案とそれに対するコンサノレテーションの
意見を交えて紹介することとしたい。
( 1 )概観
まず、第 1章の冒頭で「この白書は、より安全な食品の供給を促進し、消費者が安全で
健康的な日常食を選びうるのに必要な情報を持つことを確保することで、公衆衛生の保護
に責任を持つだ、ろう強力な新組織に関し、政府の詳締な提案を説明している。J23といい、
この白書の基本的な性質を示す。それらの提案は、「国民の保護に向け明確に焦点を合わせ、
フードチェーン全体にわたって制定法上の強力な権限を持つ庁を措く。Jとした上で、食品
基準庁の役割・性質に関し、次のように述べている240
-政府から距離を置き、領域的な利害から独立していること
-個人の経歴や専門知識に基づいて、透明性のある状態で任命された委員長及び委員に
よって統治されること
-国民の利益を最優先事項として明確に置く「処理原則J(guiding principles) 25の下
で運営すること
-食品及び公衆衛生に関わるあらゆる点について、庁の見解を公開できること
・フードチェーン全体26にわたり、食品安全・基準に関する戦略的な見解をとること
-調査、監査、立法の提案、食品法施行状況の監視、問題を取り除くための行動を行う
22 この白書は、関係する省による検討結果とも言い得る点に留意が必要であろう。また、
Tony BlairがPhilipJamesへ食品基準庁の設立に関する検討を依頼したタイミングや、
先の PhilipJamesの提案内容について、当時の政局が影響している可能性がある点にも
留意が必要で、ある。
23 The Food Standards Agency : A Force for Change (January 1998， Cm3830)， P5. 
24 Ibid， P5. 
25 同じ第 1章において、「処理原則は法律により規定されるだろう。最優先事項とする公衆
衛生保護の義務について妥協することなく、注意深く責任を持って非常に重要な権限を食
品基準庁が行使することを確実にするよう、処理原則は設計されるのである。J(Ibid， P5) 
と説いている。
26第 l章の他の段落で、フードチェーン全体のことを“fromthe farm to the shop or 
restaurant"と言い換え (Ibid，P6)、フードチェーンの終着点を iJ苫あるいはレストランJ
と表現しているが、第4章では“fromplugh to plate" (農場から食卓へ)と表現し、
フードチェーンの終着点を消費者としている (Ibid，P18.) 0 
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といった、広範な権限を委員会が持つこと
・国民に情報や助言を提供することについて明確な責任を持つこと
また、食品基準庁の財源に関して、 f食品安全・基準の任務に関するコストを、より高い
割合で納税者から食品業界に移転させる仕組みを作れないか、検討を行っているところで
ある。J27と述べ、新たな提案を行っている点は特徴的である。
そのほか、独立した科学的諮問委員会から助言を得るとともに自ら調査及び監査を行う
こと 28や、委員長・委員会が保健大臣らを通して国会に説明責任を負うこと 29、食品安全や
幅広い消費者利益の促進と経済的利益の促進とを明確に区別すること 30、単一組織(asingle 
body) とすることへ組織文化の変化が不可欠であること 32等を支持している。
( 2 )本文の内容
第2章「食品基準庁の処理原則Jにおいては、「処理原則Jについて、食品基準庁を創設
する法律やその運営声明において示され、その「処理原則j に反する行為を避けるためそ
の法律で大臣に食品基準庁に対する指導権33を付与するだろうとした上で、次のように示す
34 
1 食品基準庁の重要な狙いは、食品に憶する公衆衛生の保護である。
2 食品の基準・安全に関し、食品基準庁は、偏見なく、利用しうる最高水準の科学的
助言に基づき、食品基準・安全に関する評価を行うだろう。その助言は、独立した
立場で助言を行う権限を持つ。
3 食品基準庁は、次に基づき決定し行動するだろう。
27 Ibid， P6. 
28 Ibid， P5-6. 同じ段落の中で、「食品基準庁は、食品業界と緊密に職務を行うこととなる
だろう。それというのも、技術的発展に遅れずついてゆくことを確実にするとともに、消
費者が価値を置く高い安全・品質基準を届ける最良の方法を確立するためである。J(Ibid， 
P6) と述べていることから、白書で言う委員会(又は諮問委員会)の「独立性j の具体的
内容に注目する必要がある。
29 Ibid. P6. 
30 Ibid. P7. 
31 Ibid. P7. 
32 Ibid. P7. 
33 この指導権については、同じ段落において説明するには、食品基準庁がただ政府に不評
な勧告の作成及び出版をしないように用いられることはできないだろうとし、むしろ、民
主的な説明責任に関する手法を提供することを意図するとしづ。 Ibid，P9. 
34 Ibid. P9-10. 
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-食品基準庁の決定及び行動は、リスクに比例したものであるべきである。それらの
影響を受ける人々に対し費用便益の点で責任を果たすべきであるとともに、過度な
規制を避けるべきである口
・食品基準庁は、特定領域の利益から独立して行動すべきである。
4 食品基準庁は、一般的な国民が知っている情報に基づいて選択を行うことを可能に
するため、国民が十分かつ明確に示された情報を持つことを確実にするよう、奮留す
ることとなるだろう。こうすれば、正当でない警告を発することを避けようとするだ
ろう。
5 食品基準庁の意思決定過程は、次の臣的のため、聞かれていて、透明性があり、対
話的であるものとなるだろう。それは、国民の代表を含めた利害関係者が、次のこと
を目的に持つD
-彼らの見解を知る機会を得ること
-下された決断の根拠を知ることができること
・食品基準庁がとった手順と決断の質について、知っている情報に基づき判断できる
こと
6 食品基準庁は、行動する前に、影響を受けることとなる人々の代表を含め、広く諮
問を行うであろう。ただし、公衆衛生を守るため緊急的な行動を実施する必要性が、
この諮問の実施を不可能にしない限りにおいてである。
7 食品基準庁は、決断と行動を行う際、手法に関し、明確性と一貫性をもって成し遂
げることを狙いとするだろう。
8 食品基準庁は、決断と行動にあたり、国内法及び国際法の下、英国の負う義務を十
分に考慮するだろう。
9 食品基準庁は、効果的な運営を行う中、効率性と経済性に狙いを定めるだろう。
また、この「処理原則jのほかにも、情報の自由に関する立法や作業規範に従うことや、
ベターレギュレーションガイド(theBetter Regulation Guide)及び規制評価ガイド(the
Regulatory Appraisal Guide)で説くベストプラクティス原則に従うことが要求されること
等について言及している350
第 3章「食品基準庁がなすべきことJでは、食品基準庁の責任範囲と役割について要約
している360
主なポイントは 3点あり、既存の省からの権限移行、既存の省との連携、広範な権限と
執行力について述べている。
35 Ibid， Pll-12. 
36 Ibid， P13. 
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まず、政府の提案は、「栄養に関する重要な面を含め、食品安全や食品基準にかかる領域
において、英国の政策枠組みに基づき、大臣へ助言を行うため農業や健康に関連する省か
ら食品基準庁が素任を引き受けるべきであるとしづ提案である。これは、立法や政策実行
の必要性及び内容について助言を行うことを含むこととなる。J37と述べるとともに、「食品
基準庁は、食品事項に関係する広報や教育を行時うこと、欧州連合やその他国際組織におけ
る英国を代表すること 38、調査や監査を機能させること、食品法の実施にあたり基準を設定
しそニタリングすることについても重要な責任を負うべきである oJ 39といい、基本的に持
つべき権限をあげる。
続けて、「栄養に関する政策や、農場経営の実践に関連する食品安全問題といったいくつ
かの領域においては、健康、農業、環境に関連する省が重要な施策や制定法上の責任を保
有し続けるだろう。食品基準庁とこれらの省との問の連携を明確にすることや、公益を保
護する目的で食品基準庁が効果的に責任を果たすことを可能にする調整や協調のための仕
組みを置くことが重要となるだろう。J40とした上で、「食品基準庁が政府から独立性を保つ
ことは重要であるが、国民の保護に責任を負う省やその他組織から孤立した状態で運営を
行ってはならない。J41と距離の置き方に言及するD
また、「もし、食品基準庁が食品関連問題を取扱うための政府機構を強化し活性化させる
目的を成し遂げようとするなら、広範な権限が与えられなければならないと何時に、助言
を行う権限と同様に、執行権限を持たなければならないと信じる。食品安全問題のみを取
扱う助言組織は、現にある国民の関心の水準に十分応えることにはならないだろう。J42と
37 Ibid， P13. 
38 Ibid， P13.既に言及したように、 PhilipJamesの提案においては、交渉を行う究極の責
任は大庄が保有するとした上で、食品基準庁の事務局職員を「テクニカルアドバイザー」
と位置付けている。 See，Food Standards Agency report -An Interim Proposal by 
Professor Philip James (30 April 1997) ， PART n 5 (n).本白書も伺様な立場に立ち、
衛生安全事務局職員の実践を反映して、食品基準庁の職員を「交渉のワーキングレベルで
英患を代表するにふさわしい専門家j であると説明するとともに、交渉の最終的な政策責
任は大臣が保有したままとしなければならないという。 TheFood Standards Agency : A 
Force for Change (January 1998， Cm3830)， P14. なお、食品基準庁が関わりを持つ国際
組織として、欧州委員会第 24総局(当時)、世界保健機構、国連食糧農業機関、コーデッ
クス委員会、世界貿易機関といった組織を挙げている。 Ibid，P15. 
39 Ibid， P13. 
40 1 b i d，P 13. 
41 Ibid， P13. 
42 Ibid， P13. 
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権限範囲に触れ、「食品における消費者利益は、食品の成分面での質、入手可能な食品の選
択、なし得る選択についての情報に関連する事項を含む。成分や標識に関する事項は、国
内外の市場取引に関して公平な状況を決定付ける重要な要素でもある。それゆえ、食品基
準庁の権限範囲に食品基準を含める政府提案は、この重要な領域において公益が適切に保
護されることを確実にするため、食品基準庁が食品業界と緊密に業務を行うことを要求す
るだろうJ と説く 43D
個々の問題領域に関する詳細な政府提案については、本白書の第 4章及び第 5章で述べ
ているが、上記のポイントのうち広報及び、教育については、本章において具体的に触れて
いる。そこでは、開放性と透明性を基礎として推進し、当時提案過程にあった情報自由法
の射程に入ることとなると述べた上で、食品基準庁の役割について次のように述べるべ
自身のコミュニケーション戦略を打ち立て、特定の目的を持った自身のコミュニケ
ーションユニットを持つこと
農漁業食糧省や保健省等で既に展開されている食品安全関連のコミュニケーション
活動に関し、責任を引き継ぐとともに推進すること
広く国民と双方向の情報交換を効果的に行うため適切な仕組みを発展させること
自身の政策展開や情報を知らせるため、食品安全や食品基準の事柄に関する消費者
意見への理解を改善するような適切な仕組みを考案すること
食品問題について教育省へ専門的助言を行う供給源として行動すること
他の政策領域で経験を得て打ち立てている、健康リスクコミュニケーションへの一
貫した総合的アプローチを促進する中で、保健省、衛生安全事務局その他の関連組織
と連携すること
栄養、日常食、食品安全に関連する健康増進及び教育活動に着手するため、健康教
育機構などの健康教育関連組織と同盟を結ぶこと
第 4章「食品安全に係る食品基準庁の役割Jでは、農場、家畜病原体、家畜飼料を中心
とした食品安全に関する食品基準庁の役割について説いている。
農場での食品安全に関しては、食品基準庁が「農場から食卓へJ(from plough to plate) 
というフードチェーン全体の安全を促進で、きることが不可欠であるとしつつ、「農場経営の
すべての側面について食品基準庁に運営上の素任を与えることは、公衆衛生の保護という
食品基準庁の不可欠な狙いをそらす危険があるだろう。そのことはさらに、実際問題とし
て、目的の衝突という問題は、食品安全の促進に関する責任を農業関連大庄が持つ農場事
43 Ibid， P13. 業界と緊密な関わりをもっ理由については、本白書第5章の食品基準に関す
る解説の中でも言及があり、その内容にも留意が必要で、ある。
44 Ibid. P16-17. 
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業の利益促進に関する責任から分離する判断に貢献しているが、それと同じ問題を食品基
準庁に移すことになるだろう。J45とした上で、「もし、食品基準庁が、他の組織による行動
が公衆衛生の保護につき十分な水準を提供しないと考えるなら、農場から人間のフードチ
ェーンへの食品原料の流入を制御するなど、食品基準庁自身による行動が可能であること
が非常に重要である。J46と指摘し、消費者保護と業界利益促進との分離と、食品安全確保
の一貫性の両立に向けた食品基準庁の役割を説いている。
また、生きている家畜にいる病原体の監視及び管理に関しては、「食品基準庁は、フード
チェーン全体を通した食品由来の動物原性感染症の制御に関し、農業・健康関連の省や公
衆衛生専門組織、獣医学的専門職との緊密な連携の中で取り組みながら、国家政策・戦略
を発展させ改良を行うとしづ重要な戦略的役割を持つべきである。J47とし、さらに、「食品
基準庁は、運用上、食肉解体処理場から先の人間のフードチェーンに関し、 BSEの統制を展
開し改良する責任を負うこととなるだろう。また、農業関連大臣は、動物性脂肪精製工場
の統制を含め、国内牛の群から病気を根絶することと、英国産牛肉の輸出に関する欧州委
員会の禁止の解除を確実にすることを狙った手法について責任を負うこととなるだろう。J
48といい、食品基準庁設立の背景となったBSEに対する統制について言及する。
そして、家畜飼料に関しては、「家畜飼料問題に関する責任は、食品基準庁と農業関連の
省の照で分割されるべきである。食品基準庁は、人間の食品に関する取決めと密接な関連
のある場面で、それらの論点を先導するだろう。Jとし、例として、飼料における遺伝子組
み換え成分の使用、餌の添加物、飼料の構成物及び標識、飼料汚染を挙げる49と同時に、「食
品基準庁は、農業に関連する省と大変密接に連携する必要があるだろう。農業に関連する
省は、動物の BSE拡大を紡ぐ鍵となる手法である、飼料中の晴乳類たんぱく質の使用につ
いて統制を行う運営上の責任を保持することとなるだろう。J50としづ。また、「食品基準庁
は、農業に関連する省のこれら責任の実行によって、人間の健康に向け提供される保護に
相違があると信じるならば、その見解を表明し、あらゆる必要な措置が約束された食品安
全法の下で自らの権限を行使することが可能となるであろう。J51といい、家畜飼料に関し
て食品基準庁が負うべき役割について、既存の省との権限バランスを示唆するほか、食品
基準庁の独立性確保を意図するものとなっている。
45 Ibid. P18. 
46 I b i d. P 19. 
47 Ibid， P19. 
48 Ibid， P20. 
49 Ibid， P21. 
50 Ib i d， P22. 
51 Ib i d， P22. 
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第 5章「食品基準及び栄養に関する食品基準庁の役割j では、情報提供に焦点をあてた
提案をおこなっている。
まず、食品基準に関しては、「食品基準は、配合上の基準や標識要件、食品の真正性を包
含する oJとした上で、 f食品基準庁がこの重要な領域について責任を引き継ぐべきである
という提案は、食品の質、消費者の保護や選択に関わる事項を含めるために、食品安全を
超えて食品基準庁の権限を拡大するものである。Jと説明する520それに続けて、「消費者は、
購入する食品の中身や配合上の質について適切に情報提供を受ける権利を持つ。また、生
産者や製造業者、小売業者により不十分、不正確あるいは不正な情報を提供される結果と
して誤解させられないことを確信する権利も持つ。提供される情報の質は、個々の消費者、
例えば、ひどいアレルギーに苦しむ他人の安全に含みを持つ。J53といい、食品基準と情報
提供について論じている。
また、「配合や標識の基準について遵守することはまた、単一欽州市場や世界市場におけ
る食品の取引に関し、公正な状態を確保するのに重要である。もし、一貫性のない又は過
剰規制の基準が取引の障害を生み出すなら、消費者や英国の業界は不利な立場におかれ、
選択が狭まる。それゆえ、食品基準庁は、この領域で政策展開をおし進める際、消費者と
同様業界と緊密に作業を行う必要があるだろう。J54としている。
そして、食品基準に関して食品基準庁が受け持つ役割について、次のものを列挙してい
る550
飼料の配合上の基準に関する政策や立法について責任を負うこと
成分の記載、栄養標識、苦情を含め、小売及びケータリングのレベルで、食品標識に
関する政策や立法について糞任を負うこと
消費者が誤解しないことを確保するため、実行機関と調整し、食品の真正性に関す
る監視計画に着手すること
栄養や健康に関連する要求に基づく欧州委員会の管理について、先を見越して発展
させる役割を果たすこと
食品と医薬品の境界線について医薬品管理庁 (theMedicines Control Agency) と
緊密な協働関係、を発展させること
一般的な消費者保護事項、長さや重さに関する立法、その他関連問題に関して、通
商産業省と緊密な協働関係、を打ち立てること
52 Ibid， P23. 
53 Ibid， P23. 
54 Ibid， P23. 
55 Ibid， P23-24. 
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個々の商品に関する総合農業政策 (CommonAgricultural Policy)体制の文脈で生
じる標識や他の食品基準問題(例えば、アノレコール飲料、冷凍鶏肉の水分含有量、鶏
卵の市場出荷基準に関する明確な限定など)、あるいは、欧州委員会の要求の文脈で生
じる標識や他の食品基準問題(例えば、食品の市場出荷基準に関連する手法)につい
て農漁業食糧省に助言すること
次に、栄養に関しては、食品について国民が必要とする情報に関連する役割は食品基準
庁へ移管、日常食と健康の問の連結といったような公衆衛生に関する役割は保健省が維持、
2者間の共通領域は共管、といったように、食品基準庁と保健省との開で役割を割り当てる
ことを提案している550 ここでは、保健省との非常に密接な連携と協力を意図しているとい
う。それぞれ主要な点を要約すると、次のようになる570
0 食品基準庁へ割り当てられる栄養関連の役割・責任
食品の栄養内容や呂常食の栄養内容に関するモニタリング及び監査について責任
を負うこと
偲々の食品の栄養内容について真正な事実に基づく情報を提供し、日常食全般の
助言を行うこと
健康的な E常食の定義を支え、食品・栄養政策の医学面に関する委員会 (the
Committee on Medical Aspects of Food and Nutrition Policy)からの政策を知ら
せるために、日常食や栄養状態、健康の間の関連について熟練した科学的助言を確
保すること
食品・栄養政策の医学面に関する委員会の科学的助言に基づき、他の組織により
供給される健康教育に関する素材を後に利用するため、バランスのとれた日常食に
ついての定義づけを提供すること
標識やクレーム、食品として販売される栄養補助食品、栄養強化食品、機能性食
品を含め、適切な場面で、食品の栄養面に関連する立法を提案すること
生産、ケータリングを含め、フードチェーンの栄養的側面に関する実践的ガイダ
ンスを提供すること
食品基準庁の機能に合う、食品や日常食に関する調査を委託すること
56 Ibid， P24. 同じ第 5章の中で、 PhilipJamesの提案に対するコメントについて言及して
いる。それによると、栄養領域を食品基準庁の権限に含めること関して、消費者団体、学
者、公衆衛生組織及び専門家からの反応は、圧倒的に支持するもので、あったが、食品業界
や農業界からの意見の多くは、微生物学的・化学的安全性基準を改良する目的及び効果に
関し、食品基準庁の明快さを損なうかもしれないといものであったと説明している。 Ibid，
P24. 
57 Ibid. P25-26. 
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食品の栄養面に関連する問題について、国際交渉において英国を代表すること
これらの問題に隠して政策を定式化するとともに大臣へ助言を行うこと
0 食品基準庁と保健省とで共管する栄養関連の役割・責任
食品・栄養政策の医学面に関する委員会に共同の事務局を提供することに責任を
負うこと(当該委員会は保健省と食品基準庁に助言)
人々の栄養状態に関する監視に責任を負うこと
食品とさらに広範な健康問題双方を考慮に入れて、栄養問題に関する健康教育の
メッセージを明確にすることに責任を負うこと
例えば、政府のイングランドにおける新たな保健戦略や食品の栄養強化面での公
衆衛生といった問題について、政策を定式化し大臣に助言を行うこと
0 保健省が維持する栄養関連の役部・責任
栄養状態が数多くのリスクファクターのうちの一つで、ある場面で、健康状態(心
臓血管の病気、がん、骨粗しよう症、あるいは肥満といったもの)を含め、より広
範な公衆衛生政策の問題に責任を負うこと
栄養について含むけれどもそれを超えるかもしれない、より広範な行動の跨題(喫
煙、飲酒等)に関する健康教育に責任を負うこと
由民保健サービス (NHS: National Heal th Service)及び健康関連の専門家、国
民保健サービスにおける母乳養育の促進、病院のケータリングや栄養物摂取による
治療を含む臨床上の栄養や食事療法に関するすべてのことに責任を負うこと
(医薬品管理庁を通して)薬事法により規制される栄養補助食品について責任を
負うこと
住民の健康監視に責任を負うこと
健康問題に関連する国際交渉に責任を負うこと
第 6章「食品基準庁の構造と説明責任jでは、主に、食品基準庁における委員会及び事
務局の形態及び構造、大臣との関係や国会等への説明責任、食品基準庁の職員について論
じている。
形態及び構成については、食品基準庁は助言及び、執行権限を伴った公的組織であるべき
で、その構造は衛生安全委員会/事務局モデルを基礎とすべきであるが、衛生安全委員会/
事務局との状況の違いを反映させ、 2つの修正を受けさせるべきであるへとしづ D
第一に、食品基準庁の委員会は、関連領域における証明された業績を持っとともに関連
技術や経験に関し合理的なバランスを提供する偶人の集まりから成り立つべきであり、ま
た、その個人の多数派は、し1かなる特定団体にも所属せず、より幅広い公益的経歴に由来
58 Ibid， P27. 
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する倍人の集まりから成り立つべきであるへとする。衛生安全委員会のように、委員の任
命について関連団体代表者との協議を前提とすることは、食品基準庁の場合、利害の範囲
が極端に広く、すべての関連分野をカバーするような委員資格にふさわしくない旨、理由
として述べている600
第二に、委員会が食品基準庁の運営について明確に責任を負うことを確保するために、
食品基準庁の委員会と事務局について、政府は、単一の法的人格 (asingle legal enti ty) 
61として設立し、委員会に食品基準庁の政策・執行権限を授ける予定であるとしづ 62。衛生
安全委員会と衛生安全事務局は別々の法的人格であり、それぞれが独立した役割を果たす
ことがあるが、これは、利益衝突の可能性を時折連想させうる実行上の決定に委員会が巻
き込まれることを避けるなどの必要があるという、委員会の代表的性質のためであるとい
うべ一方、食品基準庁に関しては、委員会が食品基準庁によって取扱われる重要な運営上
の問題に直接的にかかわることとなる見通しであり、食品基準庁のとった行動について委
員会自身に説明責任があるとみなされることが委員会にとって重要であるだろうへなどと
指摘しており、第一の修正点で説明のあった利害の範囲の違いを前提として、委員会と事
務局の公式的な分離が食品基準庁の事情に照らし適切であるとは考えていないようであるD
大臣との関係については、保健担当大臣の先導を伴いながら食品基準庁が大臣に報告を
行うべきであることに同意を表明している650 食品基準庁は、年報や事務計画の作成に関し
59 Ibid， P27-28. 
60 Ibid‘ P28. 
61 ここでは、衛生安全委員会と衛生安全事務局との比較で、食品基準庁の委員会と事務局
が一つの法的人格を有することを説明している。ちなみに、 EUや日本における整理は次の
とおりである。欧州食品安全庁は、 Regulation(EC) No 178/2002の中で法人格 (legal
personality) を持つことが明記されている (Regulation(EC) No 178/2002第 46条第 l
項)。また、塩野教授は、我が留における行政主体と行政組織論に関する問題のーっとし
て、「行政主体は独立の法人格を有している。これら行政主体相互の関係を独立の法人格
の関係であるということで、一般の法律関係、と同様の実体法、手続法が適用されることに
なるのかどうかは議論の対象となりうる。J(塩野宏『行政法盟〔第三版]行政組織法J(2006 
年)6頁)ことを挙げ、国と地方公共団体以外の行政主体(例えば指定機関)との関係を
論じている。なお、指定機関による検査の実施については、本稿第 I章の脚注 159におい
て別途言及することとしたい。
62 The Food Standards Agency A Force for Change (January 1998， Cm3830)， P28. 
63 Ibid. P28. 
64 Ibid. P28. 
65 Ibid， P29. 
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て保健関係省と相談し、年報草案の作成に関するあらゆる要望コメントについて熟考する
ことが期待されるが、当該コメントへの反応の際、し1かなる変更も強制されないだろうと
いうべまた、財務上の説明責任のための通常の取決めに従い、組織・事務計画が健康関連
大臣らによる共同承認にかけられるだろう 67、として、計画面からの大臣の関与を示してい
るD また、食品基準庁は、大臣らへ行った助言を公にする自由を持つだろうけれども、こ
の自由が食品基準庁の独立性(independence) を強力に保障するとともに相当な影響力の
行使を可能とするだろうとしW側、食品基準庁の独立性と実行力の確保をうたっている。そ
れと向時に、「処理原則j と一貫しない行為のような、食品基準庁がその特別な法的枠組み
の条件から外れる行為に出ているような場合には 保健関連大臣はその場合にのみ行使し
うる食品基準庁に対する監督権を与えられるべきであることを提案するとして、牽制機能
の付与を明言している690
国会等への説明責任については、国会等への年報提出、国会質問に回答するための大臣
に対する助言、立法の提案(保健関係大臣が国会に提出)、国会特別委員会 (Parliamentary
Select Committees)への証言のための委員長招待などを挙げており 70、食品基準庁と保健
省との連携を前提とした国会等への関わりを示唆している。
食品基準庁の職員については、大臣というよりも委員会に説明責任を負うべきであるこ
とに同意を表明した上で、十分な開放性と透明性をもっ文化を発展させ続けることが重要
であるため、食品基準庁は、いくらかの新たな任命 (somenew appointments) を行うこと
によって、省から移転する専門知識を補充する必要がある71、としており、省からの職員の
異動に含みを持たせている。この点に関しては、続けて、食品基準庁の仕事の性質が、政
府部門の多くと向ーである等の理由で、食品基準庁の職員は公務員であるべきと主張し、
食品基準庁の文化と政策を政府関連部門に浸透することを確実にするために重要となる省
職員との交換は、食品基準庁の職員が公務員であると実施がより容易であるだろう、と指
摘している720 また、事務局長に関しては、開放性と独立性という食品基準庁の文化の確保
という点で、重要な要素である委員会と同様、主要な役割を担っていることに鑑み、公開
競争による有期契約に基づく任命とするほか、イ也の織員と同様、大臣ではなく委員会に責
66 Ibid， P29. 
67 Ibid. P29. 
68 Ibid， P30. 
69 Ibid. P30. 
70 Ibid， P30. 
71 Ibid， P31. 
72 Ibid， P31. 
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任を負うものとしている730 本白書は、 Phi1 ip J amesの提案において事務局長がクラウンオ
フィスホルダー (CrownOffice Holder) であるべきことを推奨していると受け止めている
74が、事務局長をクラワンオフィスホノレダーとして任命するつもりはないというべ事務局
長がクラワンオフィスホルダーの地位にあることは、食品基準庁のすべての活動について
責任を負うとともに事務局長へ委任する責任範囲を判断する委員会への説明責任に関し事
務局長ラインを混乱させるおそれがあるほか、食品基準庁にとって国会への説明責任があ
るのは事務局長ではなく委員会であるだろうと説き、先の理由を述べている760
第 7章「スコットランド、ウエールズ、北アイルランドにおける食品基準庁j では、食
品基準に関する地方への権限委譲の流れに触れると共に、現代的な食品販売手法は英国の
一部で生産された食料品が頻繁に別の地域へ売られるといったものであるため、英国全域
における政策や実施の一貫性は消費者及び食品産業にとって重要であり、もし、食品安全・
基準政策を一貫性あるものにするなら、単一組織 (asingle body)たる英国食品基準庁 (the
UK Agency)が、科学的助言を受け、立法その他の活動のための提案を定式化する必要があ
る77、と説く。それゆえ、食品基準庁は、スコットランド、ウェーノレズ、北アイノレランドに
いる大臣等による完全な参加や、これらの地域の特別な必要性及び利益を反映するための
適切な調整を伴いながら、英国の組織体 (aUK body) として設立されるべきであることを
提案している780
その上で、地方への権限委譲の文脈では、要約すると主に次のことを提案している79D
-英国食品基準庁の委員会は、全面的な役割に関係のある領域で技術又は経験を提供す
ることに加え、スコットランド、ワエールズ、北アイルランドの利益に特別な責任を
持つメンバーを含めるべきである。
・スコットランド、ウェーノレズ、北アイルランドに諮問委員会を立ち上げるべきである。
73 Ibid. P31. 
74 その根拠となる記述と考えられる部分があり、「事務局長の政府からの独立性は、事務局
長が制定法上の公務員 (statutoryofficer of the Crown) となるべきで、官庁のキャリ
アパスの中にいないという事実によって高められるだろう。Jと説明する。 See，Food 
Standards Agency report -An Interim Proposal by Professor Philip James (30 April 
1997) ， PART I 13. 
75 The Food Standards Agency A Force for Change (January 1998， Cm3830)， P31. 
76 Ibid， P31. 
77 Ib i d. P32. 
78 Ibid， P32-33. 
79 Ibid， P33-34. 
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これらの諮問委員会は、食品基準に関する各地域の利益についての焦点を提供し、英
国食品基準庁の委員会に助言を行うこととなるだろう。
・諮問委員会は、立法の変更に関するすべての提案について意見を表明するために招か
れることとなるだろう。
・スコットランド、ウエールズ、北アイルランドに食品基準庁の事務局があり、それぞ
れ英国食品基準庁の事務局の一部となることだろう。各地域における食品基準庁の事
務局の仕事は、地域で異なった立法・行政的な取決めを反映することとなるだろう D
・各地域の事務局は、英国食品基準庁によって設定される支配的な政策枠組みの範囲内
で運営を行うことになるだろう。
・英国の異なった地域において、異なった食品検査・実施システムが継続することにな
るだろう。
また、保健関係大臣あるいはその継承者(農業関係大臣との協議後に権限委譲が行われ
る場合)は、要約すると主に次の行為を制定法によって行うこととしている800
-英国食品基準庁の委員長の任命
・スコットランド、ワエールズ、北アイルランドの利益に特別な責任を負うものを含む、
他の委員会委員の任命(スコットランド :2名、ウエールズ及び北アイルランド:少な
くとも各 1名)
-英国食品基準庁の事務局長、スコットランド、ウエールズ、北アイノレランドの所長の
任命
つまり、本政府提案は、英国全域で食品基準政策が整合性及び一貫性をもって発展し改
良され続けることを確保するようデザインされているが、スコットランド、ウェーノレズ、
北アイノレランドはそれぞれ自らの組織等を持つとしており、大方、次のとおりとなる810
-同一性が確認しうる形での英国食品基準庁の委員会への参加
・権限の範囲内で食品安全及び食品基準に関する要望に基づき、食品基準庁や大臣など
に助言を行う自らの食品基準諮問委員会
-英国食品基準庁の執行部の一部をなし、英国食品基準庁により設定された立法・政策
枠組みの範鹿内で取り組む運営事項に責任を負う幹部
・地方の事情にふさわしい、それら独自の異なった食品検査・実施システム
第 8章「食品基準庁の資金調達」では、財政上の枠組み、食品基準庁のコスト、地方当
局のコスト、コストの支払について提案を行っている。
まず、財務上の枠組みについては、保健省が先導的な省となるべきであり、それゆえ保
80 Ibid， P34. 
81 Ibid， P34-35. 
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健担当大臣は、通常の国会での調達手続を通して、食品基準庁に交付金を与える責任を負
うべきである82として、保健省を通した財源調達を提案しているD 同時に、農漁業食糧省に
よって実行されている活動に結合する財源は、保健省へ移す必要があり、加えて、食品基
準庁は、例えば食品業界への賦課金といった他の財源によって資金を得るだろうへとして
食品業界への賦課金による財源創出を新たな焦点としている。
食品基準庁のコストについては、一度限りの創設コストのほか、新たな継続コストが必
要で、既存の行政コストは省内で蓄えておくことで部分的に相殺されるが、食品基準庁の
委員会に結合するコストなど他のものはそうならないだろうへと新たなコストが必要とな
ることを示唆している。本白書の他の部分で輪郭の描かれた提案の結果として、食品基準
庁は数多くの新たな活動を行うものと予想され、新たに又は拡大された活動に着手したい
と願う他の領域が何であるか明確にすることを食品基準庁自身がおそらく行うだろうとし
て、コスト発生源の伊jを次のように挙げている850
-食品基準庁による広報や教育に関する役割
-食品安全に関連する責任を負う他の政府省庁によって公衆衛生が考慮されることを確
保するという食品基準庁の役割
・地方当局によって取り組まれる実施や監査について基準を設定することに関する、食
品基準庁の責任
・あらゆる新監督活動、および、または、食品基準庁が開始すると決めるフォローアッ
プ作業
地方当局のコストについては、実施や監督にかかる地方の経費につき、使途を限定した
資金供与を行うことが適切であると考えていないとしつつ、地方の事情により英国全体で
みると立場は異なり、北アイルランドでは食品安全事務に使途を限定した資金供与が現に
あるとして、一定の配慮を示している860
コストの支払については、国及び地方レベルで、遂行される監督及び実施活動に関わる支
出増大の必要性を背景に、食品業界が食品安全・基準の改良に関する費用の大部分を負担
すべきであるとしづ 870 食品基準庁がもたらす見込みである食品安全・基準で国民の信頼が
改善されることで、食品業界全体は利益を得るだろうとし、それゆえに、政府は、食品安
全作業に関する費用の大部分を直接的に食品業界へ移すために実行可能な仕組みをよく検
82 Ibid. P36. 
83 Ib i d. P36. 
84 Ibid， P36-37. 
85 Ibid， P37. 
86 Ibid， P37. 
87 Ibid， P38. 
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討しているところである、と説明している88。当時、食肉検査等に隠するコストについては
業界へ負担を課していたが、多くの領域では納税者の負担となっていたことも背景にあっ
て、政府は、コスト負担を納税者から業界へ移すための最も適切な仕組みは、登録又は免
許料金に関する包括的システムを導入することだろうへと主張し、登録又は免許制度に係
らしめて業界へコスト負担を賦課する考えを明らかにしている。但し、多くの問題がある
ため、徽密な議論や協議が必要であるともいい、詳細な制度設計についてはその後の議論
にゆだねる姿勢を示している900
第 9章 f今後の方策jでは、食品基準庁の準備組織についての言及がある。要約すると、
弾みを維持するとともに円滑な移行を成し遂げるため、法案が国会を通じて十分な進捗を
して間もなく、政府は食品基準庁のため影の統治組織 (shadowgoverning body) 91を指名
するつもりであり、その統治組織が食品基準庁自身の業務開始の準備のため主要な役割を
果たすだろうへとしづ。また、 1997年 9月 1日に農漁業食糧省と保健省による食品安全・
基準共同グ、ノレーフ。を立ち上げており、その共同グ、ルーフ。が、食品基準庁の運営上の中核を
形成する予定である 2省の関連部分について、結合性ある統一体を生み出しているところ
であるへと説明している。
以上のように、本白書は、 PhilipJamesの提案で示された理念を基礎として、食品基準
庁と農漁業食糧省、保健省との役割分担についての具体化を通し、政府として制度設計に
関する提案を行っている。そこで、主要な点について、 PhilipJamesの提案との異同につ
いて簡単に確認しておくこととしたいD
白書で新たに追加された主な論点としては、食品基準庁が遵守すべき「処理原則j
88 Ibid. P38. 
89 Ib i d. P38. 
90 Ibid. P38-39. 
91 ここでは、野党第一党が組織する「影の内閣J(Shadow Cabinet)が政権交代時に果たす
役割になぞ、って、食品基準庁の始動に向けて事実上置く仮の準備組織と理解するのが適当
であろう。なお、「影の内閣Jを含む「影の政府j を最初に提唱したのは 1955年の労働党
のアトリーであり、保守党がその 9年後、野党第一党に転じたときに人選以外の労働党の
影の政府を模倣し、二大政党で現代的な影の内閣ができ上がったものといわれている。禁
藤憲司「英国における政権交代Jレファレンス平成 21年 12月号 13-14頁。
92 The Food Standards Agency : A Force for Change (January 1998， Cm3830)， P40. 
93 Ibid， P40. 
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(guiding principles) 94と、食品安全・基準に関するコスト負担の移転(納税者から食品
業界への移転)があるD つい先ほど第 8章「食品基準庁の資金調達j でみたように、食品
基準庁がもたらす見込みである食品安全・基準で国民の信頼が改善されることで食品業界
全体は利益を得る、としづ発想、が背景にあると思われる。これらは、食品基準庁の独立性
に関わる論点であることから、その後の議論の展開に留意する必要があろう。
Philip Jamesの提案で示された課題にこたえた主な論点としては、食品基準庁に適用す
る組織モデルにつき、衛生安全委員会/事務局モデ、ノレからどのような修正を行うのかという
点がある。この点に関しては、委員資格や、委員会と事務局の法的人格の単一性について
説明を行っており、「利害調整j というよりも公益をキーワードとした個人ベースの委員資
格、分離による「牽制j というよりも説明責任をキーワードとした統一的な法的人格を意
図しているものといえよう。但し、食品基準等の政策展開のため、業界との「緊密な連携j
が必要であるとも説明しており、食品基準庁と食品業界との実務における関わり合いにつ
いては注目する必要があるだろう D
Philip Jamesの提案から修正を行ったとする主な論点としては、事務局長の地位があり、
Philip Jamesの提案はクラウンオフィスホルダーと位置付けているとした上で、本白書は
そのように位置付けない旨、明言しているところである。
第3節起草原案の公表
白書のコンサルテーション95を経て、政府は、 1999年 1月に食品基準法の起草原案とその
注解を内容とする“TheFood Standards Agency Consultation on Draft Legislation" % 
94 I処理原知jは条文を具体的に起草するにあたり方針として示されたものであり、それ
自体は法令ではない。また、この中には「総合的目標及び総合的実践に関する声明j
(Statement of general objectives and practices)に含めるべき内容となったものが
ある。詳細については、本章第 3節以下でふれる。
95法律案公表前のコンサノレテーション結果の要約 (FoodSafety Information Bulletin No 
97， June 1998， NEWS(FOOD STANDRDS AGENCY))によると、概して白書での政府提案は広
く受け入れられ、全体的な狙し1と中核的自標は幅広く支持されたが、「処理原則」につい
て拡大又は調整を提案する者がし1たとしづ。また、食品基準庁の役割については強力な支
持があったものの、栄養関係の役割を担うべきか否かについては大きく見解が異なり、食
品業界は強く反対、学者や医療団体の領域から支持を受けた消費者団体は栄養に関する権
限の拡大を強く主張したとのことである。また、食品安全コストの大部分を食品業界から
取る提案に対しては、幅広い反対があったとも説明している。
96 The Food Standards Agency : Consul tation on Draft Legislation (January 1999， Cm4249). 
当該起草原案は
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を公表した。
この起草原案等の公表は、食品基準庁を中心とする食品安全監督システムの構築に当た
り、 PhilipJamesの提案、政府による白書の公表に続く第3フェーズへの到達を意味し、
初めて条文案の内容を異体的に示したものである。以下では、「第1部:導入、要約とコン
サノレテーション文書j により全体像を把握し、主要な項自について「第2部:注解、食品
基準法起草原案j により紹介することとしたい。
( 1 )全体像
第 1部のうち、起草原案の主な特徴、 f処理原則j、スコットランド、ウエーノレズ、北ア
イルランドにおける調整の詳絡の 3点を中心に要約すると次のとおりとなる。
まず、起草原案の主な特徴について次のように述べているぺ
・食品基準庁(大臣を置かない政府部門)を設立し、必要な機能、権限、義務を授けるD
・食品基準庁の委員長や委員が、関連する利益や経験についてバランスを射程に入れる
ため、保健担当大臣やスコットランド、ヴェーノレズ、北アイルランドにおけるその対
応者によって共同で任命されることを規定するD
・食品基準庁の一般的な役割を詳しく説き、大在、省あるいはその他関係者に提案する
助言を公にする権利を与える。
・潜在的な食品安全問題を引き起こすかもしれない食品の生産や供給に関連する活動全
般を射程に入れるため、 1990年食品安全法の下で監視を実行し規制を提案する新たな
権限を食品基準庁に与える。
・食品基準庁が、食品法を実施する地方当局のために基準を設定し、その実績を監視す
ることを規定する。
. 1990年食品安全法(必要に応じて修正)の条項を家畜飼料に適用する規則の策定を大
臣に認めるという、新たな権限を規定する。
. 1990年食品安全法その他食品関連主要立法下の農漁業食糧省の機能が、将来、イング
ランドにおいて保健担当大臣により実行されうるよう規定する。スコットランド、ウ
エールズ、北アイルランドにおいては、適切な大臣あるいは権限委譲後の相当者がこ
れらの役割に責任を保持し続けるだろう。
. 1993年放射性物質法、 1968年取引表示法、 1985年食品・環境保護法、 1990年環境保
護法第 5編(遺伝子組換生物)といったような、他の主要立法の下における食品基準
http://www.archive.official-documents.co.uk/document/cm42/4249/4249.htmから入手
可能である。
97 The Food Standards Agency : Consul tation on Draft Legislation (January 1999， Cm4249)， 
P5-6. 
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Jrの将来的な役割を詳細に説明する。
・起草原案の重要部分([食品基準庁の機能に号号するJi一般条項j と題する)は、食品
基準庁がどう機能を果たすのかについて詳しく説く。また、もしも「一般条項j に演
して深刻な怠慢が存するときは、大臣が食品基準庁を監督しなければならない権限が
どのようなものか、または、最終手段として、食品基準庁の委員を解任しなければな
らない権限がどのようなものかについて詳しく説く。
上記の内容は、概ね白書に沿った内容となっており、条文を具体的に起草するにあたり
方針として示された「処理原則j の起草原案への反映に関わるものである。白書で示され
た9つの「処理原則jは、この起草原案において条項の中に織り込まれており、例えば、「処
理原員IJにおいて「食品基準庁の重要な狙いは、食品に関する公衆衛生の保護である。j と
示されていた内容は、起草原案第 1条第 2項(i食品基準庁がその機能を遂行するにあたっ
ての主な目的は、食品の消費に関連して生ずるおそれのあるリスク(製造又は供給の方法
に起因するリスクを含む。)から公衆衛生を保護するほか、食品に関する消費者の利益を保
護することにある。J) と対応している。また、 f処理原則」において「食品基準庁の意思決
定過程は、関かれていて、透明性があり、対話的であるものとなるだろう D それは、国民
の代表を含む利害関係者が自分の見解を知らせる機会を得ること、下された決断の根拠を
知ることができること、食品基準庁のとった手順と決断の質について'情報に基づいて判断
できることを呂的とする。j と示されていた内容の一部は、起草原案第 18条で規定された
「総合的目標及び総合的実践に関する声明J(Statement of general objectives and 
practices)に含めるべき内容のーっとなっている98D この「総合的目標及び総合的実践に
関する声明Jについて補足すると、起草原案は食品基準庁が当該声明を立案することを要
求し、当該声明は白書で詳細に説いたような「処理原則」の主な特徴を取り込む見込みで
あり、特に、この法律の下で食品基準庁に義務として課され得ないものを取り込む見込み
であるへと説明している。開放性・透明性、幅広いコンサノレテーションの要求は、それゆ
え、起草原案において「総合的目標Jとして明記されるという 1000 また、当該声明は、食品
基準庁が政府の関連省庁等と協調するため、よき協議を促進し取決めを確立することによ
って準備を行うことを射程に入れることにもなるだろうとするほか、食品基準庁と関係省
庁との間における情報の取得及び提供を確実にする重要な方法となるだろう 101としている
点は、それまでにない説明であろう。
98 Ibid， P7-9. 
99 Ibid， P7. 
100 Ibid， P7. 
101 Ibid， P7. 
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スコットランド、ウェーノレズ、北アイノレランドにおける調整の詳細においては、起草原
案は各地域における行政当局の要望を考慮する特別な調整を含んでおり、各地域において
同一性を確認できる食品基準庁の部門が確かに存在する見込みであるとした上で、起草原
案が認める事項を掲げている。その概要は次のとおりとなる 1020
・スコットランド、ウエールズ、北アイルランドにおいて、執行組織を分離し、それぞ
れの管理者や、食品基準庁の組織と英留の一部地域におけるその活動に対する責任が
伴うこと口
・英国の一部地域における食品安全及び食品基準事項について助言を与えるために、ス
コットランド、ウエールズ、北アイルランドのための新しい諮問委員会を創設するこ
とD 当該委員会のそれぞれの委員長は、英国の一部地域における食品安全及び食品基
準に関する特定の経験を持つ食品基準庁の委員となるだろう。
・スコットランド大臣、ウェーノレズ議会、北アイルランド省は、食品基準庁が助言する
すべての主要領域において立法権を保持することとなる。
-食品基準庁は、スコットランド国会、ワェーノレズ議会、北アイノレランド議会に対し、
英国国会と同様に 年報その他の報告を行うだろう。
-権限委譲された行政当局は、スコットランド、ワエールズ、北アイルランドの食品基
準庁部門のコストに係る資金を提供することとなるが、各地域でそれらのコストは業
界への賦課を通して支出されない。
上記は、 1998年スコットランド法や 1998年ウェーノレズ政府法、 1998年北アイルランド
法に基づく権限委譲を念頭に置いたものであるが、食品基準庁が権限委譲された各地域に
報告責任があることや、権限委譲された機能を効果的に行いうることを保証するための提
案であるという 103D食品安全立法の均等な施行の促進等を意図する政府は、単一組織が適切
であるとして、起草原案で食品基準庁を英国の組織体 (aじKbody) と位置付けており 104、
中央政府か地方政府かの二者択一の問題ではない点に留意が必要であろう。
これらのほか、資金調達、行政上の協定について、簡単に触れておきたい。
資金調達については、食品施設への賦課を導入するために保健担当大臣等に新たな権限
を与える内容となっており、小売業者やケータリング業者に対する年 1自の賦課を通じて
集められる新たな財源は、中央政府の食品安全及び食品基準の事務に係る既存の予算(食
品基準庁が設立される際に農漁業食糧省や保健省から食品基準庁に移転予定)に追加され
102 Ibid， P11. 
103 Ibid， P5. 
104 Ibid， P5. 
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るだろうとして、白書の提案を踏まえ起草原案第 23条に賦課に関する条項を置いている 1050
また、起草原案の Annex(P37-44)においては、規制影響評価(RegulatoryImpact Assessment) 
106の対象として、起草原案と「賦課の手法による食品基準庁のための財源を集める提案jの
2点を掲げているが、後者を一つの評価対象として独立させて賦課の必要性を説いている点
は、食品業界への賦課による新たな財源確保に向け政府が積極的な姿勢であったことをう
かがわせる。
行政上の協定については、食品基準庁と保健省等との結びつきは、一連の行政上の協定
によって補強されるべきであるとし、例えば、情報や協議のタイムリーな提供についての
要求、栄養あるいは食品由来の動物原性感染症管理のような複数の省にまたがる問題を取
扱うための調整、ある省から他の省へのサービス提供をカバーするために必要となるあら
ゆる調整といった事項に及ぶだろうなどと説いており 107、食品基準庁と関係する省との協定
により義務と責任を明確にして、それらの間の連携を確保しようとするものと考えられる。
( 2)主要な項目
起草原案は 32条から成るが、ここでは、ポイントとなる条文・条項を抜き出し、あわせ
て必要な範囲で注解108を紹介することとしたい1090 なお、全体像を把握するために、各条と
男Ij表の見出しを掲げておく。
食品基準庁
第 1条(食品基準庁)
105 Ib i d. P6. 
106英国における規制影響評価 (RegulatoryImpact Assessment) は、 1998年 8月の首相声
明に基づき作成された RIAガイドラインに沿って実施されてきた。 2007年 5月には、会計
検査院 (NAO)等から制度の問題点に関する指摘を受け、政策形成過程の初期段階からの
実施等といった制度改正を行い、同時に影饗評価 (ImpactAssessment)へ改称されてい
る(総務省行政評価局(委託先:三菱田Jリサーチ&コンサルティング株式会社) I諸外国
における RIAの質の確保に関する調査研究J(平成 20年 3月)31頁以下参照0)。
なお、時本では、行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令の一部改正により、平
成 19年 10月から各行政機関に対して規制の事前評価を義務付けている。
107 The Food Standards Agency Consultation on Draft Legislation (January 1999， 
Cm4249)， P10. 
108 Ibid， P13-35. 
1ω なお、注解部分は注釈書から抜き出して筆者なりに客観的に訳したものであり、私見を
まとめたものではない口私見については、本節末尾においてまとめてコメントする。
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第 l項絡
第 2項 食品基準庁がその機能を遂行するにあたっての主な目的は、食品の消費に関連
して生ずるおそれのあるリスク(製造又は供給の方法に起因するリスクを含む。)から
公衆衛生を保護するほか、食品に関する消費者の利益を保護することにある。
第 3項略
(注解)
本条は、食品基準庁の設立や、その主要な呂的、機能、活動範囲に関する条項である。
食品基準庁の構成に窮するより詳細な内容については、鮒興J1にある。
第 2項は、食品基準庁に関し、主要な食品安全及び食品基準の自的について明記してい
る。これは、食品基準庁の主要な狙いがいわば食品関連の公衆衛生の保持であるという事
実を反映して描写されているのである。また、食品基準庁は、時折、食品基準として言及
されるより広範な食品関連の消費者利益の保護に関する目的を持っ このことは、特に、
食品の配合及び標識のような事項を取扱うこととなる。本項は、起草原案の残りの部分に
よって構成されるものを超えて、より広範な権限又は機能を食品基準庁が持つことを含む
ものではない。しかし、食品基準庁の権限が行使されなければならない状況を示している。
第 2条(委員の任命等)
第 1項食品基準庁は、協働する適切な当局 (appropriateauthori ties)によって任命
される 10人以上 14人以下の委員 (members)で構成するものとする。
第 2項 本条の下で任命を行うにあたっては、適切な当局は、種々の技能及び経験が食
品基準庁の委員の間で利用されうることを確保するものとする(食品安全又は食品に
関する消費者の他の利益に関連する事項の経験を含む0)。
第 3項~第 6項路
(注解)
第 1項について、食品基準庁は通常 12名の委員を擁すると考えられる。任命は共同して
保健担当大臣やスコットランド、ウエールズ、北アイノレランドのための「適切な当局Jに
おいてそれに対応する者により行われる。「適切な当局Jは起草原案の第 29条に定義され
る(保健担当大臣等)。
第 2項及び第 3項は、食品基準庁の委員資格において反映されるべき関連技術及び経験
の適切なバランスを要求する。委員は、スコットランド、ウェーノレス¥北アイルランドに
関わる食品安全及び基準問題の特定知識を持つがゆえに一定の委員に任命されるだろうけ
れども、特定の利益又は分野の代表となるべく任命されるわけではない。
第 3条(事務局長及び局長の任命)
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第 1項 事務局長を食品基準庁に震くものとする。
第2項 事務局長は、食品基準庁の活動が効率的かっ効果的に実行されることを確保す
ることに(他の事項との間で)責任を負うものとする。
第 3項~第 6項略
(注解)
第 2項は、食品基準庁が効率的、効果的に運営されることを確保するため、処理原則の
要求を遵守するとしづ特定の責任を食品基準庁の事務局長に与える。事務局長は、食品基
準庁自身の運営に日々、委員に対して責任を持ち110、また、食品基準庁の会計官となるだろ
う(この会計官は、食品基準庁が費やす現金の使途について国会に対して責任を負う。)。
任命期間が本条第 6項のもとで設けられることは、国定されるが更新可能であるだろうこ
とが意図されている。
第4条(ウエールズ、スコットランド、北アイノレランドのための諮問委員会)略
第 5条(イングランドのための諮問委員会)略
第 6条(他の諮問委員会)略
第 7条(諮問委員会:補足)略
第8条(年報その他報告)略
食品基準庁の機能
第9条(食品政策の展開、当局への助言提供等)
110本稿第 1章第 1節の PhilipJamesの提案の中で既にみたように、食品基準庁において
中心的な立場を保持すべき委員会が大臣に助言を行い、事務局長は大臣に情報提供は行う
が委員会のバイパスにはなり得ないだろう、といった考え方によるものと思われる。ちな
みに、英国においては通常、議員と公務員との接触は禁じられているが、「野党の主要メ
ンバーが省の組織についての事実関係を質問したり、省の組織の変更についての情報を要
求したりすることは、大臣の判断により許される場合がある。Jという(斎藤憲司「英国
における政権交代j レブアレンス平成 21年 12月号20頁参照)。また、「議会の任期満了
前、あるいは総選挙が発せられたときは、野党は、討議の中身を知られることなく、大臣
抜きで上級公務員と接触をすることができる。そのような接触は、その日寺の首相によって
認められなければならなしら…この慣習は、『ダグラス=ヒューム規員IJ~ と呼ばれ、 1964
年に最初に行われ、時の首相の名を取ってこう呼ばれるようになった。Jという(向上紅
葉参照)。日本では、 2008年に成立した国家公務員制度改革基本法第 5条第 3項第 l号に
おいて、国会議員と国家公務員との接触の記録の作成、保存、管理、公開について規定さ
れている。
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第 1項食品基準庁は、次の各号に定める機能を持つO
(a)食品安全又は食品に関する消費者の他の利益に関連する政策の展開(又は政策に
関するあらゆる当局による展開における援助)
(b) あらゆる当局に対する助言、情報又は援助の提供
第 2項 英国政府又は省庁の大臣、ワエールズ議会、スコットランドの各大臣、あるい
は北アイルランド省は、あらゆる要望に応ずるため、合理的に実践可能である限り、
関連事項につき本条の下で食品基準庁がその権限を行使することを要求することがで
きる。
(注解)
この条項は、あらゆる公共機関(例えば、地方公共団体あるいは政府部局を含む。)に対
し、食品安全や関連事項についての政策展開に関わる事項を含め、助言、情報、援助の提
供という機能を食品基準庁に与えるものである。
英国の単一組織 (aUK body) としての食品基準庁が、政府全体や権限委譲を受けた当局
に対し、食品安全や付随する領域に関連する政策的助言を行う主な拠り所になるだろうこ
とが意図される。食品安全及び食品基準の領域に関わる政府や上記当局が利用可能である
関連の専門知識の多くは、それゆえに食品基準庁に残り、また、政府の省の範囲内に二重
に置かない予定なのである。食品基準庁はまた、責任を持つ自身の領域に関連する事項に
ついて、他の政府の省による政策展開に助言しうることとなる。例えば、食品安全に影響
を与える農場で、の活動について農漁業食糧大臣に助言を行い、あるいは、消費者保護関連
については通商産業省に助言を行う。
第 10条(他者への助言、情報、支援の提供)
第 1項食品基準庁は、次の各号に定める機能を持つ。
(a)食品安全又は食品に関する消費者の他の利益に関連がある事項に関する、一般国
民(又は国民のあらゆる層)への助言及び情報の提供
(b) 当局ではないあらゆる者に対する事項に関する、助言及び情報又は援助の提供
第 2項略
(注解)
本条は、一般国民や公共組織ではない儲人及び団体に対する助言、情報、援助に関する
条項を取扱う。
情報や助言を一般国民全体あるいは特定の層に与えることを認めるものである。
第 11条(情報及び助言の公表)
第 1項 食品基準庁は、第 2項及び第 3項の規定により、適当と考えるような方法で公
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表するため、第9条又は第 10条(第9条第2項を履行するにあたり規定されるあらゆ
るものを含む。)の下で提供される助言又は情報を準備するものとするD
第 2項 本条の下で情報を公表するか否かを判断するにあたり、食品基準庁は、次の各
号の定めに従うものとする。
(a) 当該情報に秘密情報を付加することに関し、あらゆる考慮事項を考慮、に入れなけ
ればならないD
(b)公表が国民の利益となることが明らかな場合は、当該情報(又はそれに関するあ
らゆる事項)を公表するものとする。
第 3項 国務大臣は、国家の安全を保護する目的で、監督する中で、特定の助言あるい
は情報、又は特定の説明が、永久に又は特定の期間、本条に従って公表されないよう、
食品基準庁に命ずることができる。
(注解)
本条は、前 2条に沿って与えられる食品基準庁の助言又は情報、あるいは、大臣への助
言を含む他の情報を公表する権限を食品基準庁に与えるものである。大臣への助言につい
て公表するという百的のはっきりした能力は、食品基準庁の影響力や独立性
(independence)にとって重要な要素となる。大臣は食品基準庁の助言を受け入れる義務
はないが、そうしない理由を説明することが通常見込まれることとなる。
第 2項は、情報の公表に先立ち、秘密性に関する検討を考慮することを食品基準庁に求
める。一方、公益を越える場面で食品基準庁が公表を行うことを明確にする。できるだけ
透明性をもって運営するという食品基準庁の責任の一部として、多くの助言や情報を公表
することを通常望むだろう、と考えられる。秘密性を取扱っている起草原案の条項は、情
報自由法案が有効となったときに再考される必要がある 1110
第 3項は、国家安全保障の理由で秘密性が求められる場面で、食品基準庁が資料を公表
111起草原案が公表された当時、情報公開は「政府情報へのアクセスに関する実施規範J(Code 
of Practice on Access to Government Information)に基づき運用されていたが、この
規範は法律ではないため個々の法律で定められた取扱いを超えて運用することはできな
かったほか、防衛や国家安全保障等に関する情報は公開対象から除外されていた。 See，
Code of Practice on Access to Government Information (Second主dition1997) Part 
1 .8， Part豆.1.また、情報自自法の制定に向けた動きはブレア政権となった 1997年か
ら始まっており、情報自由法が制定されたとき食品基準法が情報自由法に従った条文なる
よう要求した記述であると考えられる。なお、「政府情報へのアクセスに関する実施規範j
は、 2000年情報自由法 CFreedomof Information Act 2000)により、取って代わられて
いる。情報自由法の制定過程については、田中嘉彦「英国における情報公開-2000年情報
自由法の制定とその意義一j外国の立法216号 (2003年)6-7頁参照。
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することを国務大臣がやめさせることができる規定である 112。これは例外的な状況でのみ生
じるものと予想される。
第 12条(情報の取得及び再検討)
第 l項 食品基準庁は、食品安全、食品に関する消費者の他の利益に関連のある事項に
ついて再検討中の情報を取得、編修、保存する機能を持つ。
第 2項 その機能は、次の各号に定めるものを含む。
(a) 当該事項に関連する科学、技術、その他の学問領域(食事行動、病気、環境事情
を含む。)の発展をモニタリングすること
(b) 当該事項の調査の実行、委任あるいは援助(財政的なものによるかその他のもの
によるかに関わらず)を行うこと
第 3項 その機能は、(他の関連する目的を害する場合を徐き、)食品基準庁が取得した
情報に基づいて判断を行うことができるよう、また、食品基準庁の他の機能を効果的
に実行することができるよう、食品基準庁が十分な情報を持つことを確実にする観点
で実行されるものとする。
(注解)
本条は、他の機能を実行するため、適切に情報を持ち続けるとしづ食品基準庁の義務に
関連する。
第 2項 a号の下、食品基準庁は、一般的な機能を果たす際に、新たな発展を平行して保
持するD
第 2項 b号は、請負調査又は委託調査によって食品基準庁の科学的理解を進めるための
規定である。農漁業食糧省により資金提供される食品基準庁の権限範圏内にある近時の調
査や発展計額、(保健省のような)他の省により資金供給される関連調査は、はじめに食品
基準庁へ移される。食品基準庁はまた、自らの科学的調査戦略を発展させ公表する。
第 3項は、調査の実行(後述第 13条参照)を含め、食品基準庁の情報収集活動の目的が、
情報に基づく効果的な方法で一般的な役割を果たすことができるようにするものであるこ
112 上記脚注 111で言及した「政府情報へのアクセスに関する実施規範j のほか、国家安全
保障に関する情報の開示が 1989年国家秘密法 (OfficailSecrets Act 1989)第 1条によ
り有罪となることを前提とした規定であると思われる。なお、 1989年国家秘密法は、包括
的 (catch-all) な情報開示禁止規定を持った 1911年国家秘密法 (OfficailSecrets Act 
1911) を改正したものであるが、国家安全保障・諜報業務に関わらない政府職員で、あって
も、有害な開示 (damagingdisclosure) に当たる場合は有罪となる(向法第 1条第 3項)
こと等から、制限的な性質が残っているといった批判がある。 See，H. W.R. WADE & 
C.F.FORSYTH. ADMINISTRATIVE LAW Tenth Edition (2009)， P48. 
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とを明確にしているD
第 13条(調査実行権限)
第 l項 第 12条の下で食品基準庁の機能を実行する目的で、食品基準庁は、食品あるい
は食品原料の製造面又は供給面に関する情報を得る観点から、調査を実行する(又は
食品基準庁に代わって実行される調査のために他の者と取決めを行う)ことができる
ものとし、特に次の各号に定める情報を含むものとする。
(a)食品や食品原料あるいは接触素材に関連して遂行している、食品施設、食品事業、
又は小売経営
(b)農業施設、農業事業、又は農業活動
第 2項 食品基準庁は、本条の下にある目的を実行する呂的で、第 4項に定める特定の
権限を行使できるよう、個人(食品基準庁の職員であるか否かを問わない。)に調査権
限を与えることができる。
第 3項 第 2項に定める権限の付与は、書面をもって行い、付与に当たって制限や特定
の条件を付すことができる。
第 4項 調査権限を付与された個人は、付与を行った当局に関連する調査を実行する自
的で、必要となることが明らかな場合には、次の各号に定める行為を行うことができ
る。但し、本項でしづ施設 (premises)は、私的な居宅を含まないものとする。
(a)合理的な時刻に施設へ立ち入ること
(b)施設で発見された蔀品又は物質のサンプ。ルを取得すること
(c)調査に服する事業に関連する施設で発見された記録について検査及び複写を行う
こと(電磁的記録で保管されている場合は、可視的な形態で利用できるようにする
ことを要求すること)
(d)上述の事業を継続している個人に対し、権限を付与された個人に上述の便益、記
録又は情報、その他助力を与えるよう要求すること
第 5項 誠査権限を付与された個人は、請求を受けた場合には、第 4項に定められた権
限を行使する前に、証票 (authority) を提示するものとする。
第 6項 第 4項 c号及び伺項 d号に定める記録の参照には、次の各号に定める記録を含
むものとする。
(a) 関連事業に従事する人物、又は従事していた人物の健康に関する記録
(b)食品又は食品原料の製造あるいは供給に関連する仕事に従事することの適切性に
影響する事項(食品又は食品原料との接触に関係があるならば生じるであろう公衆
衛生上のリスクを含む。)に関し、評価の目的で作られた記録、又は記録の目的で保
持している記録
第 7項 食品基準庁は、自身又は代理の者によって遂行された調査から得た情報(第 4
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項の下での権限の行使の結果であるか否かを関わない。)を、適切と考える方法で公表
することができる。
第 8項 傭人又は事業に関連する情報を第 7項の下に公表するか否かを決断する際、食
品基準庁は、次の各号に定める事項に留意するものとする。
(a) 当該情報に付随するあらゆる機密性を考慮、に入れなければならないこと
(b)公益に資することとなるのが食品基準庁にとって明らかな場合は、当該情報(又
はそのどれでも)公表することができること
第 9項 次の各号に該当する者は、法令違反の罪となり、標準スケーノレのレベル 5を超
えない略式有罪の罰金の対象となる。
(a)第 4項 a号及びb号又は c号に基づき偲人が権限を行使することを故意に妨害す
る者
(b)第 4項 d号に基づき課される要求に合理的な弁明なく従わない者
(c) 要求への応諾と称して、重要な点で不正確で、あること又は誤解させることを認識
している情報を与える者、又は、重要な点で不正確であること又は誤解させる情報
を不注意に与える者
第 10項路
(注解)
本条は、審査の下、食品基準庁の事務に関連するあらゆる情報を取得・保持するという
一般的機能を食品基準庁が満たす助けとなるだろう特別な権限を説明する。「調査J
(observations) は、監査計画の着手を通して、あるいは、この目的に沿う他の適切な方
法によって、食品安全及び関連事項についての情報を収集することを表す。食品基準庁は、
必要であれば、食料製品やサプライチェーン、食品安全や関連事項と密接なかかわりがあ
る可能性のある他のあらゆる場面において、あらゆる点でそのような事務を実行しうる。
特に、このことは食品基準庁が農場の調査に着手できることを意味する。
第 l項から第 6項は、直接的に、又は、食品基準庁に代わって活動する権限付与を受け
た個人を通して、情報の取得に必要な特別な権限を食品基準庁に与える。これらの権限は、
1990年食品安全法第 25条に含まれる既存の権限を置き換え、補うものである。これらの既
存権限は、情報提供やサンプルの取得に関する命令を大庄が行うことを認めるけれども、
料理や接触素材の調合で使われる食品及び物質に限定される。新たな条項は、下位法令の
制定を要求しないこととなるだろうし、食品基準庁に次の行為を行うことを認めるべく、
既存の権限を拡大している。すなわち、提案される食品基準庁の役割をモニタリング活動
において食料製造の早期段階で実行すること、権限付与を受けた個人による調査の実施を
認めること、従業員に関連する確実な関係記録の開示を要求することである。本条は、食
品安全法の条項に取って代わり、起草原案の附員!J4によって置き換えられる。
第 2項は、大学の調査チームのような委託を受けた者によって食品基準庁の代わりに着
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手される調査に関して規定する 1130
第 6項は、食品製造及び供給等に係る従事者の健康記録へのアクセスに関して規定する
が、当該情報が食品安全に関連する場面に娘る。
第 14条(実施活動のモニタリング)
第 l項食品基準庁は、次の各号に定める施行中の関連法令 (relevantlegislation) 
において、実施当局 (enforcementauthori ties)の実績をモニタリングする機能を持
イコ。
(a) 1970年農業法第4部及び当該部分に基づき制定される行政規則 (regulation)の
条項うち、動物飼料にかかるもの
(b) 1990年食品安全法(以下、 11990年法j とし¥う。)及び同法に基づき制定される行
政規則又は命令の条項
(c) 絡
第 2項~第 7項路
第8項 本条において、「実施J(enforcement) とは、直接的に関連する法令に関する意
味において執行 (execution)を含み、また、「実施当局J(enforcement authori ties) 
とは、次の各号に定めるものをいう。
(a) 1970年農業法第4部の条項の場合、同法第67条で言及される当局
(b) 1990年法又は同法の下で制定される行政規則あるいは命令の条項の場合、当該条
項の実施主体である当局
(c) 略
第 9項絡
(注解)
第 8項は、実施当局の意味を定義する。
1990年食品安全法の「食品当局j は、他に定めるものを除き、当該法令の条項を実施又
は執行する責任を負う組織である。通常は地方当局又は適切な場面では港湾保健当局 (port
health authorities)である。
1970年農業法第4部の下において、「実施当局jは、インクランドではカウンティ (county)、
メトロポリタンディストリクト (metropolitandistrict)、ロンドンバラーカワンシル
(London borough councils)、ロンドン港湾保健局 (thePort of London Heal th Authori ty)、
113 なお、調査権限を付与された個人の守秘義務に関しては、本起草原案において言及はな
いが、制定された 1999年食品基準法では第 1条第7項においては、このあと本章脚注 158
で言及する通り、当該人が検査先施設で入手した企業秘密にかかわる情報を開示した場合、
業務上の義務でない限り違法となる旨規定されているD
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ウエールズで、はカウンティ (county)、カウンテイバラーカウンシル (countyborough 
councils)である 1140
第 15条(実施活動のモニタリングに関する特別な権限)
第 1項 実施当局に関連する第 14条の下で機能を遂行する言的のため、食品基準庁は、
次項で言及される個人に次の各号に定める事項を要求することができる。
(a) 当該個人が提供可能であると食品基準庁が信じる合理的理由をもっ情報を食品基
準庁に提供すること
(b) 当該個人又は当該個人の管理の範鹿内にいる他の者により保有されていると食品
基準庁が信じる合理的な理由をもっ記録を、食品基準庁が検査のために利用できる
ようにすること
第2項 前項の下での要求は、次の各号に定める者に課すことができるD
(a)実施当局、又は実施当局の構成員や職員あるいは被用者
(b) 関連法令の下で義務に服する個人(実施当局によって実施可能な義務であるこ
と)、又はそのような偲人の職員あるいは被用者
第 3項 食品基準庁は、第 1項 b号の下での要求に関して履行する際に利用可能となる
記録を複写することができるD
第4項 実施当局に関連する第 14条の下での食品基準庁の機能を遂行する目的で、食品
基準庁は次の各号に定める行為について個人に調査権限を与えることができるD
(a)施設、又は施設で発見されたあらゆるものを検査する目的で合理的な時間に第 5
項で言及される施設へ立ち入ること
(b)施設で発見された商品又は物質のサンプノレを取得すること
(c)施設で発見された記録について検査及び複写を行うこと(電磁的記録で保管され
ている場合は、可視的な形態で利用できるようにすることを要求すること)
(d)上述のような施設にいる個人に対し、権限を付与された偶人に上述の便益、記録
又は情報、その他助力を与えるよう要求すること
114 1998年時点で、イングランドでは、カウンティは非大都市留における広域自治体、メト
ロポリタンディストリクトは大都市留における一層制の自治体、ロンドンバラーカウンシ
ルはロンドンにおける一層制の自治体で、あった。財団法人自治体毘際化協会『英国の地方
自治Jl(2002年)23貰参照。また、ウエールズ、で、は、従来の二層制の地方自治体であるカ
ウンティとディストリクトに代わって一層制自治体であるユニタリーへの移行が行われ
たが、歴史的な経緯により、地方自治体の名称にカウンティ等の名称がついている地方自
治体があるとしづ口向上、 20-21頁参照。なお、これらの当局において専門性を担保する
資格要件については、今後、実態を調べることとしたい。
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第5項 諦査権限を付与された個人は、次の各号に定める施設に立ち入ることができるD
(a)実施当局によって占有されるあらゆる施設
(b) 関連法令の実施に関し、実施当局のために業務が実施されている、あらゆる研究
施設又は類似施設
(c) 実施当局の実施権限が行使可能である(又はその状態が継続する)と、調査権限
の付与を受けた個人が信ずるに足る合理性を持つ、その他の施設(但し、私宅を除
く。)
第6項~第 11項略
(注解)
この条項は、食品基準庁又は調査権限を付与された個人が本条で規定されるモニタリン
グ機能を実行するために必要な特別な権限について規定する。現行の 1990年食品安全法第
41条では大臣が報告及び返答を要求できる規定があるが、監査のための訪問や、詳細な返
答、統計、報告の内容を裏付ける資料の準備を認めていないほか、大庄が実施に関連する
履行目標を設定できるわけでもないo 1970年農業法第 4部は、 1990年食品安全法第 41条
類似の権限を一切含まない。それゆえ、本条に含まれる権限の多くは新しいものである。
第 16条(緊急命令の実施権限に関する委任)
第 1項 次の各号に定める条項のもとで、国務大臣に代わって命令を行う権限を行使す
ることを食品基準庁に認めるため、国務大臣と食品基準庁との間で取決めを行うこと
ができる。
(a) 1985年食品・環境保護法第 1条第 1項(緊急命令)
(b) 1990年法第 13条第 1項(緊急管理命令)
第2項~第 5項絡
(注解)
1985年食品・環境保護法の第 1条及び第2条と 1990年食品安全法第 13条の下、大臣は、
食品関連の公衆衛生の脅威を引き起こす状況又は事故に反応して緊急命令を行うことがで
きる。国務大臣はこの権限を保有し続けるだろうが、それに加えて、食品基準庁は自身の
目的のため自分自身でこれらの緊急命令を行う権限を法的に直接付与されることとなる。
この権限は、ほかの領域で食品基準庁が自身の手で立法を行う能力を与えるものではない。
また、実際には、食品基準庁は国務大臣がこの権限を利用できない非常事態の場合にのみ
緊急命令を行うこととなる。
第 17条(他の法律の下での食品基準庁の機能)路
食品基準庁の機能に関する一般条項 (generalprovisions) 
58 
第 18条(総合的目標及び総合的実践に関する声明)
第 l項 食品基準庁は、その機能を遂行するにあたり、追求する予定の総合的目標
(general objecti ves) と適用する予定の総合的実践 (generalpractices)に関して、
宣言を作成し公表するものとする。
第 2項 当該宣言は、食品基準庁の総合的目標の中に次の各号に定める事項を含むもの
とする。また、適切な当局が付加的に活動することにより食品基準庁へ知らせる他の
目標(a号から c号で言及されるあらゆるものに関連してより特別な目標を含み得る。)
を含むものとする。
(a)食品基準庁の活動が、影響を受ける人々、又はその代表者、また適切な場面では
一般国民のコンサノレテーションの対象であることを保証すること
(b) 食品安全又は食品関連の消費者保護に影響を与える次の当局とのつながりを責
任を持って促進すること
( i ) 政府省庁
(註) ウェーノレズ議会(及びその職員)と議会事務局、スコットランド当局、北ア
イルランド省
(ii ) 他の公的当局
(c)食品基準庁の機能を実行する方法について、一般富民が情報を持って判断を行う
ことを可能にする観点で、食品基準庁の判断に関する記録、基礎とする情報が保持
され利用可能にするよう保証すること
第 3項~第8項略
(注解)
この条項は、食品基準庁が総合的目標及び総合的実践に関する声明を(適切な当局の了
解を得て)公表することを要求する。この声明は、第 1条第 2項にある食品基準庁の主な
自的に関する総合的な枠組みの範顕内で述べられることとなる。
第 2項は、食品基準庁が声明の中に含まれることを望むほかの総合的目標の中で、食品
基準庁が特に 3点について焦点を当でなければならないことを明確に述べる。
第四条(目標、リスク、コスト及び利益の考慮)
第 1項食品基準庁は、その機能を実行するに当たっては、第 18条の下での目標と実践
の宣言に関して責任を果たすものとする。
第 2項 食品基準庁は、権限を行使するか否か、あるいは権隈行使の方法について検討
を行う際、次の各号に定める事項について特に考慮に入れるものとする。
(a)判断に関連する公衆衛生上のリスク又はその他のリスクの性質と大きさ(利用可
能な情報の十分性又は信頼性に関する不確かさを含む0)
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(b)権限の行使又は不行使、あるいは検討中の方法での権限行使に関する、適切な費
用効果
(c)諮問委員会により与えられる関連の助言又は情報(食品基準庁の要求で与えられ
たか否かを関わない。)
第 3項略
(注解)
この条項は、食品基準庁がその機能を実行する際に、総合的目標及び総合的実践に関す
る声明(第 18条)に相当な注意を払うことを要求すると共に、諮問委員会からの関連する
助言や一定のその他重要な検討について考慮、に入れることを要求する。
第 20条(国際的義務の履行に関する監督)
第 l項 国務大臣は、下記に掲げる事項の実施のために適切と考える際、食品基準庁に
指示を与えることができる。
(a) 共向体条約の下での連合王国の義務
(b)連合王国が当事者である国際的合意
第 2項~第4項略
(注解)
この条項は、連合王国が EU法又は国際法の下で義務を負うあらゆる事をなすよう食品基
準庁に指示を与えることを認める 115。これらの指示は、食品基準庁が連合王国の負う義務を
満たすための処置をまだ、行っていない場合に用いられる、補充的な権限であるD
第 21条(食品基準庁による義務の不履行に関する監督)
第 l項 食品基準庁による義務の深刻な不履行があることが国務大臣にとって明らかな
場合は、国務大臣は、食品基準庁や他の適切な当局を調査し、次に掲げるような適切
と考える指示を食品基準庁に与えることができる。
(a)第四条第 I項及び第2項に従うこと
(b)食品基準庁によって実行されるべきと考えられている他の義務を実行すること
第 2項 食品基準庁が当該指示に従わない場合、国務大臣は、次の各号に掲げる措置を
実施することができる。
(a)指示を実行すること(及びその目的で食品基準庁の権限を実行すること)
(b)食品基準庁の委員全員を解任すること(及び、新たな任命がなされるまで、国務
大臣自身が食品基準庁の機能を遂行し、又は、他の者あるいはそのような行為を行
115 ここで規定しているのは、既に確定している国際的義務の履行に関する監督手段として
の指示であって、国際的義務を負うことについての承認を与える内容のものではない。
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i うー…)
第 3項~第 5項略
(注解)
指示の権限は、食品基準庁による深刻な不履行にのみ関わると当時に 問題を直す他の
方法が失敗した場合に最終手段として用いられる見通しである。国務大臣は、当該指示を
出す前に、他の適切な当局に意見を関かなければならない。
第22条(補足的権限)略
雑員IJ
第23条(食品施設への賦課)
第 1項 国務大臣は、行政規則で規定される予定の食品施設に関する賦課金の賦課を、
行政規則で規定することができる。
第 2項 次の各号に定める経費の一部又はすべてを支払うため、賦課金は本条の下で課
されるものとする。
(a)食品基準庁の設立に関してかけられる国務大臣又は農漁業食糧省の経費
(b)食品基準庁の経費
(c) 1990年法と 1991年食品安全(北アイルランド)令の下での実施当局(食品基準庁
を除く。)の経費
第 3項本条の下で賦課金を課す行政規則は、次の各号に定めるものとする。
(a)支払うべき金額を決定し、賦課の割合又は手順を明記すること
(b)支払うべき金額を支払う頻度や方法、人物について規定すること
(c)対象者が支払う金額の収集又は回収のための規定すること
(d)賦課として受け入れられる金額の用途について規定すること
第 4項 本条の下での行政規則は、次の各号に定めるものとすることができる(但し、
第 1項の一般性を害する場合を除く口)。
(a)賦課金の支払義務について(全部又は一部の)例外を規定すること
(b)事業を行っている人物に資格を求め、制裁金の賦課やそのような制裁金の適用の
ための規定を定めること
(c)略式起訴を創設し、標準スケールのレベル 5を超える罰金を伴う有罪判決に基づ
き罰せられることとなる違反に当たらない限度で服従させること
(d)行政規則の下で機能を実行する当局により取られる判断に反して、行政規則に沿
って構成される審判所へ訴える規定を定めること
(e)事案又は地域に応じた規定を定めること
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(注解)
本条によって規定されるこの権限は、付与のみであり、例えば、実際の賦課率あるいは
支払対象施設の詳細について取り扱うものではない。これらの特定事項や他の詳細な調整
は、下位法令でカバーされることとなる。また、新たな賦課スキームの方法によってどの
ように進められるのかに関する提案は、月IJのコンサノレテーションの主題となっている。
第 24条(農漁業食糧大臣により行使されうる制定法上の機能の終了)
第 l項 次の各号に定める農漁業食糧大臣の機能は、当該大臣による実行を終了するも
のとする。
(a) 1985年食品・環境保護法第一部
(b) 1990年法
(c) 1993年放射性物質法
第 2項略
(注解)
この起草原案の下、農漁業食糧大臣は、食品基準庁の権限範囲内となる大半の事項につ
いて、あらゆる機能を持つことを終了することとなる。
この条項は、食料品の汚染を通して人間の健康に害悪をもたらすおそれがある非常時
(1985年食品・環境保護法第一部)、食品安全及び食品基準 (1990年食品安全法)、放射性
物質及び汚染 (1993年放射性物質法)に関係する大庄の法律上の責任を取り除く。
第 25条(食品原料の製造に関する 1990年食品安全法第 16条の下での規制)略
第 26条(食品由来の動物原性感染症についての情報共有のための調整)
第 l項 食品由来の動物原性感染症に関連する事項について責任を負う食品基準庁と本
条が適用する当局は、おのおのが保有する食品由来の動物原性感染症に関連する情報
が供給され、又は、他に利用可能とされることを確実にする観点で調整を行うものと
する。
第 2項~第 5項路
(注解)
この条項は、一方で農漁業食糧大臣や権限委譲を受けた当局の義務を明確にし、他方で
食品由来の動物原性感染症(第 5項に定義されている、例えば、サルモネラ、カンピロバ
クタ一、大腸菌を含むもの。)の関連情報を共有するための行政上の調整を食品基準庁が行
うことを明確にする。
この情報交換は、食品由来の動物原性感染症の制御に向けて調整が行われる戦略を展開
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する食品基準庁を援助するD
第27条(獣医製品についての協議)略
第28条(家畜飼料)略
第 29条(解釈)絡
第30条(財務条項)略
補足
第31条(軽微で間接的な法律改正、廃止条文)略
第32条(略称、施行開始日及び範囲)略
附則 1(食品基準庁の構成等)略
附員Ij2 (他の法律の下での食品基準庁の機能)略
附則 3(軽微で間接的な法律改正)略
隙員Ij4 (廃止条文)路
( 3 )コメント
以上が起草原案のポイントとなる条文・条項等であるが、次の 2点について指摘してお
きたい。
第一に、業界への賦課については、必制限において規制影響評価草案 (DraftRegulatory 
Impact Assessment) と題した分析をまとめおり、主に次のこと述べている 1150
消費者に販売する最終点となるケータリング施設及び食品小売施設に対して賦課する理
由として、「国産食品が EUメンバーその他の国からの輸入食品と平等に取扱われ、また、
フードチェーンを通して累積的に賦課することを避けることを確実にする最良の方法であ
る。J117ことをあげ、また、 1施設あたり年90ポンドという定額の賦課にすることについて
は、最も簡素で透明性があり、小規模事業の大半に重大な問題を生み出さない等と説き、
提案内容はマイナスの影響が少ないことなどを強調している 1180
116 The Food Standards Agency Consultation on Draft Legislation (January 1999， 
Cm4249)， Annex Draft Regulatory Impact Assessment， P37-44. 
117 Ibid， P38. 
118 Ibid， 39-40. なお、我が聞において行政活動等の財源を得るため事業者へ賦課を行う制
度の例として、「公害健康被害の補償等に関する法律」第52条以下で規定する汚染負荷量
賦課金があるが、これは公害の被害者への補償給付財源としての性格が強い。納付義務の
ある事業者については、昭和 62年 4月 1日にばい煙発生施設等を設置していたこと、そ
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第二に、 PhilipJamesの提案等との比較について次の点に留意すべきであろう。
起草原案は、第 1条などにみられるように、主な枠組みは PhilipJamesの提案及び白書
に沿ったものといえようが、修正又は追加された点も認められる。例えば、 PhilipJames 
の提案では、委員会について公的な消費者団体が多数派となるようにすべきであるとした
が、起草原案ではそこまでの言及はなく、第 2条の注解において委員は特定の利益等の代
表者となるべく任命されるわけではないと明言している 1190また、情報の取得及び利用とい
った行政調査活動については、PhilipJamesの提案において具体的に触れられなかったが、
食品施設等に対する調査について起草原案第 13条で具体的な手続等に言及しているほか、
実施当局をモニタリングする権限を起草原案第 15条に置いており、情報管理行政を軸とし
た機能統合と独立性確保という側面も何われる点は注目に値する。さらに、既に述べたよ
うに、業界への賦課については、白書での提案を受けて起草原案第 23条でその基本的な取
り扱いを示し、その「規制影響評価j について Annexで言及している。白書のコンサルテ
ーションの段階で既に業界から強し¥反対を受ける中、それを押し切る形で示された「規制
影響評価Jは、それとしての適切性はさておき、業界に対する賦課制度導入に向け白書及
び起草原案のとりまとめを行った政府宮僚の強し1決意の表れと理解することも可能だろう D
そのほか、食品基準庁に対する担当大臣の監督権限は、起草原案第 21条にあるように強力
なものであり、注解において極めて例外と説明しているが、食品基準庁の独立性に関わる
問題を苧むものであり、 PhilipJamesの提案で示された食品安全監督システムの理念に沿
うか否かが運用の場面で試されることとなる。
私的提案とされる PhilipJamesの提案で示された理念が、コンサルテーションのプロセ
スを経ながら、保健省等の官僚によって、白書で方向付けられ起草原案で、具体化されてお
り、政策形成過程が上記のような「変化j をもたらしていると理解できるのではないか。
次節においては、議論の場が国会へ移った後の変化を中心に述べることとしたいD
第4節 国会提出法案
食品基準庁設立に関する起草原案は公表後にコンサルテーションに付され、 1999年 3月
の施設が硫黄酸化物を排出し得るものであったこと、その施設が設置されていた工場・事
業場における最大排出ガス量の合計が指定地域解除前の地域区分(旧指定地域及びその他
地域)に応じて定められていた量以上であったことを要件としているほか、納付金額は対
象物質の排出量を基礎に賦課料率を乗じて算出されることとなっている(独立行政法人
環境再生保全機構ホームページ参照)0 
119 The Food Standards Agency Consultation on Draft Legislation (January 1999， 
Cm4249)， P15. なお、白書においても同様の指摘があった。 See，The Food Standards 
Agency : A Force for Change (January 1998， Cm3830)， P6. 
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24日の締め切りまで 1000件近くの意見が寄せられた問。また、起草原案に関して国会へ報
告を行う自的で特別委員会である食品基準委員会 (FoodStandards Committee) が設立さ
れ、 1999年 2月に KevinBarron議員ら 13人が委員に任命されている1210食品基準委員会
は、幅広く口頭証言やメモを取り、 1999年 3月 31日付で報告書を、同年4月 12S付で口
頭による意見陳述記録及び覚書を公表し、当該委員会の見解と関係者の意見陳述等を取り
まとめている120当該報告書は、白書の公表以来論点となっていた食品業界への賦課の問題
について取り上げ、また、意見!凍述記録では、起草原案等に対する PhilipJamesの見解に
ついて記載されており、初期設計からの変化を評価するにあたり重要な素材を提供してい
るD その後、 1999年 6丹 10日に下院へ正式に法案(FoodStandards Bi11)が提出され、同
年 6月 21日の二読会を経て同年 6月 22日に下続段階の手続を完了し、それに続く貴族院
での検討後、同年 11月に女王の裁可を受け、 1999年食品基準法(FoodStandards Act 1999) 
となった1230
本節ではまず、食品基準委員会の報告書のポイントについて整理すると同時に、問委員
会が得た Phi1ipJamesの証言について紹介し、次いで、提出法案の主な特徴について言及す
ることとしたい。
120 Food Safety Information Bulletin No 109(June 1999)， News (Draft Food Standards 
Bi 11) . 
121http://www.parliament. the-stationery-office. co.uk/pa/cm199899/cmselect/cmfoods/ 
276/27602.htm参照。特別委員会が正式に国会へ法案を提出する前に起草原案を審理する、
この法律制定事前審査 (pre-1egis1ativescrutiny)手続は、法案の質的改善を意図した
新たな手続であるという。 See，Food Safety Information Bulletin No 109 (June 1999) ， 
News (Draft Food Standards Bil1). この手続は、 1997-98年会期の現代化委員会 (The
Select Committee on Modernization of the House of Commons)が 1997年 7月 23日に
公表した FirstReport (HC190， 1997-98)において提案されたものである。この報告では、
議員が起草原案を審査する機会が非常に限られる状況を改善するため、特定の起草原案を
検討する特別委員会等による審査を挙げ、食品基準法起草原案を含む7つの起草原案につ
いてこの手続を行うことを希望していた。本件に当てはめてみれば、官僚である Geoffrey
Podgerら作成の起草原案を KevinBarron議員らが検証することになろう D
12 First Report Vo1ume I -Report (HC276， 1998-99)， First Report Vo1ume I -Minutes of 
Evidence (HC276-I， 1998-99)， First Report VolumeIII -Memoranda (HC276-II， 
1998-99) . 
123 Food Safety Information Bul1etin No110 (July 1999) ， News (Draft Food Standards 
Bil1). Food Safety Information Bul1etin No111 (August 1999)， News (Food Standards 
Bi11 Makes Progress). Food Standards Act1999. 
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( 1 )食品基準委員会報告書
起草原案と提出法案を比較する上で重要となるポイントとして、食品業界への賦課条項
の削除、情報公開条項の修正(法案第 19条、第25条)が挙げられ124、食品基準委員会報告
書の影響を見極める意味で、これらの点につき当該報告書がどのような整理を行っている
のか確認することとしたいi250 なお、法案でどのように記載されているかについては、後で
取扱う。
① 食品業界への賦課
食品業界への賦課については、国民及び業界は反対、科学者及び研究者は政府の提案
した賦課に賛同している 126といい、また、下院の特別委員会である農業委員会が賦課の導
入に批判的であると述べる山。農業委員会の賦課反対の態度に対し、政府は「農業委員会
コメントに留意し、食品安全機能に関連する財源につき来るべきコンサルテーションの
問、十分考慮、に入れる。J128と述べるにとどまっていたD
124 Food Safety Information Bulletin No110 (July 1999) ， News (Draft Food Standards 
Bill) . 
125 このほかにも、数多くの意見表明を行っているが、中でも食品基準庁の独立性に関する
言及にふれておきたい。起草原案第 21条(食品基準庁に義務の不履行に関する監督)に
つき、食品基準庁が政府の助言やそれに沿った行動に同意しない場合において、政府がこ
の厳格な権限を発動しうるのは食品基準庁の独立性に反すると指摘する。 FirstReport 
Volume 1 -Report (HC276， 1998-99)， col. 62. また、行政協定に関し、政府や食品基準
委員会が受け取ったメモランダの中には、行政協定が省庁と食品基準庁との間の関連につ
いて公表されず隠微するのに役立つ可能性があり、食品基準庁の独立性を制限し、あるい
はその開放性の責任を不明確にする可能性があるとの懸念を表明するものがあったとい
い、行政協定の草案やそれに後続するものについては議会や国民一般が知る必要があると
説いている。 Ibid，col. 64-65. 
126 Ibid， col. 71. 
127 Ibid， col. 71.当該農業委員会は、白書の公表(賦課の提案)から起草原案の公表(賦
課条項の具体化)までの間に、白書の内容に関する報告書を 1998年4月29日に公表して
いるが、その報告書では「食品安全は公的責務に関わる事項であり、それゆえ公的財源に
よるべきである。j と主張していた。 See，Forth Report from the Agricul ture Commi ttee ， 
Food Safety， HC331-1， 1997-98， col. 93. 
128 Forth Special Report from the Agriculture Committee， Reply by the Government to 
the Forth Report from the Agriculture Committee， Session 1997-98，“Food Safety" 
(百C331)，狂C889，1997-98， col. (hh). 
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このような経緯を経て、食品業界への賦課に関しては、起草原案と同時に別のコンサ
ルテーションに付された129のであるが、食品基準委員会報告においては、例えば、「短期
的には食品基準庁の立ち上げ費用のみ賦課で賄われるべきで、繰り返し発生する新たな
費用は、まずは一般課税により賄われるべきである。J130とし、また、定率賦課について
は、「自然的正義 (naturaljustice)に反するものであるJ131 (特に、中小を大手と同列
に扱うこと)等としており、農業委員会と同様に、政府の提案に反対する態度を明確に
している。
② 情報公開条項
食品基準庁の開放性については、起草原案第 1条を焦点にして、企業秘密や国家機密
の情報公開との関係について言及しておきたい
まず、企業秘密について、食品基準庁は開放性を有していると推定されるにもかかわ
らず、特に企業秘密となる事項について、食品基準庁によってむしろ利用できるように
されるべき場合でも公的監視が差し控えられる可能性がある、としづ懸念が表明されて
いると当該報告書は述べる 1320そして、食品基準庁が開放性を選択するという明確な確信
に導かれることを勧め、企業機密であることを考慮して不開示とする場合こそ、大変な
努力のもとに理解を得なければならない場合であるといい、起草原案の修正を提案する 1330
また、国家機密については、食品安全及び食品基準に係る事項が国家機密にどう関連
しうるのかということについて、政府や当該委員会の意向を受けて表明されること、す
なわち、国家機密の範囲が拡大されがちになることに幾分の不確かさがあったという。
129 http://archive.food.gov.uk/maff/archive/food/fsa/billcons.htm参照。当該ペーパ
ーでは、賦課関連のコンサルテーション結果に言及している。それによると、コンサルテ
ーションの回答者の大半は、食品安全及び食品基準に関する財源は一般課税によるべきで
あり、定率課税による賦課は不公平で、ある等、賦課に否定的で、あったとしづ。
130 First Report Volume 1 -Report (註C276，1998-99)， col. 80. 
131 Ibid， col. 7. なお、イングランドにおける naturaljusticeの意味は広く、単に善し
悪しという当然の意味の場合や、公平と同じ意味のこともあるが、行政法においては裁判
で、の公平手続ルールのことをしづ。 See，H. W.R. WADE & C.F.FORSYTH， AD討INISTRATIVELAW 
Tenth Edition (2009)， P372. ここは、司法審査に関する記述ではないため、公平と同じ
意味でとらえておくのが適当であろう。ちなみに、伊藤正己・田島裕『英米法~ (1985年)
は、普通裁判所の司法審査における naturaljusticeに関し、特別裁判所の裁判官が偏見
(bias)をもっていたか否か、 f公正な通知j と「聴、関jの有無、開示 (disclosure)の
原則が守られているかどうかをその内容として挙げている(向上202頁参照)。
132 First Report Volume 1 -Report (HC276， 1998-99)， col. 54. 
133 Ibid， col. 54 
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食品安全及び食品基準に関する政府や当該委員会への識者による意見陳述の中で、細菌
テロ134と羊の放射能汚染135の例が不開示権限発動の例であるとされていることについて
触れながら、これらの例につき不開示を義務付け、あるいは不開示を推奨するこの権限
に不満を表明している1360
(2) Phi1ip Jamesの証言
食品関係の専門家、団体代表者等の関係者からの意見陳述の聴取は 1999年 2月 24日か
ら同年3月 15日まで実施された1370この問、同年3月 8SにはPhilipJamesから意見陳述
の聴取が行われている1380そこで、起草原案に対する彼の見解について簡単に確認すること
としたい。
彼の提案と白書及び起草原案との違いについて、「白書とは若干の違いがあったJ139が「起
134当該意見練述が記録されている FirstReport Vo1ume I-Minutes of Evidence (HC276-
I， 1998-99)， col. 664においては 'bio1ogica1terrorism' と一言述べるのみで、詳締に
ついては触れていなし¥。なお、この意見陳述人は、当時農漁業食糧大臣で、あった現食品基
準庁委員長の JeffRookerであるc ちなみに、テロリズムに関する情報は公開しないとい
う考え方は、当時の情報公開運用基準である「政府情報へのアクセスに関する実施規範j
(Code of Practice on Access to Government Information)を作成する発端となった白
書「関かれた政府J(upen Government)の中でも確認でき、防衛や国家安全保障と同列に
取り扱っている。 See，upen Government (Cm2290， Ju1y 1993)， P22. 
135 1986年 4月26日に発生したチェノレノブイリ原発事故により、英国の羊が放射能に汚染
されたことを指している。 FirstReport Vo1ume I -Minutes of Evidence (HC276-I， 
1998-99)， co1.664. 実際には、英国内で放射能汚染の羊の出荷規制が実施され、それに
関する情報は不開示とすべき国家機密とされていない。 BBCNEWS， 3 March， 2003， ‘U瓦
farms sti11 radioactive' (http://news.bbc.co.uk/2/hi/uk_news/2813685. stm)、BBC
NEWS， 26 Apri 1， 2011，‘Chernoby1 radiation checks on We1sh farms 
reviewed' (http://www. bbc. co.uk/news/uk-wa1es-north-west-wa1es-13196041)参照D
136 First Report Vo1ume 1 -Report (自C276，1998-99)， col. 5. 
137http://~vw.par1iament. the-stationery-office. co.uk/pa/cm199899/cmse1ect/cmfoods/ 
276/27601. htm 
138 First Report Vo1ume I -Minutes of Evidence (HC276-I， 1998-99)， col. 251-327. 
なお、 Phi1ipJamesから意見様述が行われた際、後に食品基準庁初代事務局長となる
Geoffrey Podgerが食品安全・基準共同グルーフ。長として同席し、起草原案を取りまとめ
た立場で、発言を行っているD
139 Ibid， col. 251. 
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草原案は自身の当初の提案よりも白書寄りと解釈するJ140といい、距離が生じていることを
示唆しているD
その理由となっているのが業界への賦課であり、これについて彼は、「政府が追加財源を
発表し、結局それが賦課ということになったときは驚いたJ141とし、「法案においてその資
金積み立て方法が定率賦課でなければならないと明言するなら、それは賢明でないだろう
と思う。地方当局を巻き込んで、賦課の仕組みを持つことについて議論し、何らかの修正又
は発展に向けた経験を基礎に置く柔軟性があるならば、法案において備えるのにより適切
なものとなると思う。J142等と語っており、否定的な見解を持っていることをうかがわせる。
このほか、情報の開放性と企業秘密の保持については、「企業秘密に関して敏感でなけれ
ばならなし¥J 143としつつ、企業秘密保持の原則は「企業秘密が保持されるべき大変明確に限
定された状況においてのみの原則とすべきJ144であるとし、限定的にとらえている。
また、食品基準庁の構造と独立性の観点からは、「委員のみが政府の相互作用に関係させ
られることが非常に重要j 凶であると指摘する。
( 3 )提出法案の特徴
国会提出法案は、白書が述べた提案を実行し、また起草原案とよく似ている 146といわれて
いるが、上記の議論を経て、結局、食品施設への賦課に関する規定が削除されるなど、修
正が行われている。ここでは、情報公開条項の修正について、法案の注解(ExplanatoryNote) 
とあわせて説明する 1470
情報公開関連条項については、起草原案において第 1条に置いていたものを国会提出法
案では第 19条で基本事項を定めており、同条第 l項において、基本的に保有情報について
食品基準庁の公表権限を認めている点、起草原案よりも範囲を広く規定しているように見
うけられる。
140 Ibid， co1.251. 
‘141 Ibid. col. 316. 
142 Ibid. col. 316. 
143 Ibid， col. 261. 
144 Ibid. col. 261. 
145 Ibid. col. 285. 
146 Food Safety Information Bulletin No110 (July 1999)， News (Food Standards Bill 
Intoroduced) . 
147 このほか、国会提出法案において追加された規定としては、食品由来疾病のコントロー
ルに関し食品基準庁がガイドラインの発出権限を持つこと(第20条)、食品由来疾病に関
し研究所が実施したテスト結果を周知すること(第 27条)が挙げられる。
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同条第 2項においては、法律上禁止されている場合や共同体の義務と矛盾する場合、あ
るいは法廷侮辱罪を構成し罰せられるものについては公開できない旨の規定を置くが、こ
のような制約を取り除く権限を国務大臣に認める国会提出法案第 25条に留意する必要があ
る。詳しくは、第四条に続いて説明する。
同条第 3項においては、公表する利益が機密より重要かどうか、公表前に検討しなけれ
ばならないことを定める。起草原案においても同様の規定はあったが、同条第 3項に関す
る提出法案の注解では、この条項は、公表を決定する際に食品基準庁が法律によらない機
密保持の要求(個人のプライバシーあるいは企業秘密といったもの)に拘束されないもの
である旨説明する。
第 25条第 1項においては、国務大臣は、公開禁止立法が明らかで、同条第 5項で言及す
る効果をも有しうる場合、公開の禁止が効力を持ちうる限りにおいて、命令によりその除
去又は緩和することができると明記された。そして、同条第 5項で、当該効果について 2つ
挙げる。一つは、食品基準庁の機能の実行を促進する情報について食品基準庁への開示を
妨げる効果(同項 a号)であり、もう一つは、第四条の権限が他の点では行使可能である
状況下で食品基準庁による情報公開を妨げる効果(問項 b号)である。同条の注解による
と、第 19条は食品基準庁に法律上の禁止を遵守することを要求する一方、第 25条は食品
基準庁が効果的に機能を遂行する能力を不必要に制限する法律についての取り扱いを定め
るものであるという。
国会提出法案では、起草原案に存在した国家機密不開示条項や大臣による食品基準庁へ
の不開示命令条項が削除された一方、第 25条の公開制限除去・緩和条項が追加されたこと
は、食品基準庁の公開性及び独立性の確保に資する内容となったと指摘できるだろう。ま
た、開示できるもの及びできないものについて規定する第 19条第 l項及び第 2項の置き方
は、起草原案による建てつけよりも実務に照らし現実的な規定であり、運用面で比較的明
快になるよう改善されたものと評価できょう。
第5節 1999年食品基準法
1999年 1月 118に女王の裁可を受け 1999年食品基準法CFoodStandards Act 1999) C以
下、「食品基準法j としづ。)が成立した後、初代委員長ら要職の任命148を経て食品基準庁が
148 Food Safety Information Bulletin Nol17 CFebruary 2000)， News CFood Standards 
Agency) .委員長には動物学者でオックスフォード大学教授の JohnKrebs、副委員長には
消費者代表の SuziLeatherが就任した。また、事務局長には、保健省職員で食品安全・
基準共向グ、ルーフ。長の GeoffreyPodgerが2000年4月 18に就任した。食品基準法は向
法第 43条第 2項に基づき発効することとなっており、委員及び事務局長の任命等の一部
規定については、 TheFood Standards Act 1999 CCommencement No. 1) Order 2000により
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組織され、 2000年 4月 3!3から実際の業務を開始149した。
本節では、条文構成について全体像を概観するほか、目的及び委員任命、一般的機能に
関する基本的な条文・条項について、必要な範簡で注解 (ExplanatoryNotes to Food 
Standard Act 1999) を交えて説明することとしたい
( 1 )食品基準法の全体像
食品基準法の条文は次の構成をとる。
食品基準庁
第 1条食品基準庁
第2条委員の任命等150
第 3条事務局長及び局長の任命
第4条年報及びその他の報告
第 5条諮問委員会
食品に関する一般的機能
第 6条 食品政策の展開と公的機関への助言提供等
第7条 その他の者に対する助言、情報及び援助の提供
第8条情報の取得及び再検討
動物飼料に関する一般的機能
第9条動物飼料に関する一般的機能
情報取得の観点での調査
第 10条調査の実行権限
2000年 1月 11日に発効し、その他の規定はTheFood Standards Act 1999 (Commencement 
No. 2) Order 2000により 2000年 4月 1!3に発効している。なお、発足時の職員数や予算
規模等については、本章第 7節で説明する。
149http://tna. europarchive.org/20100910172942/http://wmv. food. gov.uk/aboutus/how_w 
e_work/historyfsa/参照。
150委員長及び副委員長、その他8名から 12名の委員から成る。その他委員には、ウエール
ズ議会により任命される 1名、スコットランドの大臣に任命される 2名、北アイルランド
保健社会サービス省に任命される 1名を含む。なお、食品基準法問財第1第 2条において、
再任用が可能である旨規定されている口
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第 11条 調査を実行する個人の立入検査権
実施活動のモニタリング
第 12条 実施活動のモニタリング
第 13条 実施活動に関する情報を要求する権限
第 14条 実施活動のモニタリングを行う個人への立入検査権
第 15条 「実施当局j及び関連する表現の意味
第 16条第 13条及び第 14条に関する違反
食品基準庁の他の機能
第 17条 緊急命令を作成する権限の委譲
第 18条他の立法下での機能
第四条食品基準庁の助言及び情報の公表等
第 20条 食品由来疾病の管理に関するガイダンス発出権限
第 21条補足権限
食品基準庁の機能に関する一般的条項
第 22条 総合的目標及び総合的実践に号きする声明
第 23条 目標、リスク、コスト及び利益の考慮
第 24条 責務の不履行又は国際的義務に関する監督
第 25条 情報開示に関する立法を修正する権限
諸条項
第 26条 農漁業食糧大臣及び北アイルランド農務省により行使されうる制定法上の機能の
終了
第 27条食品由来疾病の検査通知
第 28条食品由来動物原性感染症の情報共有に関する取決め
第 29条獣医薬に関するコンサルテーション
第 30条動物飼料:グレートブリテン
第 31条動物飼料:北アイルランド
第 32条本法の特定条項の修正
第 33条食品基準庁が特定の機能を喪失する場合の結果
第 34条食品安全促進会議の機能を考慮する義務
第 35条 スコットランド及び北アイルランドにおける権限委譲
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最終条項
第 36条解釈
第 37条下位立法
第 38条女王への適用
第 39条財務条項
第 40条軽微で間接的な改正及び廃止
第 41条食品基準庁への財産、権限及び義務の移転
第 42条経過条項の制定権限
第 43条簡略表題、開始及び適用範囲
附員IJ
附員IJ第 1 食品基準庁の構成等
附員IJ第 2 諮問委員会
附員IJ第 3 他の立法下における食品基準庁の機能
第 I部 1990年食品安全法の下における機能
第H部 1991年北アイルランド食品安全令の下における機能
第田部その他の機能
F付員IJ第 4 会計及び監査
附員IJ第 5 軽微で間接的な改正
附則第6 廃止
( 2) 目的及び委員任命を中心とした項目の内容
目的及び委員任命、一般的機能に関する基本的な条項としては、「食品基準庁J(第 l条
及び第2条)、「食品基準庁の機能に関する一般的条項J(第 22条~第 25条)がある。食品
基準庁による情報の取得及び管理・利用に関する条項については次節において取扱うため、
ここではそのようなものを除いて紹介等を行うこととしたい。
まず、目的及び委員任命に関しては、第 1条及び第 2条に規定されている。第 l条第 2
項で、食品基準庁が機能を果たす擦の主な目的を「食品の消費に関して生ずるリスクから
公衆衛生を保護するほか、食品関係、の消費者利益の保護Jにあると規定する。第 36条第 3
項において、食品基準法でいう「食品関係、の消費者利益Jとは、その表現の普遍性を傷つ
ける場合を除き、食品の表示、評価、紹介及び広告のほか、食品に適用される説明に関す
る利益を含むとしている。また、第 1条に関する注解によると、食品安全は呂的の中心だ
が、栄養、日常食、食品基準(特に食品関連の表示や配合)を包含する旨の記述があり 151、
151 Explanatory Notes to Food Standards Act 1999， col. 9. 
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解釈上、食品関係の消費者利益の保護を広範に捉えていることをうかがわせる。
第 2条では、委員長及び副委員長、その他の委員の任命に関し規定しており、同条第 3
項において任命に当たっての考慮事項を二点掲げている。一つは、 r(食品安全又はその他
食品に係る消費者利益に関連する経験を含め)様々な技術や経験が食品基準庁の委員の開
で活用できることを保証するのに望ましいものであるかJ(a号)、もう一つは、 f職責の遂
行を妨げるおそれのある財務又はその他の利害関係を有しているかJ(b号)という点であ
る。後者については注解で「大手食品製造業者への出資Jを例としてあげており 152、また、
手続的ルールとして附則第 1第 9条で委員の私的利害関係を登録・公表することとしてい
る。公益団体に関わる者をどれだけの割合で委員とするかについては特に言及はないが、
「消費者利益に関連する経験j を考慮事項に含めていることから、公益団体に関わる者を
委員として任命することを射程内におさめ、同時に、業界の利害関係者を委員任命に当た
りある程度遠ざけ、任命後も利害関係をワォッチする仕組みを採用しているものといえよ
つD
( 3 )食品基準庁の一般機能を中心とした項目の内容
次に、食品基準庁の一般的機能に関する基本的な条項として次の点あげることができる。
第22条では、総合的呂標及び総合的実践に関する声明について規定し、総合的目標はそ
の追及を、総合的実践はその適用を自的として、宣言を準備し公表するものとしており、
また、第 23条においては、目標、リスク、コスト及び利益の考慮、について言及し、起草原
案の内容をほぼ踏襲している。
第24条は、食品基準庁の実務の不履行又は国際的義務に関する監督について規定し、同
条第 8項により、深刻な不履行に対する国務大臣の監督に従わない場合は関係当局の同意
を得た上で国務大臣がすべての委員を解任できる権限を与えている。同条第 8項に関する
注解の記述によれば、この権限は最終手段であり、通常の対話フ。ロセスでは是正されなか
った場合にのみ行使される 153としており、ここでも起草原案の内容を概ね踏襲し、食品基準
庁の独立性との関係については特に言及はない。
このように、上記で、触れた食品基準庁の一般的機能については、食品基準法で枠組みを
与えるにとどめ、具体的展開は実際の運用に委ねられることとなったものであり、業務開
始後の運用状況に留意が必要な点となるだろう。
第6節 食品基準庁による情報の取得及び管理・利用
食品基準法においては、食品基準庁による情報の取得及び管理・利用について多くの条
152 Ibid. col. 15. 
153 Ibid. col. 90. 
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文・条項を置いているD 性質ごとに分けると、取得に拐しては、一般的事項について第 8
条(情報の取得及び再検討)、調査の実行について第 10条(調査の実行権限)及び第 11条
(調査を実行する個人の立入検査権)、モニタリングについて第 12条(実施活動のモニタ
リング)、第 13条(実施活動に関する情報を要求する権限)、第 14条(実施活動のモニタ
リングを行う個人への立入検査権)で規定している。また、管理・利用に関しては、第 6
条(食品政策の展開と公的機関への助言提供等)及び第 7条(その他の者に対する助言、
情報及び援助の提供)、第 19条(食品基準庁の助言及び情報の公表等)で規定されている。
第 25条(情報開示に関する立法を修正する権限)は食品基準庁への情報開示と食品基準庁
による情報公開という上記両方の性格を併せ持本っている。本節では、それぞれの条文・
条項につき、必要に応じて注解に触れながら、主な内容を説明することとしたい。
( 1 )情報の取得
清報の取得については、第8条において基本事項を定め、「食品基準庁は、食品安全及び
食品関連のその他の消費者利益につながる事項について、再検討の下、情報を取得、編集、
保存する機能を持つJ(第 l項)とし、その機能は「食品基準庁が、知見のある判断を行う
とともにその他の機能を効果的に実行することを可能にするため、十分な情報を持つこと
を確実にするという観点で(その他の関連目的を損なう場合を除き)遂行されるJ(第 3項)
といい、情報の取得を食品基準庁の機能のーっと位置付けている。
情報取得の手段については、大別すると調査とモニタリングに関して規定されている。
まず、調査に関しては、第 10条第 l項において 2つの情報を得る観点で、調査(又はその
他の個人が調査を行うための手配)を行うことができるとし、一つは「食品や食品原料の
製造及び供給面J(a号)、もう一つは「動物飼料の製造や供給、使用面J(b号)であると
いう。そして、同条第 2項において、第 1項の一般性を害する場合を除き、調査を通して
得ようとされる関連施設の情報について言及しており、その関連施設を大別すると、食品
関係施設 (a号)、農業関係施設 (b号)、養魚関係施設154 (c号)、動物館料関係施設 (d号)
である 1550
第 10条の注解では、「調査J(observations) とは、監視計画の遂行あるいはその目的の
ための適切な手段によって、食品安全やそれに関連する事項についての情報を収集するこ
とをいう 156、と述べる。また、食品基準庁は、必要であれば、食品製造・供給チェーンの他、
154養魚関係施設は、国会に法案が提出された段階では調査先として明示されていなかった
が、最終的には法律条文に規定されるに至ったものであるD
155例えば、 a号では f食品施設、食品事業、又は、食品や食品原料あるいは接触素材に関
して遂行される営業活動Jと規定されている。
156 Explanatory Notes to Food Standards Act 1999， col. 34. 
75 
食品安全やその関連事項を含む場所で調査活動を実施でき、例として農場をあげている 1570
また、第 1条では、食品基準庁から調査権限を付与された個人が上記施設に立入検査を
行う際の手続及びその実施方法について述べている 1580食品基準庁の職員であるか否かを問
わず付与することができ、検査遂行に必要な専門知識を持った民間人が立入検査を行うこ
とも運用上可能である点は興味深い159D
次に、モニタリングに関しては、第 12条において、実施当局160に対する食品基準庁のモ
ニタリング機能について規定し、それを受け第 13条は、食品基準庁が当該実施当局に対し
て情報提供の請求ができることとし、さらに、第 14条で、食品基準庁から調査権限を付与
157 Ibid. col. 34. 
158 なお、食品基準法第 1条第7項においては、調査権限を付与された個人が検査先施設で
入手した企業秘密にかかわる情報を開示した場合、業務上の義務でない限り違法となる旨
規定されているD また、現在では、公務員に適用される CivilService Codeの中で、 f権
限なく公的情報を開示しではならない。この義務は、公務から離れても適用が続く。」と
規定されているD この CivilService Codeは、公務員担当大庄が公表しなければならな
いと、 2010年憲法改革及び統治法 (ConstitutionalReform and Governance Act 2010) 
第5条第 l項において定められている。同法第 5条5項により、公務担当大臣はCivil
Service Codeを議会へ提出しなければならないこととなっているが、それに付加される議
会手続はない。 See，CONSTITUTIONAL REFO則 ANDGOVE部州CEACT 2010 EXPLANATORY NOTES， 
P13. つまり、「制定に議会の承認等は必要がない。J(河島太朗「イギリスの 2010年憲法
改革及び統治法(1 )一公務員一j外国の立法 250号 (2011年)13頁)ものであるD
159 ちなみに、我が国においては、民間に開放されている検査業務として、指定機関等によ
る検査業務がある。例えば、建築基準法の指定確認検査機関制度は、平成 10年の建築基
準法の改正により導入され、「指定確認検査機関 (77条の 18ないし 77条の 21)による建
築確認 (6条の 2)、完了検査 (7条の 2)、および新設された中間検査 (7条の 4) の実施
が可能となり、従来行政処分とされていたそれらの活動をそれぞれ指定確認検査機関をも
って行わせることが可能になった。J(米丸恒治「建築基準法改正と指定機関制度の変容j
政策科学第 7巻第3号 (2000年)256頁)ものである。なお、国土交通大臣等による指定
確認検査機関に対する立入検査権については、平成 10年の建築基準法の改正時に導入さ
れていたが、平成 18年の建築基準法改正では、指定確認検査機関に対する立入検査権を
特定行政庁に付与し、指定確認検査機関に不正行為があった場合、特定行政庁からの報告
に基づいて、指定権者が業務停止命令等の措置を講ずる (77条の 31第 2項以下)等、指
導監普体制が強化された。
160食品基準法第 15条第2項に規定されており、例えば、 1990年食品安全法の実施当局が
ある。
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された偶人が当該実施当局の施設に立入検査を行う際の手続及び実施方法について定めて
し¥るD
( 2 )情報の管理・利用
情報の管理・利用については、食品安全又はその他食品に係る消費者利益等に関し、第 6
条においては公共機関、第 7条においてはその他の者に対する情報提供などを行う機能を
持つことを規定する。これらの条文に定める機能を受け、第 19条では、情報等の公表がで
きる旨の定め(伺条第 1項)を置くが、 1998年データ保護法の必要条件に服する(問条第
2項)こととし、また、立法により公表が禁止されている場合等は公表できない(向条第 3
項)ほか、公表する公益が秘密保持より重要か事前に考慮、しなければならない(同条第 4
項)とする。
( 3 )第 25条による情報の取得及び管理・利用
第 25条では、情報開示及び'情報公凋を禁止する立法について、その禁止を無効又は緩和
する目的の規定を国務大臣が命令により作成することができる(第 l項)旨定めており、
過度な開示・公開規制を都度対応し和らげる仕組みを採用している 1610 なお、 2000年情報
自由法 (Freedomof Information Act 2000)第 75条で、情報公開を禁止する立法につい
て国務大臣が命令 (order)により禁止を取り除き又は緩和する目的で当該立法を廃止又は
改正できると規定されている。同法第 82条第 l項は「この法律に基づき命令 (order)又
は規則 (regulation)を制定する国務大臣の権限は、制定法的文書 (statutoryinstrument) 
によって行使できるものとする。j とし、また、同法第 82条第 2項は同法第 75条等にかか
る制定法的文書に関して「制定法的文書案の商議院への提出と両議院決議による承認がな
い限り制定できない。」としている。 162
161第 25条の注解によると、特定の開示禁止については食品基準法で、すで、に直接取扱われて
いると指摘する。 ExplanatoryNotes to Food Standards Act 1999， col.91. 1968年医薬
品法でいう獣医薬について情報開示規制を無効としていることをあげているが、これは第
29条第 3項(獣医薬の規制関連事項に係る情報につき、食品基準庁に対する開示を可能と
する規定)のことかD なお、この獣医薬の例は、食品基準庁にとっては情報の取得という
性質をもっ。
162制定法的文書については、 1946年制定法的文書法 (StatutoryInstruments Act 1946) 
に基づいて議会による手続的コントローノレが行われることとなっている。戒能通厚編『現
代イギリス法辞典j](2003年)202-204頁参照。このほか、英国における委任立法統制に
関し、上院とその専門委員会である制定法的文書合同委員会 (JointCommittee on 
Statutory Instruments)等が重要な役割を果たしてきたことについて論ずるものとして、
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このように、食品基準法の関連条文は、情報取得及び管理・利用の目的や手法について、
食品安全又はその他食品に係る消費者利益に引き寄せ、あらかじめ基本事項を示しており、
食品基準庁の機能発揮の面で重要な仕組みを提供している。
第7節年報からみた食品基準庁
食品基準庁は、発足以後、議会に提出した年報を毎年公表している。本節では、まず、
組織の特徴及び変遷について触れ、次に、主題との関連で各年度の特徴を示すような主な
トピックスを取り上げた後、重要な法的規制及び判例等について紹介したい1630
( 1 )組織の特徴及び変遷
① 歳出規模
歳出額(ネット)は、本稿表 1-1に示すとおり、食品基準庁の発足以来、 2000年
度(約 83百万ポンド山)から 2007年度(約 172百万ポンド165) までほぼ毎年増加して
田中祥貴「英国議会と委任立法一制定法的文書統制をめぐる現代的展開-J長野大学紀要
第 32巻第 l号 (2010年)29頁以下参照。また、命令 (order) に基づいて制定法を改正
する権限について定めをおく 2006年立法・規制改革法 (Legislativeand Regulatory 
Reform Act 2006) は、命令の制定につき負担の除去や軽減及び規制原則の促進という目
的がある場合に限定すること、前提条件として憲法上の意義を持つ規定を定めないこと、
この法律自体と 1998年人権法 (HumanRights Act 1998) を改正できないこと、議会各院
の委員会に命令を妨げる権限を与えること等を定めている。岡久慶「英国 2006年立法及
び規制に関する改革法一規制緩和と行政権限の拡大j外国の立法 232号 (2007年)参照。
なお、制定法的文書に対する可法審査の場面では、権限総越 (ultra vires) である場合
には裁判所によって無効であるとされる。戒能通厚編『現代イギリス法辞典~ (2003年)
204-207頁参照。これらは、食品基準法の条項を理解するのに必要な範囲で紹介したもの
であり、それ以外には、日本とは全く異なる法制・法理であることを指摘しておくにとど
める。
163本稿では、基本的には 2011年 12月末までに公表された年報を対象とする。それ以降の
年報の内容に関しては、別途、検討を行うこととしたい。なお、我が国の省庁との歳出額
の比較にあたっては外国為替相場の変動の影響を受けるほか、職員数の推移に関しては集
計範囲の設定によって異なる結果となり得ることから、本稿でとりまとめたデータに基づ
く分析は、あくまで相対的なものである。
1M Food Standards Agency Annual Report and Accounts 2000-01(2002)， P66. 
165 a year at the Food Standards Agency 2008/09 (2009)， Annual Report and Consolidated 
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いたが、 2007年包括的支出総覧 (Comprehensive spending Review) 166の下で組織改編
による歳出削減を行い、その後は大幅に減少している。2008年度は約 155百万ポンド167、
2009年度は約 139百万ポンド168、2010年度は約 89百万ポンド169となった。
② 職員数
Resource Accounts， P36. 
166 HM Treasury， 2007 Pre-Budget Report and Comprehensive Spending Review (October 
2007)によると、 2007年度をベースライン(一時的支出及び期間の娘られた支出を除く。)
としてその後 3年度分の省庁別支出上限 (DEL: Departmental Expenditure Limits)を設
定している。食品基準庁については、ベースライン 143百万ポンドに対して 2008年度は
..3百万ポンド、2009年度は..7百万ポンド、2010年度は企10百万ポンドと設定している。
Ibid. P208. 
167 FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Consolidated Resource Accounts 
2009/10(2010)， P40-41. 
168 Food Standards Agency Annual Report and Consolidated Accounts 2010/11 (2011)， P51. 
2009年度の歳出額(ネット) 139百万ポンドの内訳は、人的コスト約87百万ポンド、運
営その他のコスト約 93百ポンド、歳入約 41百万ポンドとなる。 Ibid，P51.また、日本
円に換算すると、約 204億円 (2009年末の対顧客為替相場 1ポンド=146.53円で換算。
日本銀行「金融経済統計月報J18頁 (2012年 4月 18日更新)による。日本銀行ホームペ
ージhttp://阿 w.boj.or. jp/statistics/pub/sk/data/sk2.pdf参照。)に相当する金額で
ある。食品基準庁には検査料等の歳入がある点に留意が必要であるが、日本の食品安全に
関わる省庁の平成22年度予算を参考にすると、農林水産省の食品安全にあたる事業で約
30億円(脊害化学物質・微生物リスク管理基礎諦査事業約 3億円、消費・安全対策交付金
約 27億円)、厚生労働省の「食の安全・安心確保」対策で約 150億円、消費者庁の「食品
表示対策経費jで約2億円、食品安全委員会で 12億円であり、これらを合計すると約 194
.億円となる。農林水産省「平成22年度農林水産予算概算決定の概要 1V.平成22年度農
林水産予算の主要事項目， 11，12J、厚生労働省「平成22年度予算案の主要事項J60頁、
消費者庁「消費者庁22年度予算案の概要j、食品安全委員会「平成22年度食品安全委員
会予算案の概要及び機構・定員要求結果の概要についてJ参照。なお、日本の金融庁の 22
年度予算は約 219億円であり、歳入を加味しない場合、食品基準庁の 2009年度歳出額に
比較的近い金額となっている。金融庁「金融庁の平成22年度予算及び機構・定員につい
て」参照。
169 Food Standards Agency Annual Report and Consol idated Accounts 2010/11 (2011)， P51. 
削減要因として、広告・宣伝キャンベーンの制限やプロジェクト管理に係る食品の削減等
があるという。 See，Ibid， P24. 
79 
2000年 4月 1日の発足時、中央組織の常勤職員は 594名170であり、出身母体は、
に農漁業食糧省及び保健省から異動した者が 405名、公募により採用された者が 91名、
その他政府から異動した者が 93名で、あったという 1710 また、 2000年度の常勤職員の平
均人数は、中央が 594名、委員 14名、地方 84名の計 692名(食肉衛生サービス局の
職員を含まない。)であり 172、約 40%は科学分野の資質を持つという 1730
食品基準庁及び食肉衛生サービス局の職員 (whole-timeequivalent persons)合計
人数(年間平均)は、本稿表 1-2に示すとおり、 2，068名川からスタートし、その後、
概ね 2，200名'"'-'2，300名程度で推移したが、 'OneAgency' programにより、食品基準
庁の外局であった食肉衛生サービス局が食品基準庁本体に統合されることとなったこ
と175等のため、近年は減少傾向にある 1760
1M Food Standards Agency Annual Report and Accounts 2000-01(2002)， P75. 
171 ibid. P48. 
172 Ibid， P75. 
173 Ibid， P17. 
174 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Accounts 2001/02 (2003)， P55.なお、
食肉衛生サービス局の年報によると、食肉衛生サービス局により雇用された 2000年度の
常勤職員数(平均)は 1，489名である (MeatHygiene Service， Annual Report & Accounts 
-2000/2001 (2001)， P73.)。
175 a year at the Food Standards Agency 2008/09， Annual Report and Consolidated Resource 
Accounts (2009)， P15. 
176但し、各年度の年報が契約職員等の非常勤職員数をどのように取扱っているかについて
は留意が必要である。例えば、食品基準庁の 2008年度の年報(ayear at the Food Standards 
Agency 2008/09， Annual Report and Consolidated Resource Accounts (2009)， P48)に
記載されている 2008年度の食肉衛生サービス局職員数 1，154名(食品基準庁合計1，925 
名の内訳)は、食肉衛生サービスの 2009年度の年報 (MeatHygiene Service Annual Report 
& Accounts 2009/10(2010)， P11)に記載の食肉衛生サービス局職員数合計 1，595名から
契約職員合計441名を除いた人数と一致する。その一方、食品基準庁の 2009年度の年報
(Annual Report and Consolidated Resource Accounts 2009/10(2009)， P53)において
は、 2008年度の食品基準庁合計職員数について、前年度年報と同様に 1，925名としつつ、
2009年度の食品基準庁合計職員数について、詳細な内訳付で契約職員を含め 2，210名と記
しているむまた、食品基準庁の 2010年度の年報 (AnnualReport and Consolidated Resource 
Accounts 2010/11 (2010) ， P71)では、詳細な内訳はないが、食品基準庁合計人数につ
いて契約職員等を含め 2009年度は 2，115名、 2010年度は 1，943名と記している。なお、
日本の金融庁の 22年度末定員は 1，508名であり、食品基準庁の 2009年度平均職員数に比
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③ 中央組織
食品基準庁の中央組織は、部門の所掌事務に応じて大別すると、我が留の行政組織
の在り方に即していえば、政策系(食品安全政策部門、執行・食品基準部門)、総務系
(組織資源・戦絡部門)、広報系(コミュニケーション部門)、法務系(法務サービス
部門)の 5部門で、あった (2002年 1月時点) 177ものが、 2004年 11月時点では、政策系
が 1増し、そこでは既存の食品安全政策部門、新設の執行部門及び消費者選択・食品
健康部門178の3部門編成となった。栄養セクションについては、従前、化学的安全性や
微生物学的安全性に関するセクションが中心の食品安全政策部門の中にあって必ずし
もその中核で、はなかったが、消費者選択・食品健康部門という、その名が栄養に直接
的な関わりをもっ部門の新設により、実質的に格上げされることとなった179。その後、
正OneAgency' programに基づき、従前は食品基準庁の外局 (executiveagency)であ
った食肉衛生サービス局が 2010年 4月 1日に食品基準庁に統合されて実施部門
(Operations) となった1800
④ 幹部
ここでは、幹部(委員長、副委員長及び事務局長)に就任した人物の背景等につい
て言及することとしたい。なお、幹部の就任状況については、本稿表 1-3にまとめ
ているので、あわせて参照いただきたい。
食品基準庁の設立時、委員長には動物学者の JohnKrebs (設立時-2005.4. 10)、副
委員長には消費者代表の SuziLesther (設立時-2002. 12. 31)、事務局長には食品基
準法制定に深く関与した保健省出身の事務方である GeoffreyPodger (2000.4.1-
較的近い白金融庁「金融庁の平成 22年度予算及び機構・定員についてj参照。
177 Food Standards Agency Annual Report and Accounts 2000-01(2002)， P4-5. 
178 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Accounts 2003/04(2005)， P24-25. 
m このころ、食品基準庁は OTM(Over Thirty Month rule)の見直しを検討するとともに、
栄養分野における取り組み(例:塩分摂取量を減らす政策)を強化していた。 See，THE FOOD 
STANDARDS AGENCY Annual Report and Accounts 2003/04(2005)， P10-11.食品に関する
消費者態度調査(食品基準庁実施)によれば、消費者の関心がBSEから、食品に含まれる
塩分等の栄養分野へ移っていることがうかがわれる。 See，THE FOOD STANDARDS AGENCY 
Annual Report and Accounts 2003/04(2005)， P21， THE FOOD ST必IDARDSAGENCY， Annual 
Report 2004/05， P19. 
180 FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Consolidated Resource Accounts 
2009/10(2010)， P4.食品基準庁において、近年はコスト削減を動機とした組織統合及び
人員削減が行われており、新体制移行の影響に留意が必要で、あろう。
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2003. 1. 31) が任命された181"BSE問題への科学的見地からの対応するための動物学者
の人材登用、食品基準庁設立の理念である消費者の信頼回復に向けた公益毘体出身者
の人材登用であることが推測され また、関連省庁出身の事務方を事務局長にあてて
いるのは、実務に明るい人物の登用による新組織の円滑な出だしを期待したものと思
われる。
幹部構成のこのような傾向は、 8年程度続くこととなる。初代委員長 JohnKrebsの
任期中は、 2代目副委員長にボランティア、福祉団体出身の団体で、の活動経験を持つ
Ju1ia Unwin (2003.7. 14 -2006. 12.31)、2代目事務局長に食品基準庁副事務局長、食
品安全政策部門長及び事務局長代理を務めていた JonBe11 (2003.4.2 -2006.3.31) 
が就任している問。 Ju1iaUnwinの副委員長任命は、食品基準庁が早期から検討を行っ
てきた低所得層の消費者保護を想起させるものであるほか、 JonBe11の事務局長任命
は、一般公募 (opencompet i t ion) を経て行われた183ものであるが、彼は元農漁業食糧
省職員であり、 GeoffreyPodgerに続き食品基準庁に関連する省庁出身者が就くことと
なった。
また、 2代目委員長 DeirdreHutton (2005. 7. 18 -2009. 7. 26) は、消費者政策を含
め、各種公共団体において委員等として活動した経歴をもっ人物184であり、英国におけ
る BSE終息に伴い、栄養等を含めた、より広範な消費者保護への斡足移動がうかがわ
れる。彼女の任期中、 3代目副委員長に就任した IanReyno1ds (2007. 2. 1 -2011. 5) 
は、動物内分泌学者185であり、幹部では JohnKrebs以来 2人目の動物学者の就任とな
った。 3代目事務局長に就任した JohnHarwood (2006.4.3 -2008.3.31) は元自治体
職員186であり、 3代続いてパブリックセクターの事務方が就任することとなった。
幹部人事の傾向は、 4代目事務局長に TimSmith (2008.4.1 -)が就任187することで
181 Food Standards Agency Annua1 Report and Accounts 2000-01(2002)， P6，11. 
182 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Accounts 2002/03(2004)， P6，11. 
なお、彼は化学の学位をもち、民間企業に勤めた後、 1975年に農漁業食糧省に入省し、そ
れから食品基準庁設立までの問、食品関係、の要職に就いている。 See，
http://tna. europarchive.org/20110116113217/http://www. food. gov.uk/news/pressre1 
eases/2003/apr/jonbe11appointmentpress 
183 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annua1 Report and Accounts 2002/03(2004)， P44. 
184 http://www. food. gov. uk/mu1timedia/webpage/damedeirdrehutton/ 
185http://tna. europarchive.org/20101209124559/http://www. food. gov.uk/aboutus/ourbo 
ard/boardmem/ianreyno1ds/ 
186 http://www. cqc.org.uk/pub1ic/about-us/our-peop1e/board-members 
187 http://¥vww. food. gov. uk/aboutus/how_we_work/aboutourstaff/profi1es/ 
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明確に変化したD 彼は食品業界出身であり、幹部では初の業界出身者の登用となった
が、組織統合に伴う人員及び歳出削減の持期と重なっており、パブリックセクター出
身の職員を抱える食品基準庁にあって、事務局長がこれまでとは異なる役割を果たす
ことが期待されていたのではないかと推測される。また、 3代目委員長には、政府が食
品基準法案を扱っていた 1997年から 1999年の間農漁業食糧大臣で、あった JeffRooker 
(2009.7.27 -)が就任188し、幹部バランスの変化を一層印象付けることとなった。
上記のように、幹部構成は、 2008年 3月ごろまでは概ね、消費者関連の専門家、動
物学者及び、パブリックセクターの事務方で占められ ほぼこの 3者で、バランスを取っ
ていた。しかし、それ以降は、食品基準庁が実施する検査の相手方となりうる業界出
身者の事務局長起用や、食品基準庁にはアームレングスルールの適用があるとされて
きた中で元関連大臣の委員長就任といった、従前とは明らかに異なる方針の人事が行
われ、これにより、消費者関連の専門家、パブリックセクター出身者は幹部から消え
ることとなった。「一つの FSAJプログラム等の戦略計画を遂行すべく、このような任
命が保健大臣等により行われたものと考えられ、この体制下での成果と、この次の体
制づくりが注目されるところである。
なお、委員長及び副委員長以外の委員の経歴は多様であり、消費者関係専門家のほ
か、農場経営者、食品小売業者、レストラン経営者等の業界出身者も任命されている 1890
ちなみに、委員会を構成するすべての委員について、業界等との利害関係がある場合
は、毎年の年報でその内容の公表が実施されている。
( 2)各年度のトピックス
ここでは、食品基準庁が発表した年報の中で、主題との関連で各年度の特徴を示すよ
うな主なトピックスについてとりあげることとしたい。
① 2000年度190
188 http://WWW. food. gov.uk/aboutus/how_we_work/ourboard/boardmem/jeffrooker/ 
189なお、 3代目副委員長 IanReynoldsの退任後、正式な副委員長を採用するまでの臨時副
委員長としてではあるが、農業関連団体制ationalFamers Union等)出身の TimBennet 
が就任している。
http://WWW. food. gov.uk/aboutus/how_we_work/ourboard/boardmem/timbennett参照。
190 2000年度のその他のトゼックスは次のとおりである。①班1S(Meat Hygiene Service : 
食肉衛生サービス局)検査料につき、新たな課金体制に効果を与える立法が 2001年 3月 9
Bに国会へ提出され、 2001年 4月 2日から施行された (FoodStandards Agency Annual 
Report and Accounts 2000-01(2002)， P17，43.)。食品基準庁は、業界や特に中小規模の
工場に関し、開1S検査料の衝撃を調査するため、班1S食肉検査料タスクフォースを立ち上
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イ 総合的目標及び総合的実践
総合的自標及び総合的実践 (Statementof General Objectives and Practices) 
については、実行した主なコンサノレテーションのーっとして挙げられており 191、食品
基準法に従って策定及び公表 (2000年 10月)されたものである。総合的目標及び総
合的実践の概要は次のとおりである 1920
〔総合的目標の概要〕
0食品基準庁の設置の主要な狙いは、食品に関連する公衆衛生と消費者の利益の保
護にある。
O全般的な狙し1や包含する機能に関連して、食品基準庁の総合的目標は、食品安全
や食品関連のその他消費者利益に関する効果的政策を展開すること等にあり、は
じめの生産者から最後の消費者までフードチェーンのすべての局面に適用する。
0独立した発言を行い、食品関連の公衆衛生を食品基準庁の最優先事項とすること
により、常に消費者第一とすることを確実にすることとなる。
0食品ラベルや栄養に関する食品基準庁の職務を含め、食品安全及び食品基準に関
連して食品基準庁の活動のすべての範囲を包含する公表目標を自ら設定すること
となる。
〔総合的実践の概要〕
0英毘議会、スコットランド議会、ヴェーノレズ議会及び北アイルランド会議、消費
者に説明素任を負うこと。
0開放性があり協議の機会があること。
O一貫性と均衡性を持つこと。
。ベストプラクティスを採用すること。
ロ Reviewof BSE controls 
げたところ、当タスクフォースが、単に検査費用を基礎とするというよりも、施設の処理
量を基礎に課金される課金システムを推奨したところ、政府がそれを受け入れ、立法化さ
れたものである (Ibid，P43.)。②表示につき、食品基準庁は、消費者の優先順位の変化
への取り組みのため、 18のポイントの行動計酒を 2000年 10月に公表した。主なポイント
は、アレルギ一反応防止、子供への販売促進に関する規則、消費者を混乱させる健康面の
主張、遺伝子組み換え食品の表示、原産国、消費者を誤解させる販売促進文句、 25%未満
となる複合成分の掲載免除廃止である (Ibid，P30， 32. )。
191 Food Standards Agency Annual Report and Accounts 2000-01 (2002)， P18. 
192 FOOD STANDARDS AGENCY STATEMENT OF GENERAL OB]ECTIVES AND PRACTICES (October 2000) ， 
P4-5.なお、総合的目標及び総合的実践は、本稿第 1章第 3節において既に言及した通り、
法律の下で食品基準庁に義務として課され得ないものを取り込むものである。
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食品基準庁は、 2000年 12月20日にReviewof BSE controlsを公表193し、その中
で、主要な管理方法として、管理月齢、 30ヶ月を超える牛肉を食肉にしないルール
(OTM : Over Thirty Month rule) 194と脳などの特定危険部位 (SRM: Specified Risk 
Material)の除去等をあげ195、OTMについては、管理がいたって適切なこの 30ヶ月
は存続すべきであり、向時に、 2002年 1月以降にそのルールについて緩和の判断が
なされ得ることを推奨するという 196Dまた、輸入食品については、その消費の際、 BSE
暴露のリスクから英国の消費者が適切に保護されることを確実にする必要がある等
とし1う問。
ハ協定 (concordat)
食品基準庁は、英国政府省庁やその他公共団体等と協定を結び、それらとの関係
の定式化を行っている 198。そこで、保健省との協定199を例に主なポイントを取り上げ
193 Food Standards Agency Annual Report and Accounts 2000-01 (2002)， P17. 
194 ちなみに、日本における国産牛のBSE対策の展開は次のとおりである。まず、厚生労働
省は、平成 13年9月に国内において初めてBSEの発生を確認した後、特定危険部位の除
去・廃棄を義務化し、食用として処理されるすべての牛を対象としたBSE検査を全国一斉
に開始している(平成 13年 10月 18日)。平成 16年 9月には、食品安全委員会において
BSE国内対策に関する科学的な評価・検証の結果が取りまとめられ、「検査方法については、
今後とも改良が行われるべきものと考えられ、検出限界の改善…も含め、研究が進められ
るべきであり、その中で20ヶ月齢以下の牛に由来するリスクの定量的な評価について、
今後さらに検討進める必要がある。J(平成 16年9丹食品安全委員会「日本における牛海
綿状脳症 (BSE)対策について 中間とりまとめJ21頁)等と結論付けた。厚生労働省及
び農林水産省は、この評価・検証結果を踏まえ、同年 10月 15日に国内対策の見直しにつ
いて食品安全委員会に諮問している。そして、平成 17年5月6日に、 BSEに係る検査の対
象となる牛の月齢について、 21ヶ月齢とする「検査月齢の線引きがもたらす人に対する食
品健康影響(リスク)は、非常に低いレベルの増加にとどまるものと判断されるoJ (平成
17年5月食品安全委員会「我が国における牛海綿状脳症 (BSE)対策に係る食品健康影響
評価J31頁)との答申を受け、同年7月 1日に検査対象丹齢を規定する厚生労働省関係牛
海綿状脳症対策特別措置法施行規則第 1条を改正し、検査対象丹齢を0ヶ月から 21ヶ月
齢以上とした(同年8月 1日施行)。厚生労働省ホームページ「牛海綿状脳症 (BSE)等に
関する Q&AJA1 (http://www.mhlw.go.jp/topics/0103/tp0308-1.html)参照。
195 FOOD STM⑪ARDS AGENCY Review of BSE controls (December 2000)， Pl-2. 
196 Ibid. P1. 
197 Ibid. P2. 
198 Food Standards Agency Annual Report and Accounts 2000-01(2002)， P46. イ豆し、 2010 
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ることとする。
まず、当該協定の性質については、法的な拘束力のある同意や契約でなはなく、
両者間の関係性についてすべて詳絡に包含することを意図したものでもないとし、
むしろ、十分な意思疎通や協調を確保するため、両者の関係を説明する原則の宣言
であるという 2000
また、一般原則として、「不意打ちでない (nosurprises)政策Jを採用すること
や、一つの組織が引き受けていると同時に他の組織が利害を持っすべての事務につ
いて即時及び定期的に通知されることをお互いに保つこと等に両者が賛同するとい
う201。このほかにも、関連情報の遅滞のない提供など、情報提供に関わる事項を一般
原則として取り上げており 202、相互の接触による情報共有を重視する内容となってい
るD
さらに、両者の責任の境界について言及しており、食品基準庁の権限は、 1999年
食品基準法の下で食品政策の発展や、食品安全又は食品に関するその他消費者利益
に結び付けられる事項について助言、情報及び援助を政府・地方当局や国民一般、
個人及びその他の団体に与えることについて責任を持っとし、保健省に関しては、
国民の健康の保護、促進及び改善に向けた国家レベルでの活動を支えること等によ
って、利用可能な財源を通してイングランド国民の健康と福祉を改善するのが保健
省の全般的な狙いである203、とする。
年 9月 1日にはイングランドにおける食品安全関係及び栄養関係以外の表示(例:原産国
表示)が食品基準庁から環境食料農村省へ移管された
(http://tna. europarchive.org/20100910172942/http://www. food. gov.uk/foodlabelli 
ng/)ほか、 2010年 10月 1日には栄養表示含む栄養関連政策に関する権限が食品基準庁か
ら保健省(イングランドにおけるもの)及びウエールズ議会政府(ウエールズにおけるも
の)へ移管されている
(http://collections. europarchive. org/tna/20110116113217/http://food. gov.uk/new 
s/newsarchive/2010/sep/fsawales) ことには留意する必要がある。
199 CONCORDAT BETWEEN THE FOOD ST ANDARDS AGENCY必IDT百EDEPARTMENT OF註EALTH(4 
September 2007)によることとする。
200 CONCORDAT BETWEEN THE FOOD STANDARDS AGENCY AND THE DEPART担ENTOF HEALTH (4 
September 2007)， P2. 
201 Ibid. P3. 
202 Ibid， P3. 
203 Ibid， P4， 10. 
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② 2001年度204
イ StrategicPlan 2001-2006 
食品基準庁は、 2001年5丹に StrategicPlan 2001-2006を公表205し、主要な目標
として、食品由来疾病の発生を向こう 5年間 (2006年)までに 20%減少させる206こ
とを掲げた白なお、実際の減少率は、後の年報において、 2000年比で 19.2%減と発
表されている2070
204 2001年度のその他の主なトピックスは次のとおりである。①食品基準庁は、Fresh、Pure、
Natural等の言葉の使用に梼し、食品諮問委員会 (FAC: Food Advisory Commi ttee)のレ
ポートを承認し、 2001年7月に公表を行った (THEFOOD STANDARDS AGENCY Annual Report 
and Accounts 2001/02(2003)， P25. FOOD STANDARDS AGENCY FAC Review of the use of the 
terms Fresh， Pure， Natural etc. in Food Labelling 2001 (]uly 2001).)。また、業界
代表者や消費者団体を含むClearLabelling Task Forceが食品基準庁によって立ち上げ
られ、さらに多くのラベルは、(業界が自主的な取り組みに委ねるよりも)法律によって
要求される情報にスペースをあてられるべきこと等を推奨した (THEFOOD STANDARDS 
AGENCY Annual Report and Accounts 2001/02(2003)， P25.)。②輸入食品に関し、食品基
準庁は、口蹄疫の急激な発生や、輸入食品に関する懸念(中国産ピーナツのカピ毒等)の
増大を背景に、多くの貿易港、地方当局及び輸入倉庫を巡視するプログラムを 2001年 4
月に実施した (Ibid，P23.)。また、環境食料農村省 (DEFRA: Department of Environment， 
Food and Rural Affair、農漁業食糧省の後継組織)は、動植物製品の違法輸入を英国が
防止、発見する能力を改善する自的で違法輸入品に関する政府行動計画を 2002年 3月末
に発表し、その計画が進展する中、食品基準庁は他の省庁と共に活動を行った (Ibid，P23.)。
なお、 2002年度の主なトピックスは次のとおりである。輸入食品の管理につき言及して
おり、海港及び空港の実施職員は、個人の手荷物の中にある違法な輸入食品を探索する権
限を 2002年に付与され、税関及び消費税局と緊密に仕事をする地方当局及び港湾健康局
の職員は、大量の違法な輪入食品を差し押さえた (THEFOOD STANDARDS AGENCY Annual 
Report and Accounts 2002/03(2004)， P25.)。また、内問府の推奨事項 (2002年 11月)
の一部は立法改正を先導し、税関は 2003年 4丹から旅客手荷物の反密輸調査の責任を負
うこととなった (Ibid，P25.)。
205 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Accounts 2001/02(2003)， P2. 
206 FOOD STANDARDS AGENCY Strategic Plan 2001-2006(2001)， P9. このような目標を掲げ
た背景には、例えば、 1996年のスコットランドにおける 0-157の流行 (17名死亡、その
他 500名以上が重篤症状)といった、大規模な食中毒の発生があるものと推測される。 See，
Food Standards Agency Annual Report and Accounts 2000-01(2002)， P25. 
~7 Food Standards Agency Annual Report 2006/07(2007)， P10. なお、 StrategicPlan 
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③ 2003年度208
イ STRATEGICPLAN 2005-2010 
2期目の StrategicPlanの策定作業を 2003年秋からはじめ、コンサルテーション
等を経て 2004年 12月に公表された209 このペーパーの中で、主要な狙いとして、次
の事項を挙げている2100
。食品安全
・食品由来疾病を引き続き減少させる
-食品の化学的汚染(放射能汚染を含む)から生じる消費者のリスクを減少させる
O健康的な食事
-すべての消費者が健康的な日常食を簡単に選択できようにして、日常食に関連
する病気を減少させることで生活の質を改善する
0選択
・消費者が情報に基づく選択を行うことができるようにする
④ 2004年度
イ標識
食品基準庁は、 2004年 11月実施の新たな調査について公表した211。その調査は、
人々が包装の表に貼り付ける、ンンフ。ルな標識 (signposting)が、情報に基づく、よ
り健壊的な食品の選択に役立つことを望んでいることを示唆するという。標識は、
健康的な日常食の選択をより容易にする狙いを持ち、この考えは、食品の栄養内容
に関しラベノレに「一見J(at a glance)情報を与えることにつながるという。
2001-2006の中でそのほかにも数値設定を行った目標があり、英国で製造された小売鶏肉
のサノレモネラ汚染を向こう 4年間で少なくとも 50%減少させることが掲げられたが、後の
Strategic Planでこの目標について達成したと言及している。 See，FOOD ST必IDARDSAGENCY 
STRATEGIC PLAN 2005-2010(2004)， P12. 
208 2003年度のその他の主なトピックスは次のとおりである。食品基準庁は、 1990年食品安
全法にかかる Codesof Practiceを2004年 10月に統合・改正し、船舶及び航空機に関す
る検査について新たに章を設けた。この内容は、実施職員の船舶及び航空機への立入り権
限を明確にするこの年の新たな立法の導入の結果として必要とされたものである (THE
FOOD ST必iDARDSAGENCY Annual Report and Accounts 2003/04(2005)， P14.)。
209 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Accounts 2003/04(2005)， P17-18. 
210 FOOD STANDARDS AGENCY STRATEGIC PLAN 2005-2010 (2004)， P2. 
211 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report 2004/05 (2005)， P16. 
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ロ 食肉衛生サービス局の BSE検査
2003年度中、食肉衛生サービス局の内部監査と内部業務チェックで、月齢24'"'-'30
ヶ月の弱っている牛を棺当数テストしていないことを発見した2120 これを受けて、食
品基準庁の委員会は独立調査を行い、主に、 BSEテストの要件や目的が明確に向意さ
れず、効果的なコミュニケーションも行われず、請負人や食肉衛生サービス局によ
って適切に監査されなかったゆえに起きた失敗であると指摘した2130
なお、このほかに重要なトピックスとして、食品サプリメント指令に関する欧州司
法裁判所の判断214や、独立監査の実施215が年報に記載されているが、前者については本
節(3 )③において、後者については次節において詳しく取り上げることとしたい。
⑤ 2005年度
イ 新しい BSEテスト体制
変異型クロイツフェルトヤコブ病が BSEと関連付けられたのち、公衆衛生保護の
手法として 1996年 3月に導入された OTMが、 2005年 11月 7日にBSEテストに置き
換えられた。この控えめな BSEテストの結果は、あらゆる屠体が食品供給に入りこ
212 Ib i d， P24. 
213 Ibid， P24. 調査結果ペーパー (Inquiryinto the fai1ure to comp1y with the 
requirements to test a11 re1evant 24-30 month old casua1ty anima1s for BSE(2004)、
当該調査にあたった運営グループ。長の PatrickWa11教授の名をとって Wa11Reportと呼
ばれる)において推奨事項を 12項目挙げている (Ibid，P9-10)が、マネージメント及び
コミュニケーションに関する推奨事項が多かったことから、調査会社である DNV
Consu1tingはそれらについての検証を依頼され、 10項目の推奨事項を取りまとめて検証
結果として公表している (Reviewof悶1Smanagement system fo11owing Wa11 Report 
recommendations (9 February 2005) ，P18-19. 調査会社の名をとって DNVREPORTと呼ば
れる)。それに対し、食品基準庁及び食肉衛生サービス局は、食肉衛生サービス局と業界
グループとの間の衝突を解決するために仲裁を行う枠組み作りを検討することについて
は拒否し、残りの 9項目を受け入れた。 See，FSA/阻1SDNV REPORT : FSA/間SRESPONSE (J une 
2005) (http://www. food. gov.uk/mu1timedia/pdfs/dnvreportresponse.pdf). なお、新し
いガバナンスモデノレを自的とした食肉衛生サービス委員会の設置 (THEFOOD ST必IDARDS
AGENCY Annua1 Report 2004/05(2005)， P24)は、 DNVREPORTのRecommendation1を受け
て実行されたものである。
214 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annua1 Report 2004/05 (2005)， P18. 
215 Ibid， P20. 
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むことが許容される前に、屠畜の際、月齢30ヶ月を越える畜牛について取得されな
ければならない、というものである2ヘ前述のように、食品基準庁が 2000年に公表
したReviewof BSE controlsの中で、 2002年 l月以降に緩和措置をとる可能性に言
及しており、この流れに沿ったBSEテスト体制への移行といえよう 2170
⑤ 2006年度
イ標識
食品基準庁は、信号色で栄養の内容を表示する標識 (trafficlight colour 
signpost labelling)をパックの表に付けることを推奨し、この表示の導入を決め
た小売業者や製造業者は、消費者団体等から好意的に迎えられたとしづ。標識に描
かれるパック表面の信号色のコード (Front-of-packtraffic light colour-coding) 
は、次の 3つの主な利益をもたらすべきであると主張する218D
0消費者が健康的な食事をより簡単にとれるようにすること
。消費者がより健康的な食品を調べ要求することを促進すること
0脂肪、飽和脂肪、塩、砂糖がより少ない食品を製造するインセンティブを経営に
与えること
なお、広い意味での表示制度として、 EUワイン規制に基づくワイン基準の実行219な
どがあるが、保護地理的表示や保護原産地呼称の保護などの問題領域に存するもので
あり、本稿の主題とは異なるため、割愛するm。
216 THE FOOD ST~~ARDS AGENCY Annual Report 2005/06(2006)， col.2.28. 
217 FOOD STANDARDS AGENCY Review of BSE controls (December 2000)， P1.なお、イング
ランドにおける関連規制立法 (TheTransmissible Spongiform Encephalopathies 
(England) Regulations 2010 (S1 No. 2010/801))は、環境食料農村省が所管しており、
当該規制の説明覚書 (EXPLANATORYMEMORANDUM TO THE T臥NSM1SS1BLESPONG1FO悶
ENCEPHALOPATH1ES (ENGLAND) Regulations 2010)は同省が作成している。
218 Food Standards Agency Annual Report 2006/07 (2007)， P22. 
219 1bid， P37. 
m 食品基準庁はW1NESTANDARDS ENFORCE班NTPOL1CY (May 2008)を公表しており、その
中で当該検査手続の概要を含めワイン基準の実施活動に関する説明している。なお、 EUに
おけるワインの表示に関する邦語文献としては、蛇原健介 IEU法におけるワインの表示に
関する規制-1999年規則および2002年規則の紹介を中心として-J(明治学院大学法科大
学院ローレピ、ュー第5号 (2006年)49頁以下)、同「理事会規則479/2008号における EU
産ワインの表示に関する規制-原産地呼称・地理的表示の保護を中心として-J (明治学
院大学法学研究86号 (2009年)27真以下)、同 f欧州共同体におけるワインラベル表示
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⑦ 2007年度
イ 新検査スキーム
ベターレギュレーションの観点から、農場への検査手法に対するアプローチを変
えることで棺当な時間や費用を節約でき、これを主導することは、検査に焦点を合
わせるとともに規制をより簡素にすることに資することになるという加。また、地方
当局と業界とのパートナーシップが発展すれば、それを主導することは、承認農場
を保証するスキームに関し構成員の地位を認めることとなると述べるとともに、こ
のことは、食品衛生検査の頻度の減少により、経営負担を減少させ、農場経営者や
実施当局、消費者の利益を増進することを意味するというmD
③ 2008年度
イ組織改編
Pre Budget Reportに基づく財源の縮小を背景に、食品基準庁がより効率的、効果
的に機能するための組織再構築の方法として、次の 2つの組織的な転換を行うこと
を掲げている2230
まず、食品安全部門と消費者保護・執行部門の合併について触れ、食品安全の面
で共向して事務を行っていたとするこの 2部門の合併が、公衆衛生の改善のインパ
クトを最大限に引き出すと問時に、食品安全に関する戦略目標に最善の相乗作用を
もたらすために食品基準庁自身がきちんと編成することを確実なものとする現実の
機会を与えるという加。この合併は、食品安全に関する企画組織と執行組織の合併で
あり、この分野でのルール作りとノレール運用が食品基準庁の設立以来初めて一つの
部門で行われることを意味する。
次に、食品基準庁への食肉衛生サーピ、ス局の併合について述べており、「一つの食
品基準庁J(One Agency) という提案が、業務の幅を広げ、食品基準庁全体にわたる
サービス提供に娘を向ける一層広範な戦略をとる機会となる、という 225。食品基準庁
規制の改革について-欧州委員会規則 607/2009の概要とその意義一J(明治学院大学法学
研究88号 (2010年)103頁以下)等がある。
221 Food Standards Agency Annual Report 2007/08(2008)， P49 
222 Ibid， P49. 
223 A year of the Food Standards Agency 2008/09 Annual Report and Consol idated Resource 
Accounts (2009) ， P15. 
224 Ibid， P15. 
225 Ibid， P15. 
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設立当時、「一つの食品基準庁j といえば、 PhilipJamesが主張したように、保健省
や農漁業食糧省に対し独立して一体的権限を持つ食品基準庁、また、イングランド、
ウエールズ、スコットランド、北アイノレランドに共通の統合された食品基準庁とい
った意味を持ち、食品基準庁の設立自標を支える理念であったが、 2008年度の年報
でいう「一つの食品基準庁j とは、少なくともこのような意味を明示的に含んでお
らず、コスト削減を宮的とした外形的統一ともいうべきものであり、前者とは意味
が大きく異なる点には注意が必要である。さらに重要なのは、本来統合的に作用す
るはずの「一つの食品基準庁j の意味の後退は、食品基準庁の設立自標を支える理
念の後退を意味し、 2010年に保健省が食品基準庁の権限縮小(保健省や環境食料農
村省への一部権限移動)を提案したことと無関係ではなく、食品基準庁が解体方向
へ向かし¥かねない厳しい挑戦を受けている。食品基準庁は労働党のマニフェストを
通じて設立され政策展開が行われてきたものであり、 2010年 5月の英国総選挙によ
る政権交代の影響も背景として見逃せないが、単にこれらの理由によるものではな
く、それ以前に伏線が存在し、 2010年の政権交代後、それが利用されているといっ
ても過言ではないだろう。詳しくは、本節(3 )①で検討する。
⑨ 2009年度
イ 食肉衛生サービス局の食品基準庁への統合
2010年 2月 28日、食品基準庁は食肉衛生サービス局から実行機関の地位を取り除
き、その職員と機能を食品基準庁に移すことについて主務大臣の承認を得た泊。そし
て、 2010年 4月 1司、食肉衛生サービス局は完全に食品基準庁の一部となった2へ
この年度の年報においては「一一つJ(one， s ingle) という言葉がキーワードとなっ
ており、例えば、内部的価値 (InternalValues)のーっとして「一つの食品基準庁j
(One FSA) を掲げているほか、「一つの調達部門J(a single Procurement Division) 
に関する提案をしているというm。
なお、食品基準庁は、 2009年 12月に Strategyfor 2010-2015を発表しており、
その中で「お金によりよい価値をもたらすj 取り組みの一つに食品基準庁への食肉
衛生サービス局の統合を挙げており 229、この手法がコスト面からのアプローチである
226 FOOD STAトIDARDSAGENCY Annual Report and Consolidated Resource Accounts 
2009/10(2010)， P8. 
227 Ib i d， P8. 
228 Ibid， P10. 
229 The Food Standards Agensy's Strategy for 2010-2015 (2009)， P7. 
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ことを認めている2300
⑬ 2010年度
イ 食品衛生格付けスキーム (FoodHygiene Rating Scheme)の開始
食品衛生格付けスキームが、イングランド、ウエールズ 北アイルランドで 2010
年 1月に開始された2310 これは、地方当局が実施する食品衛生基準にかかる検査の
格付け情報を消費者に提供するものであり、対象業種としてはレストラン、持ち帰
り居、パブ、スーパーマーケット等がある232。格付けは 0から 5の6段階233で行われ、
食品基準庁ホームページから検索可能である2340 このスキームで、消費者が庖を選択
するのに役立つとともに、業界が基準を改善することを促進するいう 2350
このスキームは、検査結果の格付けを公表するものである点で興味深い。また、
不服な場合は書面による当局への詰顔のほかに、不服がない場合でも意見申出や再
検査要望の申出手続が準備されており 236、我が国の一般的な検査制度とは異なる仕組
みを持っている。本稿において詳述する余裕がないため、今後の検討課題としたい。
( 3 )重要な権限変更、法的規制及び判例等
230年報においても、この統合を「一つ (single)の、より費用効果のある組織的サービス
グループ。によって支えられる一つの組織としての新しい構造j と表現している。 See，FOOD 
STANDARDS AGENCY Annual Report and Consolidated Resource Accounts 2009/10(2010)， 
P4. 
231 Food Standards Agency Annual Report and Consolidated Accounts 2010/11 (2011)， P12. 
なお、類似の制度である食品衛生情報スキーム (FoodHygine Information Scheme)がス
コットランドで実施されている。
http://www.food.gov.uk/multimedia/webpage/moreabouten参照。
232 Food Standards Agency Annual Report and Consolidated Accounts 2010/11 (2011)， P12. 
233 0は「至急要改善J(urgent improvement necessary)、1は「大部分が要改善J(major 
improvement necessary)、2は「要改善J(improvement necessary)、3は「概ね可J(generally 
satisfactory)、4は「良好J(good)、5は「優良J(very good) としづ評価が対応してい
る。なお、スコットランドの食品衛生情報スキームでは、合格(pass)と要改善(improvement
required)の2段階評価である。
http://www.food.gov.uk/multimedia/webpage/moreabouten参照。
234 http://rat ings. food. gov. uk/ search/ en-GB?sm斗参照。
235 Food Standards Agency Annual Report and Consolidated Accounts 2010/11 (2011)， P12. 
236 See， http: / /阿w.food.gov.uk/multimedia/webpage/faqsen 
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ここでは、先に取り上げたトピックスを元に、重要な項目について掘り下げることと
したいD
① 2010年の権限変更
2010年 5月の英国総選挙において、それまでの与党労働党が敗北し、保守党が第 1
党となり、自由民主党と連立政権を組んだ。保健大臣には保守党のAndrewLansleyが
就任し、保健省関連組織のスリム化によるコスト削減を主要な政策として掲げていた。
保健省は 2010年 7月 20自に食品基準庁の権限変更に関する報道発表237を行った。食
品基準庁は食品安全政策とその実施に関する中核的な権限に重点を置き、イングラン
ドにおける栄養政策に関する食品基準庁の権限は保健省へ、食品安全に関連しない食
品表示(主なものは原産思表示)や食品成分政策の権限は環境食料農村省へ移すこと
を公表した。それぞれの組織における変化については、次のとおり示している。
{それぞれの権限等}
食品基準庁
-明確に規定された庁の役割を保持し、具体的には、食品安全という食品基準庁の中
核的な権限に重点を置く。
・スコットランド、ウエールズ、北アイルランドにおける栄養及び表示政策について
現在の責任を保持する。
-約 2，000名の職員は食品基準庁に残ることとなる。
保健省
-栄養政策は保健省へ移管されることとなる。これは、日常摂取量ガイドラインとい
った、パック表面の栄養表示を含む。
-栄養政策の保健省への移管は、政府の公衆衛生計画に直接的に貢献する。長期的に
は、省内にこの政策をもってくることは、よりよいサービスが生み出され、より明
確な情報が国民に提供されることを可能にするだろう。
-保健省は、結果として、業界に対し、富民の健康の改善に関し一層の貢献を迫るこ
とが可能になるだろう。これは、スーパーマーケットやレストランにおける栄養情
237 Department of Health， 20 July 2010， FOOD ST必IDARDSAGENCY TO KEEP CRUCIAL SAFETY 
ROLE. なお、環境食料農村省も向じ日にホームページにおいて同じ内容の報道発表
(http://¥vw2.defra.gov.uk/news/2010/07/20/fsa-news/)を行っている。そのほか、首
相の書面による政府声明 (PRlMEMINISTER Wri tten Ministerial Statement， 20 July 2010， 
Machinery of Government changes) も発表され、政府機構の変更に関して 3点言及があ
り、そのうちのーっとして食品基準庁から保健省及び環境食料農村省への権限移管が明記
されているロ
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報の再公式化や提供を含む。
・およそ 70の政策ポストが、食品基準庁から保健省へ移ることとなる。
環境食料農村省
-原産図表示については、環境食料農村省に権限が移ることとなる。これは、食品表
示に公正さを与えるとともに、食品がどこから来たのかについて消費者が信頼でき
ることを保証するという政府の約束に関する発言を支えることとなる。
-環境食料農村省の最優先事項の一つに関する発言を支えることにもなる。すなわち、
英国の農場を支え発展させ、維持可能な食料生産を促進し、国内の食料生産の増加
を促すという大臣の断囲たる約束である。
-環境食料農村省に移すその他の政策領域は、材料の配合政策を含み、はちみつやジ
ャム、チョコレート、アイスクリーム、あるし、はソーセージの肉の内容のように特
徴づけされた製品の配合や基準に同意することを含むものである。
・およそ 25の政策ポストが、食品基準庁から環境食料農村省へ移ることとなる。
【権限移管に関するトップの発言}
この権限移管に関して、上述の報道発表文書中で、 3省庁のトップが次のように述べ
ているD
食品基準庁委員長の LordRookerは、「食品安全及び食品衛生は、常に食品基準庁が
なすべきことの中心であり続ける。」とし、移管される権限についての直接的な言及は
行っておらず、抑制的なコメントとなっている。
保健大臣の AndrewLansleyは、 f我々の志は、国民がより長く生き、より健康に暮
らすことを誠実に手助けする公衆衛生システムを創出することである。それを成し遂
げるため、立ち止まったままではいられない。変化が不可避である。Jとして権限移管
を公衆衛生システムの創出と位置付けるとともに、「長期的には、より明確で、より官舎
僚的でない (lessbureaucratic)公衆衛生システムを持つこととなると信じる。j と
して、保健省関連組織のスリム化を主張する際にキーワードとして彼が用いていた官
僚的色彩の打破をここでも用いている。
環境食料農村大臣の CarolineSpelmanは、「より広い食品政策を含めた地位を占め
るべく、食品の原産国表示やそれに関連する表示にかかる政策を環境食料農村省に移
管することは、完全な意味をなす。食品基準庁が食品安全に重点を置くことを保証す
るものであり、また、食品基準庁が独立組織の側に留まるべきとすることは正しい。J
として権限移管を正当であると主張している。
上記の権限移管は、保健大臣の AndrewLansleyの提案によるものといわれ邸、食品
238 Guardian， 12 July 2010， Food Standards Agency to be abolished by heal th secretary 
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基準庁設立時の理念を支えた ζOneFSA'が崩れることが決まった瞬間でもあった。 2010
年 9月 1日にはイングランドにおける食品安全関係及び栄養関係以外の表示が食品基
準庁から環境食料農村省へ移管された239ほか、 2010年 10月 1日からは栄養表示含む栄
養関連政策に関する権限が食品基準庁から保健省(イングランドにおけるもの)及び
ウエールズ、議会政府(ウェーノレズ、におけるもの)へ移管された240。保健省の報道発表に
(http://www. guardian. co. uk/politics/2010/jul/11/food-standards-agency-abolished 
-health-secretary).この記事には、食品基準庁から保健省及び環境食料農村省への権限
移管に関して識者の見解が掲載されており、「政治的に経営寄りであるいつもの保守党の
姿勢が現れているにすぎない。J(国民肥満フォーラム〔医療従事者によって設立された団
体〕の TamFry) といった否定的な意見が多い。また、シティ大学の TimLang教授(食品
政策)は、当該権限移管を「食品基準庁の分割J(carving up the FSA) と表現するほか、
Andrew Lansleyが主張する“evidence-basedpolicy"の不明確さを指摘するなど、保守
党政権の食品政策に対して深い懸念を表明している。 See，Guardian， 21 July 2010， Food 
Standards Agency: what a carve 
up(http://www.guardian. co.uk/commentisfree/2010/jul/21/fsa-what-a-carve-up) .さ
らに、食品基準庁の設計者である PhilipJamesは、 IAndrewLansleyのビッグマック省j
(Andrew Lansley' s Department of Big Macs)と題した意見文の中で、「保健大臣の Andrew
Lansleyが国民の健康を食品・アルコール業界へ何と早く、大幅に手渡しているのかと J演
慨させられる。J¥我々は今、マクドナノレド、ベプシ、ケロッグを含む業界内の企業によっ
て政策決定が直接的に取扱われていることを知る。Jなどとして、保守党政権の企業寄り
の姿勢を厳しく批判している。 See，Guardian， 15 November 2010， Andrew Lansley' s 
Department of Big 
Macs(http://wmv. guardian. co.uk/commentisfree/2010/nov/15/andrew-lansley-departm 
ent-big-macs) .そのほかの報道記事として、 BBCNEWS， 20 July 2010， Food Standards 
Agency ‘will remain' government promises 
(http://www. bbc. co.uk/news/heslth-10695557)参照。
239 Food Standards Agency， Labelling and Packaging， 
http://tna. europarchive.org/20100910172942/http://www. food. gov.uk/foodlabelling 
/ 
240 Food Standards Agency， 30 September 2010， Transfer of nutrition policy to health 
departments， 
http://tna. europarchive.org/20120209132957/http://www.food. gov. uk/news/newsarch 
ive/2010/sep/nutrition 
なお、スコットランド、ウェーノレズ、北アイルランド当局は、イングランドのような食
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おいて報道編集者向けの注意書きがあり、その中で、直接的な立法なく権限委譲は可
能である旨の記述があり、その考えの下に短時間で、の権限移管を行ったものと考えら
れる口
{府省庁の権限の変更について}
食品基準庁の所掌事務に関する法的仕組みとして、食品基準法第 1条第 2項におい
て、食品基準庁がその役害IJを実行する主な目的として「その他食品に関連する消費者
利益の保護Jが掲げられており、同法第 36条第 3項で「食品に関連する消費者利益の
保護j には「表示J(labell ing) が含まれる旨明記されている。「栄養J(nutrition) 
については、食品基準法上、直接的に食品基準庁の機能又は権限と位置付ける明文上
の規定はないものの、同法注解9において、食品基準法第 1条第 2項の規定は「栄養、
日常食-ーに関する食品基準庁の役割も包含するJと説明されている。また、省庁間の
合意という点では、食品基準庁と保健省との関で結ぼれた協定において、栄養政策に
関し、食品基準庁は、情報及び助言の提供や立法提案等の責任を負い、保健省は、栄
養状態が数ある危険要因の 1つで、ある場面で、より広範な公衆衛生政策問題に責任を
負うこととしている241。食品基準庁と環境食料農村省との間で結ぼれた協定では、食品
基準庁は、表示政策に関し、その展開と立法提案について責任を負い、環境食料農村
省は、牛肉表示に関する EUシステムに最も重要な責任を負うこととしている2420
一方で、食品基準法の規定の修正については同法第 32条で定められ、権限変更も含
め、枢密院令によって変更可能となっている。また、序章第 1節の脚注 4で確認した
ように、政府運営に関する内部ノレール及び手続を定める TheCabinet Manualで、首相
が政府機構の変更について責任を負うとしており 243、首相の政治的判断による府省庁の
権限変更が実際の運用として通用しているのがイングランド法の特質でもある。
品表示等の政策を変更したし¥か否か検討していたところである。 See，Food Standards 
Agency， 1 September 2010， Government food labelling changes 
(http://tna. europarchive. org/20120209132957/http://www.food.gov.uk/news/newsar 
chive/2010/sep/labelgov) . 
241 CONCORDAT BETWEEN Tf琵 FOODSTANDARDS AGENCY AND TI窓 DEPARTMENTOF HEALTH (4 Sep 
2007)， P5， 11， 12. 
242 Concordat between the Department for Environment， Food and Rural Affairs and the 
Food Standards Agency， col. 12. なお、当該協定文書に日付は記載されていないが、環
境食品農村省ホームページにおいて、掲載ページには 12004年 2月 2S最終修正」と表記
されている (http://archive.defra.gov.uk/corporate/about/with/fsa/)。
243 See， Cabinet Office， The Cabinet Manual (1ST edition October 2011)， P27. 
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加えて、食品基準庁の表示及び栄養政策すべてについて保健省及び環境食料農村省
へ移管されたわけではないし、既にみてきたように、食品基準法注解や協定は法的効
力を伴うものではないとされているD また、表示及び栄養政策が食品基準庁の所掌と
されたのは、政策判断の結果としづ側面がないわけではない。
そのような中にあっても、独立性保持を主な目的として既存省庁からの直接的影響
力をできるだけ排徐して制定法を根拠に新規設立された行政組織については、どのよ
うな要件で権限移譲元の省庁へ再び権限を移すのが適切か、といった意味での組織法
上の問題は議論となりうるだろう。
② 検査
まず、検査制度一般については、検査を受ける業者向けに食品基準庁が作成したリ
ーフレットである FOODLAW INSPECTIONS AND YOUR BUSSINESS (2006年8月出版、 2009
年 7月改訂)を通して照会することとしたい。
検査の呂的244~こついては、食品が食べるのに安全であるか、記述が誤解を招かないも
のであるか確かめるために行うとする。検査には定例のものと苦情によるものがある
が、定例検査の頻度は事業のタイプと前回検査記録によって異なり、少なくとも 6か
月ごとに検査される施設もあれば、それよりも短い周期で検査される施設もあるとい
れまた、検査官は、合理的な時間に食品施設への立入検査を行う権限を持っており、
検査にあたってアポイントメントの必要はなく、通常は予告なく訪ねることとなると
し¥う。
検査官の検査による訪問245に関し、検査官は、検査先を訪ねる際、食品法行動規範
(Food Law Code of Practice)等を遵守しなければならず、到着時には身分証明書を
提示246し、検査期間中は礼儀正しくあるべきとする。被検査者に対し、検査について常
に意見を提供すべきであり、問題点を知らせて回避可能な方法を特定し助言するもの
であるとしづ。検査官が被検査者に対して助言を行う際は、法律を遵守するために助
言の内容を行う必要があるのか、それとも良き慣行の遵守なのか伝えなければならな
いとしている。また、被検査者が検査の結果として行動をとることを求められる場合
は、書面により理由を示されなければならず、検査官が違法行為であると認定する場
合は、何の法律に違反しているのか教示しなければならないと説明している。さらに、
2~ Food Standards Agency， FOOD LAW INSPECTIONS AND YOUR BUSSINESS， August 2006 
(Reprinted with amendments July 2009)， P3. 
245 Ibid， P5. 
246食品基準法第 11条第5項 (a)号において、要望に基づき、検査権限行使前に証棄を提示
する旨規定されているD
98 
検査官は、公衆衛生に喫緊の危険がある場合を除き、被検査者に対して改善を行う合
理的な時間を与えるべきであり、検査宮の行為に対してどのように不服申立等を行う
のかについても教示しなければならないという。
検査官が必要と認める際は、国民の保護のため「実施行動J(enforcement action) 
をとることができる2470 例としては、次のものがあるD
-被検査者の記録の検査
-食品のサンフ。ノレ取得及び写真撮影
・問題を正常なものに戻すよう被検査者に求める際、非公式に文書を出すこと
.疑わしい食品を留置又は没収すること
また、検査官は被検査者に対し、次の 3つタイプの通知を出すことができる別0
・「衛生改善通知J(hygiene improvement notice) 
違法行為がある場合、遵守しなければならない特定の事項を詳しく述べるもの
パ衛生緊急時禁止通知J(hygiene emergency prohibition notice) 
特定の処置、施設又は設備を用いることを禁止し、裁判所によって命じられな
ければならないもの
. i救済行動通知J(remedial action notice) 
承認された施設に限り、特定の処置、施設又は設備を用いることを禁止され、
あるいは、どのように処置が実行されるのかについて条件を課すもの(衛生緊急
時禁止通知と似ているが、裁判所による命令は不要)
検査官は、深刻な場合に起訴を勧告することもでき、起訴が成功すると、裁判所は
被検査者に特定の処量、施設又は設備の使用を禁止し、あるいは、食品事業の経営を
禁じられることがあり、罰金が課されたり収監されたりする可能性もある。
不服申立等249については、手続方法を次のとおり示している。
まず、苦情処理について、すべての地方当局はそのサービスについて正式な苦情処理
手続を持たねばならないという。被検査者は、検査官の行動に同意しない場合、居住地
を管轄する地方当局の環境保健サーピス又は取引基準サーピスの長に申し出るべきであ
り、なおも同意しないなら、地方議員に接触することができるとしている。
また、被検査者は、地方当局がその他の当局と異なる方法で法律を適用していると考
247 Ibid， P6. 
248 Ibid， P6. 
249 Ibid， P7. 
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える場合は、規制サーピスに関する地方当局調整者 (LACORS: the Local Authori ties 
Co-ordinators of Regulatory Services)等からの助言を求めることができるとする。
さらに、地方当局による衛生改善通知又は衛生緊急持禁止通知の発出する決定、ある
いは衛生緊急時禁止命令に移行しない決定について、被検査者は治安判事裁判所
(magistrates' court) (スコットランドにおいては執行官)に提訴することができるとい
う。検査官は、被検査者の施設、処置又は設備の一部について衛生緊急時禁止通知を課
す場合は、確定のため一定期間内に治安判事裁判所(スコットランドにおいては執行官)
へ提訴しなければならないとされているD
当該リーフレットにおいては、無予告検査が原則である中での身分証明書の提示、合
理的時間内での立入、検査中におけるコミュニケーション、不服申立等の教示等、一連
の手続について記載しており、我が国における検査手続の公表状況とは大きな差がある。
我が国において、検査手続をホームページ等で積極的に公表している例250はあるものの、
多数派であるといえる状況ではなく、法令で規定されている手続(例:身分証明書の提
示)以外は検査手続の概要が不明である検査251も数多く存在するところであり、比較法上、
興味深い点が含まれている分野である。
次に、イングランドにおける EU域外からの輸入食品の検査252についてふれる。
250例えば、金融庁は検査における一連の実施手続等を「金融検査の基本指針J(平成 17年
7月 1S)にまとめ、ホームページ上で公表している。
251 かつては、国税の税務調査の検査手続について当局自らは公表せず、行政機関の保有す
る情報の公開に関する法律に基づく開示請求においても一部不開示扱いとなっていた。情
報公開・個人情報保護審査会の答申において税務調査事務の概要の一部開示を決定したも
のとして、例えば、平成 23年度(行情)答申第 281号(答申日:平成23年 9月 30日)
参照。現在では、国税通則法第 7章の 2において税務調査手続が明記され、平成 25年 1
月 1日から適用されることとなった。そこでは、帳簿書類その他の物件の提示・提出を求
めることができること(国税通則法第 74条の 2乃至第 74条の 6)、提出物件を留め置くこ
とができること(同法第 74条の 7)、原則として事前通知を行うこと(向法第 74条の 9、
第 74条の 10)、調査結果の通知・説明を行うこと(同法第 74条の 11)等が規定されてい
る。また、法令解釈通達(平成 24年 9月 12日付「国税通別法第7章の 2(国税の調査)
関係通達の制定について(法令解釈通達)J)や事務運営指針(平成 24年 9月 12日付「調
査手続きの実施に当たっての基本的な考え方等について(事務運営指針)J)、税務調査手
続に関する FAQが国税庁ホームページで公開されているD
252 ちなみに、我が国における輸入食品の検査は主に 2つある。一つは、食品衛生法第 28
条の規定(臨検検査、収去)に基づき多種多様な輸入食品について食品衛生の状況を幅広
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なお、イングランドにおける輸入食品の監視システムには大別して 2つあり、 1つは、
飼料、食品、動物健康及び動物福祉に関する EU規員U(Regulation (EC) No 882/2004) 
や飼料及び食品の公的管理に関する規則 (TheOfficial Feed and Food Controls 
(England) Regulations)による非動物由来食品 (FNAO food not of animal origin253) 
の監視と、もう一つは、動物由来製品規則 (TheProducts of Animal Origin (Third Country 
Imports) (England) Regulations) による動物由来製品 (POAO: products of animal 
origin)の監視である2540後者は主に環境食料農村省が担当しているところであるため割
愛し、本稿では食品基準庁が主に担当する前者を中心に取扱うこととしたし ¥2550
く監視することを目的として、年度ごとに計画的に実施するそニタリング検査であり、も
う一つは、同法第 26条の規定に基づき法違反の蓋然性が高いと見込まれるものについて、
輪入者に対して輸入の都度の検査を命じる検査命令である(平成 22年度輸入食品監視指
導計画を参照)。前者は、厚生労働大庄が厚生労働省検疫所の食品衛生監視員に検査させ
るものであり、問法第 23条に基づき厚生労働大臣が毎年度定める輸入食品監視指導計画
に沿って実施しているD 試験検体の採取は行われるが、試験結果の判定を待たずに輸入手
続きを進めることができる(検疫所パンフレット 9頁、厚生労働省食品監視業務ホームペ
ージ (http://www1.mhlw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1b.html)参照)。後者は、厚生労
働大庄の命により、輸入者自らが費用を負担して登録検査機関で検査を実施し、適法と判
断されるまで輸入手続きを進めることができないものである(向上参照)。これらの検査
は、食品等輸入届出書を受け付けた厚生労働省検疫所において、食品衛生法に基づき適法
な食品等であるか食品衛生監視員が審査を行い、審査によって、検査による確認の必要が
あると判断されたものについて実施される。厚生労働省食品監視業務ホームページ
(http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/tp0130-1a.html)参照。法違反が発見された場
合は、廃棄、積戻し等が指示されることとなる。なお、上記以外に、モニタリング検査以
外の行政検査(厚生労働省検疫所で食品衛生監視員が実施する検査)として、初回輸入時
の検査、輸送途中で事故が発生した場合の検査等があり、同法第 28条を根拠に実施され
る。(平成 22年度輪入食品監視指導計画4(3)を参照)。
253非動物由来食品は、 FNAOのほか、 non-POAOと略語表記される場合がある。
254英国における輸入食品の監視体制を紹介する邦語文献として、株式会社三菱総合研究所
「諸外国における輸入食品の監視体制に関する調査 報告書J(平成 20年 3月) I 12 -げ
がある。
255食品基準庁は、輸入食品の監視活動実施に関するサポート、助言、実施活動の監査を担
当しているo See， Food Standards Agency， IMPORTED FOOD CONTROL LOCAL AUTHORITY 
RESOURCE PACK. December 2008， P12. 実施機関向けに、各種手引書等を作成しており、
例えば、概括的なブックレットとしては、 FoodStandards Agency， Working together on 
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実施当局向けの指導書である FoodLaw Code of Practice (England)によると、食品関
係当局において、入口ポイント (pointsof entry) と国内 (inland)の両方で輪入食品
をチェックするため効果的な準備が実施されていることが重要であるという 2560同文書の
手引きである FoodLaw Practice Guidance (England) は、入口ポイントについて、輸入
食品が英国にもたらされる場所にある海港、空港あるいはその連絡鉄道を指すといい、
また、国内の検査場所として、税関管理下の一時保管倉庫 (ERTS: Enhanced Remote 
Trans i t Shed)等をあげている2570
飼料及び食品の公的管理に関する規則は、税関管理下の一時保管倉庫等を管轄する国
内の食品関係当局が、据え置いて着手される非動物由来食品にかかる委託貨物の調査の
ために輪入管理を実施することを認めている2580
また、同規則のガイダンスノート 259によると、食品については地方当局又は港湾健康当
局が書類チェックや同一性チェック、時には物理的チェックを行い、法的要件を満たさ
ない輸入食品は、廃棄やEU域外への返送が要求されるという 2600
imported food， October 2007 (Reprinted with amendments May 2010)を作成している。
256 Food Law Code of Practice (England) (Issued June 2008)， P74. 
257 Food Law Practice Guidance (England) (Issued May 2011)， P216. 
258 Ibid， P225. 
259 Official Feed and Food Controls (England) Regulation 2007 (SI 2007/3185) Guidance 
notes for feed and food businesses on the imports provisions for products of 
non-animal origin (April 2008). 
260 Ibid， P3-4.輪入食品検査システム(本稿本章脚注 252参照)を比較すると類似点は多
いが、実施主体への営利法人の参入状況には差がある。英国では地方当局を中心とした検
査が行われているが、日本では検査命令制度の下で検査を実施する登録検査機関は民間組
織であり、その中には多くの営利法人が含まれる
(http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/jigyousya/kikan/xls/ki 
kan. xls参照)。日本では、平成 15年の食品衛生法改正の際、それまで公益法人に限定さ
れていた指定検査機関制度から登録制度に移行し、一定の要件を備えた営利法人等の参入
が容認されることとなったものである(社団法人日本食品衛生協会「新訂早わかり食品
衛生法第2版<食品衛生法逐条解説>J (2007年) 196-197頁参照)。食品衛生法第40
条においては、製品検査の業務又は同法第 28条第4項の規定により委託を受けた事務に
関して、登録検査機関の役員若しくは職員又はこれらの織にあった者に守秘義務を課す
(同条第 l項)こと、登録検査機関の役員若しくは職員は「刑法…その他の罰則の適用に
ついては、法令により公務に従事する職員とみなすJ(同条第 2項)ことが規定されてい
るD この登録検査機関について、厚生労働省は「政府の代行機関として、業務規程の認可
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公衆衛生にリスクがあると認識され又は明らかになってきている「高リスクJ(high 
risk)非動物由来食品については、 Regulation(EC)No669/2009で定めるノレールにより、
指定入口ポイント (DPE: designated point of entry) として認められた特別な海港及
び空港を通してのみ流入しうることとなる2610 この「高リスクj非動物由来食品のリスト
は、原産国、有害物質 (hazard)、チェック頻度等を含め、 Regulation(EU) No 187/2011 
(2011年 4月 1日適用分)の ANNEXIに掲載されている。そこでは、有害物質として、
アフラトキシン及びオクラトキシンA(カピ毒)、スダン色素(着色料)、重金属、農薬等
が挙げられている。
③ 表示制度
食品基準庁の表示政策は、独自の取り組みである信号色表示のほか EU指令等に基
づき実施しているものがある2620食品基準庁が一般向けに作成したブックレットである
を受けた製品検査・ーを行うことができる検査機関Jと位置付けている(厚生労働省ホーム
ヘーン
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/jigyousya/kikan/index.ht 
ml参照)。塩野教授は、建築基準法の指定確認検査機関の確認行為の過誤にかかる事件(最
判平成 17年 6月24日判例時報 1904号69頁)について、最高裁判所の判断とは異なり、
「公権力の行使を自己の権限として、自己の計算によって行う j ことを基準として、指定
確認検査機関に賠償の責めがあるという(塩野宏「行政法豆[第 5版]J (2010年)303-304 
頁参照)。食品衛生法でいう笠録検査機関を国家賠償法上の公共団体とみるべきかについ
ては、上記の見解が参考となるであろう。
なお、食品輸入手続きの簡素化・迅速化の制度として、外国公的検査機関の検査結果の
受入があり、輸出国政府が厚生労働省に登録した輪出国公的検査機関で輸出前に検査を受
け、その成績書が添付されている場合は、輸入途上において変化するおそれのある項目を
除き、輪入時の検査が省略される。厚生労働省ホームページ
http://www1.mhlw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1p.html、ジェトロホームページ
http://www.jetro.go.jp/world/japan/qa/importproduct_01/04A-010168参照。
261概要については、食品基準庁ホームページ参照
(http://附 w.food.gov.uk/foodindustry/imports/banned_restricted/highrisknonpoao)。
262 ちなみに、我が国における食品表示制度は、 ]AS法、食品衛生法、健康増進法等によっ
て規定されており、主に消費者庁が所掌している(平成22年 10月消費者庁食品表示課「食
品表示に関する制度についてj参照)。また、英国にあって我が国にない主な食品表示と
して、信号色表示、菜食主義者及び完全菜食主義者の表示がある。
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Food labels (2007年 1月出版、 2008年 8月改訂)を元に確認することとしたし ¥2630
当該ブックレットにおいては、大別して主に 7種類の表示についての説明がある。
信号色表示については、脂肪、飽和脂肪砂糖塩の 4つについて、含有量を一見
してわかるようにし、健康的な臼常食の選択に役立てようとするものである。色はこ
の4項目ごとに信号色で示され、緑は少量、黄は中程度、赤は多量であることを示す2640
したがって、緑色が多ければ、より健康的であるが、健康的な食事は総合的なバラン
スをとることがすべてであることを覚えておくべきであるという 2650 この制度は即指
令及び国内法による規制はなく、業者が自主的に採用する仕組みとなっている2660
栄養パネルについては、カロリ一、たんぱく質、炭水化物、脂肪等の栄養情報を 100g
又は 100mlあたりの分量を数値で示すもの267である。
原材料リストについては、いくつかの例外 (1つの原材料からできているチーズ等)
を除き、すべてのパック済み食品について表示しなければならないものである。表示
対象には添加物も含まれる2680
アレルギー情報については、卵などの 14種類の食品がパック済み食品の成分として
使われているならば、ラベノレでそのことに言及しなければならなし、2690
ラベル上の主張については、食品基準庁は、 'fresh'，'pure'， 'natural'， 'tradi tional' 
等の「標識となる言い方J(marking terms)のガイダンスを業界向けに公表しており、
一貫性のある言い方をすることを促進しているm。また、健康及び栄養上の主張につい
263 なお、前述のとおり、 2010年9月 113からイングランドにおける原産国表示等は環境食
料農村省へ、また、 2010年 10月 1日からイングランド及びウエールズにおける栄養表示
は保健省及びウエーノレズ議会政府に権限移管されている。
~4 Food Standards Agency， Food labels More informed choices， January 2007 (reprinted 
with amendments August 2008)， P5. 
265 Ibid， P6. 
266 この表示システムについては、食品基準庁の提案で欧州議会においてその導入の是非が
議論されたものの、結局、否決された。 Guardian，16 June 2010， MEPs reject 'traffic 
light' food labelling system 
(http://~~. guardian. co.uk/lifeandstyle/2010/jun/16/meps-reject-traffic-light-
food-labelling) . 
267 Food Standards Agency， Food labels More informed choices， January 2007 (reprinted 
with amendments August 2008)， P9. 
268 Ibid， P13. 
269 Ibid， P15. 
270 Ibid， P17. 
104 
ては、すべてについて法律で定義されているわけではなく、例えば、 'low-fat'は製品
100グラム中脂肪が 3グラム以下であるべきといったように定義付けられているが、
~elps maintain a healthy heart'は定義がない状況であることから、食品基準庁は、
法律によって定義された主張のみ食品ラベルで、使用が許される新しいルーノレに取り組
んでいるとする2710
ラベル上の日付については主に 2つある。一つは使用期限 (useby)であり、安全
性の点で鍵となる日付である。もう一つは賞味期限 (bestbefore)であり、これは安
全性というよりも品質寄りの期限である。但し、卵はサルモネラ菌を含んでいる可能
性があり、最高度の質の卵を味わうには、賞味期限を過ぎた卵を食べるべきではなし ¥2720
菜食主義者(vegetarian)及び完全菜食主義者 (vegan) の表示については、食品基
準庁が業界向けにガイダンスを公表しており、前者の表示は肉、魚、鶏肉、動物由来
の添加物を含むべきではない食べ物であることを意味し、後者の表示はあらゆる動物
製品を含むべきではない食べ物であることを意味するmD
④ 食品サプリメント指令に関する欧州司法裁判所の判断 (2005年 7月 12日)
本件は、ポジティブリスト方式によって食品サプリメント (foodsupplements) の
販売規制を行う食品サプリメント指令 (Directi ve 2002/46/EC) 274がEC条約に違反し
ている旨、英国の健康食品業界がイングランドとウエールズの保健省等を被告として
訴え、高等法院女王座部 (HighCourt of Justice of England and Wales， Queen's Bench 
Division (Administrative Court))が欧州司法裁判所に対し EC条約 234条に基づく
先決裁定の付託を行い、その結果出された欧州司法裁判所大法廷の判断275である。判決
271 Ibid， P17. 
272 Ibid， P19. 
273 Ibid， P21. 
274本指令を受けて、イングランドにおけるルールとして TheFood Supplements (England) 
Regulations 2003が、ウェーノレズにおけるルールとして TheFood Supplements (Wales) 
Regulations 2003が制定されている。
275 Joined Cases C-154/04 and C-155/04 The Queen， on the application of Alliance for 
Natural Health and Others v Secretary of State for Health and National Assembly for 
Wales， Judgment of the Court (Grand Chamber)， 12 July 2005. なお、 C-154/04はAlliance
for Natural HealthとNutri-LinkLtdによる保健大臣に対する訴えに関するもの、
C-155/04はNationalAssociation of Health StoresとHealthFood Manufactures Ltd 
による保健大臣及びウェーノレズ議会に対する訴えに関するものであり、この 2つの審理手
続は欧州南法裁判所長官の命令によって併合されたo See， ORDER OF THE PRESIDENT OF THR 
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に先立ち、欧州司法裁判所の法務官 (AdvocateGeneral) は、本指令を無効とする意
見276を出したが、判決は本指令を有効であると判断した277D
論点に関わる当該指令の主な条項は、第 3条、第 4条及び第 15条であるが、ポジテ
ィブリストに関する規定の中心は第 4条である。本条は、本指令の付録に記載のビタ
ミン等に限り食品サプリメントの製造に使用できるものとし(第4条第 1項)278、ただ、
経過措置として、関係書類を 2005年 7月 12日までに欧州委員会へ提出し、欧州食品
安全庁 (EFSA: European Food Safety Authori ty) が問題の物質等の利用に関して好
ましくないとの意見を出さないこと等を条件に、 2009年 12月 31日まで適用除外を認
めることとしている(第4条第6項 b号)279。だが、基本的には第 15条にあるように、
2005年 8月 113まで、に本指令の基準を満たさない製品の取引を禁止することとしてい
る(第 15条 b号) 280
0 
COURT 7 May 2004. 
276 Opinion of Advocate General Geelhoed delivered on 5 April 2005. なお、法務官
L.A.Geelhoedの出身国はオランダである。
277 I法務官意見は司法裁判所を拘束しないが，事実上の影響力を有し，判決の中で引用さ
れることもある.これは，第一審裁判所の判決に対する控訴審ではない事件において，第
一審かっ終審としての司法裁判所の判決の前に， W第一審』として単独の裁判官が行う判
決になぞらえることができる.J (庄司克宏 WEU法基礎篇j](2003年)72頁)といわれ、本
件のように判決が法務官意見を覆すことはあまり多くない。なお、裁判長(裁判所長官)
V.Skourisの出身国はギリシャである。
278 1本条第 6項の規定に従い、付表 Iに記載されたピタミン及びミネラノレについてのみ、
付表立に記載された形状で、食品サプリメントの製造に使用できるものとする。Jと規定
されている。
m 本文で 12009年 12月 31日まで、本条第 1項の取扱いを免除する方策として、加盟国は、
付表 Iに記載されていない、あるいは付表Eに記載されていない形状のビタミン及びミネ
ラルを加盟国内で、承認することができる。条件は次の各号とおりとする。j とした上で、 b
号において 12005年 7月 12日までに加盟国によって欧州委員会に提出される、問題の物
質の使用を支持する関係書類に基づき、食品サプリメントの製造において、当該物質の使
用又はその形状での使用について好ましくないとの意見を欧州食品安全庁が出していな
いこと。j と規定されている。
280本文で「力日盟国は、 2003年 7月 31日までにこの指令に従い、必要な法律や規制、行政
規定を発効させ、それについて欧州委員会へ直ちに通知するものとする。これらの法律や
規制、行政規定は、次の方法により適用されるものとする。」とした上で、「遅くとも 2005
年 8月 1日以降、この指令に従わない製品の取引を禁止すること。」と規定されている。
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本判決が本指令の有効性を検証する際、検討対象とした EC条約条文の中心は第 95
条第 3項加である。本判決は、本指令による禁止規定が、高度な水準の健康保護をうた
うEC条約第 95条第 3項に従い、食品サプリメントの製造において承認あるいは禁止
されるビタミン等に関する国のルールの違し1から生じる障壁を除去する自的もつ282と
し、また、禁止規定によって追求される健康保護としづ公益呂的に照らし、禁止規定
を製造業者の経済活動の権利を不相応に侵害するものとして構成するがごとき判決を
下すことはできないと結論付けた2830
第8節監査
本節においては、食品基準庁を対象として実施された、主要な外部監査(国内)の結果
報告書について触れる。具体的には、会計検査院 (NAO: National Audi t Office) による
監査報告 ImprovingService Deli very The Food Standards Agency (行C524Session 
2002-2003: 28 March 2003)、BrendaDeanによる 2005Review of the Food Standards Agency 
(February 2005)、ベターレギュレーション局 (BetterRegulation Executi ve) 284及び会
計検査院による Effectiveinspection and enforcement: implementing the Hampton vision 
in the Food Standards Agency (March 2008) について取り上げ、食品基準庁がどのよう
に評価されたのか確認することとしたし ¥285D
(1) Improving Service Delivery The Food Standards Agency (2003) 
この監査報告書は、国民へ提供するサービスの改善の観点から会計検査院が行った監査
281 i欧州委員会は、本条第 l項による提案が、健康、安全、環境保護及び消費者保護に関
する場合は、科学的事実に基づくあらゆる新たな発展について特に考慮しながら、基礎と
して高水準な保護を実施するものとする。欧州議会や欧州理事会もまた、それぞれの権限
.の範囲内で、この目標の達成を追及するものとする。j と規定されている。
282 Summary of the Judgment 4， Judgment of the Court (Grand Chamber)， 12 July 2005. 
283 Summary of the Judgment 7， Judgment of the Court (Grand Chamber)， 12 July 2005. 
284ベターレギュレーション局は、当時の事業・企業経営・規制改革省 (Departmentfor 
Business， Enterprise and Regulatory Reform)に震かれていた。
285 なお、これら以外にも、食品基準庁の開放性 (openness) に関する独立監査の結果報告
書である Reviewof openness in the Food Standards Agency (Dr. J A Bailey， February 
2007)や、食品基準庁の科学的知見に関する質や利用等の観点からの評価を行った Science
Review Food Standards Agency (Government Office for Science， Department for 
Innovation， Universities and Skills， April 2009)といったものがある。
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結果に関するものであるD 推奨事項として 4点を挙げており、概要は次のとおりである2860
① 食品安全及び食品基準を改善し、食品事故に反応する際に優先事項を決定するため
に食品基準庁の努力をどこに注ぐべきかについて、判断に達するために利用されるア
プローチを設計すること。
② 食品基準や食品安全を促進する取り組みに隠して、資金配分の援助や費用効果の評
価を支えるため役立てられる、費用に関する包括的な情報を持つこと。
③ 運営機能を監視および管理する、より焦点を絞った機能指標を発展させること。
④ 食品安全及び食品基準を促進する取り組みに関する影響を評価するため、より体系
的なアプ口ーチを適用すること。
1つ目では、食品基準庁のリスクマネジメントにかかる決定は多くの潜在的な衝突する要
素を考慮に入れる必要があると補足し、食品基準庁は異なるタイプの食品リスク取扱うア
プローチを支える同意の上の枠絡みを設計するとともに、関連する重要性をどのように決
するかを明確にするべきであると指摘している2870
2つ自は費用効果の評価に関するものであり、包括的な費用に関する情報は、食品基準庁
の意思決定過程を伝達する重要な要素となるべきであるという 2880
3つ目では、近年のモニタリングシステムが食品基準庁の重要な機能についてすべてカバ
ーしているわけではないと指摘した上で、重要な活動及びサービスを供給するために食品
基準庁の資源がし1かにして優先順位を付けられ利用されるかにつき、評価のために根拠を
与える一連の指標を発展させることにより、モニタリングシステムを補修すべきであると
いう 2890
4つ告においては、食品基準庁が様々な方法でその業務の影響を評価しているが、その範
囲に関し幾分選択的であると補足されている2900
この監査は、食品基準庁が発足してから数年のうちに実施されたものであり、出発時点
での取り組み状況を確認したものといえる。食品由来疾病を中心とした事例研究を通して
評価が行われている点は、食品基準庁の設立背景とのかかわりで監査が行われていること
がうかがわれる。
(2) 2005 Review of the Food Standards Agency (2005) 
286 Improving Service Deli very The Food Standards Agency (HC524 Session 2002-2003: 28 
March 2003) ， P9. 
287 Ibid， P9. 
288 Ibid， P9. 
289 Ibid， P9. 
290 Ibid， P9. 
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この監査報告は、食品基準庁が食品基準庁の呂的や中核的価値の実効性に関する独立監
査を DeanBrenda291へ依頼したことにより行われたものである292 評価に当たっては、食品
基準庁内外の利害関係者へのインタビ、ューが実施されるとともに、利害関係者からの提出
書類が考慮された2930総じて、食品基準庁の取り組みについて支持があったというが、革新
を続けることが必要で、開放性や接触可能性のアプローチについては特にそのことが当て
はまるとしづ 2940 その上で、 5つの分野で 22の推奨事項を示している295が、注目すべき主
な推奨事項は次のとおりである。
0消費者第一
(推奨事項 1) 296 
近年の保健省白書297については、食品基準庁と保健省の関係、を再定義する機会であ
るとともに、この 2つの組織の間に存在することを関係者が一般的に気づいている
緊張を解く機会と見るべきである。
0開放性及び接触可能性
(推奨事項 6)298 
食品基準庁は、開放性及び接触可能性について強力な信望を築き上げるべきであ
る。特に、食品基準庁に積極的に関与することや、見解を開くことができる方法を
っくりだすため一緒に取り組むことが図難だろうと一般的に理解されている、中小
企業や低所得世帯を含む小規模組織のようなグ、ノレーフ。に焦点を合わせるべきである。
O独立した活動
(推奨事項 14)299 
食品基準庁は、白書「健康の選択:より簡単な健康的選択J(保健省、 2004年 11
月)の発表以来、発展し始めた関係の構築を主導すべきである。食品基準庁は、栄
加彼女は、労働党に所属する貴族院議員で、公共組織の各種委員会で委員を務めた経歴を
持つ。 See，http://www.parliament.uk/biographies/brenda-dean/27134 
292 2005 Review of the Food Standards Agency (February 2005)， P3. 
293 Ib i d， P8. 
294 Ibid， P8-9. 
295 Ibid. P9-17. 
296 Ibid， P10. 
297具体的には、“ChoosingHeal th: Making Heal thy Choices Easier" Department of Heal th， 
November 2004である。 See，2005 Review of the Food Standards Agency (February 2005)， 
PIO. 
298 Ibid， P12. 
299 Ibid， P14. 
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養に関して一定程度主導するパートナーとして白書で指名されている。
推奨事項 lは、「多くの利害関係者によって指摘されるように、 1999年食品基準法は食品
基準庁に栄養に関しなすべきことを明確に分配していなし¥J 300ことを背景として指摘された
ものである。所管官庁である保健省との間の緊張については、食品基準庁の独立性にとっ
て大きな影響を与えるものであり、また、独立性に関する推奨事項 14の補足の中で説明が
あることから、推奨事項 14について言及する中で確認することとしたい。
推奨事項 6は、「公開の委員会会合 (openboard meetings) を続けなければならないこ
とに疑いはないが あらゆる利害関係者クツレーフ。にわたって、現在の形式が展開される必
要があるという関心がある。J301ことを背景に提案されたものであるD 公開の委員会会合に
関しては、推奨事項 7302において、それに価値を付加する方策について提案が行われている
ところであり、対応の実践面では重なる部分がある。
推奨事項目は、推奨事項 1とともに、食品基準庁と保健省との関係にかかるものである。
当該白書の第 2章「消費者社会における健康j において、保健省は食品基準庁とともに栄
養基準 (Nutritional cri teria)に関して発展させる取り組みを開始したところである303こ
と等について言及しており、それを考慮に入れた提案であろう。推奨事項 14の補足による
と、栄養に関し、食品基準庁と保健省の間に明確な緊張が存在すると利害関係者が指摘し
ており、「健全なj緊張とみる者もいれば、栄養分野の進歩を妨げるかねない情勢であると
考える者もいる304というが、ここで問題とすべきは後者であるD また、食品基準庁は栄養に
関する予定を前進させる役割を担うが、保健省との親密なパートナーシップは必要である
と考えており、そのことが食品基準庁の独立性の概念に影響を与えるとは考えていなし ¥305と
している。さらに、公会計委員会報告は食品基準庁が他の政府組織との間で強力な存在感
300 Ibid. P18. 
301 Ibid， P29. 
302 Ibid. P12. 
303 “Choosing Heal th: Making Heal thy Choices Easier" Department of Heal th， November 
2004. P25. 
W4 2005 Review of the Food Standards Agency (February 2005)， P34. なお、後者の文脈
で食品基準庁と保健省との間に食品基準庁設立当時から緊張が存在していたとする元食
品基準庁委員の証言に言及したものとして、 Guardian，12 November 2010， Who is the 
government's health deal with big business really good for? 
(http://www. guardian. co.uk/politics/2010/nov/12/government-health-deal-busines 
s?)があるD
W5 2005 Review of the Food Standards Agency (February 2005)， P34. 
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と姿勢を確立することを求めていると指摘しており 306、推奨事項 1を考え合わせれば、食品
基準庁が栄養分野の政策を主導することについて提案しているものと考えられる。
この監査報告を受けた食品基準庁は、推奨事項について全面的に受け入れるとした上で、
①食品基準庁は措置済みであるもの、②比較的早期に処理できるもの、③対処方法につい
てさらなる検討が必要なものに分類 (2005年 3月21日現在)し、その内容を公表している
問。上記で触れた推奨事項のうち、 1と 14については、食品基準庁及び保健省関の協定を
検証することについて、原則として既に合意したところであるとして①のカテゴリで整理
し、また、 6については、地方又は地域レベルで、の対応を示唆し、③のカテゴリで整理して
し1る口
この独立監査は、インタビュー及びアンケートを中心として調査のとりまとめを行った
ものであり、食品基準庁に対する利害関係者の見解を紹介し、今後の政策展開のヒントを
助言するものと考えられるD そのような性質を持つ調査報告において、推奨事項 4及び 14
でみられるとおり、食品基準庁と保健省との緊張関係について浮き彫りにして指摘を行っ
ていることは興味深い。また、食品基準庁自身はその問題に関し、協定 (concordat) を検
証することについて延期されたとしながらも合意済みであることをもって「解決済みj と
していることは、 2つの組織の関係を食品基準庁自身が第三者からどのように評価されたい
(又は評価されたくなし¥)のかについて、かえって明確に示している。さらに、この監査
が提案した推奨事項そのため、後に栄養分野について保健省へ権限委譲が行われた伏線に
関し考察する際、有用な考慮材料となるであろう。
(3) Effective inspection and enforcement (2008) 
この監査は、 Phi1 ip Hampton308が政府からの依頼を受けて、行政負担の削減の観点から規
制当局である国や地方当局を調査し、 35の推奨事項をまとめた報告書で示されたいわゆる
Hampton Principles等309~こ照らし、ベターレギュレーション局と会計検査院等のメンバ~4
306 Ibid， P34. 
307 
http://collections. europarchive.org/tna/20110116113217/http://附 w.food. gov.uk/a 
boutus/how_we_work/historyfsa/deanreview 
308彼は企業の合併や買収、再生、財務管理、経営等の経験を持つ実務家で、ある。 See，
Reducing administrati ve Burdens: effecti ve inspection and enforcement (HM Treasury， 
March 2005)， P79-80. 
309 Ibid， P7. このほかの検証基準として、ロンドン大学環境法講座の RichardMacrory教
授が政府の依頼を受け、 PhilipHamptonの上記報告書における推奨事項8(ベターレギュ
レーション局は規制当局の処罰体制に関する包括的監査を実施すべき)との関連で規制制
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名から成る監査チーム310が検証を行ったものである。
監査チームからはおおむね高く評価されており、食品基準庁は「伝統的Jな規制と実施
に代わる革新的アフ。ローチを採用している等の所見が報告書に記載されている3115その一方
で、食品基準庁と地方当局の実行職員とのパートナーシップについては改善途上にあると
して、食品基準庁はその重要事項を一層明確に地方当局へ伝達しようと努めるべきである
とともに、地方当局をもっと代行者というよりもパートナーとして関係を築こうと努力す
べきであるとしづ 3へまた、 Hampton基準にもっと完全に合致するよう注意が必要な点があ
るとして、 5つの分野にわたり留意点を挙げている。主要なものは次のとおりである。
0業界への関与313
食品基準庁は、業界に必要なものをより理解する必要がある。
O行き届いた助言及びガイダンス314
食品基準庁は、発出権限を持つ場面で、規制の道具として助言及びガイダンスを一
麗利用すべきである。
0リスクベースの検査315
食肉衛生サービス局がとるアプローチは、自下、リスクベースでなはない。
O地方当局に向けた戦略的指示の提供316
食品基準庁は、地方当局が実施活動に焦点を合わせるよう進路をとることについて、
裁システムに関する監査を実施し、 9つの推奨事項を報告書にまとめた Regulatory
]ustice: Making Sanction Effective (November 2006)において示された、 SixPenalties 
PrinciplesとSevencharacteristicsがある。 See，Ibid， PI03，4，98-101. なお、この 2
つの報告書の概要を紹介する邦語文献として、阿久慶「英国における 2008年規制施行及
び制裁法j外国の立法239号 (2009年)190-199頁。
310 Effecti ve inspection and enforcement: implementing the Hampton vision in the Food 
Standards Agency (March 2008)， P35. 
311 Ibid， P5-6. 
312 Ibid， P6， 24. なお、規制を実施する中央組織と地方組織のコミュニケーションに関して
は、規制当局の機能を評価する際、特に重要なものとして欧州委員会が掲げている基準の
ーっとなっている。 See，S必~CO/7166/2010 ， General guidance on EU import and transit 
rules for live animals and animal products from third counties (update 2010)， PI0. 
313 Effecti ve inspection and enforcement: implementing the Hampton vision in the Food 
Standards Agency (March 2008)， P7. 
314 Ibid. P8. 
315 Ib i d.P8. 
316 Ibid， P9. 
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一般的に援助を行っていない
0地方当局による食品関係法実施に関する転換計画の進捗317
新しい実施規範は、実行宮がベストプラクティスを共有することを一層助けるもの
でなければならない
一つ自に関しては、食品基準庁の中で業界視察及び業界従事の経験がある職員がほとん
どいないと指摘した上で、一層の視察、出向、調査を通して業界に関する理解を進めるこ
とができるとし、業界に関する理解を一層進めることは食品基準庁がその役割を果たすの
に役立つはずであると説明する3180
二つ自に関しては、食品基準庁は一部を除き、業界(特に中小企業)に助言を与えるた
めの戦略的かっ効果的で、業界視点の仕組みを持っていないと評価し、業界がガイダンスを
利用する範毘についてほとんど知られておらず、また、食品基準庁内で業界からの質掲を
どのように扱うべきかに関して明確さに欠ける、と指摘している3190 このような説明を考慮、
すると、「助言及びガイダンスを一層利用すべきであるJというのは、業界にとって利用し
やすいツールの提供と、業界からの照会に対する回答の仕組みの明示を求めるものである。
そのため、我が国における伝統的な行政指導を期待するものではない点には留意すべきで
ある。
三つ自に関しては、食肉処理場のシステムの質や過去の成績等に関わらず、食肉処理場
の業務中、派遣された食肉衛生サービス局職員の永続的な検査を受け入れなければならな
い点にふれてリスクベースでない旨、説明している320。ただし、食品基準庁に対してリスク
ベース及びエピデンスペースの規制を推奨した Tierneyreportが掲げる推奨事項を食品基
準庁の委員会が受け入れたことを歓迎し、推奨事項の実施の継続を求めている321。
四つ目に関しては、食品基準庁が取り扱うとともに地方当局と業務を行う特定事項の間
に明確な関連が目下ほとんどないと指摘しており、食品由来疾病を減らす食品基準庁の狙
いと、地方当局が報告した食品由来疾病の増加の姿を例に挙げている3220また、地方当局は、
食品基準庁と業務を行うパートナーシップのためのより効果的なアプローチを確立するこ
とを熱望していることに言及し、リージョナルチームの設立に向けた動きを歓迎している問。
五つ自は、地方当局による食品関係法実施の適応性向上のため、実施規範が重要な役割
317 Ibid， P9. 
318 Ibid. P7. 
319 Ibid， P8. 
320 Ib i d， P25. 
321 Ibid， P8， 25， 26. 
322 Ibid， P9. 
323 Ibid， P9，24. 
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を果たすことについて説明するものであり、伝統的な検査からの転換を意図して提言して
いる324白
この監査は、ベターレギュレーションの観点から実施された監査であり、報告書名が示
すように効率性を問うものである。そのため、特に検査実行面で食品基準庁の相手方とな
る業界及び地方当局との関わりが問題の中心となっているが、その一方で、規制当局がそ
の役割を果たすために有すべき基本的な性質の問題とは観点が異なっており、例えば、食
品基準庁の他省庁等からの独立性の問題や、財源、人材、権限に関しては議論の中心には
なっていなし、。設立から時間が経過した時点で効率性の観点から食品基準庁の機能上の問
題点を検証する視点は必要であり、また有用である。但し、この視点は、「部分監査jであ
ることについて自覚的であるからこそ成り立つものであり、食品の安全性や食品基準庁の
組織及び権限を中心に検証を行うべき場面においては、男IJの評価基準が適用されることも
考えられ、その意味で限界があることに留意する必要がある。
これら 3つの監査は、食品基準庁以外の者が実施したとしづ意味で外部監査ではあるが、
定期的な検証を行ったものではなく、また、総合的な検証というわけでもない。そのため、
次節においては、 Eじから見た食品基準庁の評価を確認することで、これら国内監査との違
いについても整理することとしたい。
第9節 EUから見た評価
本節においては、欧州委員会健康・消費者保護総局内の F局にあたる食品獣疫局 (FVO:
Food and Veterinary Office)が食品基準庁や環境食料農村省等の食品安全当局に対する
過去の検査結果と問題への取り組み状況を整理した 2008年の CountryProfile325を中心に
紹介する問。まず、検査結果の概要について整理を行い、主な分野のコントローノレシステム
を概観した後、重要な論点に関する個々の検査の推奨事項及び所見を確認し、 EUからみた
食品基準庁に対する評価について考察することとしたい。
324 Ibid， P9，25. 
325 DG (SANCO) /7713/2008 -CP Final ， COUNTRY PROFILE OF UNITEDむNGDOMON FOOD必mFEED
SAFETY，凶lMALHEALT司，州n仏LWELFARE ~~ PL凶THEALTH (2008)を指す。なお、この
報告書は 2008年 10月当時のものであり、その後も各分野における検査実施結果に関する
報告書が公表されている。
326なお、 2011年に DG(SANCO)/2010/8371-Final ， Country Profile The organization of 
Food Safety， Animal Health， Animal Welfare and Plant Helath Control Systems United 
Kingdom (2011)が公表されているが、 2008年の CountryProfileの方が取り組み状況に係
るより具体的な分析を行っていることから、本稿ではこれを取扱うこととした。
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( 1 )検査結果の概要
食品獣疫局は、本報告書が公表された 2008年当時、英国において 1999年以来 97の検査
と2つの一般評価を実施し、さらに 2つの検査の実施を 2008年中に計画していたところで
ある3270 そのうち、実施回数の多い主な分野を挙げると、動物由来食品 (20回)、伝染性海
綿状脳症 (TSEs: Transmissib1e Spongiform Encepha1opathies) /動物語IJ生成物 (ABP: 
Anima1-by-Products) (19回)、動物衛生(17回)、動物及び動物由来食品の輸入(11回)
であり 328、動物に関連した分野で比較的多く検査が実施されている。 97田の検査のうち 88
回分については当局から最終報告書が提出され、食品獣疫局が出した 682項目の推奨事項
のうち、 604項目については対応を完了 (Actiontaken/No 10nger re1evant)、26項目に
ついては未解決 (Outstanding/Act ion sti 11 required)、52項目については対応進行中 (For
verification/in progress)であるとしていたが、 2008年の一般評価後においては、対応
完了が 639項目、未解決が 12項目、要確認が 31項目となっている3290 また、英国における
管理システムに関し、報告書公表当時においてもなお完全な処理を要求される主な領域と
して、次の 10分野を挙げている。
一般的な論点としては2分野あり、一つは、公的管理に関わる数多くの実行組織の効果
的調整及び協力の確保で、環境食料農村省の“De1iveryChange"戦略と食品基準庁の新食
品調査データベースの作用がこの点で重要な要素であるといい、もう一つは食品基準庁の
監査評価の完了と環境食料農村省の監査戦略の遂行で、食品及び飼料の管理に関わるすべ
ての部門の適切な監査頻度や正確な全体像を得るための十分な事実チェックを確保するた
めのものである3300
特定部門の論点としては8項目が挙げられているが、主として次の 3分野がある到。
まず、食品安全管理について触れ、食肉衛生サービス局の「転換Jプログラムが、承認
食肉施設における公的部門の獣医の役割や監督を強化するとともに、新たな組織構造にお
ける適切な支援や報告経路を供給することを確実にするという 3320
次に、動物の同一性及び移動コントロールに関し言及し、登録システムの保持に向けて
提案された大規模な変化の実行について勢いを保持し、動物の同一性及び移動コントロー
327 DG (SANCO) /7713/2008 -CP Fina1 ， COUNTまYPROFILE OF UNITED KINGDO羽ONFOOD AND FEED 
SAFETY，必lIMALHEALTH， ANlMAL WELFARE AND PLANT HEALTH (2008)， P4. 
328 Ibid， P4. 
329 Ibid， P5. 
330 Ibid， P5. 
331その他、農場における動物福祉(鶏のケージ)、牛結核のコントロール、残留農薬のコン
トロール、生存動物の輪入等について挙げられている。 Ibid，P5-6. 
332 Ibid， P5. 
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ノレに関する運営・実施の改善を継続することを指摘するmo
第三に、動物衛生及び福祉管理に関する要件の実行について取り上げ、動物衛生及び福
祉に関する地方当局の役割を実行するに際し、地方当局の役者l及び権限を強化するために、
地方当局の枠組みに関する合意や立法の基礎を修正し終えることを指摘している3340
2008年当時における直近の食品獣疫局検査については、英国で実施された 97回の検査の
うち 9回分については、 2008年 3月の一般評価の任務の時点で最終評価段階に達していな
かったという 3350 また、確認された主な要素として 4点指摘している。一つ自は家畜業者の
登録(作業時間の短縮)、二つ目は口蹄疫のコントロール(口蹄疫ウィルスの回避、拡大に
関する調査等)、三つ目は肉、ミルクその他の製品に関する食品安全(食品ビジネスにより
遂行されるすべての活動を正確に反挟するための登録完了と施設承認)、四つ自は植物衛生
にかかる輸入管理(公的管理に向けた改善の継続)である3360
( 2 )主な分野のコントロールシステム
ここでは、先に述べた検査回数の多い主な分野のコントロールシステムに関し、食品獣
疫局による解説のうち、検査頻度が高い分野について概要を確認することとしたい。
① 動物由来食品
食品基準庁は、英国における動物由来食品に関するコントロールを行う中心的な管
轄当局であり、イングランドにおけるこ枚員や軟体動物、水産物の公衆衛生要件の実
施について責任を持つのは魚介衛生部門、承認食肉工場における法的に要求される事
項の実行について責任を持つのは食肉衛生サービス局、卵の公衆衛生要件に責任を持
つのは微生物安全部第 1部門、卵製品について実任を負うのは主要製品部第 1部門で
あると説明する3370
② 伝染性海綿状脳症
環境食料農村省はイングランドにおける動物衛生及び飼料に関して伝染性海綿状脳
症問題の政策と実施について責任を負い、食品基準庁は承認渚畜場及び解体施設での
特定危険部位コントロールについて全般的な責任を、食肉衛生サーピス局は承認、屠畜
333 Ibid. P5. 
334 Ibid. P5. 
335 Ibid， P6. 
336 Ibid. P7. 
337 Ibid， P29. なお、環境食料農村省は、動物衛生や動物福祉、植物衛生のほか、食品基準
庁の権限外にある食品及び飼料関係法令の発展及び実行に責任を持つD 詳細については、
本節において後述する。
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場及び解体施設での伝染性海綿状脳症の能動的調査を実施する責任を負うと述べる3380
食肉衛生サービス局は、具体的にはグレートブリテンにおいて当該施設での特定危険
部位コントロールを実行しており、その職員が稼動中の屠畜場に居合わせて経営者の
法令遵守について監督を行うほか、その検査は食肉衛生サービス局及び食品基準庁双
方による監査に服するという 3390
③ 動物高IJ生成物
環境食料農村省は、イングランドにおける動物園i生成物に関する管轄当局であり、
規制の適用について全般的な政策責任を負い、食品基準庁は、食品加工施設の動物語IJ
生成物に関する公的コントロールについて責任を負うほか、食肉衛生サービス局は、
環境食料農村省に代わって承認屠畜場及び解体施設における実行組織であるという 3ぺ
④ 動物衛生
環境食料農村省は、立法、実施、コントロール、英国の動物衛生事項に関する委員
会とのコミュニケーションについて責任を負い、承認食肉施設において食肉衛生サー
ビス局に動物衛生や福祉を適用することを委任しているという問。食肉衛生サービス局
と環境食料農村省は、共同し、サーピ、ス水準に関する合意を通して取り組むほか、食
肉衛生サービス局は、食品基準庁の法務部を経由して環境食料農村省に告発をすすめ
る事案や福祉問題に言及すると説明する3420
⑤ 動物及び動物由来食品の輸入
環境食料農村省は、組織内の国際動物健康中核チームを通して、動物健康に係る輸
入管理や獣医学上のチェックに関する政策に全面的な責任を負っており、食品基準庁
の輸入食品部は魚介製品の輸入管理及びチェックに関する公衆衛生政策に責任を負う
としている3430
( 3)個々の検査の推奨事項及び所見
上記のコントロールシステムを前提として、 2008年の一般評価でフォローアップの
ため確認された主な分野における個々の検査の推奨事項及び所見について概要を確認
することとする。
① 動物市来食品
338 Ibid， P39. 
339 Ibid. P40. 
340 Ibid， P42-43. 
341 Ibid， P23. 
342 Ibid， P23. 
343 Ibid， P32-33. 
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動物由来食品については、フォローアップ対象として 8項目を挙げている344Dそのう
ち、 2006年 10月のカントリープロファイルから引き継がれた推奨事項として、水産製
品及び生きた二枚貝に関するものがある。それによれば、食品基準庁は共同体の立法
的要件が地方レベノレで一律の方法で、実施されるよう保証すべきであるといい、この目
標を達成するために当該要件が地方食品当局の機能を適切に評価すべきであり、それ
ゆえ、地方食品当局に対する食品基準庁の監査が水産製品等施設(漁船を含む。)の検
証チェックを含むべきであるとともに、監査の一巡が完了する大体の期聞が実質的に
短縮されるべきであると述べる凶。この推奨事項についての所見として、食品基準庁は
地方当局で監査を実施し、近年の監査は食品事業経営施設での現場検証チェックを組
み込んでいるものの、水産製品及び、生きた二枚貝の食品事業経営者は現場検証チェッ
クの対象で、はなかったと指摘されており、対応進行中 (Inprogress)であると評価さ
れた3460
また、 2006年の一般評価以来、早期処理段階に達している推奨事項として、食品安
全、食肉、牛乳、屠畜等の際の動物福祉に関するものがあるD それによれば、管轄当
局は、食品基準庁と食肉衛生サービス局との間と同様、地方当局間 あるいは地方当
局と食品基準庁の間で効果的協調の確保を要求されているという 3470この推奨事項につ
いての所見として、食肉施設の承認の責任を負う食品基準庁家畜食肉衛生アドバイザ
ー(円四s: Veterinary Meat Hygiene Advisers)と食肉衛生サービス局公認獣医 (OVs: 
official veterinarians)の間の協調を強化するよう取決めが行われ、当該アドバイ
ザーは承認に係る検査の実施前に施設に関する監査や実行履歴を提供され、公認獣医
は検査の問、当該アドバイザーに随行するだろうなどと指摘し、実施済み (Action
taken) と評価された問。
上記に代表されるように、この分野においては、食品基準庁が管轄当局となり、地
方当局が実施組織として活動する領域であることに由来して、食品基準庁と他の関連
組織との関係について焦点とする項目が多いのが特徴である。
② 伝染性海綿状脳症及び動物語IJ生成物
伝染性海綿状脳症については、フォローアップ対象として 17項目を挙げている3490
そのうち、 2006年の一般評価で、取扱われなかった項目として羊及び山羊の海綿状脳症
344 Ibid， P83-85. 
345 Ib i d， P83. 
346 Ibid， P83. 
347 Ib i d， P84. 
348 Ibid， P84. 
349 Ibid， P88， 90-93. 
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(Scrapie)がある それによれば、伝染性海綿状脳症の疑義あるいは確定の後に続く
方法に関して、英国の関連当局は、伝染性海綿状脳症の確認をされた山羊の群れを規
則 (Annexvl to Regulation (EC) No. 999/2001) に沿って適切な手法をとることを要
求されるという 350。この推奨事項についての所見として、規則 (Regulation (EC) 
No.727/2007)の適用後、加盟国は、古典的な海綿状脳症の山羊の群れ全体を選りのけ
る代わりにそニタリングを行う選択肢を持ったと説明した上で、その一方、英国の関
係当局は、古典的な羊・山羊海綿状脳症は発病率が低いとして山羊の群れをモニタリ
ングし、病気の発病率が高いことに明確な証拠がある場面で群れの選りのけを行って
いるが、この当時、規則 (Annexvl to Regulation (EC) No. 999/2001)の上では発病
率の高低に基づいて群れを区別することは認めていないため、英国当局の手法は規則
の要件に従っていないと指摘されており、対応進行中 (1nprogress)であると評価さ
れた3510
また、 2006年の一般評価以来、早期処理段階に達している推奨事項として、 BSEに
関するものが多数挙げられているが、そのうち、食肉衛生サービス局の活動に関わる
ものが二つある。一つは、グレートブリテンにおける屠畜場での生前記録をより監査
可能なものとするための手段をとることに関するものであり、あらゆる動物が生前に
検査され、検査で病気を発見されたすべての動物がそのとき 24ヶ月齢以上なら BSEテ
ストのため見本を取られることを確かめる目的であるという 352Dそれに対応する所見で
は、食肉衛生サービス局は、生前検査結果の収集、保管、伝達をカバーするために 1T
システムを運用する見込みであるとして対応進行中 (1nprogress)であると評価され
た353。もう一つは、特定危険部位の除去に付随する取引書類に関するものであり、所見
として、食肉衛生サービス局の内部監査チームからの検証者が、承認施設で監査の一
部として施設を 2007年 7月から 9月の間に訪問し、問題ないことを確認した等として
対応済み (Actiontaken) と評価された問。
動物語IJ生成物については、フォローアップ対象として 4項目を挙げている。食品基
準庁の活動に関わるものが 1項目ある 355が、上記の特定危険部位の除去に付随する取引
書類に関する類似の推奨事項であることから、割愛することとする。
③ 動物衛生
350 1bid， P88. 
351 1bid， P88. 
352 1bid， P92. 
353 1bid， P92. 
354 1bid， P92-93. 
355 1bid， P89. 
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動物衛生については、フォローアップ対象として 21項目を挙げており、疾病緊急対
応計画、結核、生きた動物の共同体域内取引等、 4つのカテゴリがある356が、ここでは、
食肉衛生サービス局に関わるものとして、生きた動物の共向体域内取引に関するフォ
ローアップ対象の中から取り上げることとしたい。
ここで取り上げるのは、管轄当局は公的管理に関わる管轄当局間における効率的・
効果的な協調と協力の確保が要求され、特に、仕向け先屠畜場でのチェックが指令の
要件を満たすこと、向一性の記録及び動物の移動の登録に関する指令の要件が適切に
実施されていることに着目した推奨事項である357。それに対する所見として、まず、公
的管理のための食肉衛生サービス局のマニュアルは、改正されたところであり、輸入
された生きた動物の委託貨物~;こついてのチェックを含んでいるほか、環境食料農村省
と権限委譲を受けた当局、食肉衛生サーピス局の間の業務水準合意 (SLA:Service Level 
Agreement) が 2007年 4月 1日以降機能している状態であるが、業務水準合意は本質
的に輸入品をカバーしていないとし、環境食料農村省は仕向け先屠畜場での輸入動物
に関するチェックの結果を認識していなかったこと等が指摘され、対応進行中(1n
progress) と評価された3580
④ 動物及び動物由来食品の輸入
動物及び動物由来食品の輸入については、フォローアップ対象として 6項目を挙げ
ている359が、食品基準庁に関わるものとして、手引書の更新について指摘されているこ
とから、それについて取り上げることとしたい。
その推奨事項によれば、更新された手引書が境界検査所 (BIP: Border Inspection 
Posts)で利用でき、また、すべての職員がそのシステムを熟知し利用できることを現
行システムが保証することを確実にする方法をとることについて、英国当局は要求さ
れるとしづ 3600対応する所見において、食品基準庁はすべての境界検査所が更新された
手引書を持っと主張し、輪入関係立法についてのガイダンス及び規制アドバイス
(GRAIL : Guidance and Regulatory Advice on Import Legislation)の第2版につい
て2008年 3月末に着手することとなる等として、実施済み (Actiontaken) と評価さ
れた3へ
356 Ib i d， P74-82. 
357 Ibid， P77. 
358 Ibid， P77-78. 
359 Ibid， P86-87. 
360 Ibid， P86-87. 
361 Ibid， P86-87. 
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これらの所見においては、加盟各国の食品安全当局を検査する食品獣疫局の視点を反映
して、 EU指令の要件の充足、実行されていない検証項目の実施等に関する指摘が典型例と
なっている。比較すると、英国会計検査院や有識者による監査においては、国民に対する
開放性や他省庁に対する独立性、実行当局との協力関係に関する指識が見受けられ、国内
当事者の視点を反映しているという特徴を改めて見出すことができる。また、先に述べた
ように、食品獣疫局検査は動物に関連した分野で比較的多く実施されていることから、環
境食料農村省に向けた改善指摘も多数あり、同省と食品基準庁との協働関係が浮き彫りに
される一方、栄養分野に関しては食品獣疫局の主要な検査対象カテゴリとされておらず、
保健省と食品基準庁との関係について、国内監査結果ほど自立った指摘は見当たらない
そのため、食品安全当局がその責任を負うために備えるべき一般的要件をどのように設定
するかについてはさておき、関係当局間の緊張関係に関しては、実際の監査結果からみる
と国内監査の方が敏感であり、保健省と食品基準庁の当該問題を考察する擦に有用となる
であろう。
但し、国内監査は部分監査というべきものであり、その点、個々の食品獣疫局検査に重
点事項があるとはいえ、カントリープロファイルのようにフォローアップ結果を取りまと
めた総合的な報告書は、比較法上の素材として有益だろう。
第 10節小括
ここまで、食品基準法の立法過程及び立法内容、食品基準庁設立以降の活動概要、国内
外の監査結果について取扱ったところであるが、本節においてはそれらを踏まえ、食品基
準庁の栄養政策に関する権限移管の影響と、食品基準庁と業界との関係の 2つを中心とし
て/J寸舌を千子うこととしたい。
( 1 )栄養政策に関する権限移管の影響
本章第 7節(3)①において言及したとおり、 2010年 9月 1日にはイングランドにおけ
る食品安全関係及び栄養関係以外の表示が食品基準庁から環境食料農村省へ移管されたほ
か、 2010年 10月 1日からは栄養表示含む栄養関連政策に関する権限が食品基準庁から保健
省(イングランドにおけるもの)及びウエールズ議会政府(ウェーノレズにおけるもの)へ
移管された。その後の経過として重要な点は次のとおりである。
第一に、食品基準庁は英国において適用される食品関係の法律及び行政立法 (SI: 
statutory instrument)等をリスト化した食品法令ガイド (FoodLaw Guide) を自身のホ
ームページに掲載している362が、それを見ると、従前は食品基準庁が管轄していた行政立法
について保健省及び環境食料農村省への移管が進んで、いることがわかる。 2011年 1丹改訂
362 http://WWW. food. gov.uk/foodindustry/regulation/foodlaw/foodlawguide/ 
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版の向ガイドによると、イングランドにおいて適用される食品関係法令68本のうち、保健
省に移管された旨記載のあるものが 11本363、環境食料農村省に移管された旨記載のあるも
のが 17本あり、合計 28本が移管されたこととなる3640
第二に、食品基準庁が運営するホームページについて、権限移管の前後で比較すると、
栄養政策に関するものが削除されていることが分かる。例えば、食品基準庁ホームページ
のトップページにおいて、従前は大項目として掲げられていた 'Nutritioがと
'Labelling and Packaging' が削除された365ほか、食品基準庁が運営していた栄養関連啓
発サイト‘Eat We 11' 366が削除され、保健省管轄下にある国民保健サービスのホームページ
'Live We11' 367~こ取って代わられている。
先に確認したように、国内外の監査において、食品基準庁が栄養政策を担うことについ
て疑問視したものは見当たらず、むしろ、食品基準庁が当該政策について主導して保健省
と協働して展開することに期待を寄せていると考えられるものさえあった。そのことに鑑
みても、当該分野に関して権限移管を行う客観的な必要性は必ずしも明確ではないことを
あらためて指摘しておく必要があるだろう D また、英国人口のうち、イングランド人口は
約 84%を占め368、管轄地域の人口の多さは、影響力の大きさにつながる。上記の事実は、
このことを裏付けるものであり、保健省等の食品基準庁に対する影響力が増大しているこ
とが何われる3690
363 この中には、本章第7節(3 )③で言及した FoodSupplements (Eng1and) Regulations 
2003が含まれる。なお、ウェーノレズ、で、適用される FoodSupp1ements (Wa1es) Regu1ations 
2003についても、ウエールズ議会政府に移管された旨の記述があるD
3M Food Law Guide (Updated January 2011)， P2-29. 
365従前のホームページはアーカイブ化されており、
http://webarchive.nationa1archives. gov.uk/*/http://www.food.gov.ukから確認可能
である。
366 当該サイトの URLはhttp://www.eatwell.gov.ukだ、った。なお、この URLにより接続を
試みると、国民保健サービスが運営するホームページ 'LiveWe11' 
(http://¥vww.nhs. uk/Livewe11/hea1thy-eating/Pages/Hea1thyeating.aspx)が表示され
る。
367 http://www.nhs.uk/Livewe11/healthy-eating/Pages/Healthyeating. aspx 
368 Office for Nation Statistics， Statistica1 Bu11etin Annua1 Mid-year Popu1ation 
Estimates (30 June 2011)によると、 2010年における英国の人口は 62，262千人であり、
内訳は、イングランド 52，234千人、ウェーノレズ 3，006千人、スコットランド 5，222千人、
北アイルランド 1，799千人である。
369保健省及び環境食料農村省が食品に関わる諮問委員会等の機能を吸収している点にも留
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( 2 )食品基準庁と業界との関係、
食品基準庁は、 2009年の戦略計画mの改訂版である“Saferfood for the Nation" (2011 
年 3月更新) 371を公表しているが、その中の記述で注目すべき変化が 2点ある。
一つは、中核的価値基準の変化である。従来は「消費者第一Jr開放性及び独立性Jr科
意すべきであるD
まず、海綿状脳症諮問委員会 (SEAC: Spongiform Encephalopathy Advisory Commi ttee、
BSE等に関する独立諮問委員会)は、政府声明に基づき 2011年 3月初日に廃止され、保
健省の諮問委員会である危険病原体諮問委員会 (ACDP: Advisory Commi ttee on Dangerous 
Pathogens)伝染性海綿状脳症リスク評価サブグ、ループ。 (TransmissibleSpongiform 
Encephalopathy Risk Assessment Subgroup)が機能を引き継し1だ。 SEACホームページア
ーカイブ
(http://webarchive.nationalarchives. gov.uk/20110205132946/http://ww帆 seac.gov. 
uk/)、保健省ホームページ (http://www.dh.gov.uk/ab/ACDP/TSEguidance/DH_125868)参
照。 SEACは、 BSEや変異型クロイツフェルトヤコブ病のコントロール政策に関する科学的
助言を行う役割を果たしてきた組織であり、食品基準庁発足直後の BSEコントローノレ政策
の取りまとめへの参加、 OTMノレー ノレの転換及び、BSEテストの対象畜牛となる月齢設定等に
関する助言といったように、重要な局面で食品基準庁等に独立した立場で、助言を行ってき
た諮問委員会であり、近時においても、 BSEテストの対象畜牛となる月齢の引き上げ (48
か月から 72か月)に関する助言を行ったところである。 Jointconsul tation by Department 
for Environment， Food and Rural Affairs， Welsh Assembly Government and Food Standards 
Agency on proposals for change to BSE testing of cattle slaughtered for human 
consumption (April 2011)， P20-21. なお、 SEACのホームページはアーカイブ化されてい
る (http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/*/http://www.seac.gov.uk)。
また、食品の残留農薬に関して食品基準庁に助言を行ってきた残留農薬委員会 (PRC:
Pesticide Residues Committee、独立委員会)が、環境食料農村省の専門委員会である環
境食料農村省食品残留農薬専門委員会 (DefraExpert Committee on Pesticide Residues 
in Food)に置き換えられることとなった。残留農薬委員会ホームページ
(http://www.pesticides.gov.uk/prc.asp?id=3012)参照。
3ro The Food Standards Agency' s Strategy for 2010-2015 (December 2009). 
371 The Food Standards Agency' s Strategy to 2015， Safer Food for the Nation (March 
2011 update). 
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学・証拠基準j を中核的価値基準 (corevalues又は ourcore principles) として掲げて
いたが、このペーパーにおいて「食品法の公平な実施J(enforcing food law fairly) を
新たに追加した3729 当該ペーパーの前書きにおいて、「これは、食品安全や食品不正に関し
て行動を取ろうとする際、我々は本気で取り組むということを示すものである。J373という
が、それ以上の詳細・具体的な説明は見当たらない。従来から掲げられていた上記の中核
的価値基準が食品基準庁の活動の公平性を担保すると考えられるが、その上に、行政活動
全般に適用されるべき当然の条件を、なぜ今、食品基準庁の中核的価値基準に追加しなけ
ればならないのか、必ずしも明らかではないD
もう一つは、食品安全を確保する際の考慮、事項の変化である。「持続的発展Jと題した項
目の中で、「社会、環境、経済への良い影響を最大にし、悪い影響を最小にしながらではあ
るが、我々は、国民のための、より安全な食品という目標が遂行される事を保証したい。j
mといい、経済(theeconomy)への配慮、を明言した。ここでいう経済について、ベターレギ
ュレーションの確保を呂的とした効率性との関係には触れていないほか、具体的にどのよ
うな方法で「良い影響を最大にし、悪い影響を最小j にするのか明らかではない。
これらの変化は、食品基準庁の設立動機にも関わり、中核的価値基準の中で最も重要と
されてきた「消費者第一J(putting the consumer first) を後退させるおそれがあるとも
考えられるD 本節において既に言及したように保健省等の食品基準庁に対する影響力が増
大している中、食品基準庁が上記のような内容のペーパーを自ら公表していること自体、
食品基準庁の独立性について現状を強く示唆しているとも考えられよう。
このように、食品基準庁の機能をめぐる変化は継続しているところであり、今後も注意
深く見守る必要がある。
( 3 )立案から立法までの変化及び総織法上の特徴に関するまとめ
食品基準法の立案から立法まで、の変化について主要な点を要約すると、次のとおりとな
る。まず、立案当初から変わらなかった点としては、食品基準庁が単一の組織で、栄養分
野を含む食品安全・基準について担当する点が挙げられる。次に、立法過程で変化があっ
た点としては、食品施設への賦課条項と情報公開条項が挙げられる。食品施設への賦課条
項は、白書で提案され起草原案でも条項案が示されていたが、国会提出法案の時点で削除
された。また、情報公開条項については、起草原案で言及された国家機密不開示条項や大
臣による食品基準庁への不開示命令条項が国会提出法案の時点で削除され、同時に、公開
制限除去・緩和条項が国会提出法案において追加された。
372 Ibid， P2. 
373 Ibid， Pl. 
374 Ibid， P4. 
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組織法上の特徴に関しては、次の点が指嬬できる D 食品基準法第2条において、委員長及
び副委員長、その他の委員の任命に関し規定していることについては、本章第5節において
既に言及したところであるが、食品基準法第2条第3項において任命に当たっての考慮、事項
を二点掲げている点について再度確認しておく。一つは、 r(食品安全又はその他食品に係
る消費者利益に関連する経験を含め)様々な技術や経験が食品基準庁の委員の簡で活用で
きることを保証するのに望ましいものであるかJ(a号)、もう一つは、「職責の遂行を妨げ
るおそれのある財務又はその他の利害関係を有しているかJ(b号)であり、後者について
は注解で「大手食品製造業者への出資j を例として挙げ、また、手続的ルールとして鮒員IJ
第1第9条で委員の私的利害関係を登録・公表することとしている。公益団体に関わる者を
どれだけの割合で委員とするかについては特に言及はないが、「消費者利益に関連する経
験j を考慮、事項に含めていることから、公益団体に関わる者を委員として任命することを
射程内におさめ、同時に、業界の利害関係者を委員任命に当たりある程度遠ざけ、任命後
も利害関係をウォッチする仕組みを採用しているものといえよう。また、序章第2節で言及
したように、政府への科学的助言に関するガイドラインや行動規範及び原員IJとともに、「食
品基準庁の委員会委員のための行動規範jや微生物学的食品安全に関する諮問委員会の「委
員のための行動規範j といった規範が食品基準庁のあらゆる意味での独立性確保を支えて
し1るD
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第2章欧州食品安全庁 (EFSA)
第 1節 新組織設立の前提となる主な動き
( 1 )欽州委員会の機構改革
-BSE調査臨時委員会報告書 (1997年)-
欧州食品安全庁が設立される以前、 EUにおいては、欧州委員会が食品安全の任務を担っ
ていたものの、1996年のBSE危機を契機としてその組織上の問題点を指摘されるに至った。
その指掃を行ったのが、欧州議会の BSE調査臨持委員会 (Temporarycommi ttee of inquiry 
into BSE) が取りまとめた報告書1 (報告者:Manuel Medina urtega) であることから、こ
の報告書の調査結果及び推奨事項等の概要を説明することとしたい。
① 調査結果
機構隈題に関するポイントとしてここで指摘しておきたいのは、次の 3点である。
第一に、公衆衛生保護に関する権限は数多くの異なる欧州委員会部局間で分散され、
BSE問題は第 6総局(農業)、第 3総局(産業)、第 24総局(消費者保護)、第 5総局(健
康安全)によってさまざまに取扱われており、この仕切りが関連サービスの調整や効
率性を妨げ、欧州委員会のさまざまなサービス間の不手際に対する責任転換を助長し、
統一的アプローチの欠如を際立たせるとともに、 BSE問題に関する主要なマネジメント
を不法に自分のものとする第 6総局によって状況が悪化させられている、という 2。第
二に、欧州委員会に助言を行う科学委員会の一つで、ある獣疫科学委員会 (Scientific
Veterinary Committee) 3の BSEサブグループ。は英国当局者で、占められ、会合出席者の
大半は英国籍の者で、あった4とするとともに、英国出身委員からの5郎、圧力を背景に欧
州委員会は獣疫科学委員会の役割に過剰な重みを置いた旨指摘している5。第三に、 1990
年 6月から 1994年 5月の問、第 6総局の獣疫検査が実施されなかったことに関し、食
肉処理施設での一般検査に BSEチェックを含めないよう英国政府から政治的圧力を受
けたことを欧州委員会が認めた旨言及している60 つまり、農業振興を目的とする第 6
総局を中心に、科学委員会の助言、獣疫検査の実行を含め深刻な問題が発生しており、
1 European Parliament， Report on alleged contraventions or maladministration in the 
implementation of Community law in relation to BSE， without prejudice to the 
jurisdiction of the Community and national courts， 7 February 1997 (A4-0020/97). 
2 Ibid. A. 1. 3.4. 
3獣疫科学委員会は、第 6総局に置かれていた。 Ibid，A. 1. 1.4. 3. 
4 Ibid， A. 1. 1. C. 
5 Ibid， A. 1. 1. 4. 5. 
6 Ibid， A. 1. 1. 4. 10. 
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そのことが BSE危機を深めたことを本報告書が指摘しているのである。
② 推奨事項等
上述の調査結果に対応する推奨事項として、欧州委員会総局の権限に関し、第 3総
局、第 5総局、第 6総局、第 24総局に分散の公衆衛生保護権限は、公衆衛生保護ユニ
ット内にまとめられるべきであり、農業又は産業の利害から直接的に圧力を受けやす
くならないよう、このユニットは独立した総局となるか、 1つの総局一いわば第 5総局
又は第 24総局ーの傘下で運営するか、いずれかの可能性がある、と説明する7。また、
科学委員会に関し、欧州委員会に助言を行う科学委員会のメンバーは、将来的には客
観的な専門的資質を厳格に基礎とすべきであるとともに、独立性や意見相違の記録、
利用可能な財源に関する保証を改善すべきと指摘する80 さらに、獣疫検査に関し、 BSE
調査臨時委員会は、獣疫・植物衛生検査のための部局を創出する理事会の提案が理事
会及び欧州議会で審理中である事実を見落とすことはできなしJとして、独立性のある
獣疫検査組織の創出を示唆している。
なお、当時の欧州委員会委員長 JacquesSanterは、 1997年 2月 18詞の欧州議会でのス
ピーチで BSE調査臨時委員会報告に言及し、立法責任が科学的コンサルテーションや検査
から分離されるべきことや、関連するすべての科学委員会が第 24総局の下に置かれる見込
みであることのほか、各総局から検査の責任を取り徐くことを決定したこと等に触れ、欧
州委員会の改組について踏み込んだ発言を行っている 10。本報告書及び当該スピーチによっ
て、 BSE危機以降における初期段階の欧州委員会での機構改革が方向付けられ、その後、食
品安全政策の確立に向けた動きが本格的に展開されてゆくこととなるD
( 2 )科学委員会等の再編
一消費者の健康と食品安全に関するコミュニケーション (1997年)一
欧州委員会は、上述の委員長スピーチを踏まえ、消費者の健康保護を補完する 3つの手
段として、科学的助言、リスクアナリシス、コントロール及び検査の新たなアプローチを
挙げ、科学委員会や食品獣疫局の機能とリスクアナリシスの文脈での欧州委員会の位置付
けについて説く「消費者の健康と食品安全に関するコミュニケーション」を公表した11。こ
7 Ibid， A. I. 3.9. 
8 Ibid， A. I. 1. 3. 
9 Ibid， A. I. 2.2. 
10 European Par liament， Speech by Jacques Santer， Debate on the report by the Commi ttee 
of Inquiry into BSE， 18 February 1997 (SPEECH/97/39)， P4-5. 
11 European Commission， CO渦町NICATIONOF THE EむROPEANCO間 ISSION，CONSUMER HEALTH AND 
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こでは、これら 3つの手段の概略について確認しておきたい。
科学的助言について、卓越性 (excellence)、独立性 (independence)、透明性
(transparency)を三原則として掲げ12、また、科学委員会委員の任命に当たっては彼らの独
立性に特別な注意を払うべきである 13としており、 BSE危機下で科学委員会が必ずしも十分
に機能しなかったことへの対応策を提示しようとするものであると考えられる。
リスクアナリシスについて リスクアセスメント、リスクマネジメント、リスクコミュ
ニケーションの 3段階から成る体系的な手続であると説明し、欧州委員会の権限に収まる
ものとする 140 リスクアナリシスに基づくことを明言し、科学委員会、欧州委員会第 24総
局、検査組織の機能をこの中で位置付けることを示唆する内容となっている。
コントロール及び検査の新たなアプローチについて、フードチェーン等全体のコントロ
ール、コントロールの優先順位を確認するための正式なリスクアセスメント手順、管轄当
局の機能を監視するための監査システムを基礎とすることに言及し、食品獣疫局のそニタ
リング機能との関連で説明を行っている 150
なお、「消費者の健康と食品安全に関するコミュニケーションj と問時に出された fEUに
おける食品法の一般原則に関する縁書J(1997年)16は、利害関係者の意見を求めるために公
表した検討資料であり li、fEUにおける食品(安全)政策の本格的な改革の出発点J18といわ
れているD その中で、公衆衛生、安全及び消費者の高度な保護の確保等、共同体食品法の
FOOD SAFETY， 30 April 1997 (COM(97) 183)， P6-7. 
12 1bid， P9-10. なお、この三原則は、次節で説明する「食品安全白書」に引き継がれてい
るD
13 1bid， P14. 
14 1bid， P7， 19-20. 
15 1bid， P21， 26. 
16 C1削 1SSONOF THE EむROPE必JCO~倒UN1TIES ， THE GENERAL PR1NCIPLES OF FOOD LAW IN THE 
EUROPE問問10N，Commission Green Paper， 30.4.1997 (COM(97) 176 final). 
li樋訂修 fEU食品安全政策の展開と動向-中・東欧諸国等への EU拡大の影響を中心に一」
レブアレンス平成 18年9月号65頁、工藤春代 fEUの食品安全政策と食品法J京都大学大
学院農学研究科生物資源経済学専攻農業組織経営学研究室『食品安全確保の社会システム
と食品行政j](2003年 2月)281頁。
18 工藤春代 fEUの食品安全政策と食品法j京都大学大学院農学研究科生物資源経済学専攻
農業組織経営学研究室『食品安全確保の社会システムと食品行政j](2003年2月)276頁。
そのほか、中嶋康博 fEUにおける食品安全性確保システム」農林統計調査 (2002.4)6 
頁参照D
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ための 6つの基礎自標を議論の出発点として掲げ19、一般食品法の初期設計としての役割を
担ったD
このほか、欧州委員会第 24総局の依頼による外部専門家によるコンサルタントレポート
「欧州食品・公衆衛生庁一回における科学的助言の未来J(1999年)20において、科学的助
言を行う新組織に関して提案を行っている。新組織の名称を EuropeanFood and Public 
Health Authorityと表記し、米国の食品医薬品局に似た組織だが政治的利益や業界利益か
ら一層の独立性を持ったものを提案したようである210
第2節新組織設立の提案
欧州委員会は、新組織の設立をうたった「食品安全白書J22を2000年 1月 12日に発表し
た。当該白書は、官頭において「最も高い食品安全基準の保持を確保することが委員会に
とって主要政策の優先事項である。 j としたのに続いて、「独立した欧州食品庁 (a
independent European Food Authority) 23の設立は、高水準の食品安全を保証する必要性
に対し最も適切な返答となるはずである、と委員会は考えるoJといい、新組織の設立が「根
本的な新しいアプローチj の柱となっていることをうかがわせる240 本節では、 9章からな
る本白書のうち、第 4章「欧州食品庁の設立にむけてj を中心として、新組織設立の方針
を確認することとしたい。
まず、「欧州委員会は、とりわけ食品安全事項に係るリスクアセスメント及びリスクコミ
19 C1泊nSSONOF THE EUROPEAN C01邸UN1TIES，THE GENERAL PR1NCIPLES OF FOOD LAW 1N THE 
EUROPE脳出ION，Commission Green Paper， 30.4.1997 (COM(97) 176 final)， P m. 
20 Philip James， Fritz Kemper， Gerard Pascal， A European Food and Public Health 
Authori ty -The future of Scientific advice in the EU， 13 December 1999 (DOC/99/17). 
なお、当該コンサルタントレポートの著者の一人である PhilipJamesは、英国食品基準
庁の初期設計に携わった人物である。
2~ Ibid， Executive Summary. 
22 CIMMISSON OF THE EUROPEAN CO関町NITIES，¥問ITEPAPER ON FOOD SAFETY， 12 January 2000 
(COM(1999)719 final). なお、食品安全白書の邦訳としては、京都大学大学院農学研究科
生物資源経済学専攻農業組織経営学研究室『食品安全確保の社会システムと食品行政(翻
訳編)j](2003年2月)4-44頁(翻訳者工藤春代)がある。
23食品安全白書においては、新組織は欧州食品庁 (EuropeanFood Authority) と記載され
ていたが、次節で述べるように、設立立法においては欧州食品安全庁 (EuropeanFood 
Safety Authority) と表現されることとなる。
24 C1抽USSONOF THE EUROPEAN CO路町N1T1ES，明UTEPAPER ON FOOD SAFETY， 12 January 2000 
(COM(1999)719 final)， P3. 
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ュニケーションの双方に責任を持つ、独立した欧州食品庁の設立を構想する。J25とすると
同時に、リスクマネジメントのあり方について言及している。立法とコントローノレはリス
クマネジメントの 2つの構成要素で、あるとの見解の下、コントローノレは欽州委員会の食品
獣疫局により遂行されるが、欧州食品庁の任務にリスクマネジメントを含めることは非常
に深刻な問題を生起させることとなるおとして、欧州食品庁にリスクマネジメントの権限を
移転させることを提案しない、としづ 270
また、「欧州食品庁の主要目的は、消費者の信頼の回復と維持を通し、食品安全領域にお
いて高水準の消費者の健康保護に貢献することとなるだろう。j とした上で、その任務を成
功すべく、独立性、卓越性、透明性といった基本的原則を満たさなければないとする280
この白書によって、食品法の一般原則とともに、新組織設立が具体性をもって示される
こととなり、欧州食品安全政策の大きな転換点を迎えることとなった。
第3節 欧州食品安全庁の設立
欧州食品安全庁は、白書による提案を経て、 Regulation(EC) No 178/200229に基づき設
立され、 2002年 1月 1日から活動を開始することとなった300当該規員IJの冒頭において、「本
25 Ibid. P14. 
26第ーに、独立した欧州食品庁に規制権限を移転させることは民主的な説明責任の不当な
希薄化をもたらしうること、第二に、もし消費者のために効果的に活動しようとするなら
ば、コントロール機能は欧州委員会のリスクマネジメントに係るプロセスの中心でなけれ
ばならないこと、第三に、現時における欧州連合の制度的な取決めの下、規制権限をもっ
欧州、|食品庁は創出され得ず、 EC条約の現行規定の改正が必要となるだろうことを問題とし
て指摘している。 Ibid，P15. 
27 Ibid， P14-15. 
28 Ibid. P16. 
29 Regulation (EC) No 178/2002 OF n琵 EUROPEANPARLIAMENT必mOF THE COUNCIL of 28 
January 2002 laying down the general principles and requirement of food law， 
establishing the European Food Safety Authori ty and laying down procedures in matters 
of food safety. 食品法の一般原則及び要件の規定、欧州食品安全庁の設立、食品安全に
関する手続規定を定める規則である。なお、翻訳として、工藤春代氏によるものがある(梶
井功編修代表、新山陽子編集担当『食品安全基本法への視座と論点J日本農業年報49(2003 
年)202-240頁)。
30 Regulation (EC) No 178/2002第 64条参照。但し、これは EC規則上のことであり、ーか
らの立ち上げとなったため、組織を調え本格的な運営に入るまで時間を要している。ちな
みに、執行理事会の第 l回会合は 2002年 9月、事務局長の就任は 2003年 2月、科学委員
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規則の基本的な目的を達成するため、共同体において食品法の共通的な基礎を形成する概
念、原則、手続を近付けるとともに、欧州食品安全庁を設立することが必要であり、適切
である oJ 31とし、また、条文中では主として第 3章(第 22条~第 49条)で欧州食品安全
庁に関し規定している。その条文構成は次のとおりである。
第 3章欧州食品安全庁
第 1節任務と課題
第 22条 欧州食品安全庁の任務
第 23条 欧州食品安全庁の課題
第 2節組織
第 24条 欧州食品安全庁の組織
第 25条執行理事会
第 26条事務局長
第 27条助言フォーラム
第 28条 科学委員会及び科学ノミネノレ
第 3節運営
第 29条科学的意見
第 30条科学的意見の相違
第 31条科学的・技術的支援
第 32条科学的研究
第 33条データの収集
第 34条 出現リスクの確認、
第 35条早期警告システム
第 36条 欧州食品安全庁の任務の範部内にある領域で業務を行う組織の
ネットワーク
第 4節独立性、透明性、機密性及びコミュニケーション
第 37条独立性
第 38条透明性
第 39条機密性
第40条 欧州食品安全庁からのコミュニケーション
会及び科学ノミネルの設立完了は2003年5月となったo See， European Food Safety 
Authori ty Annual Report for the Year 2002 (2003)， P5-6. European Food Safety Authori ty 
Annual Report 2003(2004)， P16. 
31 Regulation (EC) No 178/2002， (66). 
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第 41条文書へのアクセス
第 42条 消費者、生産者及びその他利害関係者
第 5節財務条項
第 43条 欧州食品安全庁の予算の採択
第 44条 欧州食品安全庁の予算の実行
第 45条 欧州食品安全庁による手数料の受領
第 6節一般規定
第 46条法的人格及び権利
第 47条責任
第 48条職員
第 49条 EU域外諸国 (thethird countries) 32の参加
以下では、これらの規定のうち、欧州食品安全庁の特徴を示す重要なものについて説明
することとしたし ¥330 なお、情報の取得及び管理・利用については、後述の本章第 5節にお
いて主に取扱うこととし、本節では原則として説明を省略する。
( 1 )任務と課題
第 22条において欧州食品安全庁の任務について規定しており、同条第 2項で「欧州食品
安全庁は、食品安全及び飼料安全に直接的又は間接的に影響を及ぼす全ての領域において、
共同体の立法及び政策のため、科学的助言、科学的支援及び技術的支援を提供するものと
する。当該領域内の全ての事項に関し独立した靖報を提供するとともに、リスクに関する
コミュニケーションを行うものとする。Jと規定し、欧州食品安全庁が食品及び館料の安全
に関して、リスクアセスメントに基づく科学的助言等とともにリスクコミュニケーション
を行うことを任務とする旨、うたっている。同時に、向条第 3項で「欧州食品安全庁は、
人間の生命と健康の高水準な保護に貢献するものとし、この点に鑑み、域内市場の運営に
かかる文脈で、動物衛生及び動物福祉、植物衛生、環境を考慮するものとする。jと規定し、
EC条約の規定34~こ沿った任務遂行を行うこととしている。
第 23条では欧州食品安全庁の課題として、「共同体の立法によって規定されるすべての
場合において、また、欧州食品安全庁の任務の範囲内におけるあらゆる問題に関して、共
32 ここでいう thirdcountriesとは、 non-EuropeanUnion countriesのことである。
33後に Regulation(EC) No 1642/2003等によって改正されているが、 Regulation(EC) No 
178/2002の内容により説明を行う。
34 当該規則の冒頭において、特に配慮する条項として、第 37条、第 95条、第 133条及び
第 152条第 4項 b号を挙げている。
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同体の機関及び加盟国へ可能な限り最良の科学的助言を提供することJ(同条 a号)、「欽州
食品安全庁の任務の範囲内にある領域で、向ーのリスクアセスメント手法が発展するよう
促進及び調整を行うことJ(同条 b号)等を挙げ、任務遂行に当たっての課題を 12項目に
わたって触れている。
( 2)組織
組織構成については第 24条において規定されており、執行理事会、事務局長、助言フォ
ーラム、科学委員会及び科学ノ〈ネルから成るとされている。
一つ巨の執行理事会は、「任命されるべき理事数よりも十分に多い候補者数を含む欧州委
員会作成のリストから欧州議会との協議を行って理事会 (theCouncil) により任命される
は名と、加えて欧州委員会の代表者から構成される。jとし、また、その構成について、「理
事のうち 4名は、消費者やフード、チェーンにおけるその他の利害を代表する組織での経験
をもっ者とするパほか、執行理事会の理事は、「最高水準の能力と幅広い専門知識を確保
し、これらと調和して、欧州連合域内の地理的配分を可能な限り広範となる方法で任命さ
れる。j と規定する(第25条第 1項)。理事の任命に当たり、利害関係者枠が設定されてお
り、消費者代表が必ず任命される仕組みとなっている点は特徴的である。任期に関しては、
理事に係るものと議長に係る規定がある。まず、理事の在職期間は4年とし、 1回の更新が
認められる。しかし、最初の任命では理事の半数について任命期間を 6年とする(第 25条
第 2項)。また、執行理事会は理事の中から議長を l名選出するが、その任期は 2年で、更
新が可能である(第25条第4項)。
二つ自の事務局長については、第 26条第 1項においてその任命に関する規定が置かれて
いる。当該規定によれば、 EC官報その他での利害表明の要請に係る公表に続き、公開の競
争の後に欧州委員会によって提案される候補者リストに基づき、執行理事会によって任命
される。任期は5年であり、更新が可能で、ある。執行理事会によって指名される候補者は、
任命に先立ち、欧州議会の前での棟述と当該議員による質疑応答を実施するため遅滞なく
招かれる。免職規定も置かれており、執行理事会の過半数により免職され得る。また、事
務局長の責任については第 25条第2項に規定されており、欧州食品安全庁の法律上の代表
者であり、同庁の日常の運営等について責任を負うこととなっている。
三つ自の助言フォーラムについては、第 27条に規定がある。同フォーラムの構成に関し
ては、欧州食品安全庁の任務と同種の任務を遂行する加盟国管轄組織の代表者で構成され、
各加盟国が l名を代表者に当てることを基本とする(第 27条第 1項)が、執行理事会の理
事で、あってはならない(第 27条第2項)とする。役割につき、本規則の下での事務局長の
義務履行、特に欧州食品安全庁の作業計画に向けた提案作成について助言を行う(第 27条
第3項)とするほか、潜在的リスクに関する情報交換や知識の蓄積のための機構を設置し、
加盟国管轄組織との間で緊密な協力を確保する(第 27条第3項)こととなっている。
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四つ自の科学委員会及び科学パネノレについては、第 28条に規定がある。まず、両者の責
任について規定しており、それぞ、れが権限を持つ活動の範囲内で、欧州食品安全庁の科学的
意見を提供する責任を負う(第 28条第 1項)こととなっている。科学委員会は、科学的意
見の手続に関して一貫性を確保するために必要な一般的調整、特に作業手続の適用と作業
方法の調和に関して責任を負い、 l以上の科学パネルの管轄範囲内にある複数領域に渡る問
題と、どの科学ノぐネルの管轄範囲内にもない問題に関して意見を提供する(第 28条第 2項)。
また、構成について、科学委員会は、各ノ〈ネルの議長と、どの科学ノ〈不ノレにも属していな
い6人の独立した科学的専門家から成る(第 28条第 3項)とし、科学ノミネルは、独立した
科学的専門家から成る(第 28条第 4項) 35とする。さらに、任命について、科学パネルの
メンバーで、ない科学委員会の委員と科学パネルのメンバーは、 EC官報、関連する先導的な
科学的出版物及び利害表明の要請に係る欧州食品安全庁ワェブサイトでの公表に続いて、
事務局長からの提案に基づき執行理事会によって任命され、任期は 3年で更新可能で、ある
(第 28条第 5項)とする。執行理事会の理事や事務局長が欽州委員会作成の候補者リスト
から選ばれるのに対し、科学委員会及び科学パネルの構成委員は欧州食品安全庁が選考す
る仕組みとなっている点は、任命の場面でリスクアセスメントとリスクマネジメントの分
再症を図っているものと評イ函できる。
なお、欧州委員会総局の代表者は、 Regulation(EC) No 178/2002上、助言フォーラムの
取り組みに参加することが特に条件なく認められている(第 27条第 7項)。その一方で、
科学委員会、科学パネル及びそれらのワーキンググループ。の会合に出席する資格を持つが、
説明や報告の目的で支援できても、議論に影響を与えようとしてはならないと規定されて
おり(第 28条第 8項)、リスクマネジメントを担う欧州委員会がリスクアセスメントを担
う欧州食品安全庁の独立性を傷っけないよう配慮する内容となっている。
( 3 )運営
科学的意見については第 29条第 1項において規定しており、それによると、欧州食品安
全庁は、その任務の範囲内にあるあらゆる事項に関し欧州委員会の要請により、また、欧
州食品安全庁が意見を求められる旨共同体立法が規定する全ての場合において、科学的意
見を発するとしている。
(4)独立性、透明性
35欧州食品安全庁の設立時、 8つのパネルが設置される旨、第2お8条第4項 a'〆
れ、その中には「栄養製品、栄養、アレルギーに関するパネノレJ(e号)が含まれている。
なお、科学パネルの科学的専門家の人数は、第 28条第9項b号により、欧州食品安全庁
の内部規則で定められることとなっている。
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独立性に関しては、第 37条で言及がある。執行理事会の理事、助言フォーラムのメンバ
ー及び事務局長は、公益のため独立して活動する義務を負い(第 37条第 1項)、科学委員
会の委員及び科学ノ〈ネルのメンバーは、あらゆる外部の影響から独立して活動する義務を
負う(第 37条第 2項)。これらの者は、毎年書面で誓約の宣言及び利害の宣言を行う(第
37条第 1項及び第 2項)こととなっている。また、欧州食品安全庁の各組織の作業グルー
プに参加する外部専門家は、それぞれの会合であらゆる利害に関する宣誓を行う(第 37条
第 3項)こととなっている。
透明性に関しては、第 38条において、科学委員会及び科学パネルの議事日程及び議事録
の公表(第 38条第 1項 a号)や、執行理事会の公開原則(第 38条第 2項)等について言
及している。
第4節 欧州食品安全庁の組織と活動
欧州食品安全庁は、毎年、 Regulation(EC) No 178/2002に基づき年次報告書を公表して
いる36が、本節においては、組織の特徴と変遷や主なトピックの概要を確認することとした
?
??? 、
?、 ?、?
( 1 )組織の特徴と変遷
① 歳出額
本稿表2-1に示すとおり、欧州、|食品安全庁の設立以来、歳出額は一貫して増加し
ており、本格的に業務を開始した 2003年の 9.9百万ユーロ 38から、 2010年には 73.8百
万ユーロ 39と約 7倍の規模となっている。
② 織員数
本稿表2-2に示すとおり、職員数についても増加を続けており、本格的に業務を
開始した 2003年の 56名40から、 2010年には 433名41と約 8倍の規模となっている。
③ 科学的意見の件数
36 Regulation (EC) No 178/2002第 25条第26条参照。
37本稿では、基本的には2011年 12丹末までに公表された年報を対象とする。それ以降の
年報の内容に関しては、別途、検討を行うこととしたい。
38 European Food Safety Authority， STRAREGIC PALN OF THE FOOD SAFETY AUTHORITY FOR 
2009-2013 (18 December 2008) ， P48. 
39 European Food Safety Authority， Annual Report 2010(2011)， P61. 
40 European Food Safety Authority， STRAREGIC PALN OF THE FOOD SAFETY AUTHORITY FOR 
2009-2013 (18 December 2008) ， P48. 
41 European Food Safety Authority， Summary of Annual Report 2010(2011)， P3. 
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欧州食品安全庁の中核的な役割として科学的意見の提供があるため、その件数は活
動状況を示す指標のーっとなる。本稿表2-3に示すとおり、 2009年までは一貫して
増加しており、2007年から 2009年にかけては毎年 100件以上増の急拡大が続いていた。
2010年は前年比 71件減の 565件42となったが、 2009年に次いで多い件数となったD
④ 部局構成
欧州食品安全庁の部局構成については、 2006年に大きな変動があった。科学ノ〈ネル
はそれまでで、 8つで
力加Rされたへまた、科学局、コミュニケーション局、管理局の 3局体制となり、そのう
ち科学局は 2つの部から成ることとなった440 さらに、事務局長と緊密に業務を行う外
部連携等の 2つのユニットが立ち上げられた45D 外部評価等による推奨が背景にあった
としづ 460 2008年には、食品添加物、香味料、加工補助物及び食品接触物質に関する科
学パネルが改組され、 1つ増えた470
⑤ 幹部
ここでは、主に議長と事務局長の人事について言及することとしたい。なお、幹部
の就任状況については、本稿表2-4にまとめているので、あわせて参照いただ、きた
し10
初代の議長には、スウェーデ、ン国家食品局 (SwedishNational Food Administration) 
に長年勤務してきた毒物学の専門家である StuartSlorachが就任し、任期 2年の議長
ポストを再任により約 4年務めている480 2代目の議長には、当時、既に欧州食品安全
庁理事であった PatrickWallが就任した49。彼はアイルランド出身の食品安全を専門
とする科学者であり、アイルランド食品安全庁 (IrishFood Safety Authority)の初
42 Ibid， P3. 
43 European Food Safety Authori ty， Annual Report 2006 (2007)， P45. Regulation (EC) No 
575/2006に基づく。
44 Ibid， P46. 
45 Ibid， P46. 
46 European Food Safety Authority， Summary of Annual Report 2006(2007)， P1. 
47 European Food Safety Authority， Annual Report 2008(2009)， P17. Regulation (EC) No 
202/2008に基づく。
48 Media Statement， Two reviews planned for A1/A2 milk debate， 13 December 2007 
(http://阿 w.foodsafety. govt.nz/elibrary/industry/Reviews_Planned-Independent_1 
nto. pdf) . 
49 Press Release， Inaugural meeting of EFSA's new Management Board， 12 September 2006 
(http://~vw.efsa.europa.eu/en/press/news/mb060912.htm). 
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代事務局長を経験している500 3代目の議長には、直前まで欧州食品安全庁副議長であ
った DianaBanatiが就任した。彼女は、ハンガリー中央食品研究機構 (theCentral Food 
Research Institute)理事長を経験しているほか、ハンガリ一国家食品安全局 (the
National Food Safety Office) の設立に関わった、食品安全を専門とする科学者であ
る510 2008年 10月から 2010年 6月までと 2010年 10月以降、欧州食品安全庁の議長織
についているが、食品業界が出資する団体への役員就任について利害宣言の中で言及
しておらず、利益相反にあたるのではないかとの指摘を受け、 2010年 10月の議長就任
に当たっては、当該ポストを辞職したことを欧州食品安全庁執行理事会声明の中で触
れるという、異例の事態が起こっている520 詳細については、独立性に関わる議論とし
て、本章第 7節において触れることとしたいD
初代の事務局長には、英国食品基準庁事務局長であった GeoffreyPodgerが就任し
た530 2代呂の事務局長には、フランス農務省出身で初代の欧州食品安全庁副議長であ
った CatherineGeslain-Laneelleが就任した540 彼女は欽州委員会第 3総局(産業及
び域内市場)や Codex委員会 (CodexAlimentarius Commi ttee)での勤務経験を持ち、
欧州食品安全庁の設立時から同庁の業務に携わってきた人物である。
このように概観してみると、議長については、科学的専門性を持ち、比較的規模の
小さい国の出身であるといった共通点を持つ。その一方、事務局長は、大国の管轄官
庁の事務方出身という傾向がうかがわれ、これらバランスへの配慮を示唆する幹部構
成となっている。また、欧州食品安全庁の副議長552人のうち 1人は概ね消費者団体出
身者が就任する傾向56がうかがわれ、このポストである程度、消費者団体への配慮、を行
50 http://www.gmfreeireland.org/efsa/ 
51 http://阿 w.efsa. europa. en/en/mbmembers/dianabanati.htm 
52 News Story， EFSA Management Board statements， 21 October 2010 
(http://www.efsa.europa.eu/en/press/news/corporate101021.htm) . 
53 ちなみに、彼は欧州食品安全庁事務局長を辞職後、英国衛生安全局の局長となった
(http://www.hse.gov.uk/aboutus/hseboard/biographies/smt/podger.htm)。
54 See， Curriculum vitae of Executive Director 
(http://www.efsa.europa.eu/en/ed/edcv.htm) .なお、もう一人の副議長には、英国食
品基準庁の 2代目委員長となった DirdreHuttonが就任していたo See， EUROPEAN FOOD 
SAFETY AUTHORITY AJ剥UALREPORT 2003(2004)， P8-9. 
55欧州食品基準庁の議長及び事務局長は、 Regulation(EC) No 178/2002の第 25条第 4項
及び第 26条第 1項に基づきそれぞれの職に就くこととなるが、副議長については、当該
規則において直接の根拠規定を持たない。
56消費者団体出身の副議長には、英国国民消費者会議 (theNational Consumer Council) 
137 
っているようであるD
⑤ 中核的価値
欧州食品安全庁の中核的価値として開放性 (openness)、透明性 (transparency)、
独立性(independence)、科学的卓越(scientificexcellence)、応答性(responsiveness)
といった内容のものが概ね挙げられており 57、リスクアセスメント及びリスクコミュニ
ケーションを受け持つ組織であることを踏まえた内容となっているD
( 2 )主なトピックの概要
① 本部のパルマ移転
欧州理事会は 2003年 12丹 13日に欧州食品安全庁の恒久的な設置場所をイタリアの
パルマとすることを決定した58 この決定に基づき、 2004年 10月以後、ブリュッセル
からパルマの新運営本部への移転が始まりへ翌年 6月に完了した600 このことに伴っ
て、職員の国籍構成は大きく変動し、 2003年に約 43%だ、ったベルギ一国籍の職員の割
合は 2006年には約 18%と減少したのと対照的に、 2003年に約 1%だ、ったイタリア国籍
の職員の割合は 2006年には約 33%と大幅に増加している610 この変化は、職員数の増
加と同時に起きており、組織文化の形成と定着について課題となることが想像される。
② 利害に関する宣言の取扱方法の更新
欧州食品安全庁は、 2007年 9月、科学的専門家、幹部、職員の利害に関する宣言の
取扱方法の更新のため、包括的方針を採用した620 この方針は、欧州食品安全庁の科学
的業務に関する独立性を保護するため、現行の内部機構の頑強性や透明性をさらに強
化するものであり、宣言の審査や潜在的利害衝突の確認、適切な行為の実施に関する
詳細な手続を含むというへ
代表の DirdreHutton (2002 -2007)、英国消費者団体‘Which?'主任政策アドバイザー
のSueDavies (2010年一)がし1る。 EむROPEANFOOD SAFETY AUTHORITY AJ剥UALREPORT 
2003(2004)， P8-9. Minute of Management Board Meeting， 11 September 2007， P3. 
http://www.efsa.europa.eu/en/mbmembers/member/suedavies.htm 
57 European Food Safety Authority， Annual Report 2006(2007)， P8. 
58 European Food Safety Authority Annual Report 2003(2004)， P17. 
59 European Food Safety Authority Annual Report 2004(2005)， P17. 
60 European Food Safety Authority Annual Report 2005(2006)， P49. 
61 European Food Safety Authori ty Annual Report 2003 (2004)， P13. European Food Safety 
Authority Annual Report 2006(2007)， P46. 
62 European Food Safety Authority Annual Report 2007(2008)， P11. 
63 Ibid， P11. 
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利害に関する宣言は、 Regulation(EC) No 178/2002第 37条に基づき執行理事会の
理事等が行い、問第38条第1項d号に基づき遅滞なく公表することとなっている。さ
らに、関連ペーパーとして、「欧州食品安全庁の利害宣言に関する方針J64 (以下、「利
害宜言方針j としづ。)、「利害宣言に関する方針に向けた活動の実行 利害宣言に関す
る手引書J65 (以下、「利害宣言手引書Jとしづ。)及び「利害宣言に関する方針に向け
た活動の実行 潜在的利害衝突の確認及び取扱いのための手続J66 (以下、「利害宣言
手続j としづ。)が定められており、それに沿った運用を行うこととなっている。ここ
では、それぞれのペーパー67をもとに、執行理事会の理事を中心とした利害宣言の概要
について触れることとしたい
利害宣言方針は、 Regulation(EC) No 178/2002第 37条に規定されるあらゆる義務
につき適時かっ完全な方法で、遂行しないことは、欧州食品安全庁に対する信頼の明白
な不履行とみなされるとする68。しかし、それと問時に、この方針は、欧州食品安全庁
の活動範囲における倍々の運営により利害を持つことを禁止し又は制裁を加えるもの
ではなく、潜在的な利害の衝突が生じ得る状況を取扱う、透明性と一貫性のある方法
を促進するものであるという 690 また、一貫した報告と評価を確保するための、利害宣
言に関する手順書や潜在的利害衝突の確認及び取扱いのための手続といった文書の作
成に言及し、前者は利害宣言を提供する重要性、宣言されるべき利害の性質、当該目
的のために作成される種々の文書を提示し、後者は潜在的手Ij害衝突に関する宣言にお
いて提供される情報を評価する方法と場合に関するアプローチを定式化するものであ
ると説明する700
利害宣言手引書は、利害宣言には年次利害宣言 (ADoI: Annual Declaration of 
Interests)と特定利害宣言 (SDoI: Specific Declaration of Interests)の 2つあ
り、前者は執行理事会メンバー、助言フォーラムメンバ一、科学委員会や科学ノ〈ネル、
ワーキンググループのメンバー、その他欧州食品安全庁の専門家、事務局長等が作成
日EFSAPOLICY ON DECLARATIONS OF INTERESTS. 
65 IMPLEMENTING ACT TO THE POLICY ON DECLARATION OF INTERESTS GUIDANCE DOCUMENT ON 
DECLARATIONS OF INTERESTS. 
66 IMPLEMENTING ACT TO THE POLICY ON DECLARATION OF INTERESTS PROCEDURE FOR IDENTIFYING 
AND HANDLING POTENTIAL CONFLICTS OF INTEREST. 
67本稿で取扱うのは、利害宣言方針は2007年 10月5日付、利害宣言手引書及び利害宣言
手続は2009年9月8S付の改訂版である。
68 EFSA POLICY ON DECLARATIONS OF INTERESTS(5 October 2007)， P1. 
69 Ibid， Pl. 
70 Ibid， P2. 
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し、後者は科学委員会や科学パネノレ、ワーキング、グ、ノレーフ。のメンバ一、その他欧州食
品安全庁の専門家が作成するべきものであるとしづ 710年次利害宣言で記載すべき内容
については、活動の性質面では、所有その他投資や出資、経営組織又は同等組織のメ
ンバー(例:理事会構成員、管理職)等が挙げられている720
利害宣言手続は、執行理事会のメンバーに関し、利害衝突となるあらゆる活動に巻
き込まれないよう最善の努力を行うべきであり、利害に関するあらゆる変化を執行理
事会に知らせるべきであるとしづ?とまた、議長は、執行理事会の業務に関し衝突をも
たらす可能性のある利害があるならば、確認のため執行理事会メンバーの利害宣言を
調査するものとし、この実施の擦には、副議長に援助を求めることができるとする740
さらに、議長は、会合の都度はじめに利害の宣言を行うようメンバーに要求し、宣言
された利害は議事録に記録されるものとするほか、一般的に、利害衝突は議長及び副
議長の機能に由来する義務に矛盾するものであるとし、う 750
これらの点は、議長の利害宣言に関する事案を考察する擦のポイントとなるが、先
に述べたとおり、詳絡は本章第 7節で触れることとする。
③ 戦略計画 2009-2013の策定
欧州食品安全庁は、 2008年 12月に戦略計額2000-2013を策定し、中長期での将来方
向、優先事項及び組織を示した76。その中で、欧州食品安全庁が直面している主要な難
題として、グローバリゼーションが欧州の食品供給に新たなリスク又は再出現するリ
スクを増大させること等を挙げたよで、努力目標として次の 6項目を掲げ、それぞれ
についてターゲット 手始めの活動、成功と判定する指標を定めている770
1 農場から食卓へというフードチェーンに関連する科学的助言の伝達について、
統一された方法の提供に集中すること
2 規制上の認証プロセスに従い、製品や物質、主張に関して、適時かっ高い質の
71 IMPLB伍NTINGACT TO THE POLICY ON DECLARATION OF INTERESTS GUIDANCE DOCUMENT ON 
DECLARATIONS OF INTERESTS(8 September 2009)， P2. なお、年次利害宣言のほかにも、
宣誓、秘密に関する宣言を書面で作成することとなっている。 Ibid，P2. 
72 Ibid， P3. 
73 IMPLEMENTING ACT TO THE POLICY ON DECLARATION OF INTERESTS PROCEDURE FOR IDENTIFYING 
AND HANDLING POTENTIAL CONFLICTS OF INTEREST(8 September 2009)， P2. 
74 Ibid. P2. 
75 Ibid， P2. 
76 European Food Safety Authority， Summary of Annual Report 2008(2009)， P1，3. 
77 STRATEGIC PALN OF THE EUROPEAN FOOD SAFETY AUTHORITY FOR 2009-2013 (18 December 
2008) ， P21， 24-33. 
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評価を提供すること
3 欧州食品安全庁の権限の範囲内で、各種領域におけるデータの収集、浸透及び
分析に関する調整を行うこと
4 欧州食品安全庁は、欧州において、そして国際的に、リスクアセスメントの手
法や実践に演し、最先端の位置を占めること
5 パートナーや利害関係者との効果的なリスクコミュニケーションや対話を通し
て、欧州食品安全庁及び欧州食品安全システムの信頼及び信用を強化すること
6 欧州食品安全庁の応答性、効率性及び効果を確保すること
これらは、リスクアセスメント及びリスクコミュニケーションを中心として、情報
の取得及び管理・利用に焦点を当てた目標設定を行ったものと考えられる。なお、情
報の取得及び管理・利用については本章第 5節において、リスクアセスメント及びリ
スクコミュニケーションについては本章第 7節において取扱うこととする。
このほかのトピックとしては、 2005年の外部評価の実施78や、 2007年の米国食品医
薬品局との非公開情報の機密性に関する同意79、及び、 2009年の告本食品安全委員会と
のデータ収集及びデータ共有に関する協定文書の締結80があるが、外部評価については
本章第 6節において詳細を説明するほか、情報の取扱いに関する国際的取決めについ
ては次節においてまとめて取扱うこととしたい。
第5節 欧州、|食品安全庁による情報の取得及び管理・利用
( 1) Regulation (EC) No 178/2002の関連条項
Regulation (EC) No 178/2002において、欧州食品安全庁による情報の取得及び管理・利
用に関する条項があり、主なものとして、第 33条「データの収集j、第 34条「出現リスク
の確認、J、第 35条「早期警告システムj、第 38条「透明性J、第 39条「機密性J、第 40条
「欧州食品安全庁からのコミュニケーションj、第 41条「文書へのアクセスj等がある 0
.それぞれについて、特徴的な点を取り上げ、当該規則上の情報の取扱いを確認することと
したい。なお、基本的には Regulation(EC) No 178/2002が制定された当初の内容に沿っ
て確認するが、必要に応じて、改正された条項の内容についても言及することとしたい。
第 33条はデータの収集に関して規定しており、第 1項で、 f欧州食品安全庁は、その任務
の範囲内にある領域において、関連する科学的及び技術的データの探索、収集、分析及び
要約を行うものとする。特に、次の各号に関連するデータの収集を伴うものとする。Jとし
78 European Food Safety Authority Annual Report 2006(2007)， P13. 
79 European Food Safety Authority Summary of Annual Report 2007(2008)， P1. 
80 European Food Safety Authority Summary of Annual Report 2009(2010)， P1. 
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て、 (a)食品の消費と、食品の消費に関連するリスクへの鱈人の曝露、 (b)生物学上のリス
クの発生及び流行、 (c)食品及び飼料の汚染、 (d)残留物を挙げる。また、同条第 2項では、
第 1項の目的のため、欧州食品安全庁は、データ収集の領域で活動するすべての組織と緊
密に協力して業務を行うとしている。本節(2) において事例を紹介する。
第 34条は出現リスクの確認に関して規定しており、第 1項において、「欧州食品安全庁
は、その任務の範囲内の領域における出現リスクに係る確認の観点で、情報及びデータの
探索、収集や分析を体系的に実施するモニタリング手続を確立するものとする。j とした上
で、第 2項において、「欧州食品安全庁は、深刻な出現リスクの疑いへと導く情報を保持す
る場合、加盟国、その他共同体の機関及び欧州委員会に追加的な情報を要請するものとす
る。加盟国、共同体の関係機関及び欧州委員会は、緊急事項として応答するものとし、保
有するあらゆる関連情報を送るものとする。Jと規定し、欧州食品安全庁へ情報が集まる仕
組みを用意している。それと同時に、第 3項において、「欧州食品安全庁は、出現リスクの
確認としづ任務を実行する中で、受け取る全ての情報を利用するものとする。Jと、また、
第4項において、「欧州食品安全庁は、欧州議会、欧州委員会及び加盟留に出現リスクに関
する評価及び収集情報を送るものとする。Jといい、受け取った情報の利用や提供について
も言及している。
第 35条においても似た趣旨の規定が置かれ、早期警戒システム (rapidalert system) 
における欧州食品安全庁によるメッセージの受け取り、分析等についてふれているが、早
期警戒システムについて規定する第 50条で確認できるとおり、このシステムの管理は欧州
委員会が担うこととなっている。
第 38条は、透明性に関する条項であり、第 1項において 特に遅滞なく公表するものを
列挙している。その中には、利害宣言 (d号)や欧州食品安全庁の活動に関する年間報告 (f
号)が含まれるが、注目すべきは、科学委員会及ひ、科学パネルの意見について、少数意見
を常に含めて採択後直ちに公表することとしている (b号)点や、意見の基礎とする情報の
公表 (c号)、拒絶又は修正された科学的意見への欧州議会、欧州委員会あるいは加盟国か
らの要請や、拒絶又は修正の正当な理由の公表 (g号)について規定し、議論のプロセスの
透明性確保が図られている点である。この趣旨は、執行理事会の会合の原則公開(同条第2
項)にもあらわれている。
第 39条は、第 38条の適用除外として第三者への機密'情報の漏洩を禁じている(同条第 1
項)が、同時に、予見可能な健康への影響に関し欧州食品安全庁によって伝えられる科学
的意見の結論は決して機密とされてはならない(同条第 3項)と明記し、透明性と表裏一
体の規定となっている。リスクアセスメントを担う機関として確実に機能発揮することが
図られていると考えられる。
第 40条は、一般市民に向けた!青報提供を主眼とする規定であり、欧州食品安全庁は、特
に欧州食品安全庁の取り組みの結果に関して、客観的で信頼のある、容易に入手可能な清
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報が一般市民やあらゆる利害団体へ速やかに提供されることを確実にする(同条第 2項)
などとしているD
第 41条は、文書へのアクセスについて規定するものであり、Regulation(EC) No 178/2002 
制定当初は、第 l項において所有文書への広範なアクセスを確保すべきものとしていたが、
2003年の改正によって、欧州議会、欽州委員会及び欧州理事会の文書への一般市民のアク
セスに関する規則81が欧州食品安全庁へ適用されることとなった82 (第 41条第 1項)0 
( 2 )情報の取扱いに関する国際的取決め
① 米国食品医薬品局
欧州食品安全庁と米国食品医薬品局は、 2007年 7月に、非公開情報の共有促進のた
めの機密性の向意に関する声明文83~こ署名した84。欧州食品安全庁として初めての公式
的な国際的な合意である850食品安全のリスクアセスメントの分野で相手方から提供さ
れた非公開情報を、双方の法的枠組み86の適用の下で一般公表から守ることを意図する
ものであり、この同意に基づきナノサイエンス及びナノテクノロジーに関するリスク
アセスメントや、動物クローンの作成やアスバルテーム(低カロリーの人口甘味料)
に関するリスクアセスメントのアプローチといった、双方に共通の科学的問題に焦点
81 Regulation (EC) 1049/2001 OF T自EEUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of 30 May 
2001. 
82 Regulation (EC) 1642/2003 OF THE EUROPEAN PARLI品1ENTAND OF T田 COUNCILof 22 July 
2003. 
83欧州食品安全庁が署名したのは、 STATEMENTON CONFIDENTIALITY ARRANGEMENTS BY THE 
EUROPEAN FOOD SAFETY AUTHORITY TO FACILITATE THE SHARING OF NON-PUBLIC INFOR1仏TION
WITH THE UNITED STATES FOOD AND DRUG ADMINISTRATION DEPARTMENT OF HEALTH AND HUMAN 
SERVICES、米国食品医薬品局が署名したのは、STATEMENTON CONFIDENTIALITY AR臥NGEMENTS
BY TI也 UNITEDSTATES FOOD AND DRUG ADMINISTRATION DEPART~1ENT OF HEALTH AND HUMAN 
SERVICES TO FACILITATE THE SHARING OF NON-PUBLIC INFOR1仏TIONWITH THE EUROPEAN FOOD 
SAFETY AUTHORITYである。いずれも、 EFSAホームページ
(http://www.efsa.europa.eu/en/networks/international.htm)において入手可能であ
る。
84 European Food Safety Authority Annual Report 2007(2008)， P40. 
85 European Food Safety Authority Summary of Annual Report 2007(2008)， P1. 
86欧州連合における法的枠組みとして Regulation(EC) No 1049/2001、米国における法的
枠組みとして連邦情報自由法 (USFreedom of Information Act)を声明書中に挙げてい
る。
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を当てた会合を開いたというべなお、この時点において 伺様の合意に向け作業進行
中である相手方として、日本食品安全委員会、オーストラリア・ニュージーランド食
品基準局、ニュージーランド食品安全局をあげている880
② 日本食品安全委員会
欧州食品安全庁と日本食品安全委員会は、 2009年 12月に、リスクアセスメントに係
るデータ収集及びデータ共有に基づく科学的協力の促進のための協力文書89に署名し
た900 相互支援及び協力の内容については、パラグラフ 1の下に言及される領域91にお
ける技術的データの収集、分析及び共有のほか、データ収集の方法に関する分野の見
解や専門知識を共有することをパラグラフ 2において言及している。但し、パラグラ
フ 1(2) において、本協力文書はし1かなる法的義務も課さないとしており、互いに関
係法の対象となる「機密情報J(confidential information)を提供することを要求さ
れないことをパラグラフ 4で確認しているD この点は、米国食品医薬品局との声明文
87 European Food Safety Authority Annual Report 2007(2008)， P40. 
88 Ibid， P40. なお、オーストラリア・ニュージーランド食品基準局は、 1995年に締結され
た両国政府間条約に基づき設立された組織であり、オーストラリアの連邦保健介護省の管
轄下にあるが強し1独立性を有しているという。真鍋めぐみ「オーストラリア・ニュージー
ランドの食品安全法と食品安全機構j京都大学大学院農学研究科生物資源経済学専攻農業
組織経営学研究室『食品安全確保の社会システムと食品行政Jl(2003年2月)351-352頁
参照。また、ニュージーランド食品安全局は、ニュージーランド農林省の食品認証局と保
健省の食品担当部門が 2002年に統合されてできた組織であり、「農林省に付属する半自治
機関であるj としづ。向上、 360頁参照。なお、ニュージーランド食品安全局は、 2010年
7月に農林省と融合され、2012年4丹には第一次産業省(Ministryfor Primary Industries) 
となっている(第一次産業省ホームページ参照)。
89 当事者双方が署名した文書は、 ME註O貼NDUMOF COOPERATION between European Food Safety 
Authority and Food Safety Commission of Japanと胞話OR必IDUMOF COOPERATION between 
Food Safety Commission of Japan and European Food Safety Authorityである。 EFSA
ホームページ (http://www.efsa.europa.eu/en/networks/international.htm)において
入手可能である。
90 http://www.efsa.europa.eu/en/networks/international.htm 
なお、日本食品安全委員会による仮訳が問委員会のホームページ
(http://www.fsc.go.jp/sonota/efsa/efsa_kari_trans_211208.pdf)で公表されている。
91欧州食品安全庁についてはRegulation(EC) No 178/2002第33条(データ収集)、日本
食品安全委員会については食品安全基本法第 17条(留の内外の情報の収集、整理及び活
用等)に規定される領域を指すD
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の内容と対照的であり、そのため、比較的緩やかな協力関係を目指すものといえよう。
第6節外部評価
欧州食品安全庁は、 Regulation(EC) No 178/2002第 61条第 1項に基づき独立外部評価
を委託することとなっており、時期については、 l呂呂は 2005年 1月 l日までに、その後
は6年ごととしている。本節においては、 1由自の評価とそれに対する欧州食品安全庁理事
会の反応について、概要を説明することとしたし ¥920
委託を受けた評価機関が作成した報告書93によると、発足からわずか2年であること等を
勘案すると、欧州食品安全庁は概ね良好な運営を行っているが、習熟過程にあり、パルマ
への移転を終えて予算抑制の状況に直面しているという。積極的な評価を行った点として、
構造や管理及び組織が十分機能していること、科学的業務や付加価値が利害関係者によっ
て積極的に受け入れられていること、以前の欧州食品安全庁の立場に比較するとリスクコ
ミュニケーションが改善されていること、利害関係者と良好な関係を築いていること、基
礎的な規制条項が概ね完了していることを挙げるへその一方で、上記全ての領域において
幾分の弱点が存在すること、現在道半ばであり初めの成功を拡大・発展・統合・確立しな
ければならず、それゆえ、構造、組織、手続及びシステムがこれからの挑戦に適合するこ
とを確実にしなければならないと指摘するべ SWOT(Strengths， Weaknesses， Opportuni ties， 
Threats)分析が行われており、「弱みj・「脅威J~こ問題点が館記されている960 主なものを
要約すると、次のとおりとなる。
[~~み 1
・加盟国との高水準のネットワーク、データ収集及び分析といった、 Regulation(EC) No 
178/2002で見通された任務の一部は、未だ完全には遂行されていなし 10
-管理及びコミュニケーションのツールや手続は大方欠落している。
-職員配置が完了したとはとても言えず、必要とされる科学職員の採用が繰り返し困難
な状況に直面している。
92 なお、 2011年 12月末現在、欧州食品安全庁ホームページにおいて 2回目の外部評価結果
関する資料は掲載されていない。
93 Bureau van Dijk Ingenieurs Conseils with Arcadia International EEIG， Evaluation 
of EFSA Final Report (contract FIN-0105) ， 5 December 2005. 
(http://www.efsa. europa. eu/it/home/publication/final_report_evaluation1.pdf). 
94 Ibid， P2. 
95 Ibid， P2. 
96 Ibid， P5. 
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-リスクコミュニケーションに関し、かつてより改善されているとはいえ、利害関係者
は欧州食品安全庁や欧州委員会及び加盟国との間の協力が不十分であると受け止めて
し1る0
・欧州食品安全庁からのコミュニケーションは、今でも過度に技術的で慎重である。
{脅威】
・パルマに本部があることに関して、困難さを予想する者がし、る。
-加盟国は欧州食品安全庁のネットワークに十分な参加を行っていなし、。
-欧州食品安全庁への要求は、財源以上に急速に増大し、それゆえ、過剰な仕事量が組
織作用の発展を妨げるおそれがある。
-欧州食品安全庁の機能は、現実の危機的状況において検証されたことがない0
・政治的関心の弱さと、それゆえの食品関連危機の不存在の維持。
-欧州食品安全庁に課された手続が、立ち上げようとする組織にとっては過度に重いD
.配分予算の偏った使用。
. Regulation (EC) No 178/2002の中に暖味な性質のものがある。
設立後間もない組織であることに由来する筒題点もあるが、欧州食品安全庁の本分で
あるリスクアセスメント及びリスクコミュニケーションのほかに、現実に大きな危機が
起きた場合の対応機能を疑問視する指摘がある点は興味深い。
また、本報告書は、向こう 3年で実施すべき欧州食品安全庁に対する推奨事項を 7つ、
同庁と欧州委員会健康・消費者保護総局の双方に対する推奨事項を 2つ、加盟国に対す
る推奨事項を 1つ挙げているペ主なものの要約は次のとおりである。
{欧州食品安全庁}
1 加盟国組織との協調、活動的ネットワークの発展
2 パネノレユニットと科学専門家サービスの科学スタッフの拡大
3 欧州食品安全庁の無事なパルマ移転
4 コミュニケーションの改善
5 欧州食品安全庁組織の整理統合
6 十分な財源、と活動の一体性の確保
7 欧州各機関や利害関係者との良好な関係への留意
{欧州食品安全庁及び欧州委員会健康・消費者保護総局1
・主として欧州食品安全庁及び欧州委員会健康・消費者保護総局間の良き実践、相互尊重
及び危機訓練の促進
97 Ibid， P5-7. 
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-意見の適時性を促進する観点からの相互作用の改善
{加盟国}
-欧州及び国家レベルの間における作業の重複の回避
これらの推奨事項に対して、欽州食品安全庁執行理事会は見解をまとめ公表し、次のと
おり主に 6つの優先領域を提示している980
・欧州食品安全庁の制度上のパートナー (EU及び国際関係組織)や利害関係者と連携を強
化すること
・加盟国との活動的なネットワークとより強力な協力関係を発展させること
.欧州食品安全庁の組織を質的に高めること
-欧州食品安全庁のコミュニケーションに関して影響力及び効果を高めること
.栄養に関する欧州食品安全庁の役割を発展させること
-欧州、!食品安全庁の中長期展望を明確にすること
いずれもコミュニケーションを中心とした内容となっており、先に触れた戦略計画 2009
-2013においても取り入れられている。
第7節 ノト括
本節においては、欧州食品安全庁議長の利害宣言と独立性に関する問題を、上記の整理
を踏まえて検討するほか、 Regulation(EC) No 178/2002のうち食品法の一般原則に関する
主な条項について補則し、そこから欧州食品安全庁の機能を確認することとしたい。
( 1 )利害宣言と独立性
欧州食品安全庁議長DianaBanatiの利害宣言につき、独立性の観点から議論となった事
案の経緯をたどることとしたい。
Nature Newsによると、 2010年9月 29日に欧州議会議員の JoseBove99は、欧州食品安全
庁議長職の 1期目 (2008年 10月'"'-'2010年 6月)を終えたDianaBanatiが、食品企業の出
資する非政府組織である国際生命科学研究所 (ILSI: International Life Sciences 
Institute)の欧州地区理事会理事に 2010年 4月に就任したにもかかわらず、その旨の利
98 European Food Safety Authority， MANAGE~ffiNT BOARD CONCLUSIONS OF THE EXTERNAL 
EVALUATION OF EFSA AND RECO渦ffiNDATIONSARISING FROM THE REPORT， P5 
(http://www.efsa. europa. eu/en/keydocs/docs/extevaluation2006.pdf). 
99 彼はフランス出身の農家、活動家である。 http://europeecologie.eu/Biographie，2817
参照。
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害宣言を行っておらず、「欧州食品安全庁は農業・食品産業のコントローノレ下にあるj と指
摘した1000
Diana Banat iは2003年から当該研究所の科学諮問委員会のメンバーとなっていて、その
ことについては従前の利害宣言の中で明記されているiOLまた、 DianaBanatiのオンライ
ンの利害宣言を修正した担当者によれば、ごく最近、当該研究所の理事になったことにつ
いて彼女の利害宣言に反映させなかったことは、欧州食品安全庁側の見落としだ、ったとい
う1020 さらに、欧州食品安全庁の執行理事会メンバーは、同庁のリスクアセスメント活動に
ついて直接的な任務にあたるわけではないほか、 JoseBoveはDianaBanatiの国際生命科
学研究所とのつながりが欧州食品安全庁での彼女の活動になんらかの影響を与えている証
拠を示していないという 1030
一方で、欧州食品安全庁事務局長の CatherineGeslain-Laneelleは、「業界出資団体の
統治組織のメンバーで、あると同時に欧州食品安全庁の議長であることは、認識の問題を引
き起こす。j、「一般的な認識が必要だ。我々は信用を必要とする。j と発言している 1040
以上が NatureNewsが伝えるところであるが、その後、欧州食品安全庁執行理事会声明
(2010年 10月 21日)において、執行理事会は、議長及び副議長の選出に先立ち、議長及
び副議長の独立性や潜在的利害衝突について一通り議論を行い、最近の出来事の中で潜在
的利害衝突に関するコミュニケーションが明らかに欠けていたことを認めたことに言及し
ている 105。また、最近伝えられる欧州食品安全庁とその議長の独立性に関する理由のない非
100 Nature News 'Food agency denies conflict-of-interest claim' (5 October 2010) 
news. 2010. 513 (http://www.nature.com/news/2010/101005/full/news.2010.513.htm1). 
Jose Boveによるこの主張は、彼のホームページで公開されている。 Liaisons
dangereuses EFSA sous contrδ1e de l'agro-industrie 
(http://www. jose-bove. eu/2010/09/1iaisons-dangereuses-efsa-sous-contro1e-de-1-a 
gro-industrie/品nore-82)参照。また、 DianaBanatiの過去の利害宣言 (2010年 3月26
日署名、 2010年9月 28日署名のもの)については、
http://¥vww.efsa. europa. eu/en/mbmembers/doi/dianabanati.pdf、
http://www. combat-monsanto. org/IMG/pdf/declaration_d_interet.pdf参照。
101 Nature News ιFood agency denies conflict-of-interest c1aim' (5 October 2010) 
news. 2010. 513. 
102 Ibid. 
103 Ibid. 
104 Ibid. 
105 News Story， EFSA Management Board statements， 21 October 2010 
(http://WW¥v.efsa.europa.eu/en/press/news/corporate101021.htm) . 
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難を遺憾に思うと同時に、関係者の高潔さが問題とされうることは決してないと結論付け
た1060 さらに、執行理事会は、議長の役割に関し誤解を避けるため、議長は公益を除くフー
ドチェーンの利益を代表する組織において運営その他影響力のある役割を担うことを避け
るべきであることを決定したという 1070その上で、 DianaBana討を議長に選出したといい、
また、彼女は欧州食品安全庁の活動に潜在的利益衝突をうむ可能性がある地位について辞
{壬したとイ云えている 108D
上記について分析すると、欧州食品安全庁執行理事会は、 JoseBoveによる指摘に対し牽
制の態度を示唆し、 DianaBanatiを擁護しつつも、彼女の潜在的利害衝突の可能性を認め
ており、結果として、報道を通して伝えられている CatherineGeslain-Laneelle事務局長
の懸念に応える内容となっている。
( 2)食品法の一般原則等の基本的なルーノレ
Regulation (EC) No 178/2002は、欧州食品安全庁の設立だけではなく、食品法 (foodlaw) 
109の一般原知等、食品安全にかかる基本的なルーノレを定めている。
まず、第2章は一般的食品法に関する定めを量いており、次のような構成をとる。
第 2章一般的食品法
第 4条範囲
第 l節食品法の一般原則
第 5条一般的目的
106 Ibid. 
107 Ibid. 
第 6条 リスクアナリシス
第 7条予防原則
第 8条消費者利益の保護
108 Ibid. なお、国際生命科学研究所は、ヨーロッパ地区のホームページにおいて、 Diana
Banatiの理事辞任を受け入れたことを 2010年 10月 24日付で表明するとともに、ロビー
活動を禁止していることに言及し、ロビー団体でないことを強調していた。この記事は、
(http://www. ilsi.org/Europe/Pages/ViewFeatureDetails. aspx?ID=10&ListName=Featu 
res)で閲覧できた (2011年 5月 29日現在)が、 2012年 5月 1日現在では関覧できない。
109 当該規則第3条第1項において定義されており、「食品法とは、共同体又は思家レベルの
いずれにあっても、一般に食品を統制し、特に食品安全を統制する法律、規則及び行政規
定を意味し、食品と、食品を生産する動物のため生産され又は与えられる飼料について、
生産、加工及び流通のすべての段階に適用される。j という。
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第 2節透明性原則
第 9条 コンサノレテーション
第 10条通知
第 3節食品貿易に関する一般的義務
第 11条 共同体に向けて輸入される食品及び飼料
第 12条 共同体から輸出される食品及び録料
第 13条国際基準
第 4節食品法の一般要件
第 14条食品安全要件
第 15条飼料安全要件
第 16条 プレゼンテーション
第 17条責任
第 18条 トレーサピリティ
第 19条食品事業者の食品に対する責任
第 20条 飼料事業者の飼料に対する責任
第 21条法的責任
また、第 4章は早期警戒システム、危機管理及び非常事態に関する定めを震いており、
次のような構成をとるD
第 4章 早期警戒システム、危機管理及び緊急事態
第 l節早期警戒システム
第 50条早期警戒システム
第 51条施策実行
第 52条 早期警戒システムの機密ルーノレ
第 2節緊急事態
第 53条 共同体由来又は EU域外諸国から輸入の食品及び続料に対する緊急措置
第 54条その他緊急措置
第 3節危機管理
第 55条危機管理のための一般計画
第 56条危機対応ユニット CCrisisUnit) 
第 57条危機対応ユニットの任務
そのうち、主要なノレールを取り上げると向時に、欧州食品安全庁の機能の関係を確認す
ることとしたい。
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① 食品法の一般原則
まず、食品法の一般原則については、第 5条においてその一般的目的に言及しており、「食
品法は、適切な場面において、動物衛生及び動物福祉、植物衛生、環境の保護を考慮、に入
れながら、食品取引の公正慣行を含め、人間の生命及び健康、消費者利益の高水準な保護
に関する一般的な目的の一つあるいはそれ以上のもの追求するものとする。J(第 5条第 1
項)と規定すると同時に、「食品法は、本章における一般原員IJ及び要件に従って製造され又
は市場に出される食品及び飼料につき、自由な移動を共同体にもたらすことを毘指すもの
とする。J(第 5条第 2項)110といい、人間の生命及び健康、消費者利益の高水準な保護を目
的の中心に据えつつ、食品等の自由な移動の確保をうたっている。また、第 6条において、
「人間の健康及び生命の高水準な保護という一般的目的を達成するため、食品法は、状況
又は手法の性質に適さない場面を除き、リスクアナリシスを基礎とする。J(第6条第 1項)
として、リスクアナリシスの採用をうたっている。さらに、第 7条第 1項では味Ij用可能
な情報に関するアセスメントの結果、健康への有害な影響の可能性が確認されるが科学的
不確実性が存在するという特定の状況において、より包括的なリスクアセスメントのため
の科学的情報がさらに得られるまで、共同体において選択される高水準な健康の保護を確
保するために必要な暫定的リスクマネジメント措置を講ずることができる。j とし、いわゆ
る予防原則 (precautionaryprinciple) 111~こついて規定している。同時に、同条第 2 項に
110欧州共同体の食品法についてはJ数多くの重要な判例の積み重ねによって…形作られて
いく j こととなり、 1979年のカシス・ド・ディジョン事件がその代表とされている。中嶋
康博 iEUにおける食品安全確保システムj農林統計調査 (2002.4)4頁参照。当該事件 (Case
120/78， Rewe-Zentral AG v. Bundesmonopolverwaltung fur Branntwein [1979J ECR 649.) 
は、フランスからカシス・ド・ディジョン (cassisde Dijon) というアルコール 15-20%
のリキュール酒をドイツの会社が輸入販売しようとしたところ、所轄宮庁からアルコール
を最低でも 25%含むことを要求するドイツ法の規定を理由にドイツでは販売を禁止され
るとの通知を受け、この会社から行政訴訟が提起されたものである。欧州司法裁判所は、
付託を受けて先決裁定を行い、 EC条約第 30条で禁止される「輪入に対する数量制限と同
等の効果を有する措置Jにあたると判断したロ中村民雄・須網隆夫編 WEU法基本判例集J
(2007年)181-183頁参照。規則で規定されている食品等の自由な移動は、背景として、
当該判例を踏まえたものと考えられる。
111 ちなみに、 iprecautionaryprincipleは、主として EUでのみで使用されている用語で
あるD …環境分野では、予防原則は合意を得ている概念であるが、食品安全分野において
は予防原則の国際的な合意はない。ただし precaution(予紡)については国際的合意が存
在し、定義がなされているJ(工藤春代「科学的不確実性が存在する場合のリスクマネジ
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おいて「第 1項に基づき講じられる措置は、技術的及び経済的な実行可能性や、検討につ
いて適切とみなされるその他の要因を考慮、し、均衡がとれており、かつ、共同体において
選択される高水準な健康の保護を成し遂げるために必要とされる以上に貿易を制限するも
のであってはならない。当該措置は、生命又は健康に対し確認されるリスクの性質や、科
学的不確実性を明確化し、より包括的なリスクアセスメントを実行するため必要とされる
科学的情報の類型に基づいて、合理的な期間内に再検討されるものとする。j といい、予防
原則適用の際の考慮事項と再検討の実施を掲げている。
② 食品法の一般要件
次に、食品法の一般要件について、食品を中心に、次の 3つのポイントを挙げることと
したい。
第一に、第 14条の食品安全要件である。食品は、「安全でなければ市場に置かれではな
らない。J(第 14条第 1項)といい、同時に、「健康に有害j、「人間の消費に適さなしリと
みなさるならば、安全で、ないと考えられるものとする(第 14条第 2項)と規定しており、
食品が安全か否かの判断基準を置く iヘ食品が安全か否かの判断に当たっては、「消費者が
食品を消費する通常の条件や、生産、加工及び流通段階での食品を取扱う通常の条件Jの
ほか、「表示に係る情報や、特定の食品又は食品カテゴリから健康に有害な特定の効果を避
けることに関して一般的に消費者が利用可能なその他の情報Jを含め、「消費者に提供され
る情報jが考慮されるものとする(第 14条第 3項)といい、考慮、事項の大枠を定めている。
さらに、その詳細に言及し、「健康に有害jか否かの判断に当たっては、「食品を消費する
人の健康に関して即時、短期的、長期的効果をもたらす可能性のみならず、次世代の人の
鍵康に関する当該可能性jや「累積的な中毒の可能性Jム、「特定の消費者カテゴリにかかる
特殊な健康上の過敏性J1 
もに、「人間の消費に適さなしリか否かの判断に当たっては、「外的事項かその他事項によ
メントー欧州連合の「予防原則J-J新山陽子編『食品安全システムの実践理論Jl(2004 
年)78頁)といわれている。リスクアナリシスとの関連で、の予防原則については、本稿第
3章で触れることとしたい。
112 なお、飼料については、「人間の健康又は動物衛生に有害な影響をもっj場合や、「食品
生産動物に由来する食品が人間の消費にとって危険となるj場合に安全でないとみなされ
る言、第 15条第 2項に規定されている。
113規則のガイドラインは、アレルギーを例の一つに挙げている。 See，GUID州CEON THE 
INPLE舵NTATIONOF ARTICLE 11，12，14，17，18，19 AND 20 OF REGULATION(EC)No178/2002 ON 
GENERAL FOOD LAW， CONCLUSION OF THE STANDING CO油HTTEEON THE FOOD CHAIN AND ANlMAL 
HEALTH(2010) ， P9. 
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るものか、あるいは腐敗、劣化、腐朽を通してかを関わず、食品が汚染を理由として、意
図される合理的な使用に従った人間の消費に対し受け入れられなし1かどうかj を考慮する
ものとする(第 14条第 5項)としづ。このように、食品が安全であるか否かの判断基準及
びこれら基準の考慮事項を規定においているのは、我が国の食品安全法制と比較すると特
徴的である 1140
第二に、事業者の責任についてである。第 17条第 1項において、「食品事業者及び飼料
事業者は、その管理下にある事業の範囲内で、生産、加工及び流通すべての段階で、活動
に係る食品法の食品安全要件又は飼料安全要件を確保するものとする。また、当該要件が
満たされていることを検証するものとする。j として、食品法上の安全要件への適合とその
検証を事業者の責任として明確にしている 115D 同時に、第 17条第 2項において、加盟国に
よるモニタリンク、等について言及する中で、食品法及び飼料法違反に適用する措置及び罰
則に関する規則を置くものとする旨規定しており、違反に対し強制約な措置を採ることを
加盟国に求める内容となっている。
第三に、 トレーサピリティ及び、回収についてである。第 18条第 l項において、 トレーサ
ビリティの確立をうたい、具体的には、「食品事業者及び飼料事業者は、食品、飼料、食品
生産動物や、食品又は錦料に混合されることが意図又は予期されるあらゆる物質を供給し
114食品衛生法において、例えば第 6条においては、販売等が禁止される食品及び添加物の
状態・性質を挙げつつ、「人の健康を損なうおそれ」がないものを一部例外として取扱っ
ている。参考となる判決としては、従来は認められていた合成甘味料チクロの製造等を禁
止した国の措置に対し、チクロを使用した缶詰等の製造業者が国家賠償法第 1条に基づく
損害賠償等を求めた事件の第一審判決(東京地裁昭和 52年 6月 27日判決)があり、(販
売等が可能となる)厚生大臣の指定をうけるためには、 f人の健康を害するおそれのない
こと、すなわち無害(安全)であること、有害性のおそれもないことが積極的に実証また
は確認されることが必要J(判例時報854号 39頁)であると言及している。
なお、食品安全基本法においては、「安全性」という文言が随所にみられるが、 f安全」
の定義は特に見当たらず、 f食品安全基本法では、何をもって食品の安全とみなすのか、
責任とは何かに言及されていないので、関係者の行動規範としても、関係法を整備する際
の確たる規範ともなり得ず、理念としても不十分だといわざるをえない。J(新山陽子・工
藤春代「リスクアナリシスと食品安全行政一日本と欧・米・豪一一j新山陽子編『食品安全
システムの実践理論~ (2004年)245頁)と指摘する論者がし、る。
115 なお、規則のガイドラインでは、法的責任の割当を調整する共同体の体制を導入する効
果を持つ条項ではない、とされている。 See，GU印刷CEON THE INPLEMENTATION OF ARTICLE 
11， 12， 14， 17， 18， 19必JD20 OF REGULATION (EC) No 178/2002 ON GENERAL FOOD LAW， CONCLUSION 
OF THE STANDING CO拙{ITTEEON THE FOOD CHAIN AND ANI1仏Lr置ALTH(2010)， P14. 
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た者を識別することができるようにするものとする oJ (第 18条第 2項)等と規定している
1160 また、第四条において、食品安全要件に従っていない食品の回収及び管轄当局への情
報提供等について規定lliしており、例えば、「食品事業者は、輸入、生産、加工、製造した、
又は流通にのせた食品が食品安全要件に従っていないと判断し又はそのように考える根拠
を持つならば、初期段階の食品事業者の直接的管理を離れた場にある市場から問題の食品
を撤去し、管轄当局にそれについて知らせる手続を直ちに開始するものとする。製品が消
費者に到達した可能性があるならば、食品事業者は、消費者に対して製品撤去の理由を効
果的かっ正確に知らせるものとし、その他の手段が高水準な健康保護の遂行にとって十分
でない場合は、必要であれば、既に供給した製品を消費者から回収するものとする oJ (第
19条第 1項)としている。このように、 トレーサピリティの確立を前提に、撤去及び回収
の仕組みを用意しており、それらを食品事業者の実任としているものである 1180
116規則のガイドラインによると、当該トレーサビリティ条項はEU域外では適用されないと
し¥う。 See，Ibid， P18. 
117規則のガイドラインによると、この条項の狙いは、管轄当局が安全でない食品を明確に
気づくことのみならず、速やかに通知を受けること、又は潜在的(あるいは出現)リスク
を明らかにすることを可能にする点にある、という。 See，Ibid， P27. なお、飼料につい
ては、第 20条に第 19条類似の規定が置かれている。
118 ちなみに、我が国の食品のトレーサピリティシステムは、大別すると、①食品(牛肉、
米・米加工品以外)のトレーサピリティ、②牛肉のトレーサビリティ、③米・米加工品の
トレーサビリティの 3つある。
①は、法令に基づくものではなく、各事業者は導入を義務付けられていはいなし10 業界
関係者が中心となって、導入を支援する目的でガイドライン(1食品トレーサビリティシ
ステム導入の手引きJ(平成 15年 3月策定(初版)、平成 19年 3月改訂(第2版)、平成
20年 3月第 2版第2制 ほか)を策定しており、農林水産省ホームページで、公表している
(http://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/trace/pdf/tebiki_rev.pdf参照)。
②は、「牛の個体識5J1Jのための情報の管理及び伝達に関する特別措置法Jに基づき、自
体識別番号等の農林水産大臣への届出、帳簿の備え付け等を義務付けるものである口農林
水産省作成のガ、イドライン(i牛肉トレーサビリティ制度実施の手引き(生産・と畜段階)J 
平成 15年 9月)や社団法人中央畜産会等の関係団体が作成した手引書(i国産牛肉トレ
ーサピリティ導入手引書(総論編)J平成 15年 12月 ほか)が農林水産省ホームページ
で公開されている (http://羽，~.maff.go. jp/j/syouan/tikusui/trace/index.html参照)。
③は「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律Jに基づき、
取引記録の作成及び報告、産地情報の伝達を義務付けるものである口
上記法令上、 「トレーサピリテイ j としづ言葉は用いられておらず、手引き類、例えば
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③ 早期警戒システム等
最後に、早期警戒システム及び緊急事態に関する主な条項を確認することとしたい。
早期警戒システムについては、主に第 50条に規定されている。同条第 1項においては、
「食品又は飼料に由来する人間の健康に対する直接又は潤接のリスクに関して通知するた
めの早期警戒システムは、本規則によってネットワークとして確立され、加盟国、欽州委
員会及び欧州食品安全庁を包含するものとする。加盟国、欧州委員会及び欧州食品安全庁
は、接触部局 (acontact point) をそれぞれ示し、それがネットワークのメンバーとなる
ものとする。欧州委員会は、このネットワークの管理に責任を持つものとする。j とし、早
期警戒システムのネットワークに関する基本的な枠組みを規定する また、同条第 2項で
は、「当該ネットワークのメンバーが食品又は飼料に由来する人間の健康に対する直接又は
潤接の深刻なリスクの存在に関する情報を持つ場合、この'情報は、早期警告システムの下、
欧州委員会へ直ちに通知されるものとする。欧州委員会は、当該ネットワークのメンバー
に対してこの情報を直ちに伝えるものとする。欧州食品安全庁は、科学的又は技術的情報
をこの通知に補足できるものとし、このことが加盟国による迅速で適切なリスクマネジメ
ント活動を促進するだろう。Jといい、早期警戒システムにおける欧州委員会と欧州食品安
全庁の役割に触れている ii9D さらに、同条第 3項で加盟国が欧州委員会へ直ちに通知する事
「食品トレーサビリティシステム導入の手引きjにおいて、「食品のトレーサビリティ(追
跡可能性)Jを「生産、加工および流通の特定の一つまたは複数の段階を通じて、食品の
移動を把握できることJ (同手引き 10頁)と定義付けられていることが確認できる。
このように、我が国のトレーサピリティシステムは、統一的な法令上のノレールがあるわ
けでなく、強制力の異なるノレールが個別に存在し、「手引きJといった実務ノレーノレは業界
が中心となって作成し、管轄官庁ホームページで公開されている点が特徴的である。
なお、食品トレーサピリティに関する日本のガイドラインは主にフランスのガイドライ
ンを参考にしており、また、 ISOの農業食品部会で日本とフランスのガイドラインの英訳
が公式資料として登録されたという(新山陽子『解説食品トレーサピリティーガイドラ
インの考え方/コード体系、ユキピタス、国際動向/導入事例-~ (2005年)註 -rn頁参
照)0
119 なお、この早期警戒システムは、 RASFF(Rapid Alert System for Food and Feed) と呼
ばれており、水銀に汚染されたイスラエル産オレンジがオランダや西ドイツで発見された
ことを契機として、もとは 1979年に始まったシステムである。 See，European Commission 
(Directorate-General for Heal th & Consumers) ， The Rapid Alert System for Food and 
Feed of the European Union (2009)， P11. 現在では、ネットワ)クメンバ一向けのウェ
ブサイトを通じて運用されている。 See，European Commission (Directorate-General for 
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項にふれ、 i(a) 人間の健康を保護するために食品又は館料を市場に置くことを制限したり、
市場からの撤去又は回収を強制したり、早急な行動を要求する目的で適用する措置j、i(b) 
早急な行動を要求する人間の健康に対する深刻なリスクを考慮し、自発的であれ強制的で
あれ、食品又は飼料の市場での配置や最終的な使用について禁止し、制限し、あるいは特
別な条件を課すことを自的とする勧告又は専門事業者の伺意j、i(c) 人間の健康に対する
直接又は間接のリスクに係る、欧州連合域内の境界所 (aborder post) での管轄当局によ
る食品又は飼料のまとまり、コンテナ又は貨物の拒否j を挙げている。
緊急事態については、主に第 53条に規定されている 120。同条第 1項において、「共同体で
産出又は EU域外から輸入された食品又は飼料が人間の健康、動物衛生又は環境に対して深
刻なリスクとなり、そのようなリスクが関連加盟国のとる措置によって十分に封じ込めら
れることが不可能であることが明らかである場合、欧州委員会は、第 58条第 2項規定の手
続121に従い、自身のイニシアティブ又は加盟国の要望に基づき活動しながら、状況の重要性
に応じて、次の措置を一つ又はそれ以上、直ちに採用するものとする。j とし、 2つの場合
Heal th & Consumers) ，The Rapid Alert System for Food and Feed (RASFF) Annual Report 
2009. P45. 
ちなみに、日本と欧州委員会は、第 17四日.EU定期首脳会議共同プレス声明の別添文
書「消費者の安全及び保護に関する日・郎協力J(2008年 4月 23日)
(http://www.mofa.go.jp/region/europe/eu/summit/annex0804.html) に基づき、 RASFF
による日本への情報提供迅速化のための協力を開始することで一致し、 2009年 7月初日
に協力意図表明文書 (Statementsof intent) に署名した(外務省経済局審議官と駐日欧
州委員会代表部臨時代理大使による)。これにより、日本政府は、日本に関係する情報を
欧州委員会の専用ウェブサイト(非公開)から直接受け取ることができるようになるとい
う。外務省ホームページ
(http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/21/7/1194368_1102.html)、駐日欧州連
合代表部ホームページ
(http://~~. deljpn. ec.europa. eu/modules/media/news/2009/090730.html)参照。
問なお、 2011年 3月 11Sに発生した福島原子力発電所における事故に伴い、日本からの
食品の輸入に関し予防的措置として規制を行ったのは、 Regulation(EC) No 178/2002第
53条に基づくものである。 See，CO刷 ISSIONIMPLE~ffiNTING REGULATION (EU) No 297/2011 
of 25 March 2011， imposing special conditions governing the import of feed and food 
originating in or consigned from ]apan following the accident at Fukushima nuclear 
power station. 
出欧州委員会に与えられた実行権限の行使手続を規定する理事会決定 (Decision
1999/468/EC)第 5条の手続を指す。
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に分けて採用すべき措置に言及する。 (a)共同体起源の食品又は飼料の場合は、 I( i )問題
の食品の市場への配置又は使用を停止することJI (註)問題の飼料の市場への配置又は使用
を停止することJI(iii)問題の食品又は飼料のための特別な条件を規定することJI (iv)そ
の他適切な暫定措置を実施することjを、 (b)EU域外から輪入された食品又は飼料の場合は、
I ( i)関連域外国の全域又は一部地域、適切な場面では経由域外国由来の、問題の食品又
は飼料の輸入を停止することJI (註)関連域外国の全域又は一部地域由来の、問題の食品又
は飼料のための特別な条件を規定することJI(iii)その他適切な暫定措置を実施することJ
を挙げている。一方で、同条第 2項では「緊急事態の際、欧州委員会は、関連加盟国の意
見を聞きその他の加盟国に通知した後、第 1項において言及される措置を暫定的に採用す
ることができる oJといい、欧州委員会自身が措置を採ることができることとなっている。
( 3 )組織法上の特徴に関するまとめ
組織法上の特徴に関しては、次の点が指摘できる。 EUレベルでは、 Regulation(EC) No 
178/2002において、リスクアナリシス上の欧州食品安全庁の役割、執行理事会理事や科学
委員会委員等の透明性ある選考方法、それらの者の独立性(利害宣言の実施を含む)につ
いて明確に規定されており、独立したリスクアセスメントを確保するシステムを用意して
いる。それと同時に、執行理事会理事について消費者団体等の関係者枠を設けており、利
害調整機能を付与している。利害宣言をめぐる事例分析については本節において検討を行
ったところであるが、業界との利害があることを禁じているのではなく、それを公表し、
必要な説明を行うことを求めているものである。また、これらは、欧州委員会でリスクマ
ネジメント機能を担う第24総局 (DG-SANCO)が産業振興を担う総局とは分離されているこ
とを念頭に置く必要があり、それも一体となって機能している点を見逃してはならないだ
ろう。
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第3章 EU及び英国における食品安全行政組織の相互関係
本章では、 EUレベル及び、英国レベルにおける食品安全行政組織がどのような関連を持っ
ているのかについて リスクアナリシスに基づく機能分担を軸に説明することとしたいD
その際、思際レベルにおけるリスクアナリスクの枠組みは、 EUレベル及び英国レベルにお
けるリスクアナリシスの考察の参考となるため、あわせて確認しておくこととする。また、
リスクアナリシスの機能の実際については、 BSE問題に係る欧州委員会決定や欧州司法裁判
所の判断等を素材として事例分析を行う。
第 1節 食品安全分野におけるリスクアナリシス
リスクアナリシスは、「保険や投資、金融の分野で大きい進歩が見られた後、環境や化学
物質、食品の安全性の分野にもとりいれられたJ1ものであり、食品安全分野におけるリス
クアナリシスは、初めてその概念が適用された 1980年代当時はリスクアセスメントが主た
る概念であった2が、その後、リスクアセスメント、リスクマネジメント、リスクコミュニ
ケーションを要素として展拐されてゆくこととなるD
本節においては、食品安全分野におけるリスクアナリシスに関して、まず、国際レベル
で言及する主な文書を紹介し、続いて EUレベル及び英国レベルにおけるリスクアナリシス
を確認することとしたい。
( 1 )国際レベル
食品安全分野におけるリスクアナリシスに関し、国際レベノレで、言及する主な文書として、
Codex委員会 (Codex: Codex Alimentarius Commission) 3が策定した「手続マニュアル」
(Procedural Manual) 4があり、その中の中核的な文書として、「食品安全関係、のリスクア
ナリシス用語の定義jや iCodex委員会の枠組みにおいて適用されるリスクアナリシスのた
めの作業原則Jが第四部に収録されている50
I 山田友紀子「リスクアナリシスの枠組みj 新山陽子編『食品安全システムの実践理論~(2004
年)26頁。
2 山田友紀子「シリーズ食品安全行政一農林水産省の役割-⑤リスクアナリシス(その 1)J 
月刊食料と安全 10巻 3号 (2005年)16真。
3 Codex委員会の概要については、本稿序章第2節参照。
4 2011年 12月現在、第20版が最新版である。
5前者は 1997年に採択、 1999年、 2003年、 2004年に改正されており、後者は2003年に採
択されたものである。 See，Codex Alimentarius Commission， PROCEDUAL MANUAL Twentieth 
edition (2011)， P104. なお、第四部においては、このほかにも、個別分野ごとのリスク
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前者においては、リスクアナリシス及びその要素について、次のとおり定義する60
0リスクアナリシス
リスクアセスメント、リスクマネジメント、リスクコミュニケーションの 3要素か
ら成るプロセス。
0リスクアセスメント
( i )ハザード同定、(並)ハザード特性評価、(ii)曝露評価、(iv)リスク特性評価の
ステップから成る科学に基づいたプロセス70
0リスクマネジメント
リスクアセスメントとは別の、政策の選択肢を熟考するプロセスであり、全ての利
害関係者にコンサルテーションを行う際、リスクアセスメントのほか、消費者の健康
保護及び公正な貿易の実施の促進に関連するその他の要素を検討し、必要ならば、適
切な予防及び管理の選択肢を選ぶこと。
0リスクコミュニケーション
リスク、リスク関係因子、認知されたリスクに関し、リスクアセスメント者やリス
クマネジメント者、消費者、業界、学界、その他利害関係者の間で、リスクアセスメ
ントの結果や決定したリスクマネジメントの根拠に関する説明を含め、リスクアナリ
シスの過程全体で情報及び意見を相互に交換すること。
後者においては、範回、リスクアナリシス一一般的解釈、リスクアセスメントポリシ一、
リスクアセスメント、リスクマネジメント、リスクコミュニケーションの 6項目が立てら
れているが、それぞれの項目について、ポイントとなる点を中心に説明することとしたい。
アナリシス原則が収録されている。
6 Ibid. Pl12. 
?なお、ハザードは「健康へ悪影響を及ぼす可能性のある食品中の生物学的、化学的及び物
理学的な物質・要因 (agent)、又は状態 (condition)ムリスクは「食品中にハザードが
存在する結果、健康へ悪影響を及ぼす確率及びその影響の深刻度に関する関数
(function)J と定義されている。 See，Ibid， Pl12. ハザードは「生産、製造中に使用さ
れるもの、生産、製造、貯蔵流通中に機械、器呉、接触物体や環境から汚染する物質など
を指し、微生物、化学物質、放射能などがその例であるJ一方、リスクは「数学的な概念
で、あって、ハザードのように自に見えたり、直接機械を使用して測定することが可能であ
ったりするものではなしリと解説する論者がいる口山田友紀子「リスクアナリシスの枠組
み」新山陽子編『食品安全システムの実践理論~ (2004年)27-28頁参照D
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0範[lfI
第四部 3おいて、リスクアナリシスにおける役割分担に関して言及があり、 rCodex
委員会の枠組みとその手続の範囲内で、リスクマネジメントに関する助言を与える責
任は当該委員会及びその下部組織にある一方、リスクアセスメントに関する責任は主
に FAO/WHO合同専門家組織・会議(リスクアセスメント者)にあるJ8という o Codex 
委員会はリスクマネジメントを、 FAO/陀 O合同食品添加物専門家会議 (JECFA: Joint 
Expert Committee on Food Additives)や FAO/叩0合同残留農薬専門家会議(JMPR:
Joint FAO/WHO Meeting on Pesticide Residue) といった専門家会議がリスクアセス
メントを担うこととし、それぞれの機能を組織的に分離することを明言するものであ
る。
0リスクアナリシス一一般的解釈
第四部 9において、機能分離に関する言及があり、リスクアセスメントの科学的一
貫性の確保や、リスクアセスメント者とリスクマネジメント者の遂行されるべき機能
の混乱の回避、あらゆる利害衝突の減少のため、リスクアセスメントとリスクマネジ
メントは機能的に分離すべきであるD しかしながら、リスクアナリシスは反復のプロ
セスであり、リスクマネジメント者とリスクアセスメント者向の相互作用は、実際の
適用に不可欠であると認める。J9と述べる。組織的分離までは言及はないものの、利害
衝突を念頭に置いた上での機能分離を明確にうたっており、同時に、「反復のフ。ロセスj
と表現されたりスクコミュニケーションが不可欠であると述べるものである。
また、第四部 11において、予防措置 (precaution) について言及があり、「予防措
置は、リスクアナリシス固有の要素である。不確実性 (uncertainty)の多くの要因は、
人間の健康へのハザードに関連した食品のリスクアセスメントとリスクマネジメント
のプロセスに存在する。利用可能な科学的情報の中の不確実性や変動性の程度は、リ
スクアナリシスにおいてはっきりと考慮、されるべきである。J10などと述べ、不確実性
の程度によって予防措置をとる可能性を示唆している。
0リスクアセスメントポリシー
第四部 14において、「リスクアセスメントポリシーは、リスクアセスメントの前に、
リスクアセスメント者やその他すべての利害関係者と協議して、リスクマネジメント
者により策定されるべきである。この手続は、リスクアセスメントが体系的で、完全
であり、偏見がなく、透明性を持つものであることを確実にする狙いがある。J1とい
8 Codex Alimentarius Commission， PROCEDUAL M必ilALTwentieth edition (2011)， P105. 
9 Ibid， P106. 
10 Ibid， P106. 
11 Ibid， P106-107. 
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い、リスクアセスメントポリシーの策定に言及している。
Oリスクアセスメント
第四部 18において、リスクアセスメントに責任を負う専門家の資質に関して言及が
あり、リスクアセスメントに責任を負う専門家は、専門知識、経験、関係する利害に
関する独立性に基づき、透明性のある方法で選出されるべきである。専門家を選出す
るために用いられる手続は、あらゆる潜在的な利害衝突に関する公の宣言を含め、文
書化されるべきである。この宣言は、倍人の専門知識、経験及び独立性を明らかにし、
詳述すべきでもある。専門家組織・会議は、発展途上国の専門家を含め、世界各地か
ら専門家の効果的な参加を確保すべきである。 J 12と述べる。専門家の選出にあたり、
文書による利害関係の宣言を要求するものであり、独立性がキーワードとなっている。
Oリスクマネジメント
第四部 27において、消費者の健康保護に関する記述があり、 ICodex委員会の 2つの
目的は、消費者の健康保護と食品貿易の公平な実施の確保であることは認めるが、リ
スクマネジメントに基づく Codex委員会の決定や勧告は、消費者の健康保護を第一の
目的として行うべきである oJ 13と述べている D 経済取引よりも健康保護を優先するこ
とをあえて明言している点は興味深い。
。リスクコミュニケーション
第四部 40では、「利害関係者とのリスクコミュニケーションは、不確実性を含め、
リスクアセスメントポリシーやリスクの評価に関して明確な説明を伴うべきである。
不確実性をどのように取扱うかを含め、特定基準あるいは関連文書の必要性、決定に
伴う手続もまた、明確に説明されるべきである。リスクコミュニケーションは、あら
ゆる制約、不確実性、仮定、リスクアナリシスの影響、リスクコミュニケーションの
道筋で表明された少数意見の存在を示すべきである。J 14とし、リスクコミュニケーシ
ョンにおける留意事項を説明している。
このほか、世界貿易機関 (WTO: Wor ld Trade Organization)の「衛生及び植物検疫措置
の適用に関する協定J(SPS協定 Agreementon the Application of Sanitary and 
Phytosanitary Measures) においてリスクアセスメントに関する規定があるため、この協
定についても言及しておきたい。 SPS協定は、第 5条第 l項において「加盟国は、関係国際
機関により展開されたリスクアセスメント技法を考慮、し、人間、動物、植物の生命又は健
康に対する状況にふさわしいリスクの評価に基づいて、衛生及び植物検疫措置をとること
12 Ibid. P107. 
13 Ibid， P108. 
14 Ibid， P111. 
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を保証するものとする。j と規定する。食品安全に係る関係国際機関はCodex委員会を指す
とされている 15ことから、 Codex委員会の「手続マニュアノレj が重要な役割を果たすことと
なる。また、第 5条第 7項において「科学的証拠が不十分な場合、加盟国は、他の加盟国
により適用される衛生又は植物検疫措置や、関係国際機関から得られる情報を含む、利用
可能な関連情報に基づいて、衛生又は植物検疫措置を暫定的 (provisionally)に適用でき
るものとする。そのような状況において、加盟国は、より客観的なリスクの評価に必要な
追加情報を取得するよう努めるとともに、合理的な期間内に衛生又は植物検疫措霞につい
て、しかるべく見直すものとする。j といい、科学的証拠が不十分な場合の暫定措置の採用
を示している 160
15 山田友紀子「リスクアナリシスの枠組み」新山陽子編『食品安全システムの実践理論J
(2004年)27頁。なお、本稿序章第2節ですでに言及したように、 SPS協定第3条第 1項
において、国際的な基準、ガイドライン又は勧告がある場合はそれらを基礎とする旨言及
し、また、附員IJA 3. (a) において、国際的な基準、ガイドライン及び勧告とは、食品安
全についてはCodex委員会により策定された基準、ガイドライン及び勧告である旨定義し
ている。
16 WTOホームページで公表されている“Food，animal and plant products: how safe is 
safe? "によると、「加盟国は、科学的不確実性に対処するための“安全第一"アプロー
チの一種である“予防原則"(precautionary principle)をある程度適用できる。 SPS協
定の第5条第7項は一時的な“予防的"(precautionary)措置を認めている。j
(http://\~.wto.org/english/thewto_e/whatis_e/tif_e/agrm4_e.htm) という。また、
同じく WTOホームページで公表されている“Understandingthe WTO Agreement on Sani tary 
and Phytosanitary Measures" (May 1998)によると、 Questionand Answersにおける、
「食品安全や動物及び横物衛生要件を設定する際、政府は十分な予防的措置
(precaut ions)をとることは可能か。安全に関する最終決定のための科学的証拠が十分
ではない可能性がある場合や、緊急事態の状況ではどうか。安全でない生産物は禁止され
うるか。j としづ問に対する回答の中で、 iSPS協定は、政府が生産物やプロセスの安全に
関し最終決定を許可するため十分な科学的証拠が存在しないと考える場合、予防的措置を
とる (precautionarytaking of measures)ことを明確に認めている。また、緊急事態の
状況においては、直ちに措置をとることを認めているoJ
(http://WW¥v.wto.org/english/tratop_e/sps_e/spsund_e.htm) としている。 SPS協定に
おいて precautionaryprincipleやprecaution (s)といった用語は用いられていないが、
上記のホームページにおける解説から、 WTOはSPS協定第5条第7項を“予防原則"規定
であると位置付けていることがうかがわれる。但し、本稿第2章第7節の脚注 111でふれ
たように、食品安全分野においては予防原則の国際的な合意はない(工藤春代「科学的不
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( 2)即レベル
EUレベノレでのリスクアナリシスは、本稿第 2章で言及したように、 Regulation(EC) No 
178/2002において規定されている。用語の定義、機能分担、実施原則に関する主要な記述
について確認することとしたい。
リスクアセスメントに関する用語は、第 3条第 10項から第 13項において定義されてい
る。リスクアナリシスは「リスクアセスメント、リスクマネジメント、リスクコミュニケ
ーションといった 3つの相関した要素から成るプロセスを意味するJ(第 3条第 10項)、リ
スクアセスメントは「ハザード同定、ハザード特性評価、曝露評価、リスク特性評価とい
った 4つのステップから成る科学ベースのプロセスを意味するJ(第 3条第 11項)、リスク
マネジメントはリスクアセスメントとは別の、利害関係者との協議において政策の選択
肢を熟考するプロセスであり、リスクアセスメントやその他の正当な要素を検討し、必要
ならば、適切な予紡及び管理の選択肢を選ぶことを意味するJ(第 3条第 12項)、リスクコ
ミュニケーションは「ハザード、リスク、リスク関係国子、認知されたリスクに関し、リ
スクアセスメント者やりスクマネジメント者、消費者、館料及び食品業界、学界、その他
利害関係者の間で、リスクアセスメントの結果や決定したリスクマネジメントの根拠に関
する説明を含め、リスクアナリシスの過程全体で情報及び意見を相互に交換することを意
味するJ(第 3条第 13項)と定義づけられており、先にみた Codex委員会による定義と類
{以したものとなっているD
リスクアセスメントの機能分担については、例えば Regulation(EC) No 178/2002の冒
頭(34)において「欧州食品安全庁は、リスクアセスメントにおいて独立した科学的な照会
窓口 (anindependent scientific point of reference)の役割を担うべきであるJとし
て、欧州食品安全庁がリスクアセスメントを担うことに言及している。また、問(53)にお
いては「欧州委員会は、リスクマネジメントの措置を伝達することについて完全に責任を
持ち続けるj として、欧州委員会が引き続きリスクマネジメントの担い手としてコミュニ
ケーションを行うことについて言及している。さらに、本稿第 2章第 3節で既に説明した
とおり、第 28条第8項において、欧州委員会総局の代表者は、科学委員会、科学パネノレ及
びそれらのワーキンググループ。の会合に出席する資格を持つが、説明や報告の目的で支援
確実性が存在する場合のリスクマネジメント-欧州連合の「予防原則j一」新山陽子編『食
品安全システムの実践理論~ (2004年)78頁)といわれていることに加え、本稿において
詳細は述べないが、 WTOにおいてアメリカと ECの関で争われた、いわゆる「ホルモン牛肉
紛争Jでみられるように、 rWTO加盟国間でも意見が分かれているために、その解釈は唆味
となっている。J(岩田伸人「予防原則の概念と国際的議論j梶井功編修代表・新山陽子編
集担当『食品安全基本法への視座と論点』日本農業年報49(2003年) 102頁))を、ここ
で想起しておく必要がある。
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できても、議論に影響を与えようとしてはならないと規定されており、欧州食品安全庁の
中でもリスクアセスメントを担う中核組織である科学委員会等17に対して、リスクマネジメ
ントを担う立場にある欧州委員会総局代表者がリスクアセスメントに干渉することを禁じ
たものととらえられる。
リスクアナリシスの実施原則については第 6条に規定されている。第 1項では「人間の
生命と健康の高水準な保護という一般的な目的を達成するため、状況又は手段の性格にと
って適切ではない場合を除き、食品法はリスクアナリシスを基礎とする。Jとし、リスクア
ナリシスによる食品法の実施を原則とすることを定めている。第 2項ではリスクアセス
メントは、利用可能な科学的証拠を基礎とし、独立、客観的で透明性のある方法で実施さ
れるものとする。j といい、リスクアセスメントの実施方法について規定する。第 3項では
「リスクマネジメントは、リスクアセスメント結果、また特に、第22条で言及される欧州
食品安全庁の意見、考慮中の事項にとって正当なその他要因、そして第 5条に規定の食品
法の一般的な目的を達成するため第 7条第 1項にある条件が関連する場合は予防原員IJ
(precautionary principle) を考慮、に入れるものとする。」として、リスクマネジメント
の実施方法についてふれている。
予防原則について規定する第 7条の条文については、本稿第 2章第 7節において既にみ
たとおりであるため繰り返さないが、ここではさしあたり、この予防原則がリスクマネジ
メントの手法として位置付けられている 18ことを確認しておきたい。
( 3 )英国レベル
英国レベルでは、 EUレベルとは異なり、アスクアナリシス上の機能分担が法令によって
17 Regulation (EC) No 178/2002の官頭(45)において、「欧州食品安全庁は、権限領域で科
学的意見を発出する際、欧州委員会に付属する科学委員会の役割を引き継ぐものとする。
科学委員会が、食品サプライチェーンとの関わりで一層強力な科学的一貫性を保持するこ
とや、一層効果的に作用することが必要で、あると認識することが必要である。科学委員会
及び常設の科学ノぐネルは、それゆえ、意見を提供するために欧州、|食品安全庁内に設置され
るものとする。j としている。
18食品安全に限らず予紡原則一般について欧州委員会が考える位置付けについて、「欧州委
員会は、予防原則が環境保護や、人間の健康及び動植物の衛生の分野で、特に考慮されるべ
き一般原則の一つで、あると考えている。J(Commission of the European Communities， 
Communication from the Commission on the precautionary principle(COM(2000) 1， 
02.02.2000)， P10.)、「欧州委員会は、予防原則を適用する方法はリスクアナリシス、特
にリスクマネジメントの一般的枠組みに属すると考えている。J(Ibid， P13.) と言及する
文書があるD
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明示的に定められているわけではない19が、 1999年食品基準法で規定されている食品基準庁
の機能や、現実の実質的機能面から考察することが可能である。
食品基準庁が、英田に適用される法令を所管していること、法令に基づく命令等の措置
権限があること、執行を行う地方当局に対してコントロール機能を持っていること等に鑑
みれば、リスクマネジメントを担っているといえるD また、食品基準庁が、その諮問を受
けて助言を行う科学的諮問委員会を擁していること等に鑑みれば、リスクアセスメントを
t 旦っていることにもなる20。
このように、基本的には、食品基準庁はリスクマネジメントとリスクアセスメントの両
方の機能を保持しているのであるが、これらの機能を食品基準庁のみが保持しているので
はない。例を挙げるなら、本稿第 1章第 7節でふれたように、食品基準庁が担当していた
栄養政策に関する権限のうちイングランドにおけるものについては、保健省へ 2010年に権
限移管されていることから、保健省がリスクマネジメントを部分的に担っているといえる口
また、かつての海綿状脳症諮問委員会 (SEAC Spongiform Encephalopathy Advisory 
19食品基準庁が「食品リスクマネジメントj の枠組みを示した文書があり、その段階とし
て、，( i )リスク同定J，(註)リスクの評価J'(iii)とるべき行動の決定J'(iv)決定事項の
実行J，( v )決定の影響のモニタリング及び検討」をあげている (See，Food Standards 
Agency， A FRAMEWO悶(FOR MEASURING FOOD RISK MANAGEMENT AGAINST PHILLIPS' LESSONS 
(PAPER NOTE 02/02/05 FOR INFO~仏TION， 14 FEBRUARY 2002) ， P2)。これについて、「コ
ーデックス委員会のリスクマネジメントの四つの手順の最初の preliminaryrisk 
management activityをiと証〔筆者注 iは「リスクの特定J、註は「リスクの評価J
に分けたものと考えられる。J(新山陽子「食品法と食品安全行政一農場から食卓まで/リ
スクアナリシス-J梶井功編修代表・新山陽子編集担当『食品安全基本法への視座と論点』
日本農業年報49(2003年)23頁)とする論者がいる。 Codex委員会は、 preliminaryrisk 
management activitiesとして含まれる活動として、食品安全問題の同定、リスクプロフ
ァイル(食品安全問題及びその内容の説明)の確立、リスクアセスメントとリスクマネジ
メントの優先事項のためハザードのランク付け、リスクアセスメント実施のためのリスク
アセスメントポリシーの確立を挙げている (See，Codex Alimentarius Commission， 
PROCEDUAL MAはJALTwentieth edition (2011)， P108)o考察にあたっては、これらが食品
基準庁が示す段階とどれが対応するのか、，(註)リスクの評価j の段階に適用されるチェ
ック項目として、「正式なリスクアセスメントを実施しているかJ(See， Food Standards 
Agency， A FRAMEWO悶(FOR註EASURINGFOOD RISK世ANAGEMENTAGAINST PHILLIPS' LESSONS 
(PAPER NOTE 02/02/05 FOR INFOru仏TION，14 FEBRUARY 2002) ， P5)等を挙げている点
には留意が必要であるD
20食品基準庁のリスクアナリ、ンス上の類型等については、本章第 3節脚注 73参照。
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Commi ttee) は、法令に基づかない独立の諮問委員会であり、食品基準庁から当該委員会へ
の諮問はリスクアセスメントの委託を意味するため、 BSEに関するリスクアセスメントの一
部を担っていたと認められる。さらに、本稿第 1章第 10節の紳注 369でふれたように、政
府声明に基づき 2011年 3月 30日に廃止された海綿状脳症諮問委員会の機能は、保健省の
諮問委員会である危険病原体諮問委員会 (ACDP Advisory Commi ttee on Dangerous 
Pathogens) 伝染性海綿状脳症リスク評価サブグループ (TransmissibleSpongiform 
Encephalopathy Risk Assessment Subgroup) に引き継がれており、現在では保健省が BSE
に関するリスクアセスメントの一部を担っているということができる。
英国における食品安全分野におけるリスクアセスメントの機能分担は、特に近年、保健
省へ移行した領域があり、複雑化している。それゆえ、消費者の健康やその他利益の保護
を目的としたリスクマネジメントとなっているか、独立した立場でのリスクアセスメント
となっているかについて、留意が必要となるD
第2節 リスクアナリシスに関する事例分析
本節では、欽州委員会による英国産牛肉の輸出禁止からその後の解禁までを中心に、関
連当事者の採った措置と欧州司法裁判所の判断等を素材として、欧州での食品分野におけ
るリスクアナリシスについて事例分析を行うこととしたい。
( 1 )英国産牛肉の輸出禁止
1996年 3月 20日に英国海綿状脳症諮問委員会は、従来認識されていない一貫した疾病パ
ターンのクロイツフェノレトヤコブ病21の事例について、「関連を示す直接的な証拠はないが、
信頼できる選択肢がない中、最新データに基づくと、これらの事例は 1989年に導入された
特定牛臓物の禁止以前の BSEへの曝露と関連がある、と考えるのが現時点で最も適切な説
明である。j として、 BSEの人間への感染の可能性を初めて指摘するとともに、 30ヶ丹齢を
超える牛からとれる枝肉について、食肉衛生サービス局の監視下にある許可処理場で骨を
除去し、切り取ったものを特定牛臓物 (SBO: Specified Bovine Offal) として分類しなけ
ればならないことや、すべての家資について鈎料に肉骨粉を使用することを禁止すること
等を推奨したへ欧州委員会は、英国政府からこのような措置をとる旨の通知を受け、獣疫
科学委員会の意見に沿って、 1996年 3月 27日に欧州委員会決定 (CommissionDecision 
21後に、これが変異型クロイツフェルトヤコブ病と呼ばれることとなる。 See，Food 
Standards Agency， Review of BSE controls (December 2000)， P7. 
22 See， SEAC Statement - 20th March 1996 
(http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20080726153624/http://www.seac.gov.u 
k/statements/state20mar96.htm). 
166 
96/239/EC)によって英国産牛肉等の輸出を禁止した230 これに対して、英国政府は、欧州
委員会を相手どり CommissionDecision 96/239/ECの取消を求めて 1996年 5月 24日に欧
州司法裁判所に申し立てた。この事件 CaseC-180/96に関し、裁判所命令、法務官意見、
そして判決の概要について確認することとしたし 1240
① 裁判所命令
英国政府は、 CommissionDecision 96/239/ECの取消を申し立てると同時に、当該委員
会決定の一時執行停止を申し立てている。これが CaseC-180/96 Rであり、 1996年 7月
12日に裁判所命令が下された。それによると、禁輸措置の執行停止による英国の利益と
禁輸の維持によるその他利害関係者の利益を比較衡量しなければならなし仰とした上で、
英国において委員会決定に起因する経済的・社会的関難を認めつつも、当裁判所は、健
康保護と調和することが最も重要であることを容認せずにはいられない26として、
Commission Decision 96/239/ECの一時執行停止にかかる英国の申し立てを退けた270 こ
の裁判所命令において、「予防原員IJ としづ言葉はでてこないほか、その考え方について
23 Commission Decision of 27 March 1996 on emergency measures to protect against bovine 
spongiform encephalopathy (96/239/EC) .なお、前文において、獣疫科学委員会は、 iBSE
が人間へ伝染する危険性を排除できず、結果として不確実性 (uncertainty)が消費者の
間で深刻な懸念を生み出している。この現況下、緊急措置として、英国から全ての牛、牛
肉及び由来製品を他の加盟国へ輸送することを暫定的に禁止すべきである。当該禁止措置
は、貿易の偏向を防ぐため、域外諸国への輸出にも適用されるべきである。J等と結論付
けたことに言及している。 See，Ibid. 
24 このほか、 CommissionDecision 96/239/EC第 1条の有効性に関して審理された事件とし
て、英国の高等法院女王座部 (HighCourt of Justice， Queen's Bench Division)が欧州
司法裁判所に対し先決裁定の付託を行ったCaseC-157/96がある。この事件は、全国農家
連合 (theNational Farmer's Union)等の業界団体が中心となって申し立てたものである
が、 CaseC-180/96の方が CommissionDecision 96/239/ECに関する直接的な申し立てで
あるほか、両事件とも審理にあたった裁判官及び法務官が同じであるため、本稿において
はCaseC-180/96を中心に解説を行うこととし、必要に応じて CaseC-157/96にふれるこ
ととしたい。ちなみに、裁判長G.C. Rodriguez Iglesiasはスペイン人、法務官G.Tesauro 
はイタリア人である。なお、この事件は、「人の健康を脅かしうる農産物の全世界禁輸措
置の合法性が EC裁判所で審査された初めての事例である。J(中村民雄 iEU法の最前線第
l回狂牛病事件」貿易と税関47巻9号 (1999年)93頁)といわれている。
25 Order of the Court 12 July 1996 in Case C-180/96 R， 1 -3935. 
26 Ibid. 1 -3936. 
27 Ibid. 1 -3936. 
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の言及もなく、上述のとおり、利益の比較により判断したものといえるだろう。
② 法務官意見
法務官 G. Tesauroは、 1997年 9月 30日に CaseC-157/96とCaseC-180/96に関する
意見書28を出した。それによると、健康保護は、共同体の全ての政策に関連する側面を持
ち、特に、共通農業政策によって遂行される目標にも関連する不可避的な要件であり、
さらに、健康保護の保障を目標とする方法は、製品の質の点で消費者の信頼を高めるこ
とについて失敗できないし、そうして消費の増加やその結果としての貿易及び生産の増
加を導く 29などとして、英国の申立を退けるよう提案している 30。ここでも「予防原則j
に関する言及はないほか、先の裁判所命令でみられたような利益の比較によってではな
く、むしろ健康保護を共通農業政策と結びつけて説明しようとしている部分がある点が
特徴的である。
③ 判決
Case C-180/96の判決が 1998年5月5日に下され、英国政府による CommissionDecision 
96/239/ECの取消の申し立ては却下された310英国の主張は主に 9点あり 32、裁判所はいず
れも退けたが、予防措置に関する言及があるため、この概要を中心に確認しておきたい。
当該判決によると、「人間の健康に対するリスクの存在又は範囲に関して不確実性があ
る場面では、リスクの現実性や深刻さが完全に明らかになるまで、待たずに保護的措置を
とることがある。J33といい、 fこのアプローチは、 EC条約第 130r条第 1項により支えら
~ Opinion of the Advocate-General (30 September 1997). 
29 Ibid， para. 36. 
30 Ibid， para.40. 
31 なお、 CaseC-157/96の先決裁定が同じ日に下され、付託の論点にかかる検討は
Commission Decision 96/239/EC第 1条の有効性に影響を与え得る要因を何ら明らかにし
ていないと回答することとなった。
32域内取引における獣医学的チェックにかかる CouncilDirective 89/662/EECとCouncil
Directi ve 90/425/EECにより付与された権限に関して置かれた限度を欧州委員会が遵守し
ていないこと、商品の移動の自由に関する原郊の軽視、権限の濫用、異議を唱えられた決
定 (CommissionDecision 96/239/EC) について理由の言及が不十分で、あること、比例原
則違反、 EC条約第6条及び第 40条第 3項違反、 EC条約第 39条第 l項違反、異議を唱え
られた決定 (CommissionDecision 96/239/EC)第 1条第3インデントの取庇(特に法的
確実性原則の遵守が不十分なこと)、 CouncilDirective 89/662/EECとCouncilDirective 
90/425/EECの違法性の 9点である。
33 Judgment of the Court of 5 May 1998 in Case C-180/96， para.99. 
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れている。J34と説明する。また、 EC条約第 130r条第 1項による「環境に関する共同体の
政策は、とりわけ人間の健康の保護を目的として追求すべきである。 EC条約第 130r条第
2項は、当該政策が、高水準の保護を呂標とし、特に、予防措置がとられるべきであると
いう原則や環境保護要件がその他共同体の政策に関する定義や実行に集約されなければ
ならないという原則を基礎とすべきであることを規定する。J35と述べる。この見解は、
環境分野における予防原則規定を人間の健康保護とし1う言葉を介して食品安全分野にも
適用しようとする解釈といえよう 360先にみた裁判所命令や法務官意見では見られなかっ
た考え方であり、この点が特徴的である。
( 2 )英国産牛肉の輸出禁止一部解禁
英国産牛肉の輸出解禁に向けた欧州における動きは、欧州委員会による輸出禁止の決定
後間もなく始まる。 1996年6月 21臼のフイレンツェでの欧州理事会において、英国産牛肉
の輪出解禁の枠組みについて合意がなされた37ことが出発点となる380
34 Ibid， para. 100. 
35 Ibid， para. 100. 
36本判決でいう人の健康にかかる予防措置について、アムステルダム条約発効待の EC条約
第 152条第 l項が明文で追認したとする論者がいる。中村氏雄 iEU法の最前線第 1回狂
牛病事件」貿易と税関 47巻9号(1999年)92頁参照。なお、食品安全分野における予防
原則については、本稿第2章第7節でふれたように、 Regulation(EC) No 178/2002にお
いて明文化されたところであり、今後の展開を見守る必要がある。本稿では詳細に触れな
いが、予紡原則にかかる事例として、 TSEの基本規制である REGULATION(EC) No 999/2001 
OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of 22 May 2001 を CO~倒ISSIONREGULATION
(EC) No 727/2007 of 26 June 2007により改正し、 TSE規制の一部を緩和しようとしたと
ころ、フランス政府tが予防原則違反等を理由に執行停止を求めて欽州委員会を訴えた事件
Case T-257/07R (2007年9月 28日第一審裁判所裁判官命令)、 CaseT-257/07R I (2008 
年 10月 30日第一審裁判所長命令)、 CaseT-257/07 (2011年 9月9日第一審裁判所判決)
がある。 CaseT-257/07Rの第一審裁判所裁判宮命令及びCaseT-257/07R Iの第一審裁判
所長命令において緩和措置の執行停止を命じたが、 CaseT-257/07の第一審裁判所判決に
おいては、 RegulationNo 178/2002でいう Precautionaryprincipleに言及した上でフラ
ンス政府の主張を退けている。
37 DEFRA， BOVINE SPONGIFO測 ENCEPHALOPAT自YCHRONOLOGY OF EVENTS (as at 29 October 2010)， 
P14 
(http://archive. defra.gov.uk/foodfarm/farmanimal/diseases/atoz/bse/publications 
/documents/chronol. pdf). European Council， Florence European Council 21 and 22 June 
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その後、英国産牛肉の輸出禁止を規定した CommissionDecision 96/239/ECは、 1996年
6月 11自の CommissionDecision 96/362/ECにより改正され、 1998年 3月 16日の Council
Decision 98/256/ECによって廃止されるとともに、英国産牛肉の輸出禁止の枠組みは当該
決定に引き継がれることとなった39。また、 1998年 11月 25日の CommissionDecision 
98/692/ECによって、 CouncilDecision 98/256/ECが改正され、英国産牛肉の一部輸出解
禁に向けた日付ベース輪出スキーム (DBES: date-based export scheme)が準備された。
このスキームの運用の下での英国産牛肉の一部輸出解禁が、1999年 7月 23日の Commission
Decision 1999/514/ECによって 1999年 8月 1日から始まることとなった400
1996 Presidency Conclusion. なお、英国産牛肉の輸出解禁にあたっては、①英国での BSE
根絶を早めるため「危倹のあるj動物の選別殺処分プログラム、②動物の識別及び追跡の
改良されたシステム、③飼料工場や農場から肉骨粉を除去する立法、④30ヶ月齢超の牛を
殺処分するスキームの効果的実行、⑤屠体から特定危険部位の強力かっ効果的な除去とい
った 5つの前提条件が定められた。 See，BBC， UK BSE Timeline (November 28， 1998) 
(http://news. bbc. co. uk/2/hi/uk_news/218676. stm). 
38 なお、 CommissionDecision of 11 June 1996 (96/362/EC)により、牛の精子のほか、条
件を満たすゼラチンや獣脂等について輸出が解禁されることとなった。 See，Commission 
Decision of 11 June 1996 (96/362/EC)， Articlel， Annex. 
39 Council Decision of 16 March 1998 (98/256/EC)では、輸出認証群スキーム (ECHS: Export 
Certified Herds Scheme)の下での北アイルランド産牛肉の輸出解禁に関する枠組みが第
6条や附員iJI等において規定された。輸出認証群スキームは、英国が欽州委員会に提唱し
たものであり、獣疫科学委員会の意見等に基づいて修正が行われ、北アイルランド産牛肉
の一部輸出解禁に関する枠組みの中で制度化されたものであるD 北アイルランド産牛肉の
一部輸出解禁日については、 CouncilDecision 98/256/EC第6条第5項で欧州委員会が設
定することとしていたが、その日付は、1998年 5月初日の CommissionDecision 98/351/EC 
第 l条により、 1998年 6月 1日とされた。なお、 CommissionDecision 98/351/ECの発出
前に、食品獣疫局は、北アイルランド関係当局に対して検査を実施しており、若干の問題
点の指摘及び推奨事項の提示を行ったが、「輪出認証群スキームの実施段階は北アイルラ
ンド関係当局によって適切に管理されている。jため、「欧州委員会が設定している輸出解
禁日に対して異議はない。j との結論を下した。 See，Food and Veterinary Office， REPORT 
ON A CO拙HSSIONMISSION TO THE UNITED KINGDOM (NORTHERN IRELAND) TO ASSESS T狂E
IMPLEMENTATION OF THE EXPORT CERTIFIED HERDS SCHEME (20-22 APRIL 1998)， P6-7. 
40 Commission Decision 98/692/ECによって、 CouncilDecision 98/256/EC第6条や輸出
認証群スキームに関する附則が置き換えられるとともに、日付ベース輪出スキームが追加
され、これらのスキームの下での英国産牛肉の一部輸出解禁に関する枠組みが整うことと
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欧州委員会による英国産牛肉の一部輸出解禁後も、フランス政府がトレーサビリティや
表示に問題があることや自国の科学的意見の正当性などを主張して英国産牛肉の輸入を禁
止してきたことから、欧州委員会は、 EC法違反として 2000年 1月 4日にフランス政府を訴
えたD これが CaseC-1/00であり、法務官意見を経て、判決が下されているへそれらの概
要について、確認することとしたい。
① 法務官意見
法務官J.Mischoは、 2001年 9月 20日に CaseC-1/00に関する意見書42を出した。そ
れによると、「欧州委員会による決定が科学運営委員会43の意見の信頼性によって正当化
されるであろう場面で、加盟国はそれに反対するために国家科学組織によって出された
意見の後ろに逃げることはできないとする欧州委員会に全面的に同意する。J44として、
フランス食品安全庁 (AFSSA: Agence francaise de securite sanitaire des aliments) 
の意見をもって欧州委員会の科学的意見に反対し、欧州委員会の英国産牛肉の一部輪出
なった。置き換えられた第 6条第 5項において、英国産牛肉の一部輸出解禁日を欧州委員
会が設定する旨規定され、これをうけてCommissionDecision 1999/514/ECでその日を 1999
年8月 1日と定めたものである。なお、 CommissionDecision 1999/514/ECの発出前に、
食品獣疫局は、英国関係当局に対して検査を実施しており、十分な状況と判断された。 See，
Commission Decision 1999/514/EC. Food and Veterinary Office， REPORT ON A CO捌 ISSION
MISSION TO THE UNITED KINGDOM TO ASSESS T百EDATE BASED EXPORT SCHE~ffi (DBES) AND A 
FOLLOW-UP MISSION ON THE EXPORT CERTIFIED HERD CHE~ffi (ECHS) (12-16 APRIL 1999)， 
P27-30. 
41 ちなみに、裁判長はCaseC-180/96の審理を行った G.C. 京odriguezIglesiasでスペイ
ン人、法務官はJ.班ischo(ルクセンブルク人)である。
なお、欧州委員会がフランス政府を訴えたCaseC-1/00の前に、フランス政府は、英国
産牛肉の一部輪出解禁日を決定した 1999年7月23SのCommissionDecision 1999/514/EC 
に関し、この改正又は廃止を拒否したといわれている欧州委員会の決定の取消を求め、
1999年 12月 29日に欧州司法裁判所へ提訴した。これが CaseC-514/99であり、 2000年 6
月 21日の裁判所命令でフランス政府の主張は退けられた。See，ORDER OF THE COURT 21 June 
2000… Case C-514/99， 1 -4722. この事件の裁判長及び法務官はCaseC-1/00と同じ人
物である。
42 OPINION OF ADVOCATE GENERAL MISCHO delivered on 20 September 2001. 
43欧州委員会が消費者の健康及び食品安全領域における最良の科学的助言を得ることを助
けるため、 CO刷 ISIONDECISION of 10 June 1997 (97/404/EC)に基づき設立された科学運
営委員会 (SSC: Scientific Steering Commi ttee) を指すD
44 OPINION OF ADVOCATE GENERAL MISCHO delivered on 20 September 2001， 1 -10016. 
171 
解禁を否定できないことについて言及しているD つまり、リスクアセスメント結果が欧
州レベルと加盟国レベルとで相違する場合は前者が優先されることに言及しているもの
であり、欧州におけるリスクアナリシスを考察するに当たっての素材となりうる言及で
ある。また、「フランス政府が実際、日付ベース輪出スキームの下で英国産牛肉の輸出と
いう根本的な方針に異議を唱えるのであれば、Decision98/692の取消やDecision98/256 
の改正に向けた行動をおこすとか、欧州委員会に当該スキームの見直しを要求するとい
った手段によって、この問題を正面から攻撃しなければならなかった。Jとして、異議を
申し立てるにあたってのアプローチ方法に問題があるとみなしている450 結論としては、
Council Decision 98/256/ECのうち特に第 6条及び附則頂、 CommissionDecision 
1999/514/ECの下で、の義務履行を怠っていること等を裁判所が宣言することを提案して
いる。
なお、本意見書において、予防原則 (precautionaryprinciple) としづ言葉は使われ
ているものの、定義に関する言及はなく、意見書の判断にあたり積極的な役割を果たし
ているようには見受けられない。
② 判決
Case C-1/00の判決が 2001年 12月 13 日に下され、フランスが CouncilDecision 
98/256/EC及びCommissionDecision 1999/514/ECの下における義務を履行していないと
認定されたへフランスによる反論は大きく分けて 2点あり、第一は訴訟前手続の取庇、
第二は同等権限原則への違反である470 欧州司法裁判所は、第一の点について、欧州委員
会の公式通知文書や詳細な理由を付した意見に回答するのに許された期間が短かったた
め訴訟前手続に破疫があるとする主張は却下されなければならなし ¥48等とした。また、第
二の点について、委員の同僚メンバーは、事実について熟知する裁判所より先に手続を
進める決定を行うためのすべての関連情報を保有した49等として、同等権限原則への違反
があるとする主張に理由はないと判断し、フランスの反論を却下している。
当該判決も、予防原則 (precautionary princ iple)という言葉は使われているものの、
定義に関する言及はなく、判断にあたっての中心的な検討材料とはなっておらず50、フラ
ンス側の手続面に関する問題を多く取り上げた判決であった。先に言及した Case
45 Ibid， 1 -10026. 
46 Judgment of the Court 13 December 2001 in Case C-1/00， para.147. 
47 Ibid， para. 49. 
48 Ibid， para. 72. 
49 Ibid， para. 82. 
50 フランスによる予防原則の議論の持ち出し方を問題とする記述さえある o See， Ibid， 
para. 83. 
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C-180/96の判決 (1998年 5月 5日)が環境分野における予防原則規定を人間の健康保護
という言葉を介して食品安全分野にも適用しようとする解釈を示したことについて、
Case C-1/00の法務官意見と判決のいずれにおいても言及がないことは、 CaseC-1/00で
は、予防原則は論点の中心ではないと判断されたことを示唆するものであろう。
( 3 )英国産牛肉の輸出解禁
英国産牛肉の輸出禁止一部解禁後、本格的な輸出解禁に向けた動きは、歌川、i食品安全庁
による英国における BSEに関する意見、食品獣疫局の英国食品関係当局に対する検査を経
て、欧州委員会が輪出解禁に関する明確な条件を示したロードマップの発表で大詰めを迎
えることとなる510 そこで、これらの概要を紹介し、リスクアナリシスの過程を確認するこ
ととしたい。
① 欧州食品安全庁意見
欧州委員会は、欧州食品安全庁と同庁の生物学的ハザードに関する科学パネルに対し、
国際獣疫事務局52の基準によると英国が BSEについて中程度リスク (moderaterisk) 53国
とみなされる54ことの妥当性等について科学的意見を要誇し、欧州食品安全庁がそれにこ
51 See， BSE : UK beef embargo to be 1ifted (IP/06/278)， Brusse1s， 08 March 2006. 
52国際獣疫事務局 (OIE: Office internationa1 des epizooties) は、 1924年にパリで設
立された、世界規模の動物衛生の改善について責任を負う政府間組織である。ちなみに、
2003年に名称が変わった(英語:Wor1d Organization for Anima1 Hea1th、仏語:
Organization Mondia1 de 1a Sante Anima1e) が、現在でも頭文字として OIEが使われて
いる。 http://www.oie.int/about-us/、http://www.oie.int/fr/a-propos/参照。
53 当時、国際獣疫事務局による評価は、 BSEfree、BSEprovisiona11y free、minima1risk、
moderate risk、highriskの5分類あり、英国は以前、 highriskに分類されていた。 See，
OIE， REPORT OF THE MEETING OF Tf琵 OIETERRESTRIAL ANU仏LHEAL TH ST ANDARDS CO焔nSSION，
Paris， 2-13 October 2006， P328. See， BSE : Lifting restrictions on the trade of catt1e 
and beef from the UK， MEMO/06/108， Brusse1s， 8 March 2006，P1.ちなみに、国際獣疫
事務局による評価分類は 2005年に衝素化され、neg1igib1eBSE risk、contro11edBSE risk、
undermined BSE riskの3分類となったo See， OIE， REPORT OF THE MEETING OF THE OIE 
TERRESTRIAL ANlMAL HEALTH STANDARDS CO凶1ISSION，Paris， 2-13 October 2006， P328. 
54 ちなみに、欧州食品安全庁は、その前身の科学運営委員会 (SSC: Scientific Steering 
Commi ttee) のときから地理的 BSEリスク (GBR: Geographica1 BSE Risk) に関する評価
を行っているD英国は 2000年7月に、 1High1y un1ike1y、I Un1ike1y but not exc1uded、
盟 Like1ybut not confirmed or confirmed， at a 10wer 1eve1、rvConfirmed， at a high 
1eve1の4段階のうち、 rvと評価された。 See，European Food Safety Authority， 
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たえ、 2004年 5月 11日に意見を出した550 そこでは、グレートブリテンでの BSE発生率
は、 2004年に 95%以上の信頼限界で成牛 100万頭あたり 200頭を下回ったことから、国
際獣疫事務局の基準でしづ highriskの範囲を下回り、 moderateriskであることを示す
モデリング手法56を「統計的に信頼できるJ57と認めた580 このことは、リスクアセスメン
ト機関が英国産牛肉の BSEリスクの改善を表明したものであり、リスクアナリシスの枠
組みにおいて輸出解禁に向けた布石の役割を果たしたと考えられる。そして、リスクア
セスメント機関である欧州食品安全庁の追認から、リスクマネジメント機関である欧州
委員会でコントロール機能を担う食品獣疫局による検査実施へと、次のステップへ移る
こととなる。
② 食品獣疫局検査
食品獣疫局は、 20051:j三 6月 6Sから 15Sの問、英国当局に対し、 BSEの疫学監視、完
全な飼料禁止、特定危検部位に関して検査を実施し、大方の領域で良好な進捗であると
結論付けた59。特に、データベースやサンプリング、のモニタリング、 BSE疫学監視の管理
Geographical BSE Risk (GBR) assessments covering 2000-2006 List of countries and 
their GBR level of risk as assessed by the Scientific Steering Committee and the 
European Food Safety Authority (EFSA)， 01.08.2006， Annex. 
55 European Food Safety Authority， Opinion of the Scientific Panel on Biological 
Hazards of the European Food Safety Authori ty on the appl ication of the Uni ted Kingdom 
for Moderate Risk BSE status (Question Number EFSA-Q-2003-013， Adopted on 21 April 
2004)， The EFSA Journal (2004) 55， P1. なお、意見の公表日については、
http://\~vw.efsa.europa.eu/en/efsajournal/pub/55.htm 参照、。
~ European Food Safety Authority， Report of the Working Group on the application of 
the United Kingdom for Moderate BSE risk status， Annex to The EFSA Journal (2004) 
55， P12-13. 
57 European Food Safety Authority， Opinion of the Scientific Panel on Biological 
Hazards of the European Food Safety Authori ty on the application of the Uni ted Kingdom 
for Moderate Risk BSE status (Question Number EFSA-Q-2003-013， Adopted on 21 April 
2004)， The EFSA Journal (2004) 55， Pl. 
58 なお、欧州食品安全庁の生物学的ハザードに関する科学パネルは、その後英国当局から
得た追加資料について、先の欧州食品安全庁の結論を確認するものであるとの考えを 2005
年 3月 10日に示した。 See，Statement of the Scientific Panel on Biological Hazards 
(Brussels， 10 March 2005) (http://阿 w.efsa. europa. eu/en/efsajournal/doc/618.pdf). 
59 FINAL REPORT OF A MISSION CARRIED OUT IN THE設すITEDKINGDOM (GREAT BRITAIN) FRO祖
6 TO 15 ]1別E2005 CONCERNING PROTECTIVE MEASURES AGAINST BOVINE SPONGIFOぬf
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の向上は、どれだけの動物が効果的にテストされているかについて証明可能にする等と
して、積極的な評価を行っているぺこのことは、リスクアセスメント機関に続いて、リ
スクマネジメント機関でコントロール機能を担う部門からの積極的評価も得たことを意
味し、欧州委員会による動きが本格化することとなる。
③ TSEロードマップ
欧州委員会は、実際、各種の指標が、 BSE流行に関し好ましい傾向や、適切なリスク軽
減手法のおかげで、近年の状況に関し明確な改善を示している等とし、 BSE政策に関する次
のステップを示すTSEロードマップを策定し、2005年 7月 15日に公表したへその中で、
英国に対する規制について言及し、「もしあらかじめセットする条件に沿うならば、英国
からの牛や牛製品の特別な輸出規制の解除を議論することj を戦略自標に掲げ、英国で
のBSE発生率が成牛 100万頭当たり 200頭未満であることと、 2005年 6月の食品獣疫局
検査の良好な結果を条件に、輸出解禁に関する加盟国との議論を 2005年の第 4四半期に
開始できそうである、と述べた620 これは、リスクマネジメント機関として、英国産牛肉
の輸出解禁の条件を具体的に示して道筋をつけるもので、あった 第一の条件は、欧州食
品安全庁が最終的に 2005年 3月に確認63したことで既に満たされ、また、第二の条件は、
食品獣疫局が検査結果レポート (DG(SANCO)/7614/2005-~叙 Final) を 2005 年 9 月に公表
した64ことで満たされた。
④ 輸出解禁決定
フードチェーン及び動物衛生に関する常設委員会は、 2006年 3月 8日に、英国産の生
体牛や牛肉及び牛肉製品の輸出禁止を解除する欧州委員会の提案について、全会一致で
賛成意見を採択した65。この提案は、輸出解禁のための TSEロードマップの中で欧州委員
ENCEPHALOPATHY， DG(S必~CO)/7614/2005-MR Final， P18-19. 
60 Ibid. P19. 
61 European Commission， The TSE Roadmap (Brussels， 15 July 2005) COM(2005) 322 FINAL， 
P4. 
62 Ibid， P13. 
63 European Food Safety Authority Statement of the Scientific Panel on Biological 
Hazards (Brussels， 10 March 2005) 
(http://www.efsa.europa.eu/en/efsajournal/doc/618.pdf). 
64 http://ec. europa. eu/food/fvo/rep_details_en. cfm?rep_id=1339参照。ちなみに、欧州
委員会及び加盟国へは 2005年 11月に提出したとしづ。 See，BSE: Lifting restrictions 
on the trade of cattle and beef from the UK， MEMO/06/108， Brussels， 8 March 2006， P2. 
65 BSE : UK beef embargo to be lifted， IP/06/278 (Brussels， 08 March 2006)， P1. 
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会によって設定された条件を英国が満たしたことに基づき行われた66ものである。輸出解
禁によって、英国は、 1996年 8月 1日以降生まれた生体牛、 2005年 6月 15日67以降に製
造の牛肉及び牛肉製品の輸出が可能となり、他の加盟国と同じ条件の下におかれる見通
しとなった680 当時、健康・消費者保護担当委員であった MarkosKyprianouは、「欧州委
員会は、 BSEを取扱い始めた際、確実に対処し、最も厳しいそニタリング及び、コントロー
ノレ方法を採用してきた。英国産牛肉の輪出禁止を含め、予!功的手法は、消費者を完全に
保護するために必要と考えられた際に措置された。英国は、 BSE対策で大きな進歩をとげ、
科学的・獣医学的助言に沿い、牛肉輸出解徐のために設定されたすべての基準に適合し
た。我々は、今、このことを認め、当該分野の通常の貿易を再開しなければならない。J
と述ベヘ輸出解禁に強し1意欲を示した。最終的に、輸出解禁は、 CO則 ISSIONREGULATION 
(EC) No 657/2006 of 10 April 2006により、 Decision98/256/EC等の輸出禁止関係ル
ールが廃止されることで実現することとなった。
上記①~④の流れを確認すると、リスクアセスメントの実施、リスクマネジメント機関
によるコントロール機能発動、種々のリスクコミュニケーションを行いながら、リスクマ
ネジメント機関による輸出解禁条件設定と解禁のための EU法上の措置実施という経過をた
どった。これは、科学的不確実性に基づく暫定措置に対する速やかな再評価をその内容に
含む予防原員IJの枠組みにおいて規制措置の見直しが行われたものといえる点にも留意が必
要である。
第3節小括
EU及び英国における食品安全分野におけるリスクアナリシスについて上述のとおり確認
したところであるが、それらをもとに、まず機能分担の比較を行い、続いて欧州委員会(第
24総局)・欧州食品安全庁と英国食品基準庁との相互関係について、前節での BSE関係訴訟
等の検討を踏まえて整理することとしたい。
( 1 )機能分担の比較
EUにおける食品安全分野での機能分担に関し、大別して次の 2つの特徴が確認できる700
66 Ibid， P1. 
67 この日付は、先に見た良好な食品獣疫局検査の日付と関連があるという。 See，Ibid， P2. 
68 Ibid， P1. 
69 Ibid. Pl. 
70 なお、 FAO及び附0は、国における食品管理システムの組織的構造の強化に関するガイド
ライン中で、管理システムを「複数機関システムJ(Multiple Agency System)、「単一機
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第一に、リスクマネジメントとリスクアセスメントが組織的に分離していることである。
本稿第2章第2節及び第3節で言及したところであるが、「食品安全白書jとRegulation (EC) 
No 178/2002の内容から、リスクアセスメントは欧州食品安全庁が、リスクマネジメントは
欽州委員会が担う設計となっており、欧州委員会のうち リスクマネジメントの中心とな
るのは法案作成等を行う健康・消費者保護総局で、同総局の中の食品獣疫局はコントロー
ノレの役割を担う 710Regulation (EC) No 178/2002は、両者の組織的分離を設計しているの
みならず、本稿第 2章第 3節で既に言及したとおり、欧州食品安全庁の執行理事会の理事
や事務局長が欧州委員会作成の候補者リストから選ばれるのに対し、科学委員会及び科学
パネノレの構成委員は欧州食品安全庁が選考する仕組みとなっており、任命の場面でリスク
アセスメントとリスクマ不ジメントの分離が図られている。また、欧州委員会総局の代表
者は、欧州食品安全庁の科学委員会、科学ノ〈ネノレ及びそれらのワーキンググノレーフ。の会合
に出席する資格を持つが、説明や報告の目的で支援できても、議論に影響を与えようとし
てはならず、リスクマネジメントを担う欧州委員会がリスクアセスメントを担う欧州食品
安全庁の独立性を傷っけないよう配慮する内容となっている点についても、先にふれたと
関システムJ(Single Agency System)、「統合システムJ(Integrated System)の3つに分
類している (FAO/阿0，ASSURING FOOD SAFETY AND QUALITY: GUIDELINES FOR STRENGTHENING 
NATIONAL FOOD CONTROL SYSTEMS (21 July 2003)， P13-16.)0 i複数機関システムj は平
均的なシステムだが、公衆衛生の目標と貿易・産業の発展との間の衝突等、深刻な欠点に
苦しむと解説する o i単一機関システム」は保護手段の適用の統合、迅速な消費者保護活
動の能力等といった長所があると説明する。「統合システムj は4つの実行レベル(レベ
ル 1:政策、リスクアセスメント、リスクマネジメントの定式化、基準・規制展開、レベ
ル 2:食品管理活動、監視、監査の調整、レベル 3:検査、実施、レベル4:教育、訪i練)
から成り、国の食品管理システムにおいて結束力を与えること、リスクアセスメント機能
とリスクマネジメント機能の分離等の利点があるという。 f単一機関システムj と「統合
システム」については、種々の歴史的・政治的理由のため、そのようなシステムを持てな
いことが多く、特に「単一機関システムj を作る機会はほとんどないことが多いという。
本稿は、主にリスクアナリシスの過程や機能連関について関心があるため、機能分担の比
較を中心に考察を行うが、このようなFAO及び叩0の分類は国際比較の際に組織モデ、ルの
ーっとして参考となりうるため紹介しておく。
71 欧州委員会のほか、欧州協僚理事会、欧州議会もリスクマネジメント機関に含めて整理
するものとして、新山陽子・工藤春代「リスクアナリシスと食品安全行政一日本と欧・米・
豪-J新山揚子編『食品安全システムの実践理論j(2004年)260頁、中嶋康博「由民に
信頼される食品安全行政の構築-イギリスにおける改革j月刊JA(2002年 8月)26頁等
がある。
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おりである。
第二に、食品安全分野におけるリスクマネジメント機関は、農業振興から切り離された
1つの総局が担っている点であるD 本稿第 2章第 l節及び第 2節をふりかえるならば、複
数の総局に分散していた公衆衛生保護権限は第 24総局に集約され、獣疫検査組織が農業担
当の第 6総局から離れて第 24総局の中でコントロール機能を担うこととなった。この点は、
リスクマネジメントを行うにあたり、業界利益からの干渉を排し、消費者第一志向の確保
にとって重要な要素となる。リスクマネジメントとリスクアセスメントの分離のみでは得
られない独立性であり リスクアナリシスの 3要素を利用した 別の機能評価軸と考える
べきであろう 720
また、英国における食品安全分野での機能分担に隠しては、大別して次の 2つの特徴が
確認できる。
第一に、リスクマネジメントとリスクアセスメントが基本的には食品基準庁という 1つ
の組織で実施されている点である730 但し、実質的には、食品基準庁の中にある科学的諮問
委員会や、食品基準庁から独立した諮問委員会がリスクアセスメントを行っているもので
あり、リスクアセスメントとリスクマネジメントが 1つの組織で一連の流れの中に組み込
72 なお、日本で、の食品安全機関の機能分離につき、「まず、既存の農林水産省と厚生労働省
の行政組織を食品部門に関して一本化すべきだとしづ議論があります。また、…リスクア
セスメントをまとまって行う科学的な機関が必要だという議論があります。…さらに、…
検査、監視の体制を一元化して強化すべきではとしづ議論があります。・・・この 3つは別々
の問題j であるとする論者がいる。新山陽子「フードシステム論から見た食品安全行政の
議論についてj丹刊 HACCP第 8巻第 6号 (2002年)30頁参照。
73 このような整理を行うものとして、新山揚子・工藤春代リスクアナリシスと食品安全
行政一日本と欧・米・豪一J 新山陽子編『食品安全システムの実践理論~ (2004年)258 
頁等がある。また、英国食品基準庁について、リスクアセスメントとリスクマネジメント
の実施機関は向ーであるが、内部での機能的分離を強化した「機能分離型Jと評する論者
がいる。功刀由紀子・山田友紀子「食品リスク問題とガバナンスの国際比較j環境科学会
誌第 19巻第 2号 (2006年)151頁参照。なお、食品基準庁は「内部で、もしくは外注で、
リスクアセスメントを行っていますJ(山田友紀子「シリーズ食品安全行政一農林水産省
の役部-⑤リスクアナリシス(その 2)J月刊食料と安全 10巻 7号 (2005年)7-8頁)と
指摘するものがあるが、食品基準庁内に設置の科学的諮問委員会への諮問を内部でのリス
クアセスメント、食品基準庁から独立した委員会(例えば、かつての海綿状脳症諮問委員
会 (SEAC: Spongiform Encephalopathy Advisory Committee) は、法令に基づかない独立
の諮問委員会であった)への諮問は、外注でのリスクアセスメントと分類しているものと
思われる。
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まれているものの、機能が完全に一体化しているわけではない。産業振興と公衆衛生とい
う、相反する利益の調整を向ーの行政組織で扱うことを避け、国民の信頼回復手段として
食品基準庁を設立した背景としては、リスクアナリシスの文脈での機能の分離という概念
的評価軸への関心よりも、国民の食品安全に関する信頼失墜の原因を作った既存省庁(特
に、当時の農漁業食糧省)から食品安全に関する機能を分離・独立させ消費者第一を確保
するという政治的意思決定が大きな影響力を持ったことを指摘すべきであるD
第二に、リスクマネジメント機関である食品基準庁が、主に執行機能を担う地方当局を
監視すると向時に、屠蜜施設での実地検査を行う食肉衛生サービス局を擁している点であ
る。このことは、食品基準庁が検査及び監視といったコントロール機能を一元的に有して
いることを意味する。食肉衛生サービスは、設立当初、農漁業食糧省傘下の組織であった
が、食品基準庁の設立と同時に同庁の傘下に入札近年では同庁の一部門となった組織で
ある口この点でも、食品安全に関する機能の分離が確認できるD
上記の検討をもとに、 EUと英冨を比較すると、次の点が浮かび上がる。
EUでは、 BSE問題への対応として英国産牛肉の輸出禁止としづ予防的緊急措置をとり、
それを契機とした CaseC-180/96の欧州司法裁判所判決を経て、 Communicationfrom the 
Commission on the precautionary principle(COM(2000) 1， 02.02.2000)や「食品安全白書j
等を通し予紡原則とリスクアナリシスを切り結び、それらの枠組みを Regulation(EC) No 
178/2002に具体化するとともに、輸出解禁のフ。ロセスに組み入れるという経過をたどった。
いわば、予防原則を介して、輪出禁止の説明であると向時に、輸出解禁の説明としてリス
クアナリシスが展開されたものと考えられる。そうとすると、 EUにおける機能分担はリス
クアナリシスの枠組みの影響を強く受けることとなり、結果、リスクアナリシスの観点に
よる機能の分離は一層厳格な組織的分離により実現することを志向したものと考えられる。
一方、英国では、 BSE問題への対応として、政府や既存省庁の失策への非難から、独立し
た新組織を設立することが政権交代を契機として政治的に決定されたものである。また、
専らリスクアセスメントを行う組織を生み出すことは、失策をおかした既存省庁にかえっ
てリスクマネジメント機能を残すことになりかねない。業界利益との分離については、 EU
は食品安全に係る政策を集約して産業振興を担う総局とは別の 1つの総局が担うことで対
処したが、英国は、既存省庁間での権限の集約ではなく、独立した新組織の設立によって
実現しようとした。とはいえ、英国で新組織設立の方針を決定した当時、食品安全分野に
おけるリスクアナリシスに関する議論が必ずしも成熟していたわけではないことや、科学
的証拠を基礎とすることを確実にする方策として科学的諮問委員会への諮問が法律上取り
入れられていること等にも留意する必要がある。
( 2)相互関係
英国における食品安全法令の多くは、 EUレベルでの規制に由来しているため、当該法令
179 
の制定にあたり、英国は加盟思当局としてEUレベノレで、の規制に関する議論に参加するほか、
英国内では関係当局がコンサノレテーションに付し、国民の意見を募集・取りまとめのよ、
必要な関係立法を制定している。また、食品獣疫局は英国の関係当局を監視し、食品基準
庁は地方当局による執行状況を監視するほか、自身の組織内にある食肉衛生サービス局が
屠畜施設での検査を実施する仕組みとなっている。さらに、欽州食品安全庁は、欧州委員
会や加盟国関係当局等からの要請に応じて科学的意見の提供を行うほか、欧州食品安全庁
の助言フォーラムへは加盟国関係当局から代表者が参加することとなっている。そのほか、
RASFF等による欧州委員会、欽州、|食品安全庁、関係当局間での情報共有が行われている。
上記のほかにも、リスクアナリシスの観点から整理する方法もあるD 英国産牛肉の輸出
禁止から解禁に至る過程の概略について例にすると、リスクマ不ジメント機関である欧州
委員会による英国産牛肉の輸出禁止、リスクアセスメント機関である欧州食品安全庁によ
る英国での BSEリスクに関する意見、コントロール機能を担う食品獣疫局による英国当局
検査、欧州委員会の提案に基づく英国産牛肉の輪出解禁、それらに関する各種のリスクコ
ミュニケーションといったものが挙げられるD
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第4章 河本との比較
本章においては、第 l節において、日本における食品安全行政の組織と機能を確認し、
その上で、第 2節において英国や EUとの比較を行う。
第1節 日本における食品安全行政の組織と機能
本節では、まず、食品安全委員会の設立経緯について確認した後、日本において食品安
全行政を担う主な組織について、リスクマネジメントとリスクアセスメントに分けて確認
したい。
( 1 )食品安全委員会の設立経緯
2001年の国内でのおE感染牛初確認を契機に、 iBSE問題に関する調査検討委員会j が厚
生労働大臣及ひ、農林水産大臣の私的諮問機関として発足し、そこで対応策の検討が行われ
た。 2002年には当委員会の報告書が公表されたが、その中で「食品の安全性の確保に関す
る基本原則、リスク分析の導入を重点と位置付け、リスク分析の分担及び手続き、ならび
に消費者の参加の保証を内容とする『消費者の保護を基本とした包括的な食品の安全を確
保するための法Jを制定」することと、「欧州各国の食品安全機関の再編成を参考にして、
リスク評価機能を中心とし、独立性・一貫性をもち、各省庁との調整機能をもっ新たな食
品安全行政機関を設置する。j ことについて、 i6ヶ月を目途に成案を得て、必要な措置を
講ずるべきである oJと報告した10 政府は、第 156回国会(常会)において、食品安全基本
法案を提出(平成 15年 2月 7日)し、食品健康影響評価を実施する合議制の機関として食
品安全委員会を内閣府に設置すること提案した。衆議院本会議での議決(平成 15年 4月 22
日)及び参議院本会議での議決(平成 15年 5月 1613) を経て、平成 15年 5月 23日に公
布、平成 15年 7月 1日に施行された。
食品安全委員会は 7名の委員(常勤 4名、非常勤 3名)から構成され(食品安全基本法
第 28条)、専門委員及び事務局が置かれている(食品安全基本法第 36条及び第 37条) 20 
1 BSE問題に関する調査検討委員会 iBSE問題に関する調査検討委員会報告J(平成 14年 4
月 2日)35頁D
2 なお、食品安全委員会の議事は、出席者の過半数でこれを決し、可否問数のときは、委員
長の決するところによることが食品安全基本法第 35条第 3項において規定されているが、
専門調査会の議事については同法において定めがないD ちなみに、英国の 1999年食品基
準法では、食品基準庁の委員会における議決方法及び科学的諮問委員会における科学的意
見の決し方については触れられていない。また、 Regulation(EC)No 178/2002では、欧州
食品安全庁の執行理事会において、原則として多数決を採用することを規定している(第
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専門委員は非常勤であり(食品安全基本法第 36条第 4項)、専門調査会において調査審議
を行う D また、事務局には技術参与(非常勤職員)がおり、事務局の所掌に係る技術に関
する重要事項についての調査及び分析に関する事務を行うこととされている30なお、予算、
職員数(常勤)、食品健康影響評価件数、委員長については、表3-1以下に示しているの
で、参照いただきたい。
食品安全基本法第 21条第 1項に基づき、同法第 11条から第 20条の規定により講じられ
る措置の実施に関して定めることとなっている「基本的事項jについては、平成 16年 1月
16日に閣議決定されている。「食品安全基本法第 21条第 1項に規定する基本的事項j第 1
の3(2)③において、食品安全委員会は、「食品健康影響評価に関する専門調査会における
結論については、原則として国民からの意見募集を行うとともに、出された意見及びそれ
への対応を公表する。j としており 4、それに沿って食品安全委員会ホームページにおいて公
表している。
( 2 )リスクマネジメント
リスクマネジメントについては、食品衛生に関するリスクマネジメントを行う厚生労働
省、農林水産物等に関するリスクマネジメントを行う農林水産省、緊急事態への対応及び
全体調整のほか、健康増進法の特定保健用食品の表示の許可を担当する消費者庁、環境汚
染に関するリスクマネジメントを行う環境省等があるといわれている5。食品安全という意
25条第 5項)ほか、科学委員会等において多数決を採用することと少数意見が記録される
ことについて規定している(第 28条第 7項)。
3食品安全委員会「食品安全委員会の改善に向けてJ(平成 21年 3月 26日)2頁。
4食品健康影響評価については、行政手続法上の意見公募を行う対象ではないが、「任意の
意見募集j としてパブリックコメントが実施されているものである。
5食品安全委員会「食品安全委員会 2010J3頁。なお、消費者庁に関しては、次の 2点を補
足しておきたい。第一に、いわゆる「消費者庁関連三法J(平成 21年)によって、消費者
庁が食品安全に関する事務を所掌するようになった点である。具体的には、「食品安全基
本法…第 21条第 l項に規定する基本的事項の策定並びに食品の安全性の確保に関する関
係者相互間の情報及び意見の交換に関する関係行政機関の事務の調整に関することJ(消
費者庁及び消費者委員会設置法第4条第 13号)や、「食品衛生法・ー第四条第 1項…に規
定する表示についての基準に関することJ(同法第 4条第 15号)等が消費者庁の所掌事務
となった。ただし、基本的事項の策定に関しては食品安全委員会が従来通り関与する(食
品安全基本法第 21条第 2項参照)ほか、「食品の安全性の確保に関する関係者相互間の情
報及び意見の交換に関する関係行政機関の事務の調整に関することj は食品安全基本法第
23条第 1項第8号の削除等により食品安全委員会から移管された事務である点に留意が必
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味では、厚生労働省及び農林水産省がリスクマネジメントの中核を担っていることから、
ここではこの 2つの省を中心に言及する。
農林水産省及び、厚生労働省は、「農林水産省及び厚生労働省における食品の安全性に関す
るリスク管理の標準手順書J(平成 17年 8丹)を作成し、 f食品安全基本法等に員Ijり、農林
水産省及び厚生労働省のリスク管理部局においてリスク管理を行う者・ーが、リスク分析の
手法に基づいて、生産、製造、加工、流通、貯蔵及び販売等の各過程における食品安全に
関するリスク管理を行う上で、必要となる標準的な作業手)1慎J6を定めている。内容を大Bり
すると、 13.一般原員IjJ、14.リスク管理の初期作業j、15.リスク管理措置の策定j、16.リス
ク管理措置の実施j、17.有効性の検証とその結果に基づくリスク管理措置の再検討Jがあ
る。以下では、ポイントとなる点を中心に取り上げる。
13.一般原則j の 13.2科学的な根拠j においては、「リスク管理措置は、科学的な原員Ij
に基づいて決定・実施するものとし、十分な科学的根拠なしに維持してはならなしリとし
つつも、「ただし、リスクが大きいと予澱される場合には、科学的なデータが不十分であっ
ても暫定的な措置を講じる必要があるj とし7、暫定措置についての記述がある。なお、暫
定措置の事後の取り扱いについては、 17.5暫定的に実施しているリスク管理措置」におい
て、当該措置についてもデータの収集蓄積や必要に応じてリスクアセスメントの依頼等を
行った上で「新たなリスク管理措置案を検討・決定し、決定したリスク管理措置を実施す
るJ8としている。 14.リスク管理の初期作業Jは、情報収集9等による「食品安全に関する
要であるロ第二に、「事故調査機関の在り方に関する検討会取りまとめJ(平成 23年 5月)
を経て、消費者安全法の改正により平成 24年 10月から消費者庁に消費者安全調査委員会
が設霞されることとなった点である。当該調査委員会は、「科学的かっ公正な判断を行う
ことができると認められる者j であることを要件として内閣総理大臣が任命する委員 (7
人以内、非常勤)から成り、生命・身体分野の消費者事故等の原因を究明するための調査
等を任務とする。報告徴収、立入検査、質問、物件提出・留置、物件保全・移動禁止、現
場立入禁止といった調査権限を自ら行使するが、これらは犯罪捜査のために認められたも
のと解しではならないとされ、また、虚偽報告や検査忌、避等に対する罰則規定 (30万円以
下の罰金)がある。当該調査委員会に係る条文は、事故調査機関として国土交通省の外局
に設置されていた運輸安全委員会について規定する運輸安全委員会設置法の条文との共
通性が認められる。
6農林水産省・厚生労働省「農林水産省及び厚生労働省における食品の安全性に関するリス
ク管理の標準手順書J(平成 17年 8月、平成 18年 10月5日改訂)3頁。
7 向上 6頁。
8 向上 15頁。
9 当該手順書においては明記されていないものの、「現場や地方事務所、地方公共団体も情
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問題点の特定j、「リスクプロファイルの準備」、「危害要因の優先度の分類j、「リスク評価
方針の検討・作成j、「食品健康影響評価の依頼j、「食品健康影響評価結果の考察j といっ
たステップで作業を行うことを示す。 i5.リスク管理措置の策定jは、リスク管理措霞案
の検討J、「リスク管理措置案の評価とリスク管理措置の決定j について言及しているが、
前者においてリスク管理者は、リスク管理によって達成したい適切な保護の水準を考慮、
して複数のリスク管理措置案(そのうち 1つは現状維持とする。)を作成jすることとし10、
変えない選択を必ず用意することとしている。 i6.リスク管理措置の実路」は、「法的措置
及びガイドライン等の検討jなどに触れ、 i7.有効性の検証とその結果に基づくリスク管理
措置の再検討jで、先に見た暫定措置の見直し等に言及している。
( 3 )リスクアセスメント
食品安全基本法第 11条でいう「食品健康影響評価J11と呼ばれるリスクアセスメントに
ついては、食品安全委員会が、厚生労働省や農林水産省等からの要請12や、自らの判断で実
施することとなっている(同法第 23条第 l項第 2号)。また、食品安全委員会は、食品健
康影響評価の結果に基づき講じられる施策の実施状況を監視し、必要があると認めるとき
報収集には大きな役割を果たすことができます。j との指摘があるD 山田友紀子「シリー
ズ食品安全行政一農林水産省の役割-⑦リスクアナリシス(その 3)J月刊食料と安全第
10巻第 11号 (2005年)24頁参照。
10農林水産省・厚生労働省「農林水産省及び厚生労働省における食品の安全性に関するリ
スク管理の標準手順書J(平成 17年8月、平成 18年 10月 5S改訂) 13頁。
11 i人の健康に悪影響を及ぼすおそれがある生物学的、化学的若しくは物理的な要因又は
状態であって、食品に含まれ、又は食品が置かれるおそれがあるものが当該食品が摂取さ
れることにより人の健康に及ぼす影響についての評価Jを指す。食品安全基本法第 11条
第 1項参照。
12食品安全基本法第 24条第 1項に該当する場合、関係各大臣は食品安全委員会の意見を糖、
かなければならないこととなっており、 BSE検査月齢の変更は、向条第 1項第 13号に該当
する。なお、日本の BSEリスクについては、欧州食品安全庁の前身の科学運営委員会 (SSC:
Scientific Steering Commi ttee)の意見書では、 2002年に GBRについてm(Likely but not 
confirmed or confirmed， at a lower level) と判定されながらも評価保留と付記されて
いる。 See，Scientific Steering Committee， Update of the Opinion of the SCIENTIFIC 
STEERING CO削 ITTEEon the Geographical Risk of Bovine Spongiform Encephalopathy 
(GBR) ， adopted on 11 January 2002， P9. また、思際獣疫事務局による評価では 2009年
にcontrolledBSE riskと評価された。
http://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/090527_1.html参照、D
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は、内競総理大臣を通じて関係各大臣に勧告する権限を持っている(伺法第 23条第 1項第
4号)0 組織法上の位置づけとしては、平成 15年に内閣府に設置された、内閣府設置法第
37条でしづ審議会等であり、国家行政組織法第 8条のいわゆる 8条機関に相当する組織で
あるD 委員会は、委員 7人をもって組織(同法第 28条第 l項)され、委員は、食品の安全
性の確保に関して優れた見識を有する者のうちから、両議院の同意を得て、内閣総理大臣
が任命(伺法第 29条第 1項)することとなっているD 委員会には、専門委員を置くことが
でき(同法第 36条第 1項)、専門委員は、学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣が
任命する(同法第 36条第 2項)。また、委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局
を置く (同法第 37条第 1項)こととしている。
食品安全委員会は、設立 5周年を機に、食品安全委員会の改善に向けた検討を開始し、「食
品安全委員会の改善に向けてJ(平成 21年 3月初日)と題した、改善についての方策をま
とめた文書を公表している。食品安全委員会の職員や委員の構成に係る現状認識について
の記述が、食品安全委員会の組織上の特徴をよくあらわしているため、これらの点につい
て当該文書の内容を紹介することとしたい。
第一に、食品安全委員会の職員については、「大宗は厚生労働省や農林水産省からの出向
者が占めている。このことは、リスク評価を行う職員は、当該評価結果に基づき講じられ
る施策の実態に精通していることも重要であることから必ずしも妥当性を欠くものではな
い。j としつつも、「他方、食品安全委員会の独立性を確保していく観点から、内閣府フ。ロ
ノぐーの職員の確保や人材の育成を進めるなど、そのあり方を見在すべきとの指摘が寄せら
れている。J13といい、リスクマネジメント機関との人的な関わりについて問題意識を持っ
ていることを示唆している 14。なお、専門調査会の委員は、「複数の専門調査会の委員を兼
ねたり、リスク管理主体である厚生労働省や農林水産省の審議会(厚生労働省厚生科学審
議会、薬事・食品衛生審議会、農林水産省食料・農業・農村政策審議会など)の委員を兼
ねたりしているのが実情である。J15と行政学者から指摘されていることにも注目すべきで
13食品安全委員会「食品安全委員会の改善に向けてJ(平成 21年 3丹 26臼) 16頁。
14なお、 2004年 6月末における事務局常勤職員の構成は、事務官 18名、技官 36名で、技
官の内訳は行政技官 35名(採用時の試験区分は医学2、薬学6、獣医 14、農芸化学8、農
学1、農業機械 l、水産 3)と研究技官 1名であることを調査結果として紹介する論考があ
る。藤田由紀子『公務員制度と専門性-技術系行政官の日英比較-~ (2008年)283頁参
照。その論考では、出身母体は、農水省 26名、厚労省 16名、他省庁4名、地方自治体 9
名であることも紹介している。向上 278頁参照。また、専門性の高い行政組織の行政職員
に求められる能力として、外部から調達してきた知見の内容を理解する「専門的リテラシ
ーj と職務遂行上の管理的側面における能力を挙げる。向上 280頁参照。
15向上 282頁参照。
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あろう。
第二に、食品安全委員会の委員については、リスク評価機関という食品安全委員会の特
性に鑑みれば、消費者代表が委員に参画するというよりも、食品安全委員会として、消費
者を始めとした関係者の意見等を聴く幅広いチャンネルを持ち、その意見を踏まえながら
委員会等の運営を行っていくのが適当と考えられる oJ 16として、消費者代表の委員への参
画には消極的であることが伺われるD なお、委員及び専門委員の独立性に関し、食品安全
基本法においては兼業禁止規定(第 32条第3項)があるものの、利害宣言のようなものは
法律上要求されておらず、各委員及び専門委員の業界との利害関係が詳細に公表されてい
ない状況にあることに留意が必要である 170
第2節 目本におけるリスクアナリシスの事例分析
日本におけるリスクアナリシスの事例分析として、平成 16年から平成 17年にかけての、
BSE対策の見直し及び米国産牛肉輸入再開18にかかるリスクアナリシスを素材に検討を行う
こととしたい。
16食品安全委員会「食品安全委員会の改善に向けてJ(平成 21年 3月 26日)18頁。
17 i専門調査会委員の選考について、学界や業界等とのつながりをチェックするための公
式な手続は定められていない。但し、審議案件ごとに、予め委員に表明を求めたり、事務
局の準備作業の中で特定することによって、その案件と利害関係の深い委員の議決権の行
使を制限するなどの措置はとられているとしづ。j との指摘がある。藤田由紀子『公務員
制度と専門性-技術系行政官の日英比較一~ (2008年)282頁参照。この指摘でしづ議決
参加の制限の根拠規定は、「食品安全委員会における誠査審議方法等についてJ(平成 15
年 10月 2日食品安全委員会決定、最終改正平成 15年 11月 13日)であると推測される。
なお、当該規定は平成24年 2月 16日に改正され、委員会等における調査審議等への参加
について制限される場合を挙げ、それに該当すると思われる事実の有無を記載した「確認
書j を委員長へ提出する旨規定されている。英国や却における食品安全行政組織におけ
る利害宣言との比較を行う際は、個別の調査審議等の参加の適否を判断するための限定的
な内容のものである点には留意が必要である。
18 当時の米国産牛肉輸入再開にかかる日米協議のフ。ロセスについて本稿で、は詳述しないが、
例えば、藤田由紀子『公務員制度と専門性-技術系行政官の日英比較-~ (2008年)289 
-295頁は、米国からの日本政府に対する数々の政治的圧力について指矯する。また、長
久明日香川米BSE交渉(ー)一食の安全をめぐる国際ノレールと二国間交渉一J法撃論叢
第 171巻第 1号(平成24年 4月)95頁以下は、日米BSE問題が WTOの紛争解決手続では
なく二国間交渉での解決が目指された理由について迫ろうとする口
186 
( 1) BSE対策の見直し
食品安全委員会は、プリオン専門調査会においておE問題全般について平成 16年 2月か
ら議論を開始し、 9月に日本における牛海綿状脳症 (BSE)対策について「中間とりまとめj
を公表した190 1現在までに得られた科学的知見は限られたものではあるが、それらの知見
にもとづいて牛から人への BSEプリオンの感染リスクの低減効果を検討する目的で、我が
国における BSE対策(管理措置)を検証し、今後の対策に活かすことが重要J20として取り
まとめられたこの報告書では、結論として、 IBSE感染牛が食物連鎖に入り込んだ結果とし
て、人への感染を起こすリスクは、現在の S削除去及び BSE検査によって、効率的に排除
されているものと推測される。J21ことや、 121、23ヶ月齢で発見された 2頭の BSE感染牛に
おける延髄同部に含まれる異常プリオンのたん白質の量が…微量であったこと、また、我
が国における約 350万頭に及ぶ検査による 20ヶ丹齢以下の BSE感染牛を確認することがで
きなかったことは、今後の我が国の BSE対策を検討する上で十分考慮、に入れるべき事実で
ある oJ 22こと等が記載された。
その後間もなくして、食品安全委員会は、平成 16年 10月に厚生労働大臣及び農林水産
大臣より、我が国における牛海綿状脳症 (BSE)対策について、「宮本における牛海綿状脳
症 (BSE)対策についてJ(平成 16年 9月 9日食品安全委員会通知)を踏まえ、 BSE対策の
見直しを行うことについて食品健康影響評価を求められた230 そこでは、 BSE検査の対象と
なる月齢の改正及び検査技術に係る研究開発の推進、 SRMの除去の徹底、飼料規制の実効性
確保の強化、BSEに関する調査研究の一層の推進の4項目が見直し事項として挙げられたが、
最も重要なのは BSE検査対象月齢の改正である。当時は、厚生労働省関係牛海綿状脳症対
策特別措置法施行規則第 l条において BSE検査対象月齢を 0ヶ月以上とし全頭検査が実施
されていたが、厚生労働省は、食品安全委員会の「日本における牛海綿状脳症 (BSE)対策
について(中間とりまとめ)Jにおいて 120ヶ月齢以下の BSE感染牛を確認することができ
なかったことは、今後の我が国の BSE対策を検討する上で十分考慮に入れるべき事実であ
る。」といった指摘されていることを踏まえ BSE検査対象を 21か月齢以上とする考えを示
し、食品安全委員会に意見を求めたものである。評価結果は、「我が国における牛海綿状脳
19食品安全委員会事務局「食品安全委員会における牛海綿状脳症 (BSE)問題の調査審議に
ついてJ(2004年9月)1頁。
20食品安全委員会「日本における牛海綿状脳症 (BSE)対策について 中間とりまとめJ(平
成 16年9月)4頁。
21 向上20頁D
22 向上21真。
23平成 16年 10月 15日付厚生労働省発食安第 1015001号・ 16消安第 5410号「食品健康影
響評価についてj
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症 (BSE)対策に係る食品健康影響評価Jにまとめられ、平成 17年 5月 6日に厚生労働大
臣及び農林水産大臣に通知された240 この評価書の冒頭部分においては、「日本における牛
海綿状脳症 (BSE)対策について(中間とりまとめ)Jの結論部分の文言について「科学者
と行政の立脚点の相違により異なる受け止め方がなされたj、「月齢見直しの諮問は米国産
牛肉輸入に関連したものであると受け止められるj といった委員からの発言が取り上げら
れており 25、リスクマネジメント機関との溝を示唆しているD 結論部分では、 i2005年 4月
からと畜場における BSE検査対象牛を全年齢から、 21ヶ月齢以上の牛に変更した場合につ
いて、...食肉の汚染度は全頭検査した場合と 21ヶ月齢以上検査した場合、いずれにおいて
も『無視できる~ ~ w非常に低い』と推定された。j として「検査月齢の線引きがもたらす
人に対する食品健康影響(リスク)は、非常に低いレベルの増加にとどまるものと判断さ
れる。Jとした260 厚生労働省は、これを受けて厚生労働省関係牛海綿状脳症対策特別措置
法施行規郊の一部改正案をパブリックコメントに付し、同規員IJの一部改正によって平成 17
年 8月から BSE検査対象丹齢が 21ヶ月齢以上となった。
国内の BSE対策に関する食品健康影響評価が通知されてから間もない平成 17年 5月 24
日に、食品安全委員会は、厚生労働大臣及び農林水産大臣から米国産牛肉等と国産牛肉の
リスクの同等性について食品健康影響評価を求められた270 当時は、米国において BSE感染
牛が平成 15年 12月に確認されたため、食品衛生法第 9条 2項に基づき米国産牛肉等の輪
入を禁止していた280 また、平成 16年 10月 23日の第 4回日米局長級協議で米国産牛肉の
輸入再開に向けた「認識を共有したj としづ 29。その主な内容は、食品安全委員会による審
議を含む承認手続を条件として、①SRMは全月齢の牛から除去する、②牛肉等は 20ヶ月齢
以下と証明される牛由来とすることを内容とする日本向け牛肉等輪出フ。ログラムを設ける
ことで、あった300 これが、当該食品健康影響評価を依頼する背景であるが、平成 16年の「月
齢見直しの諮問は米国産牛肉輸入に関連したものであると受け止められるJと委員から指
24平成 17年 5月 6日付府食第459号「食品健康影響評価の結果の通知についてJ
25食品安全委員会「我が国における牛海綿状脳症 (BSE)対策に係る食品健康影響評価J(平
成 17年 5月)5-6頁。
26 向上 31真。
27平成 17年 5月 24日付厚生労働省発食安第0524001号・ 17消安第 1380号「食品健康影響
評価についてj
28食品安全委員会守米国・カナダの輸出プログラムにより管理された牛肉・内臓を摂取す
る場合と、我が国の牛に由来する牛肉・内臓を摂取する場合のリスクの同等性』に係る食
品健康影響評価についてJ(2005年 12月)5頁D
29向上 6頁D
30 向上 6頁。
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摘される原因にもなっている。評価結果は、 IW米国・カナダの輸出プログラムにより管理
された牛肉・内臓を摂取する場合と、我が国の牛に由来する牛肉・内臓を摂取する場合の
リスクの同等性~ ~こ係る食品健康影響評価についてj にまとめられ、平成 17 年 12 丹 8 日
に厚生労働大臣及び農林水産大臣に通知された310 この評価書の冒頭部分において、「リス
ク評価機関は、人の健康に及ぼす影響を科学的に評価するものであり、リスク管理機関は、
その評価結果を踏まえて総合判断して管理措置を決定するものであって、評価機関に責任
を転嫁してはならない。J32等と指摘し、食品安全委員会(プリオン専門調査会)の厚生労
働省及び、農林水産省に対する不信感が露わにされている。また、結論への言及にあたって
も、 14 結論のためにふ 15 結論j、16 結論への付帯事項j といった項呂を設けてお
り、「米国・カナダの牛に由来する牛肉等と我が国の全年齢の牛に由来する牛肉等のリスク
レベルについて、そのリスクの差は非常に小さいと考えられる。J33と結論付けつつも、「輸
出プログラムについてはリスク管理機関の責任において遵守されるという前提で評価を行
ったJ34ことや、「リスク評価機関とリスク管理機関の責務を明確にする必要があることJ35、
「もし、輸出フ。ログラムが遵守されない場合はこの評価結果は成立しなしリ 36ことを強調し
ており、冒頭・結論部分ともに評価書としては異例な言及がなされている。その後、厚生
労働省及び農林水産省は平成 17年 12月 12日に米国産牛肉の輸入条件について米国政府と
合意し、輪入が再開されたが、それから間もない平成 18年 1月 2013に SRMが混入した米
国産牛肉が確認され、輪入手続が停止された370
リスクアナリシスを中心として、英国産牛肉の輸出解禁へと至るプロセスとの比較を行
うと、次の点が重要である。第一に、リスクマネジメント機関とリスクアセスメント機関
の協働についてで、ある。英国産牛肉の輪出解禁に向けではリスクマネジメント機関である
欧州委員会及びそこでコントロール機能を担う食品獣疫局、リスクアセスメント機関であ
る欧州食品安全庁が TSEロードマッフ。に沿って協働してそれぞれの機能を果たし、リスク
アナリシスが有効に機能したが、日本の事例では、日米協議における「認、識の共有j とい
31平成 17年 12月 813付府食第 1184号「食品健康影響評価の結果の通知についてj
32食品安全委員会 IW米国・カナダの輸出フ。ログラムにより管理された牛肉・内臓を摂取す
る場合と、我が国の牛に由来する牛肉・内臓を摂取する場合のリスクの同等性』に係る食
品健康影響評価についてJ(2005年 12月)5頁。
33向上32頁口
34向上 30頁。
35 向上32頁。
36 向上33頁。
37厚生労働省報道発表資料「米国から到着したせき柱を含む子牛肉の確認についてJ(平成
18年 1月 20日)
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う政治的決定がリスクマネジメント機関において先行し、リスクアセスメント機関との意
思疎通が必ずしも十分で、なかったようであり、リスクアナリシスが有効に機能したのか疑
義が残る。第二に、輸出国の食品関係当局の体制を検証するコントロール機能についてで
ある。英国産牛肉の輸出解禁に向けではリスクマネジメント機関である欧州委員会におい
てコントロール機能を担う食品獣疫局による英国食品関係当局に対する検査が輸出解禁プ
ロセスに組み込まれていたが、日本の事例ではリスクマネジメント機関による輸入元国の
食品関係当局の体制を検証するプロセスが設定されなかった。 B米局長級協議の共同記者
発表文書で「日米両国は、しかるべき所に十分強固な食品安全システムを保有しているJ38 
とされており、このことが背景となって上述のような検証プロセスが実質的に否定され、
リスクアナリシスが必ずしも有効に機能しなかったと考えられる。日本では、食品獣疫局
に対応するようなコントロール機能を担う専門組織が見当たらず、一般的には、輸入食品
について当該国の食品関連当局の体制を検証し結果を公表することは行っていなし ¥390 もっ
とも、自米で「認識を共有j した輸出フ。ログラムは解禁後に実施されるものであったが、
SPS協定を念頭に置くことは当然としても、米国産牛肉が輸入禁止となった経緯に鑑み、米
国の食品関連当局の体制について事前に十分な検証を行い、輸出フ。ログラム遵守の実現可
能性をリスクマネジメント機関が慎重に見極めるべきであっただろう。
第3節 食品基準庁及び欧州食品安全庁との比較
( 1 )リスクアナリシスに基づく機能比較
ここでは、リスクアナリシスの観点から食品安全委員会と食品基準庁及び欧州食品安全
庁との比較を行うこととしたい。
我が国の食品安全委員会は、食品安全基本法に基づき、「食品健康影響評価j と呼ばれる
リスクアセスメントを実施し、厚生労働省及び農林水産省といったリスクマネジメント機
関に対してその結果について通知を行っている。「食品安全確保のための規制や指導を行う
リスク管理機関(厚生労働省や農林水産省なのから独立して、科学的知見に基づく客観
的かっ中立公正なリスク評価を行うJ40組織であり、基本的には、アセスメント機能とリス
クマネジメント機能は組織的に分離しているといえる。組織的分離としづ意味では欧州、|食
38 ]OINT PRESS STATEMENT FOR THE RES日WTIONOF TRADE IN BEEF AND BEEF PRODUCTS by the 
Government of ]apan and the Government of United States (October 23， 2004)， P3. 
39 ちなみに、食品獣疫局は、 EU加盟国のみならず輪入食品に関して域外諸国の食品関係当
局について調査を実施しており、日本も対象となっている。
40食品安全委員会「食品安全委員会2010J2頁。
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品安全庁と共通している41が、食品安全委員会は、厚生労働省及び農林水産省等における施
策の実施状況を監視し勧告する等の権限を持つ(食品安全基本法第 23条第 1項第 4号など)
点には留意が必要である42。この権限は、厚生労働省及び、農林水産省等が実施した施策を監
視し、再評価を行うことを食品安全委員会に対して認めるものであり、「科学的知見に基づ
く客観的かっ中立公正なリスク評価j という役割を超え、リスクマネジメントの一部を担
うという意味を持ち得る。そうなると リスクマネジメントからのリスクアセスメントの
分離としづ意味に限定すれば組織的に分離していると評価できるが、この 2つが機能的に
分離しているかどうかという点は不分明になるべこの点では、リスクアセスメント上、食
品安全委員会は欧州食品安全庁とは異なる機能を持ちうることとなるべ BSE問題に関する
調査検討委員会 iBSE問題に関する調査検討委員会報告J(平成 14年 4月 2日)において、
「リスク分析の原則に則り、独立したリスク評価機関の設置によってリスク管理を担う行
政との機能分離をはかることが合理的であると考えられる oJ 45とされていたことを考慮す
41 欧州食品安全庁は「日本の食品安全委員会のモデルとなったj といわれている。神里達
博「食品安全行政の課題一食品安全委員会設立五年を契機にj ジュリスト No.1359 (2008 
年)74頁白なお、食品安全委員会が自発的にリスクアセスメントを行うことについて、食
品安全基本法第 23条第 1項第 2号に明示的に規定されており、食品安全委員会はこのリ
スクアセスメントを「自ら評価j と呼んでいる(食品安全委員会「食品安全委員会の改善
に向けてJ(平成 21年 3月 26日)3頁参照)。欧州食品安全庁による告発的なリスクアセ
スメントについては、まegulation(EC) No178/2002の第 29条において規定されている。
42食品安全基本法第 23条第 1項第 4号に関し、監視(モニタリング)は、評価結果を通知
した「リスク管理機関Jから、対象の評価品目ごとに調査票による報告を受けることによ
り行っているが、勧告が行われたことはない。食品安全委員会「食品安全委員会の改善に
向けてJ(平成 21年 3月26日)8頁。また、このモニタリングは、原則年2回実施されて
いる。第 21次国民生活審議会総合企画部会 f食べるj ワーキンググループ。第 5田(平成
20年 2月 13日)資料 1-2内関府の田答(追加質問事項に対する回答(内閣府食品安全
委員会))1頁参照。
担当該権限につき、「実はリスクマネジメントにおける政策・措置の評価と決定およびモニ
タリングと再評価まで食品安全委員会がすることを示唆しており、実質的にリスクアセス
メントとリスクマネジメントが機能的に分離されない可能性がある。Jとの指摘がある。
山田友紀子リスクアナリシスの枠組みj新山陽子編『食品安全システムの実践理論Jl(2004 
年)33頁参照。
44 日本におけるリスクアナリシスについて、 iCodexや他の先進留とはまったく違ったシス
テムになる可能性がある。j との指摘がある口向上 34頁参照。
45 BSE問題に関する調査検討委員会福田問題に関する調査検討委員会報告J(平成 14年 4
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ると、当初の設立理念との比較で差異が生じている可能性がある点に注意を要する口
( 2 )消費者の参加
我が国の食品安全委員会は、本章第 1節で確認したように、委員会への消費者代表の参
加については消極であり、実際にも、消費者代表が委員会委員に就任した例はなし 1460 委員
会の下に設置されている 14の専門調査会のうち、企画専門調査会とリスクコミュニケーシ
ョン調査会において消費者代表及び公募による専門委員が選出されていることについて
「富民に十分知られていなしリことから「選定方法等をより丁寧に説明し、由民の理解が
深まるように務めるJ47とするにとどまり、以下にみるとおり、英国食品基準庁や欧州食品
安全庁とは消費者の参加に関する考え方が大きく異なる。
英国食品安全庁の運営を行う委員会の委員長及び副委員長、その他の委員の任命に当た
っての考慮、事項として、食品基準法第 2条第 3項 a号が i(食品安全又はその他食品に係る
消費者利益に関連する経験を含め)様々な技術や経験が食品基準庁の委員の間で活用でき
ることを保証するのに望ましいものであるかJと規定しており、消費者側の関係者の委員
任命が法律上考慮される内容となっている。実際の委員任命は、科学者、消費者団体出身
者のほか、業界出身者も含まれ、食品安全分野での民間部門における当事者を運営機構に
取り込みバランスを図っているようである。食品基準法第 2条第 3項 b号が業界との利害
関係、の有無を考慮、事項とする趣旨をもつことや、手続的ルールとして同法鮒則第 1第 9条
で委員の私的利害関係を登録・公表することとしていることも考え合わせると、食品基準
法は委員会の人的構成に関し消費者の参加に配慮した内容となっていると理解できるD
欧州食品安全庁の運営を行う執行理事会の構成に関しては、 Regulation(EC) No 178/2002 
第 25条第 I項で規定しており、「理事のうち 4名は、消費者やフードチェーンにおけるそ
の他の利害を代表する組織での経験をもっ者とする。j と明記している。このことは、消費
者側の関係者が必ず理事となることを意味する。同時に、業界関係者も入ることとなるほ
か、上記規定において欧州委員会の代表者も理事会の構成員となることが明記されており、
背景は多様であるが、運営に関係者を参加させることでバランスを図っているようである。
リスクアセスメント組織におけるこのような調整機能は、執行理事会の理事が行う利害宣
言のほか、リスクアセスメントの中核を担う科学委員会の高い独立性により成り立つもの
月 2日)31頁。
46 2011年 12月末現在。これまで就任した委員については、食品安全委員会ホームページ
(http://www.fsc.go.jp/iinkai/jisseki.html) から、食品安全委員会第 l回会合(平成
15年 7月 1日)、第 150回会合(平成 18年 7月 3S)、第 185回会合(平成 19年 4月 5日)、
第 292回会合(平成 21年 7月 l自)、第 362回会合(平成 23年 1月 13日)の各議事録を
参照
47食品安全委員会「食品安全委員会の改善に向けてJ(平成 21年 3月 26日) 18-19真。
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である。欧州食品安全庁が専らリスクアセスメント機能を担い、リスクマネジメント機能
とは組織的に分離されている点は確かに特徴といえるが、それ以上に、利害宣言による業
界からの独立性の保持が日本への示唆となる可能性を持つ。詳細については、次の独立性
に関する比較の中で触れることとしたい。
( 3 )独立性
食品安全行政組織の独立性は、その実質的な機能に非常に大きな影響を与える要素であ
り、その分析に当たっては、何に対する独立性であるかについて整理することが必要とな
る。ここでは、業界からの独立、産業振興を担う行政組織からの独立、リスクアセスメン
ト機能のリスクマネジメント機能からの独立の 3点を中心に検討を行うこととしたし例。
①業界からの独立
英国において、食品基準法は食品基準庁の委員に業界関係者が就任することを禁止し
てはいないが、先に述べたように、委員任命に当たっては業界との利害関係の有無が考
慮事項となっているほか、委員は私的利害関係を登録・公表することとなっている。こ
のため、業界関係者の委員任命には抑制的であり、必要な知見を得つつ、業界からの独
立性を得る仕組みを備えたものと考えられる。
EUの Regulation(EC) No 178/2002は、欧州食品安全庁の執行理事会の構成員として
利害関係者を含めることを明示しているが、本稿第 2章第 3節でふれたとおり、執行理
事会の理事、助言フォーラムのメンバー及び事務局長は、公益のため独立して活動する
義務を負うこととなっている(第 37条第 1項)。よって、執行理事会に業界関係者を取
り込みつつも、理事等が業界利益のために活動することは制限されることとなる。科学
委員会の委員及び科学パネルのメンバーは、執行理事会の理事よりも厳格な義務を課せ
られており、あらゆる外部の影響から独立して活動する義務を負うこととされている(第
37条第2項)。これは、リスクマネジメントの中核を担う科学委員会委員が業界から高い
独立性を有することを要求するものである。さらに、これらの者は、毎年書面で誓約の
宣言及び利害の宣言を行い、その内容が公表されることとなっている(第 37条第 1項及
び第 2項)ほか、会合ごとに議題事項について利害宣言を行うこととなっている(第 37
48本稿では、独立役の概念は多義的であるとの前提で、このように区分し使い分けること
とした。なお、この問題設定が、利益相反となるおそれのある組織(及び人)からの独立
性という問題設定であるのに対し、従来から言われている政治からの独立という問題設定
は、組織及び人を間わず政治的影響力を通じて行われるという切り口の問題であり、上述
の3つの独立性の問題と震なる領域が存在する。米国産牛肉輪入再開に関する問題分析を
踏まえると、食品安全行政組織に関する独立性について詳細な分析を行うには、単に政治
からの独立性というだけでなく、上述のような独立性に分けて考察することが必要である。
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条第 3項)0 本稿第 2章第 7節において、欧州食品安全庁議長 DianaBanatiの利害宣言
と独立性について検討を行ったところであるが、手Ij害宣言は欧州食品安全庁において業
界からの独立性を担保する重要な手続となっている。なお、欧州におけるリスクマネジ
メント組織である欧州委員会総局については、農業振興や産業振興を担当する総局から
食品安全に関する権限が、第 24 総局 (DG-S必~CO) に集約されたことについてのみ触れて
おく。
日本の食品安全委員会の委員及び専門調査会の専門委員については、業界との利害に
関する具体的な情報を開示させる仕組みがなく、利害関係を確認するのは容易でない。
「食品安全委員会における調査審議方法等についてJ(平成 15年 10月 2日食品安全委員
会決定、最終改正 平成24年2月 16日)では、「特定企業との経済的な深い利益関係j
等の有無について記載することとなっている「確認書j による自己申告に基づき、委員
又は専門委員の調査審議又は議決への参加を制限する場合があるが、基本的には個別審
議に関する利益相反への対処にとどまる内容であり、これだけでは業界からの独立性を
担保する手続としては不十分である。なお、この「確認書j に関しては、本章第 4節に
おいて比較検討を行うこととしたいD
② 産業振興を担う行政組織からの独立
英国食品基準庁は、既存省庁からは分離された、食品安全行政の中核を担う組織であ
る。特に、 BSE問題が社会的に明るみになった際、既存省庁への不信感を背景として新た
に設立された組織であることからして、産業振興を担う行政組織(特に、当時の農漁業
食糧省)からの独立を明確に意図して設計されている。但し、関係省庁と完全に分断さ
れた関係にあるのではなく、環境食料農村省や保健省とは協定を結び、役割や連携を確
認、している。
欧州食品安全庁は、食品安全分野でのリスクアセスメント機能を専門に担う組織であ
り、産業振興行政組織とは組織的に分離されている。かつて産業振興を担う総局のもっ
ていた食品安全に関する権限が、欧州における食品安全分野でのリスクマネジメント機
能を担う欧州委員会第24総局 (DG-SANCO)に集約されており、リスクマネジメント組織
においても産業振興行政組織と分離されている。既存の産業振興行政組織からの権限集
約と独立性の保持という点に限れば、英国食品基準庁との共通点を見出すことができる。
日本の食品安全委員会は、食品安全分野でのリスクアセスメント機能を専門に担う組
織であり、産業振興行政組織とは組織的に分離されている。しかし、「専門調査会委員に
は、農林水産省・厚生労働省関係の審議会委員を兼ねている者が多く、また、事務局職
員も両省からの出向者が多いなど、食品安全委員会はリスク管理機関との人的なつなが
りは強し、。J49と指摘されている。特に、プロパー職員が少ない中での農林水産省との人
49藤田由紀子「行政組織における専門性一食品安全委員会を素材として-J季刊行政管理研
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的つながりは、産業振興を担う行政組織からの独立性の点でも問題となる。
③ リスクアセスメント機能のリスクマネジメント機能からの独立50
英国食品基準庁は、同一組織内でリスクマネジメントとリスクアセスメントが機能的
に分離している食品安全行政組織であり、科学的諮問委員会がリスクアセスメントを担
うことで独立性を有している。既存省庁からの独立性と英忠における単一組織という性
質を重視した組織設計のため、産業振興を担う行政組織からの独立を基礎に、科学的専
門家の独立性を機能的分離の中で志向したものと考えられる。
欧州食品安全庁は、食品安全分野でのリスクアセスメント機能を専門に担う組織であ
り、リスクマネジメント機能を担う欧州委員会とは組織的に分離している。本稿第 2章
第 2節及び第 3節で検討したとおり、リスクアナリシス論が欧州食品安全庁の設計に強
く影響しており、それに忠実な組織的分離となったものと考えられる。欧州食品安全庁
の執行理事会に欧州委員会の代表者が入ることとなっており、運営面でリスクマネジメ
ント組織からの関与は認められるが リスクアセスメントの中核を担う科学委員会等に
対する欧州委員会総局代表者の影響力行使を Regulation(EC) No 178/2002第 28条第 8
項で制限している。
日本の食品安全委員会は、食品安全分野でのリスクアセスメント機能を専門に担う組
織であり、リスクマネジメント機能を担う厚生労働省及び農林水産省とは組織的に分離
されているD しかし、先に述べたとおり、リスクマネジメント組織との人的つながりが
強く、その点でも独立性を有しているとは言い難い。
英国と EUでは、食品安全分野におけるリスクマネジメントとリスクアセスメントが同一
組織内で機能的に分離しているか組織的に分離しているかの違いはあるが、いずれにして
もそれらは分離しているものと認められる。この違いは BSE問題の発生時にどのような立
場に置かれたのかが反映された結果であると推測される。英国はBSE問題の震源地であり、
究第 108巻 (2004年)15頁。
50新山教授は、①危険性査定の機構、②危険性管理の機構(政策立案・執行)、③危険性管
理の機構(監査・監視)の 3つの機構の独立の確保を主張する。その上で、英国食品基準
庁は③を主要な役割とする機構であり、欧州食品安全庁は①である旨説いている。新山揚
子「食肉の安全性確保のための社会システム構築にむけて」一急がれる食品リスク対応の
行政機構・法整備-J畜産コンサルタント第38巻第5号 (2002年)14-15頁参照。もっ
とも、検討にあたっては、考察の対象となる機構がどのような法令を所管しているか、執
行や政策立案機能と検査機能の関係等について整理する必要があるほか、独立性の問題を
問う場合、何に対する独立を問題とするのかを意識的に明確にすることが重要であると思
われる。
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既存省庁への不信感を背景として、信頼回復のために食品安全行政を担う新たな単一の行
政組織が設計されたのに対し、 EUは英国産牛肉の輸出禁止とその解禁のよりどころとなる
理論としてリスクアナリシスの文脈で予防原則を展開させたことが影響して、リスクアセ
スメント組織が新設されたものと考えられる。また、英国.EUともに、リスクマネジメン
ト機能とリスクアセスメント機能がともに産業振興行政組織から分離され、リスクマネジ
メント機能発揮の場面で産業振興と消費者保護の利益相反を避けることが容易となる。さ
らに、要職者の利害宣言によって業界からの独立性を保持している点は重要である。
一方、食品安全委員会は、欧州食品安全庁との組織形態面での共通性を指摘されている
が、上記で検討したように、あらゆる面で独立性に疑問が生じ、特に業界からの独立性が
あるのか十分に確認できない点は大きな問題である。
(4 )リスクアセスメント担当機関における主な構成員の比較
ここでは英国、別、日本のリスクアセスメント担当機関における主な構成員の身分保障
等について比較を行うことで、本節におけるよ記の検討に係る論点をさらに浮かび上がら
せることとしたい。また、表4-1以下において概要を表にまとめているので、それらも
あわせて参照し¥ただきたし ¥510
なお、英国の食品基準庁はリスクマネジメントとリスクアセスメント双方の機能を持ち、
リスクマネジメントを担う委員会とリスクアセスメントを行う諮問委員会とで機能的に分
離されていることについては既に言及したところであるが、比較参考の便宜上、食品基準
庁の委員会についても比較素材として取り上げる。
①運営組織の中核的構成員
まず、運営組織の中核的構成員に関し、英国の食品基準庁委員会 (Board)の委員、欧州
食品安全庁執行理事会 (ManagementBoard)の理事、食品安全委員会の委員について比較
を行う。
英国の食品基準庁委員会 (Board)の委員については、その選考基準として、(食品安全
又はその他食品に係る消費者利益に関連する経験を含め)様々な技術や経験が食品基準庁
の委員の問で活動できることを保証するのに望ましいものであるか(食品基準法第 2条第 3
項a号)、職責の遂行を妨げるおそれのある財務又はその他の利害関係を有しているか(食
品基準法第 2条第 3項 b号)といったことが法律において明示されており、適切な当局と
の協議(食品基準法第 2条第 2項)を経て任命される。任期に関しては、合同で活動する
適切な当局によって決定され(食品基準法的員IJ1第2条第2項)、破産宣告された場合、職
責の遂行を怠った場合等において、任命者が向意したときは罷免され得る(食品基準法附
51事務局長については、科学的意見の形成に参画するわけではなく、また、公務員制度の
違いの影響を大きく受けることから、表4-3で参考までに比較整理を行うにとどめた。
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員IJ1第3条・第4条)0 また、深刻な責務の不履行に対する国務大臣の監督に従わない場合
は関係当局の同意を得た上で国務大臣がすべての委員を解任できる(食品基準法第 24条第
8項)こととなっている。ちなみに、「食品基準庁の委員会委員のための行動規範jでは、
ある委員が当該行動規範に違反したと委員長が確信する場合、当該委員は職務遂行を怠っ
たと判断され、罷免されることとなる旨言及している。要求される独立性に関しては、上
記選考基準で食品基準法が言及しているもののほか、「食品基準庁の委員会委員のための行
動規範j等で、個人的利益の追求や一定程度の政治活動等を禁止している。利害宣言に関
しては、食品基準法において言及はないが、「食品基準庁の委員会委員のための行動規範j
に基づき要求される。委員会 (Board) について食品基準法で言及がないことから、その責
任等について直接の言及はないが、委員からなる食品基準庁の目的として、食品の消費に
関して生ずるリスクから公衆衛生を保護するほか、食品関係の消費者利益を保護すること
(食品基準法第 1条第 2項)を明示している。
EUの欧州食品安全庁執行理事会 (ManagementBoard) の理事については、その選考基準
として、 4名は消費者やフードチェーンにおけるその他の利害を代表する組織での経験を持
つ者で、あることが規員IJにおいて明示されており、欧州委員会による候補者リスト作成、欧
州議会との協議を経て、理事会 (theCounc i 1)が任命する (Regulation(EC)No172/2002第
25条第 1項)。任期は 4年 (Regulation(EC)No172/2002第 25条第 2項)であり、公益のた
めに独立して活動すること (Regulation(EC)No172/2002第 37条第 l項)や利害宣言を行う
こと (Regulation(EC)No172/2002第 37条第 1項)が義務付けられている。執行理事会の責
任として、欧州食品安全庁の任務を遂行することと同庁に割り当てられた課題を規則で規
定された条件下で実行することを保証すること (Regulation(EC) No172/2002第25条第7項)
が挙げられている。
日本の食品安全委員会の委員については、その選考基準として、食品の安全性の確保に
関して優れた識見を有する者であることが挙げられており、両議院の同意を得て、内閣総
理大臣が任命する(食品安全基本法第 29条第 1項)。任期は 3年(食品安全基本法第 30条
.第 l項)で、内閣総理大臣は、委員が心身の故障のため職務の執行ができないと認められ
る場合等においては、同議院の同意を得て、罷免することができる(食品安全基本法第 31
条)。委員は、在任中、政党その他の政治的団体の役員となり、又は積極的に政治運動をし
てはならない(食品安全基本法第 32条第 2項)。さらに、常勤の委員は、在任中、内閣総
理大臣の許可のある場合を除くほか、報酬を得て他の職務に従事し、又は営利事業を営み、
その他金銭上の利益を自的とする業務を行ってはならなし、(食品安全基本法第 32条第 3項)。
利害宣言については、食品安全基本法において言及はないものの、個別の調査審議等の適
否を判断する「確認、書Jを「食品安全委員会における調査審議方法等についてj に基づき
作成することとなっている口委員会の所掌事務として、食品健康影響評価の実施等(食品
安全基本法第 23条)が挙げられる。
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これらを比較すると、注目すべき主な点は二つある。第一に、消費者代表の委員への登
用についてである。英国食品基準庁の委員会委員及ひ、欧州食品安全庁の執行理事会理事に
ついては、消費者団体での活動経験が法律・規則上の選考基準のーっとなっているが、食
品安全委員会委員については法令上の選考基準となっておらず、運用上も消費者団体出身
者の委員登用に消極的である520 第二に、利害宣言についてである。英国食品基準庁の委員
会委員及び欧州食品安全庁の執行理事会理事については、利害宣言が法令等により義務付
けられている一方、食品安全委員会委員については、個別の調査審議等の適否を判断する
「確認書j を「食品安全委員会における調査審議方法等についてj に基づき作成すること
となっているものの、前二者に比べると内容が限定的で、委員の利害関係が詳細に公表さ
れていない状況にある。独立性の保持に関するルーノレについては、英国においては法律と
政府方針等が組み合わせられており、 EUにおいては規射で、基本的なパッケージが用意され
ているとしづ形式上の違いがあるものの、日本に比べるとその内容は充実している。
②科学的意見を実質的に形成する組織の構成員
次に、科学的意見を実質的に形成する組織の構成員に関し、英国の食品基準庁諮問委員
会 (AdvisoryCommittee) の委員、欧州食品安全庁科学委員会 (ScientificCommittee) 
の委員、食品安全委員会の専門委員について比較を行う。なお、英国の食品基準庁諮問委
員会 (AdvisoryCommittee) は多数あるため、以下では代表的なものとして、「その他の諮
問委員会J(食品基準法第 5条第 3項)に該当する「微生物学的食品安全に関する諮問委員
会j を取り上げることとしたい。
英国の食品基準庁諮問委員会の委員については、その選考基準として、政府共通の The
Seven Principles of Public Life (Nolan Principles)や政府科学局「科学的諮問委員
会のための行動規範j に沿って任命される530 任命にあたっては、適切な当局との協議を経
て、食品基準庁によって任命される(基準法附則 2第 3条第 l項)。ちなみに、食品基準法
附員IJ2第 3条第 2項において、食品基準庁の委員が「その他の諮問委員会Jの委員となり
うる旨規定されているが、「食品基準庁の委員会委員のための行動規範j では、食品基準庁
の委員会に助言する科学的諮問委員会の委員となることを禁止している。任期に関しては、
食品基準法において定めはないが、微生物学的食品安全に関する諮問委員会では、通常は 2
"-'4年程度である540 要求される独立性に関しては、食品基準法において定めはないが、微
生物学的食品安全に関する諮問委員会「委員のための行動規範j 等で、個人的利益の追求
52食品安全委員会「食品安全委員会の改善に向けてJ(平成 21年 3月 26日)18頁参照。こ
の点については、本章第 1節において既に述べた口
53 Advisory Committee on the Microbiological Safety of Food， Annual Report 2010， P6. 
54 Ibid， P6. 
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や一定程度の政治活動等を禁止しているD 利害宣言に関しでも、食品基準法において定め
はないが、前述の「委員のための行動規範Jに基づき要求される。責任等に関して、食品
基準法における直接の言及はないが、前述の「委員のための行動規範Jにおいて「食品基
準庁発出のあらゆるガイダンスを含め、関連する要素を全て考慮、して、問題について委員
共同で全力の検討にあたることj等に言及しているD
欧州食品安全庁科学委員会の委員については、その選考基準として、独立した科学的専
門家であることを規則で明示しており (Regulation(EC)No172/2002第28条第3項・第4項)、
EC官報等での公表、事務局長の提案を経て、欧州食品安全庁執行理事会が任命する
(Regulation(EC)No172/2002第 28条第 5項)。任期は 3年 (Regulation(EC)No172/2002第
28条第 5項)であり、あらゆる外部の影響から独立して活動することや利害宣言の実施が
義務付けられている (Regulation(EC)No172/2002第 37条第 2項)。利害宣言の内容は理事
や事務局長に比べ厳格であり、同じ欧州食品安全庁の中にあって特に高い独立性が要求さ
れている。責任等に関しては、 Regulation(EC)No172/2002第 28条第 1項において、科学的
意見の提供に関して責任を負うことが明示されている。
日本の食品安全委員会の専門委員については、その選考基準として、学識経験のある者
(食品安全基本法第 36条第 2項)を挙げるのみである。選考過程に関して、食品安全基本
法、公開されている内規等において言及はない。内閣総理大臣が任命することとなってお
り(食品安全基本法第 36条第 2項)、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、
解任されるものとする(食品安全基本法第 36条第 3項)と規定されている。要求される独
立性や利害宣言に関し、食品安全基本法で言及はないが、個別の調査審議等の適否を判断
する「確認書Jを「食品安全委員会における調査審議方法等についてJに基づき作成する
こととなっている。設置目的としては、専門の事項を調査審議させることが挙げられてい
る(食品安全基本法第 36条第 I項)。
これらを比較すると、注目すべき主な点は三つある。第一に、選考についてである。選
考基準に関して、日本で、は専門委員について単に「学識経験のある者j とされるのみで、
.少なくとも明示的に独立性が要求されておらず、しかも、選考過程のルーノレが明示されて
いない。第二に、要求される独立性についてである。第一の点とも関連するが、日本では
専門委員に要求される独立性について法令上言及がなく、また、利害宣言に関しては個別
の調査審議等の適否を判断する「確認書Jを「食品安全委員会における調査審議方法等に
ついてJに基づき作成することとなっているもの、英国や EUに比べると内容が限定的で、
専門委員の利害関係が詳細に公表されていない状況にある。第三に、身分保障についてで
ある。日本では、専門委員の身分保障に関して、当該専門の事項に関する調査審議が終了
したときは、解任される55こととなっており、不安定な身分となっているD このような状況
55 r審議会等の整理合理化に関する基本的計画J(平成 11年 4月 27日間議決定)別紙 2r審
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では、専門委員が独立性を持った者が専門委員となったのか判断できないD 科学的意見を
実質的に形成するという役割からして、高度な独立性が求められるはずの専門委員につい
て、その確保のための仕組みについて検討が必要である。また、運用実態を検証しなけれ
ばならないという留保が付くこととなるが、高度な独立性の要請と表裏一体であるべき身
分保障も十分でない点も勘案すると、英国や EUと比べて、政府による科学的意見の利用及
び科学的助言を行う科学者の登用に関するルーノレの展開について大きく遅れていると指摘
せざるを得ない 特に英国は、政治権力からの独立性の保持を含め、政府による科学的助
言の利用や科学的助言を行う科学者の独立性保持に関して優れた規範等を策定しており、
この分野においてほとんど規範等のない呂本にとって大いに参考となると思われる。
第4節小括
本節では、前節での検討を踏まえ、 2つのトピックスについて検討するとともに、日本に
おける食品安全行政組織の枠組みに関する在り方について言及しておくこととしたい。
( 1) I食品安全庁j構想、
この構想、が組織法にかかる問題となることを念頭に考察すると、次の点が重要となる。
平成 22年 3月に閣議決定された「食料・農業・農村基本計画J56において、リスク管理機
関を一元化した『食品安全庁Jについて、関係府省の連携の下、検討を行う。J57ことが記
載された。この「食料・農業・農村基本計画Jでは、どのように一元化するのかについて
具体的に説明されていないが、農林水産省の審議会である第 15回食料・農業・農村政策審
議会企画部会(平成21年 1月 30!3)の議事録を参照すると、農林水産省に「食品安全庁j
議会等の組織に関する指針J1. (3)において、「専門委員は当該専門の事項の調査審議が終
了したときは解任されるものとし、その旨明定するものとする。j と記載されており、食
品安全基本法もこれに沿って規定されていると考えられるが、宇賀克出『行政法概説直行
政組織法/公務員法/公物法〔第2版]~ (2010年)206-207頁において、「臨時委員，特
別委員，専門委員が特定の調査審議事項が終了したときに解任されることとしているのは，
臨時委員等が恒久化し，委員数に上限を設定した意義が没却されることのないようにする
ためである。Jとの指摘があることには留意が必要である。
56 I食料・農業・農村基本計画j は、食料・農業・農村基本法第 15条に基づいて政府が定
め、おおむね5年ごとに変更することとなっている。また、この基本計画を定めようとす
るときは、同法第 39条に基づいて農林水産省に置かれる食料・農業・農村政策審議会の
意見を穂かなければならない(同法第 15条第 5項)こととなっている。
57 i食料・農業・農村基本計画(平成 22年 3月)J 
(http://www.maff.go.jp/j/keikaku/k_aratana/pdf/kihon_keikaku_22.pdf) 17頁。
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を置き、食品安全分野におけるリスクマネジメント組織をそこへ統合することをうかがわ
せる内容となっている 58。さかのぼれば、「食品安全庁j構想、は、民主党が提案したもので
あり、野党であった平成 20年4月に衆議院へ提出した「食の安全・安心対策関連法案j の
「食品の安全性の確保を図るための農林水産省設置法等の一部を改正する法律案要綱
(案)J 59では、「食品の安全性の確保を新たに農林水産省の任務とするJことや「農林水産
省の外局として、食品安全庁を置く j こと等を掲げ60、厚生労働省が担うリスクマネジメン
ト機能を農林水産省へ統合することを明確に意図していた61。この法案は成立しなかったが、
平成 22年の衆議院議員総選挙にあたり作成された民主党政権政策 Manifesto(2009年 7月)
や民主党政策集 INDEX2009(2009年 7月)の中で、厚生労働省と農林水産省のリスク管理
機能を一元化した f食品安全庁Jの設置について言及している620
上述の「食料・農業・農村基本計画J(平成 22年 3月)の公表後、農林水産省が公表し
た「食料・農業・農村基本計画の進捗状況についてJ(平成 23年 1月)によれば、「食品安
全庁の検討j に関して「科学的根拠に基づく食品安全行政をより的確に行えるようにする
観点から、食品安全庁の設置について関係省庁と連携し検討中。j としている630
また、平成 22年 3月に閣議決定された「消費者基本計画J64では、「リスク管理機関を一
元化した『食品安全庁Jについて、省庁の連携の下、検討を行し1ます。Jとし、実施時期に
ついて「平成 22年度以降検討を開始します。Jと述べていた650 しかし、その後に消費者庁
58 当時の山田農林水産副大庄が「実際に本当に食品のリスク管理をできるのは、私は食品
安全庁は農水省の中にあるべきではなし1かと、そう考えております。J等と発言している。
第 15回食料・農業・農村政策審議会企画部会(平成 21年 11月 30日)議事録3頁
(http://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kikaku/bukai/pdf/report_15.pdf)参照。
59 http://archive.dpj.or.jp/news/files/080417houan3.pdf 
60 http://archive.dpj.or.jp/news/files/0417yoko.pdf 
61 http://archive.dpj.or.jp/news/?num=13105 
62民主党政策政権Manifesto(2009年 7月)20頁、民主党政策集 INDEX2009(2009年 7月)
34頁。
63農林水産省「食料・農業・農村基本計画の進捗状況について (23年度予算概算決定等を
反映させた報告)J (平成23年 1月)
(http://www.maff.go.jp/j/keikaku/k_aratana/pdf/230125_followup.pdf) 9頁D
64 i消費者基本計画jは、消費者基本法第9条に基づいて政府が定めることとなっている。
平成 22年 3月に定められたものは、平成 22年度から平成 26年度までの 5年間を対象と
している。「消費者基本計画J(平成22年 3月)3真
(http://www.caa.go.jp/planning/pdf/100330keikaku.pdf)参照。
65 向上 15頁D
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が公表した「平成 22年度の具体的施策の実施状況に関する検証及び評価の結果Jでは、「リ
スク管理機関を一元化した『食品安全庁』については、関係省庁の連携の下での検討は行
われていなし ¥0Jとして、実施時期を「平成 23年度以降検討を開始しますoJとしづ記述に
変更し66、「消費者基本計画Jを平成 23年 7月 8日に一部改定しているペ消費者庁による
「消費者基本計画jの改定経過や、厚生労働省ホームページで公表されている文書中には
「食品安全庁j に関する言及が見当たらないことは、これら省庁の立場と「食品安全庁j
構想、に対する態度を示唆している。
現時点においても、「食品安全庁j の設置についてどのような方向で検討されるのかにつ
いては明らかでないが、英国及びEUのリスクマネジメント組織が産業振興行政組織と分離
され、業界利益から距離を置き、それらからの独立性を志向している点について、今一度
想起すべきである680
( 2 )国会同意人事と委員の独立性
食品安全委員会の委員は、食品安全基本法第 29条第 l項に基づき、両議続の伺意を得て、
内閣総理大臣が任命することとなっている。一方、専門委員は内閣総理大臣が任命するこ
66消費者庁「平成 22年度の具体的施策の実施状況に関する検証及び評価の結果J(施策番
号 23番) (http://¥vww.caa.go.jp/planning/pdf/110708kensho.pdf)。
67 I消費者基本計画J(平成 22年 3月 30日閣議決定(平成 23年 7月 8S一部改定))17-18 
頁 (http:/hvww.caa.go.jp/planning/pdf/110708keikaku.pdf)参照。
68その他、次の点に注意を要する。第一に、牛用鋳料への肉骨粉の使用禁止に関し、農林
水産省は行政指導にとどめ法的規制を行わなかった点である。この点につき、 BSE問題に
関する調査検討委員会は、「行政対応上に問題があったと認識せざるを得なし¥J等として、
農林水産省の対応を問題視している。 IBSE問題に関する調査検討委員会報告J(平成 14年
4月 2日)6-8頁参照。第二に、欧州委員会の科学運営委員会 (SSC: Scientific Steering 
Commi ttee) が実施する地理的 BSEリスク (GBR: Geographical BSE Risk)評価の草案が
四段階で下から二番目の田 (Likelybut not confirmed or confirmed， at a lower level) 
であったことに関し、農林水産省が欧州委員会に対して不服や評価中断を再三にわたり申
し入れた点である。この点につき、 BSE問題に関する調査検討委員会は、郎の評価手法を
「すぐれた内容のものとみなせる。jとした上で、 IEUの評価中断を要請した根拠は明らか
でないが、 BSE発生リスクがあるとしづ結論が風評被害を引き起こすことを恐れたためで
はなしゅ瓦と推測される。J とし、ここでも農林水産省の対応を問題としている。向上、 8-
10頁参照。なお、農林水産省によるこれらの対応は、 2001年 9月に日本で初めて千葉県
でBSE発生が確認される前に行われたものである。いずれも農林水産省が消費者側ではな
く業界側に立って BSE問題に対処しようとしたことを示唆する例である。
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ととなっており、国会の関与は要件となっていない。
リスクアセスメント組織の政治からの独立については、欧州食品安全庁の例を見ると、
執行理事会の理事の任命過程においては、 Regulation(EC) No 178/2002第 25条第 1項に
基づき、欧州委員会や欧州議会、欧州理事会が関与する一方、科学委員会等のメンバーは、
Regulation (EC) No 178/2002第 28条第5項に基づき執行理事会により任命され、先の EU
各機関は関与しない。
平成 21年に食品安全委員会委員の人事案を参議院が否決した事案69に際し、食品安全委
員会委員長談話や日本学術会議会長談話等が公表された。平成21年 7月 1日の食品安全委
員会委員長談話では、「委員会は、米国産牛肉の BSEに係る食品健康影響評価を科学的知見
に基づき中立公正に行うことに誠心誠意努め、また、その姿勢を貫き通すことができたと
考えており、このようなことが理解されず、先月の国会において 今回の判断が行われた
ことは、とても残念です。 J とした上で、「委員会が『科学~ ~こ基づきリスク評価を実施し
ていくためには、その『独立性と中立性』がしっかりと守られなければなりません。Jと述
べた70。また、平成 21年 6月 30自の日本学術会議会長談話では、リスク評価者である食
品安全委員会が、データ不足のために科学的評価は困難であることを承知しつつも、食用
牛肉のリスクを評価したとして非難された点」と f米国産牛肉の輸入再開を決定したのは
リスク管理者であるにもかかわらず、科学的知見に基づき客観的かっ中立公正にリスク評
価を行った研究者個人の責任が関われたことJを問題として指摘し、後者についてはリ
スク評価とリスク管理の違いを十分に理解していないために起こった誤り j であり、リス
ク評価の独立性と中立性j が損われることを危倶する旨主張した71D
これらの主張を検討するにあたっては、当時の参議院は野党であった民主党が最大勢力
であり、参議院において国会同意人事72が他にもたびたび不同意となっていたねという政治
69第 171回国会(常会)参議院本会議で平成 21年6月 5日に、食品安全委員会委員に吉川
泰弘氏を任命することに向意を与えないことに決した。参議院ホームページ
(http://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/old_gaiyo/171/1713100.pdf)参照。
70 rリスク評価の独立性と中立性に関する食品安全委員会委員長談話J(平成21年 7月 I
S) (http://wmv.fsc.go.jp/sonota/iinchodanwa_210701.pdf)参照。
71 rw食品安全のための科学Jに関する会長談話J(平成 21年 6月 30日)
(http://www.fsc.go.jp/sonota/iinchodanwa_210701.pdf)参照。
72審議会等の委員が国会同意人事であるか否かは区々であるが、国会同意人事である場合
は国家公務員法第 2条第 3項第9号(1就任について選挙によることを必要とし、あるい
は国会の両院又は一段の議決又は同意によることを必要とする職員J)に該当の特別職の
国家公務員となり、向法第2条第5項によって原則として国家公務員法の規定が適用され
ない。審議会等の委員の選任、任期、定数、身分等については、字賀克也『行政法概説盟
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状況や、これらの談話で言及された米国産牛肉の輸入再開が政治日程に組み込まれていた
こと 74を念頭におく必要がある。また、特に、 BSE対策のような消費者の不安の強し 1食品安
全上の問題を取扱う場合、どのようなリスクアセスメントを依頼するのかについて、消費
者をはじめとした関係者とのリスクコミュニケーションやリスクアセスメント機関との意
思疎通をリスクマネジメント機関がどのように行うのかということが重要な意味を持つ750
行政組織法/公務員法/公物法〔第2版Jj](2010年)202-207頁参照。ただし、審議会
等の委員任命にかかる国会同意の要否について、政治からの独立性の観点や民主的正当性
の保樟の観点からどのように判断されるべきか、自明であるわけではない。中央労働委員
会等の行政委員会の委員任命にかかる国会同意との異同に関する整理を含め、課題として
残る。なお、阿部泰隆『行政法解釈学Ij] (2009年)368-369頁において、 2008年に国会
へ提出された行政不服審査法改正法案でし¥う行政不服審査会の委員任命に関する言及の
中で、国会同意フ。ロセスに関し、「国会では，この要件を満たす人物であるかどうかを，
その者の業績に即して具体的に分析すべきであり，政府は、これまで行われているように，
単に過去の主要な役職，経歴だけでなく，その現実の業績をきちんと整理して国会に提出
して，国民も評価できるようにすべきである。Jと指摘する。特定の法案における審議会
についての言及であるという点で、本稿主題との関わりでは留意が必要であるが、国会に
よるコントロールや民主的正当性の保障の質、任命の透明性を問うものであり、示唆に富
む。
73 民主党が参議院議員第21回通常選挙(平成 19年7月 29日)で勝利してから衆議院議員
第羽田総選挙(平成21年8月 3013)で勝利し与党となるまでの関の、第 168呂田会か
ら第 171図面会の参議院本会議において毎回、民主党を中心とした会派の議員による反対
で人事案件の一部が不同意となっていた。参議院ホームページ
(http://¥vww.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/old_gaiyo/168/1683100.pdf、
http://wvrw.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/old_gaiyo/169/1693100. pdf、
http://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/old_gaiyo/170/1703100.pdf、
http://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/old_gaiyo/171/1713100.pdf)参照。
74 日米両国間の会合等によって輸入再開に向けた取り組みが進められていたことについて
は、厚生労働省ホームページ「米国、カナダ産牛肉等への対応について」の 18.米国、
カナダとのBSE問題に関する会合などj
(http://清明.mhlw.go.jp/kinkyu/bse/yunyu/051209-1.html) 参照。
75本章第 1節で言及した農林水産省・厚生労働省「農林水産省及び厚生労働省における食
品の安全性に関するリスク管理の標準手順書j は、米国産牛肉と国産牛肉のBSEリスクの
同等性について厚生労働省大臣と農林水産省大臣の連名で食品安全委員会へ食品健康影
響評価を依頼した平成 17年5月24日より後の平成 17年8月に作成されたものであり、
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ここでは、英国では政府がコンサルテーション76による利害関係者等との対話を通じ政策形
成を行っており、日本でのいわゆるパブリックコメント手続(行政手続法第38条以下)と
の違いが伺われる点を指摘しておきたし ¥770 さらに、不確実性が残る中で科学的意見を出さ
平成 18年 10月5日に改訂されているが、その中で「リスク評価方針の検討・作成j と題
した項目がある 平成 18年 10月5日改訂版では、「リスク管理者は、・・・リスク評価機関
や『関係者Jの協力を得て、食品健康影響評価を依頼する前にリスク評価方針を作成する。j
とし、リスク評価方針の検討に当たって、リスクコミュニケーションを実施する。j と同
時に、「食品健康影響評価がリスク管理に有用なものとするため、リスク評価機関と意思
疎通を行い、食品健康影響評価の目的、対象、想定されるリスク管理措置案、根拠となる
データの内容等について共通の理解を得る。Jこととなっている。そして、リスクコミュ
ニケーションでの iW関係者』の意見のうち、重要なものについては、リスク評価方針に
反映させる。また ・ーリスク評価機関との意思疎通の結果についてリスク評価方針に反映
させる。jこととなっている。同手)1頭書(平成 17年 8月、平成 18年 10月5日改訂)11-12 
頁参照。なお、改訂前の手順書においては、「リスクアセスメントポリシーの検討・作成J
と題していたもので、ほぼ同様の内容が上記改訂版へ引き継がれており、当初から記載さ
れていた内容である。同手順書(平成 17年 8月)10-12頁
(http://warp.da.ndl. go. jp/info:ndljp/pid/233641/www.maff.go.jp/syohi/guideline 
s/risk_tejunsyo.pdf)参照。
76英国政府は、 Codeof Practice on Consultationを作成し、効果的なコンサノレテーショ
ンの確保に努めているとされている。 See，出 Government，Code of Practice on 
Consultation (July 2008)， P3-5. 
77 日本のパブリックコメントの対象は、行政手続法第 2条第 8号で定義する「命令等J(法
律に基づく命令、審査基準、処分基準、行政指導指針)である。具体的な手続として、命
令等制定機関は、命令等を定めようとする場合には、当該命令等の案及びこれに関連する
資料をあらかじめ公示し、意見の提出先及び意見の提出のための期間を定めて広く一般の
意見を求めなければならないこと(向法第39条第 l項)、意見提出期間は公示の日から起
算して 30日以上でなければならないこと(同法第39条第3項)、提出意見を考慮、しなけ
ればならないこと(向法第42条)、結果の公示等を行うこと(同法第43条)を規定して
いる。食品健康影響評価については、行政手続法上の意見公募を行う対象ではないが、「任
意の意見募集」としてパブリックコメントが実施されていることについては、本章脚注4
において既に言及したとおりであるD 一方、英国のコンサノレテーションは、法的強制力を
持たないものの、政府の一般的ポリシーとして明示された Codeof Practice on 
Consultationにより原則として実施され、新たな政策及び政策の変更に関する正式・文
書・公のコンサルテーションを対象としている D そこでは 7つの基準を提示しており、①
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なければならない困難さ i8は認めるとしても、委員の独立性と中立性をどのような仕組みで
支えるのかについては、本章第 1節から第 3節で、検討を行ったように、まずは業界からの
独立や産業振興を担う行政組織からの独立の観点によって再考されねばならないだろう。
( 3 )日本における食品安全行政組織の枠組みに関する在り方
リスクマネジメント及びリスクアセスメントといった責任分担の明確さという点では聞
のような組織的分離による枠組みは優れている。一方、国の行政組織においてどのような
枠組みを採用するのかについては、厚生労働省と農林水産省という伝統的官庁の存在を前
提として組み立てることが現実的に必要となる。押し広げていうならば、 EUにおいてリス
クマネジメント機関 (DG-SANCO)とリスクアセスメント機関 (EFSA)が組織的に分離され、
かっ、いずれも業界利益から明確に分離され、リスクマネジメント機関においては保健と
食品安全及び消費者保護を担当し、専門性の高いモニタリング機関 (FVO) を持つというこ
とは独立性の観点から理想的であるが、このような行政組織は伝統的官庁の背景を持たな
いEUだからこそ持つことができたと考えられるD そのため、我が匿において、食品安全行
政のリスクマネジメントを担う組織の素朴な単一化は困難であろうし、原理的に必須条件
正式なコンサノレテーションは、政策の結論に影響を与える余地がある段階で行うべき、②
コンサノレテーションは、実行可能で実際的となるよう、より長い期間とすることを考慮、に
入れて、通常は少なくとも 12週間とすべき、③コンサノレテーション文書は、コンサルテ
ーションのプロセス、提案内容、影響範囲、提案に関して想定されるコスト・ベネフィッ
トについて明確にすべき、④コンサノレテーションの実施は、届けようとする人々にとって
利用しやすいよう設定され、明確に狙いを定められるべき、⑤コンサルテーションを効果
的なものとし、このプロセスに向けて受け手の意欲を獲得しようとするなら、コンサルテ
ーションの負担を最小限に保つことが必須で、ある、⑤コンサルテーションの反応は注意深
く分析されるとともに、明確なフィードパックがコンサノレテーションに続いて参加者に与
えられるべき、⑦コンサルテーションを運用する公務員は、効果的なコンサノレテーション
を実施する方法に関して手本を追求するとともに、経験から学んだことを共有すべき、と
いう。 See，Code of Practice on Consultation (July 2008)， P5--13. 運用実態につい
ての詳細な比較調査が必要であるという留保付ではあるが、上記の内容をもとに5本のパ
ブリックコメントと英国のコンサルテーションを比較すると、英国の方が重要政策に関し
て早い段階で国民の意見を集める等、多くの優れた点を見出すことができる。
78 BSE問題における科学技術コミュニケーションの困難さを取り上げ、「科学だけでは解決
できないが、しかし決定を下さねばならない、科学技術絡みの問題というものの厄介さを
示す一例j と位置付けるものとして、小林簿司『トランス・サイエンスの時代Jl(2007年)
169頁がある。
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となるものでもない。また、業界利益と分離されていない農林水産省への単一化は、リス
クアナリシスの機能発揮という点で大いに疑問である。
よって、食品安全委員会(その委員及び専門委員)の独立性確保と、リスクマネジメン
ト及びリスクアセスメントの適切な関係を構築することが現実的かっ目下必要な措置とな
る。そこでは、専門家の調達が臨難な状況に鑑み、一切の利害関係を有さないことを条件
とすることは適切でないだろう 790 しかし、選考過程に透明性をもたせ、選考された者の利
害関係を公表すること、それに対して必要があれば当該人が説明することにより、利益相
反を克服することが重要となる。
組織枠組については即が優れていると指摘したが、委員及び専門委員の独立性を担保す
るツールについては、英国における科学的意見に関する規範が参考となるため、それを組
み合わせ、組織枠組が機能する行政過程となるようにすることも重要である800 BSE問題の
中心となった英国は、食品安全行政を統一的・専門的に担う機関として食品基準庁が組織
されたが、英国から得られる示唆は、食品安全行政組織の単一化による業界利益からの分
離だけでなく、問題の中心地であったがために多くの議論が展開された、政府へ科学的助
言の利用や科学的助言を行う専門家の独立性確保の点からも得ることができる。後者は、
食品安全以外の分野でも検討が重ねられ、科学的諮問委員会の在り方に大きな影響を与え
ていることは特筆すべきである。
日本において、いわゆる 8条機関は区々であり、統一的取扱いを行うことについては議
論の余地があると思われるが、先に見た委員及び専門委員の独立性の確保のための方策に
ついて、食品安全委員会のフォーマットとして明示にすることが不可欠である。そして、
その視点が、特に科学的助言を行う他の 8条機関において参照され、 8条機関が適切に活用
されることが期待される810
79 山本教授は、「学問上の思考枠組や専門家が，超越的な中立・独立性を有し，あるいは有
し得ると想定するのはナイーヴである.その上， リスクに演する決定の利害関係者と関わ
りを持つ専門家が，決定に必要な知識を有する場合も多し¥J といい、これを「中立・独立
性と卓越性のディレンマj と指摘する。山本隆司リスク行政の手続法構造」城山英明・
山本隆司編『融ける境超える法5環境と生命j(2005年)34-35参照。
80 なお、英国と EUとの比較において、次の点を補足しておきたいD 英国はコモンローの屈
であり、法的制度として英国の枠組みを直接的に取り入れることが困難なことは少なくな
い。しかし、行政過程における個々のツール及びそれと行政組織編成の結ひ、付け方につい
て優れている点が多く、本稿はこの点について示唆を得ようとするものである。よって、
組織枠組について EUが優れていると指摘したことと、個々のツーノレについて英国が優れ
ていると指摘したことについて矛盾するものではない
81 リスクアセスメント機関の中立・独立性に関して、山本教授は IEC法は，合議制機関の
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英国及びEUの食品安全分野における利害宣言との比較では、委員本人だけでなく近親者
を含めた業界との利害関係を明らかにすること、各種団体の幹部就任状況を含めた利害宣
言とすること等が焦点となりうる。日本の食品安全委員においては、利害宣言に類似のも
のとして、「食品安全委員会における調査審議方法等についてJ(平成 15年 10月 2日食品
安全委員会決定、最終改正平成 24年 2月 16日)でいう「確認書Jがあり、委員又は専門
委員は、次の場合に該当すると思われる事実の有無を記載したものを、委員等に任命され
た日以後初めて開催される自らが所属する委員会等の開催日の 1週間前までに委員会の委
員長へ提出することとなっている。すなわち、①特定企業から過去 3年間の各年において
新たに取得した金品等の企業ごとの金額が所定の基準に該当する場合、②特定企業の株式
の保有割合が全株式の 5%以上である場合、③特定企業の役員等に過去 3年間において就任
していた、又は就任している場合、④特定企業からの依頼により当該調査審議等の対象品
目の申請資料等の作成に協力した場合(例外あり)、⑤リスク管理機関の審議会(委員等が
所属する委員会等の調査審議事項の関連分野のものに限る。)の長である場合、⑤その他調
査審議等の中立公正を害すると認められる場合である。上記に該当するときは調査審議等
への参加が原良IJとして制限されるが、委員又は専門委員の近親者についてはこの「確認書j
による自己申告の対象となっていないほか、各種包体への幹部就任状況については少なく
とも基準として明示的に挙げられていはいない。比較を行うと、英国の食品基準庁におい
ては、委員の近親者の利害や各種田体の幹部就任状況についても登録することとなってい
る820 また、 EUの欧州食品安全庁においても、年次利害宣言で経営組織又は同等組織のメン
ノ〈ーへの就任状況、近親者の利害を含めて宣言することとなっている830
このほかにも、食品安全委員会委員の選考過程において候補者に利害宣言を作成させる
ことが考えられる。国会同意人事である当該委員の選考過程において利害宣言を候補者に
課すといったルールは確認、で、きないが、国会同意人事の役割を民主的正当性の保障の補完
に求めるならば、国民も候補者を評価できるような内容の利害宣言を作成し、それを公開
構成員が，中立性を害するような，利害関係事業者等との関係、を持つことを禁止した上で，
中立性が害されるのではなくても，中立性が疑われる可能性のある利害関係を構成員が持
つ(持っていた)場合，それを登録ないし宣言させて公表することとしている….また個
別事案について，合議制機関の構成員が中立性を疑われる可能性のある利害関係を持つ場
合，それを宣言させて公表し，あるいはさらに，事案の処理手続から排除することとし
ているj と指摘し、大枠における仕組みの共通性を指摘する。同上 35-36頁参照。
82 See， CODE OF CONDUCT FOR ME出ERSOF THE BOARD OF THE FOOD STANDARDS AGENCY (Revised 
and agreed at FSA Board Open Meeting， Tuesday 22 May 2012)， para.4. 2-4. 3. 
83 IMPLEMENTING ACT TO THE POLICY ON DECLARATION OF INTERESTS GUIDANCE DOCUMENT ON 
DECLARATIONS OF INTERESTS， P3-4. 
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すべきであるへ
食品安全分野以外の分野を含めた利害宣言の在り方については今後の課題としたいが、
この課題の検討にあたっては、次の点が参考素材となることを挙げておきたい。利害宣言
に関する国内の参考素材としては、厚生労働省関係審議会である薬事・食品衛生審議会薬
事分科会において利益相反に関する自己申告について規定した「薬事分科会審議参加規程j
(平成 20年 12月 1913)がある850 そこでは、過去 3年度を対象に、分科会等の開催の都
84本章脚注 72で引用したところであるが、阿部泰経『行政法解釈学Ij] (2009年)368-369 
頁において、 2008年に国会へ提出された行政不服審査法改正法案でしづ行政不服審査会の
委員任命に関する言及の中で、国会河意フ。ロセスに関し、「面会では，この要件を満たす
人物であるかどうかを，その者の業績に即して具体的に分析すべきであり，政府は、これ
まで行われているように 単に過去の主要な役職，経歴だけでなく，その現実の業績をき
ちんと整理して国会に提出して，富民も評価できるようにすべきである。j と指摘する。
85薬事分科会における利益相反問題への対応の出発点となったのは、平成 19年 4月 23日
の「申し合わせJ (暫定ルール)である。平成 19年 4月 23日の薬事分科会議事録及び資
料によると、 f先日来、個別の医薬品に関し、個別のメーカーからの寄付金等と研究者あ
るいは公的研究班について問題を指摘されるような事例があったj ことから、分科会メン
ノ〈ーを中心として外部関係者も交えたワーキング、グループ。を設置し、寄付金等の実態や諸
外国の状況等を踏まえ検討を行い、年内を目途に分科会としてのノレーノレ(申し合わせ事項)
を策定するとともに、ルーノレが策定されるまで、の聞は暫定ノレールにより取り扱うことを決
定したとしづ。第二のステップとなったのは、「審議参加に関する遵守事項J(平成 20年 3
月 2413薬事・食品衛生審議会薬事分科会申し合わせ)である。平成 20年 3月 24日の薬
事分科会議事録及び資料によると、これは、「審議参加と寄付金等に関する基準策定ワー
キンググループj において検討され、 2回のパブリックコメントと、平成 20年 3月 24日
の薬事分科会における審議を経て策定されたものである。策定された「審議参加に関する
遵守事項jの i5.終わりにjでは、 f今後設けられるワーキンググループ。の意見等を踏
まえ、必要な改善を図っていくこととする。jと言及し、引き続き検討を行うこととした。
そして、第三のステップとなったのは、「薬事分科会審議参加規程J(平成 20年 12月 19
日)である。平成 20年 12月 19自の薬事分科会議事録及び資料によると、これは、「審議
参加に関する遵守事項の検証・検討委員会j と名付けられたワーキンググルーフ。において
検討され、 f審議参加に関する遵守事項の検証・検討委員会報告書J(平成 20年 12月 15
13) としてまとめられたものが平成 20年 12月 19日の薬事分科会において審議され、策
定に至ったものである。なお、樋口範雄教授は、「審議参加と寄付金等に関する基準策定
ワー キンググ、ノレー プJではメンバーとして、「審議参加に関する遵守事項の検証・検討委
員会j では座長として、ノレール策定に参画しているD
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度、審議品目の製造販売業者又は競合企業からの寄付金・契約金等について最も受取額の
多い年度等につき自己申告することが規定され(同規程第 15条)、自己申告の様式は「審
議参加に関する確認事項J(平成 20年 12月 19日薬事分科会確認)において定められてい
る。適用対象者は委員、臨時委員、専門委員及び参考人であり(同規程第 4条)、「寄付金・
契約金等j にはいわゆる奨学寄約金や保有している当該企業の株式の株式価値を含めると
し(同規程第 11条)、委員等本人又はその家族(配偶者及び一親等の者(両親及び子ども)
であって、委員等本人と生計をーにする者)の個別企業からの受取金額によって審議参加
や議決参加が制限される(向規程題 12条・ 13条)。また、申告書は分科会等終了後速やか
に厚生労働省ホームページ上で公開することとなっている(同規程第 17条)。ここでの利
害宣言は個別審議ごとに寄付金・契約金等の受領額水準を確認するものであり、また、「委
員、臨時委員又は専門委員は、在任中、薬事に関する企業の役員、職員又は当該企業から
定期的に報酬を得る顧問等に就任した場合には、辞任しなければならない。J(薬事分科会
規程第 11条)という取り決めが従前から存在する中で、のノレールで、ある。この利害宣言が薬
事分野のものであること、審議会の分科会における取扱いであることに留意しなければな
らないが、科学的助言を行う審議会(分科会)での利害宣言にかかる貴重な検討素材とな
るだろう。
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おわりに
これまで検討した内容を踏まえ、我が国の食品安全行政の組織と機能に関し、必要な条
件とその確保に向けた方策の手がかりについて整理しておきたい。
必要な条件としては、大別して 2つの観点がある白第一に、食品安全行政組織の独立性
保持の観点である。リスクアセスメント機関である食品安全委員会は、業界からの独立、
産業振興を担う行政組織からの独立、リスクマネジメント機能からの独立を確保する必要
がある。食品安全委員会の委員及び専門委員がどの程度業界と利害関係があるのか密かに
ついて現在の運用では明確にはわからない。また、リスクマネジメント機関の審議会委員
と掛持ちしていることを指摘されているほか、政府間合意の後にリスクマネジメント機関
がリスクアセスメントを諮問する理由が閉し1かけられたことがあるらそれゆえ、これら 3
つの独立性を確保することが必要となる2。第二に、リスクアナリシスの十分な機能発揮の
観点である。リスクアセスメント機能を担う食品安全委員会のリスクマネジメント機能か
らの明確な分離、リスクマネジメント機関における輪入元国の食品安全行政体制に関する
調査機能の保持、リスクマネジメント機関とリスクアセスメント機関の十分な意思疎通と、
リスクマネジメント機関による国民とのりスクコミュニケーションが具体的な着眼点とな
る3。リスクマネジメント機能との明確な分離については先の独立性保持の観点と重なるほ
1食品安全委員会 rw米国・カナダの輸出フ。ログラムにより管理された牛肉・内臓を摂取す
る場合と、我が思の牛に由来する牛肉・内臓を摂取する場合のリスクの伺等性』に係る食
品健康影響評価についてJ(2005年 12月)5頁参照。
2本稿序章第2節で紹介した FAO/WHOによる組織の 3類型をここで想起するならば、日本の
食品安全行政のシステムは、外形上「統合システムjでありながら、機能の実態として「複
数機関システムj の要素を持っていないか、注意を要する。男!Jの言い方をすれば、リスク
アナリシス概念に基づくリスクアセスメント機関(食品安全委員会)の創出とはいいなが
ら、 EUのように産業振興行政組織との厳格な分離が前提となっておらず、食品安全行政組
織の一元化を否定する文脈がリスクアナリシスの独立性の脆弱さにつながっていると考
えられ、 EUモデルとは別の「日本モデノレj というべきものになっているのではないか、と
いう点について注意が必要となる。
3食品安全分野でのリスクアナリシスにかかるパブリックコメントの在り方は、論点の一つ
になるだろう。リスクアナリシスの文脈において、リスクマネジメント機関がパブリック
コメントをリスクコミュニケーションの一部として用いるのであれば、何を考慮、に入れて
リスクマネジメントを行うべきか、イ可を国民に説明すべきかを見極め、判断へ適切に反映
させる必要があるD また、パブリックコメント締切後間もなく結論を出す日程を組むこと
は、リスクコミュニケーションとして適切であるか検証の余地がある。さらに、「食品安
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か、その他の 3点は米国産牛肉輸入再開に向けてのリスクアナリシスのプロセスで露呈し
た問題点に関わる。
必要な方策をまとめると、次の 5点に集約される七第一に、科学的助言を行うリスクア
セスメント機関である食品安全委員会の独立性を確保すべく、科学的助言を利用する政府
省庁と科学的助言を行う食品安全委員会(特にリスクアナリシスに直接従事する専門委員)
に適用する規範を策定することである。この規範においては、食品安全委員会の委員及び
専門委員の選考持と委員就任後に行うべき詳細な利害宣言を含めて整理する必要があり、
BSE問題発生後も規範を継続的に発展させてきた英田の先例が参考となるであろう。 日本に
おいては、英国及び EUと異なり、 BSE対策の検討に際して、このような規範策定について
意識的な取り組みがなかった5が、福島原子力発電所における事故に対する検証が行われて
いる今、規範策定の「第二の契機j となる可能性がある。第二に、食品安全委員会におい
て必要な専門的知識を持つフ。ロパー職員の育成で、ある。大学教育の場においても、食品安
全行政に必要な人材育成について具体的な取り組みが求められよう 6。第三に、リスクマネ
ジメント機関において、輸入元国の食品安全行政体制に関する調査機能を独立させ、リス
クアナリシスのプロセスに明確に組み込むことである。 EUの法制との違いに留意する必要
はあるが、欧州委員会の DG-SANCOに置かれている食品獣疫局の組織と活動が参考となるで
全基本法第 21条第 l項に規定する基本的事項j に基づき、食品安全委員会はリスクアセ
スメントに関して原則的に意見募集を実施することとしているが、諮問したリスクマネジ
メント機関において行政手続法上、意見公募の義務がない場合、食品安全委員会のリスク
アセスメント結果を受け行ったリスクマネジメント上の判断について「任意の意見募集j
が実施されないなら、リスクコミュニケーションとしては不完全となる可能性があるD こ
のほかにも、「意見交換会Jといわれているものがリスクコミュニケーション上どのよう
に評価できるのかといった問題も残されている。
4 ここで取り上げるもの以外にも、食品安全行政組織への消費者参加の在り方も論点となり
うる。例えば、食品安全委員会委員への消費者団体出身者の就任等が考えられるが、我が
国の消費者団体の法的地位や、消費者団体出身委員の選出過程の透明性確保が課題となる。
5 リスクマネジメント部門において、産業振興行政組織と食品安全行政組織を厳格に分離し
たEUや、単一の食品安全行政組織を設立して産業振興行政組織の影響力を排した英国と
比較すると、日本は産業振興行政組織(特に農林水産省)と食品安全行政組織の分離が徹
底されていなし 10 このことは、本稿第4章第4節でみたような、農林水産省における「食
品安全庁j構想が現れる背景のーっと考えられる。
6 なお、オランダの大学における食品安全に係る教育課程を紹介するものとして、功刀由紀
子「大学における食品安全学教育ーオランダ・ワーゲ、ニンゲン大学食品安全学修士課程一」
新山陽子編『食品安全システムの実践理論~ (2004年)274-278頁がある。
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あろう。この取組みは、リスクアナリシスの十分な機能発揮のみならず、リスクマネジメ
ントの透明性確保に資する。この点とも関連するが、第四に、輸入が禁止された食品の輸
入再開を行うに際して、リスクアナリシスの手順とリスクアセスメント対象を事前に明確
にすることである。第五に、重要な食品安全政策にかかる政策策定段階において、国民と
のリスクコミュニケーションを確保することである。コンサルテーションによる国民との
リスクコミュニケーションを実施してきた英国の例が参考となるだろう。
我が国において、上述の必要条件を満たせば必要十分となるわけではない。その主な理
由を挙げると、科学的専門家の独立性と卓越性の両立には大きな国難を伴うため7、利益相
反の克服が課題となるのであるが、どの程度で利益相反と判定するのかについて、英国や
別においてもその境界は必ずしも明確ではないD 本稿第 2章第 7節でみた欧州食品安全庁
議長の利害宣言と独立性に関する問題は、このような背景を持つ。また、我が国において、
食品安全委員会の委員任命に当たっての国会同意がこの問題をどう取り持つのか(例えば、
国会同意を民主的正当性の付与とみるならば、それは委員の独立性や卓越性とどのような
関係にあるのか、適切に機能する運用ノレールとなっているのか)ということについても、
検討課題として残る。それゆえ、少なくとも上述の必要条件を満たすことが喫緊の課題と
なるのであるD
7本稿第4章第4節で紹介したように、山本教授は「中立・独立性と卓越性のディレンマj
について言及している。山本隆司「リスク行政の手続法構造J城山英明・山本隆司編『融
ける境超える法 5 環境と生命~ (2005年)34-35参照
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万
ユ
ー
ロ
)
(
前
年
比
)
参
考
文
献
歳
出
額
(
百
万
ユ
ー
ロ
)
年
欧
州
食
品
安
全
庁
の
歳
出
額
Eu
ro
pe
an
 
Fo
od
 
Sa
fe
ty
 
Au
th
or
it
y 
ST
RA
RE
G 1
 C
 P
AL
N 
OF
 
TH
E 
FO
OD
 
--
-I
SA
FE
TY
 
AU
TH
OR
IT
Y 
FO
R 
20
09
-2
01
3 
(1
8 
De
ce
mb
er
 2
00
8)
 
，
 P4
8.
 
(
吉
万
ユ
ー
ロ
)
50
.0
 
40
.0
 
30
.0
 
20
.0
 
10
.0
 
80
.0
 
70
.0
 
60
.0
 
9.
9 
20
05
年
11.
 
3l
Ib
id
. 
8.
5I
Ib
id
. 
6.
7I
Ib
id
. 
11. 
1l
Ib
id
. 
16
.7
II
bi
d.
 
36
.4
 
47
. 
5
 
64
.2
 
21.
 
2
 
29
. 
7
 
20
04
年
20
06
年
20
07
年
20
08
年
20
03
年
?
?
?
0.
0 
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
4. 
71~
~~~
~~a
~_~
~~~
 ~~
!~;
~n~
~~h
O~l
~y 
An
nu
al
 
Re
po
rt
 2
00
9(
20
10
)
，
 P6
3.
 
68
.9
 
20
09
年
4. 
91~
~~~
~~a
~_~
~~~
 ~~
!~;
~n~
~~h
O~l
~y 
An
nu
a 
I
 Re
po
rt
 2
01
0 
(2
01
1)
，
 P6
1. 
73
.8
 
※
20
02
年
分
は
該
当
な
し
。
20
10
年
欧
州
食
品
安
全
庁
の
職
員
数
表
2
-
2
参
考
文
献
Eu
ro
pe
an
 
Fo
od
 
Sa
fe
ty
 
Au
th
or
it
y 
ST
RA
RE
GI
C 
PA
LN
 
OF
 
TH
E 
FO
OD
 
SA
FE
TY
 
--
-I
AU
TH
OR
IT
Y 
FO
R 
20
09
-2
01
3 
(1
8 
De
ce
mb
er
 
20
08
) 
，
 P4
8.
 
年
人
数
(名
)
欧
州
食
品
安
全
庁
の
職
員
数
5
 
20
02
年
(
名
)
50
0 
40
0 
20
0 
30
0 
10
0 
56
 
31
0 
56
lI
bi
d.
 
12
01
Ib
id
. 
68
lI
bi
d.
 
82
lI
bi
d.
 
85
11
 b
 i
 
d. 
35
11
 b
 i
 
d. 
12
5 
16
0 
22
8 
20
03
年
20
04
年
20
06
年
20
05
年
20
07
年
20
08
年
? ?
?
39
5 
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
。
Eu
ro
pe
an
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 
12
1S
um
ma
ry
 o
f 
An
nu
a 
I
 Re
po
rt
 2
00
9 
(2
01
0)
 ，
 
P3
. 
40
7 
20
09
年
Eu
ro
pe
an
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 
26
1S
um
ma
ry
 o
f 
An
nu
al
 
Re
po
rt
 2
01
0(
20
11
)
，
 
P3
. 
43
3 
20
10
年
※
年
末
現
在
。
表
2
-
3
欧
州
食
品
安
全
庁
の
科
学
的
意
見
の
件
数
?
?
科
学
的
意
見
増
減
年
参
考
文
献
件
数
(
前
年
比
)
20
03
年
23
 
一
Eu
ro
pe
an
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 
(件
)
欧
州
食
品
安
全
庁
の
科
学
的
意
見
の
件
数
An
nu
al
 
Re
po
rt
 2
00
3(
20
04
)
，
 P1
8.
 
70
0 
20
04
年
15
9 
13
6 
Eu
ro
pe
an
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 
.
-
-
刷
綱
"
An
nu
al
 
Re
po
rt
 2
00
4(
20
05
)
，
 P2
0.
 
60
0 
r
一
一
20
05
年
16
3 
41~
~~~
~~a
~_~
~~~
 ~~
!~~
~^~
~~h
o~~
~y 
50
0 
.--
-四
トー
一
一
一
An
nu
al
 
Re
po
rt
 2
00
5(
20
06
)
，
 P2
7.
 
40
0 
ト
一
一
一
一
ト
一
一
一
一
20
06
年
17
4 
11
 
Eu
ro
pe
an
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 
An
nu
al
 
Re
po
rt
 2
00
6(
20
07
)
，
 P1
9.
 
T
剛
綱
剛
剛
・
・
30
0 
ト
一
一
一
一
一
ト
一
一
一
一
20
07
年
34
9 
17
5 
Eu
ro
pe
an
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 
An
nu
al
 
Re
po
rt
 2
00
7(
20
08
)
，
 P1
5.
 
20
0 
ト一
一一
一一
ト一
一一
一一
ト一
一一
一一
「
ー
園
田
園
F
嗣
刷
欄
刷
剛
「
園
田
園
田
20
08
年
48
9 
Eu
ro
pe
an
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 
10
0 
ト一
一一
一一
14
0 
r
-
-
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ト
一
一
一
一
ト
一
一
一
一
一
An
nu
al
 
Re
po
rt
 2
00
8(
20
09
)
，
 P1
5.
 
トー
一一
一一
「寸
。
20
09
年
63
6 
14
7 
Eu
ro
pe
an
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
An
nu
al
 
Re
po
rt
 2
00
9(
20
10
)
，
 P4
1.
 
。
。
。
。
。
。
。
。
。
。
。
。
。
。
。
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
8
 
9
 
。
年
年
年
年
年
年
年
年
20
10
年
56
5 
...
 
71
 
Eu
ro
pe
an
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 
An
nu
al
 
Re
po
rt
 2
01
0(
20
11
)
，
 P3
9.
 
‘
・
ー
・
由
・
表
2
-
4
欧
州
食
品
安
全
庁
の
幹
部
時
点
|
議
長
et
y 
Re
po
rt
 
20
02
，
 P
5-
6.
 
Eu
ro
pe
an
 
Fo
od
 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 A
nn
ua
l 
Re
po
rt
 
20
03
，
 P
8-
9.
 
Eu
ro
pe
an
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 A
nn
ua
l 
Re
po
rt
 2
00
4，
 P
10
. 
Eu
ro
pe
an
 
Fo
od
 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 A
nn
ua
l 
Re
po
rt
 2
00
5
，
 P1
8.
 
Eu
ro
pe
an
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 S
um
ma
ry
 
of
 
An
nu
al
 
Re
po
rt
 2
00
5
，
 P3
. 
Eu
ro
pe
an
 
Fo
od
 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 A
nn
ua
l 
Re
po
rt
 
20
06
，
 P
43
-4
4.
 
Eu
ro
pe
an
 F
oo
d 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
ri
ty
 M
in
ut
es
 
18
/1
9 
Se
pt
em
be
r 
20
02
，
 P5
. 
Eu
ro
pe
an
 
Fo
od
 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
r 
i
 
ty
 
M
 i
 nu
te
s 
20
 
Ju
ne
 
20
06
，
 P5
. 
Eu
ro
pe
an
 
Fo
od
 
Sa
fe
ty
 A
ut
ho
r 
i
 
ty
 
M
 i
 nu
te
s 
21 
Oc
to
be
r 
20
10
，
 P4
. 
AN
NU
AL
 D
EC
LA
RA
TI
ON
 O
F 
IN
TE
RE
ST
S 
(A
Do
I)
，
 
BA
NA
 T
 1. 
D
 i
 
an
a.
 
AN
NU
AL
 D
EC
LA
RA
TI
ON
 O
F 
IN
TE
RE
ST
S 
(A
Do
I)
 ，
 
GE
SL
AI
N-
LA
NE
EL
LE
. 
Ca
th
er
in
e.
 
ht
tp
:/
/w
ww
.e
fs
a.
eu
ro
pa
.e
u/
en
/p
re
ss
/n
ew
s/
 
mb
06
09
12
.h
tm
 
ht
tp
:/
/w
ww
.e
fs
a.
eu
ro
pa
.e
u/
en
/e
ve
nt
s/
ev
en
 
t/
mb
08
06
25
.h
tm
 
ht
tp
:/
/w
ww
.e
fs
a.
eu
ro
pa
.e
u/
en
/m
bm
em
be
rs
/d
 
oi
/d
ia
na
ba
na
ti
.p
df
 
ht
tp
:/
/w
ww
.g
mf
re
ei
re
la
nd
.o
rg
/e
fs
a/
 
ht
tp
:/
/w
ww
.e
fs
a.
eu
ro
pa
.e
u/
en
/e
d/
ed
cv
.h
tm
 
|
省
庁
|
Dr
. 
St
ua
rt
 S
lo
ra
ch
 
〔
ス
ウ
ェ
ー
ヂ
ン
国
家
食
品
局
〕
20
02
.9
-2
00
6.
6 
Ge
of
fr
ey
 P
od
ge
r 
〔
英
国
保
健
省
、
英
国
食
品
基
準
庁
事
務
局
長
〕
20
03
.2
-2
00
5.
11
 
?
?
|
省
庁
|
Dr
. 
Pa
tr
ic
kW
al
1 
〔
ダ
ブ
リ
ン
大
学
特
任
教
授
、
欧
州
食
品
安
全
庁
理
事
〕
20
06
.9
-2
00
8.
6 
Ca
th
er
in
e 
Ge
sl
ai
nー し
an
ee
11 
e
 
〔
フ
ラ
ン
ス
農
務
省
、
欧
州
食
品
安
全
庁
副
議
長
〕
20
06
. 
7-
Pr
of
. 
Di
an
a 
Ba
na
ti
 
〔
ハ
ン
ガ
リ
ー
中
央
食
品
研
究
機
構
理
事
長
、
欧
州
食
品
安
全
庁
副
議
長
〕
20
08
.1
0-
20
10
.6
 
20
10
.1
0-
20
10
年
は
粧
底
合
ホ
"
7
0
 
※
新
た
に
事
務
局
長
が
任
命
さ
れ
る
ま
で
の
問
、
高
IJ
事
務
局
長
の
He
rm
an
B. 
W.
M.
Ko
et
er
が
事
務
局
長
代
理
と
な
っ
た
。
食
品
安
全
委
員
会
の
予
算
額
表
3
-
1
増
減
(
百
万
円
)
(
前
年
度
比
)
参
考
文
献
予
算
額
(
百
万
円
)
年
度
食
品
安
全
委
員
会
の
予
算
額
(
百
万
円
)
1，
50
0 
1，
25
0 
食
品
安
全
委
員
会
関
係
平
成
16
年
度
一
予
算
(
案
)
の
概
要
平
成
16
年
度
32
1
向
上
1，
43
2 
1，
46
4 
平
成
15
年
度
食
品
安
全
委
員
ム
関
係
平
成
17
年
度
A
2
4
1
R
 
予
算
当
初
内
示
の
概
要
1.
44
0 
平
成
17
年
度
1，
00
0 
平
成
18
年
戸
食
口
安
全
委
員
会
予
算
81
問
(
案
)
の
概
要
1.
44
8 
平
成
18
年
度
75
0 
平
成
19
年
伊
食
口
安
全
委
員
会
予
算
4
6
1
-
m
 
(
案
)
の
概
要
1.
49
4 
平
成
19
年
度
?
?
50
0 
平
成
20
年
度
食
F
安
全
委
員
会
予
算
A
7
1
1
 
(
案
)
の
概
要
平
成
22
年
度
食
品
安
全
委
員
会
予
算
... 
19
71
案
の
概
要
及
び
機
構
"
定
員
要
求
結
巣
の
概
要
に
つ
い
て
1.
48
7 
平
成
20
年
度
25
0 
1.
29
0 
平
成
21
年
度
平
成
23
年
度
食
品
安
全
委
員
会
予
算
... 
21
11
案
の
概
要
及
び
定
員
要
求
結
果
の
概
要
に
つ
い
て
平
成
24
年
食
度
品
安
全
委
員
会
予
算
... 
60
1
案
の
概
要
及
び
定
員
要
求
結
果
の
概
要
に
つ
い
て
※
平
成
15
年
度
は
、
常
勤
委
員
、
事
務
局
職
員
の
人
件
費
は
含
ま
な
い
。
ま
た
、
初
度
経
費
(
立
ち
上
げ
に
必
要
な
備
品
費
等
)
を
除
い
た
額
で
あ
る
。
※
平
成
21
年
度
は
、
事
務
所
移
転
に
伴
う
も
の
を
除
く
。
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
。
... 
72
1
問
上
平
成
23
年
度
1. 
21
8 
1.
00
7 
平
成
22
年
度
94
7 
平
成
24
年
度
食
品
安
全
委
員
会
の
職
員
数
(
常
勤
)
3
…
2
 
参
考
文
献
人
数
(名
)
年
度
食
品
安
全
委
員
会
の
職
員
数
(
常
勤
)
平
成
15
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
況
一
報
告
書
(
平
成
16
年
)
2頁
58
 
平
成
15
年
度
(
名
)
70
 
60
 
50
 
。 。
58
 
58
 
平
成
16
年
度
平
成
17
年
度
平
成
18
年
度
組
織
・
定
員
要
求
の
結
果
に
11 
つ
い
て
59
 
平
成
18
年
度
4
0
 
平
成
19
年
度
組
織
・
定
員
要
求
結
果
の
概
21 
要
に
つ
い
て
61 
平
成
19
年
度
30
 
平
成
20
年
度
組
織
・
定
員
要
求
結
果
の
概
21 
要
に
つ
い
て
?
?
63
 
平
成
20
年
度
20
 
平
成
21
年
度
組
織
・
定
員
要
求
結
果
の
概
.A
 
31
要
60
 
平
成
21
年
度
平
成
22
年
度
食
品
安
全
委
員
会
予
算
案
の
11
概
要
及
び
機
構
・
定
員
要
求
結
果
の
概
要
に
つ
い
て
平
成
23
年
度
食
品
安
全
委
員
会
予
算
案
の
11
概
要
及
び
定
員
婆
求
結
果
の
概
要
に
つ
い
て 平
成
24
年
度
食
品
安
全
委
員
会
予
算
案
の
01概
要
及
び
定
員
要
求
結
果
の
概
要
に
つ
い
て
※
食
品
安
全
委
員
会
常
勤
委
員
4名
を
含
む
。
食
品
安
全
委
員
会
非
常
勤
委
員
3名
、
技
術
参
与
(
非
常
勤
)
、
専
門
委
員
(
非
常
勤
)
を
除
く
。
10
 
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
?
?
。
61 
平
成
22
年
度
62
 
平
成
23
年
度
62
 
平
成
24
年
度
表
3
-
3
食
品
安
全
委
員
会
の
食
品
健
康
影
響
評
価
件
数
?
?
?
年
度
評
価
件
数
増
減
(
件
)
(
前
年
度
比
)
参
考
文
献
平
成
15
年
度
63
 
平
成
15
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
(件
)
食
品
安
全
委
員
会
の
食
品
健
康
影
響
評
価
件
数
一
況
報
告
書
(
平
成
16
年
)
39
東
25
0 
平
成
16
年
度
80
 
17
 平
成
16
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
況
報
告
書
(
平
成
17
年
)
佐
賀
20
0 
平
成
17
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
r酬
幽圃
圃圃
平
成
17
年
度
74
 
.... 
6
 況
報
告
書
(
平
成
18
年
)
30
頁
15
0 
ヤ
一
一
一ー
ー
r輔
自国ー
ー
平
成
18
年
度
11
3 
39
 平
成
18
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
況
報
告
書
(
平
成
19
年
)
30
頁
r-
楠園
田・
r酬
輔剛
醐嗣
10
0 
ト
一
一
一
一
一
ト
一
一
一
一
一
ト
一
一
一
一
一
トー
一
平
成
19
年
度
20
1 
88
 平
成
19
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
r園
田自
由
況
報
告
書
(
平
成
20
年
)
18
貰
r欄
.開
聞輔
副
r園
田幽
幽岨
50
 
ト
一
一
一
一
ドー
一
一
一
一
ト
一
一
一
一
一
一
一
一
平
成
20
年
度
19
0 
.... 
11 
平
成
20
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
況
報
告
審
(
平
成
21
年
)
27
頁
。
平
成
21
年
度
14
5 
.... 
45
 平
成
21
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
平
平
平
平
平
平
平
平
況
報
告
書
(
平
成
22
年
)
18
貰
成
成
成
成
成
成
成
成
2
 
2
 
2
 
5
 
6
 
7
 
8
 
9
 
。
2
 
年
年
年
年
年
年
年
年
平
成
22
年
度
11
8 
.... 
27
 平
成
22
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
度
度
度
度
度
度
度
度
況
報
告
書
(
平
成
23
年
)
18
貰
~
・
.. 
_... 
表
3
-
4
食
品
安
全
委
員
会
の
委
員
長
?
?
?
年
度
委
員
長
専
門
分
野
等
参
考
文
献
平
成
15
年
度
平
成
16
年
度
寺
田
雅
昭
臆
場
学
(
研
究
者
)
食
品
安
全
委
員
会
第
1回
会
合
議
事
録
(
平
成
15
年
)
3
 
(H
15
. 
7. 
1-
H1
8.
 1
2.
2
1) 
頁
平
成
17
年
度
平
成
18
年
度
平
成
19
年
度
見
上
彪
微
生
物
学
(
研
究
者
)
食
品
安
全
委
員
会
委
員
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
(H
18
.1
2.
21
-H
21
.6
.3
0)
 
平
成
20
年
度
平
成
21
年
度
平
成
22
年
度
小
泉
直
子
公
衆
衛
生
学
(
研
究
者
)
食
品
安
全
委
員
会
委
員
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
(H
21
.7
.1
-)
 
平
成
23
年
度
表
4
…
1
運
営
組
織
の
中
核
的
構
成
員
(
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
担
当
機
関
)
? ?
閣
情
地
域
英
国
E
U
 
日
本
運
営
組
織
食
品
基
準
庁
委
員
会
(B
oa
rd
)
欧
州
食
品
安
全
庁
執
行
理
事
会
(M
an
ag
em
en
t
Bo
ar
d)
 
食
品
安
全
委
員
会
委
員
長
、
副
委
員
長
、
8名
以
上
12
名
以
下
の
委
員
(1
99
9年
食
品
理
事
会
(t
he
Co
un
c 
i
 
1)
が
任
命
す
る
14
名
、
欧
州
委
員
会
の
代
委
員
7人
、
う
ち
3人
は
非
常
勤
(
食
品
安
全
基
本
法
(
以
下
「
基
構
成
基
準
法
(
以
下
f基
準
法
J
)
第
2条
第
1項
)
表
者
(R
eg
ul
at
io
n(
EC
)N
o1
78
/2
00
2
(
以
下
「
規
則
J
)
第
25
本
法
J
)
第
28
条
第
1項
・
第
2項
)
条
第
1項
)
(
食
品
安
全
文
は
そ
の
他
食
品
に
係
る
消
費
者
利
益
に
関
連
す
る
経
験
を
含
め
)
様
々
な
技
術
や
経
験
が
食
品
基
準
庁
の
委
員
の
間
選
考
基
準
で
、
活
動
で
き
る
こ
と
を
保
証
す
る
の
に
望
ま
し
い
も
の
で
あ
る
か
4名
は
消
費
者
や
フ
ー
ド
チ
ェ
ー
ン
に
お
け
る
そ
の
他
の
利
害
を
代
食
品
の
安
全
性
の
確
保
に
関
し
て
優
れ
た
識
見
を
有
す
る
者
(
基
(
基
準
法
第
2条
第
3項
a号
)
表
す
る
組
織
で
の
経
験
を
持
つ
者
(
規
則
第
25
条
第
1項
)
本
法
第
29
条
第
1項
)
職
責
の
遂
行
を
妨
げ
る
お
そ
れ
の
あ
る
財
務
又
は
そ
の
他
の
利
害
関
係
を
有
し
て
い
る
か
(
基
準
法
第
2条
第
3項
b号
)
選
考
過
程
適
切
な
当
局
と
の
協
議
(
基
準
法
第
2条
第
2項
)
欧
州
委
員
会
に
よ
る
候
補
者
リ
ス
ト
作
成
、
欧
州
議
会
と
の
協
議
両
議
践
の
同
意
(
基
本
法
第
29
条
第
1項
)
(
規
制
第
25
条
第
1項
)
任
命
者
適
切
な
当
局
(
保
健
担
当
大
臣
)
等
(
基
準
法
第
2条
)
理
事
会
(t
he
Co
un
c 
i
 
1) 
(
規
則
第
25
条
第
1項
)
内
閣
総
理
大
臣
(
基
本
法
第
29
条
第
1項
)
任
期
は
合
同
で
活
動
す
る
適
切
な
当
局
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
る
(
基
準
法
附
員
IJ1
第
2条
第
2項
)
破
産
宣
告
さ
れ
た
場
合
、
職
責
の
遂
行
を
怠
っ
た
場
合
等
に
お
い
任
期
3年
(
基
本
法
第
30
条
第
1項
)
身
分
保
障
て
、
任
命
者
が
同
意
し
た
と
き
は
罷
免
さ
れ
得
る
(
基
準
法
附
良
IJ
1
 任
期
4年
(
規
員
IJ
第
25
条
第
2項
)
内
閣
総
理
大
臣
は
、
委
員
が
心
身
の
故
障
の
た
め
職
務
の
執
行
が
第
3条
・
第
4条
)
で
き
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
等
に
お
い
て
は
、
両
議
院
の
同
意
深
刻
な
責
務
の
不
履
行
に
対
す
る
国
務
大
臣
の
監
督
に
従
わ
な
い
を
得
て
、
罷
免
す
る
こ
と
が
で
き
る
(
基
本
法
第
31
条
)
場
合
は
関
係
当
局
の
間
意
を
得
た
上
で
国
務
大
臣
が
す
べ
て
の
委
員
を
解
任
で
き
る
(
基
準
法
第
24
条
第
8項
)
在
任
中
、
政
党
そ
の
他
の
政
治
的
団
体
の
役
員
と
な
り
、
又
は
積
よ
記
選
考
基
準
で
基
準
法
が
言
及
し
て
い
る
も
の
の
ほ
か
、
「食
極
的
に
政
治
運
動
を
し
て
は
な
ら
な
い
(
基
本
法
第
32
条
第
2項
)
要
求
さ
れ
る
独
立
性
品
基
準
庁
の
委
員
会
メ
ン
バ
ー
の
た
め
の
行
動
規
範
J
(
以
下
公
益
の
た
め
独
立
し
て
活
動
(
規
則
第
37
条
第
1項
)
常
勤
の
委
員
は
、
在
任
中
、
内
閣
総
理
大
臣
の
許
可
の
あ
る
場
合
f基
準
庁
行
動
規
範
J
)
等
で
、
個
人
的
利
益
の
追
求
や
一
定
程
を
除
く
ほ
か
、
報
酬
を
得
て
他
の
職
務
に
従
事
し
、
文
は
営
利
事
度
の
政
治
活
動
等
を
禁
止
し
て
い
る
業
を
営
み
、
そ
の
他
金
銭
上
の
利
益
を
自
的
と
す
る
業
務
を
行
つ
て
は
な
ら
な
い
(
基
本
法
第
32
条
第
3項
)
基
本
法
で
言
及
は
な
い
が
、
個
別
の
調
査
審
議
等
の
適
否
を
判
断
す
る
利
害
宣
言
基
準
法
で
言
及
は
な
い
が
、
基
準
庁
行
動
規
範
に
基
づ
き
要
求
さ
れ
る
必
要
(
規
制
第
37
条
第
1項
)
「
確
認
書
J(
i食
品
安
全
委
員
会
に
お
け
る
調
査
審
議
方
法
等
に
つ
い
て
Jに
基
づ
く
)
を
作
成
す
る
(
食
品
基
準
庁
)
食
品
の
消
費
に
関
し
て
生
ず
る
リ
ス
ク
か
ら
公
衆
衛
生
(
執
行
理
事
会
)
欧
州
食
品
安
全
庁
の
任
務
を
遂
行
す
る
こ
と
と
同
庁
に
責
任
等
を
保
護
す
る
ほ
か
、
食
品
関
係
の
消
費
者
利
益
を
保
護
す
る
こ
と
(
基
準
割
り
当
て
ら
れ
た
課
題
を
規
則
で
規
定
さ
れ
た
条
件
下
で
実
行
す
る
こ
と
(
委
員
会
)
食
品
健
康
影
響
評
価
の
実
施
等
(
基
本
法
第
23
条
)
法
第
1条
第
2項
)
を
保
証
す
る
こ
と
(
規
則
第
25
条
第
7項
)
表
4
-
2
科
学
的
意
見
を
実
質
的
に
形
成
す
る
組
織
の
構
成
員
? 。
国
・
地
域
英
国
E
U
 
日
本
科
学
的
意
見
を
実
食
品
基
準
庁
諮
問
委
員
会
(A
dv
is
or
y
Co
mm
it
te
e)
 
質
的
に
形
成
す
る
※
以
下
は
、
fそ
の
他
の
諮
問
委
員
会
J
(
基
準
法
第
5条
第
3
欧
州
食
品
安
全
庁
科
学
委
員
会
(S
ci
en
ti
fi
c
Co
mm
it
te
e)
 
食
品
安
全
委
員
会
専
門
部
会
組
織
項
)
に
該
当
す
る
f微
生
物
学
的
食
品
安
全
に
関
す
る
諮
問
委
員
会
」
の
場
合
。
委
員
(
基
準
法
鮒
員
IJ2
第
3条
第
1項
)
構
成
※
微
生
物
学
的
食
品
安
全
に
関
す
る
諮
問
委
員
会
f委
員
の
た
め
科
学
パ
ネ
ル
の
議
長
、
ど
の
科
学
パ
ネ
ル
に
も
属
し
て
い
な
い
6人
委
員
会
に
専
門
委
員
(
非
常
勤
)
を
寵
く
こ
と
が
で
き
る
(
基
本
の
行
動
規
範
J
(
以
下
「
諮
問
委
員
会
行
動
規
範
J
)
に
お
い
の
独
立
し
た
科
学
的
専
門
家
(
規
制
第
28
条
第
3項
)
法
第
36
条
第
1項
・
第
4項
)
て
、
委
員
長
の
役
割
に
つ
い
て
言
及
し
て
い
る
。
基
準
法
で
雷
及
は
な
い
が
、
Th
e
Se
ve
n 
Pr
in
ci
pl
es
 o
f 
Pu
bl
 i
c 
Li
fe
 
(N
ol
an
 
Pr
in
ci
pl
es
)
や
政
府
科
学
局
「
科
学
的
諮
問
委
員
会
の
た
め
の
行
動
規
範
」
に
沿
っ
て
任
命
さ
れ
る
(S
ee
，
 A
dv
is
or
y 
Co
棚
it
te
e
on
 
th
e 
Mi
cr
ob
io
lo
gi
ca
l 
選
考
基
準
Sa
fe
ty
 o
f 
Fo第o
d
，
 A
nn
ua
l 
Re
po
rt
 2
01
0
，
 P
6.
) 
独
立
し
た
科
学
的
専
門
家
(
規
制
第
28
条
第
3項
・
第
4項
)
学
識
経
験
の
あ
る
者
(
基
本
法
第
36
条
第
2項
)
基
準
法
鮒
則
2~
3条
第
2項
に
お
い
て
、
食
品
基
準
庁
の
委
員
が
fそ
の
他
の
諮
問
委
員
会
j
の
委
員
と
な
り
う
る
旨
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、
基
準
庁
行
動
規
範
で
は
、
食
品
基
準
庁
の
委
員
会
に
助
言
す
る
科
学
的
諮
問
委
員
会
の
委
員
と
な
る
こ
と
を
禁
止
し
て
い
る。
選
考
過
程
適
切
な
当
局
と
の
協
議
(
基
準
法
附
員
IJ2
第
3条
第
1項
)
E
C官
報
等
で
の
公
表
、
事
務
局
長
の
提
案
(
規
則
第
28
条
第
5項
)
基
本
法
で
言
及
は
な
い
任
命
者
食
品
基
準
庁
(
基
準
法
附
員
IJ2
第
3条
第
1項
)
欧
州
食
品
安
全
庁
執
行
理
事
会
(
規
則
第
28
条
第
5!
真)
内
閣
総
理
大
臣
(
基
本
法
第
36
条
第
2項
)
任
期
に
関
し
て
基
準
法
で
言
及
は
な
い
が
、
通
常
は
2"
"4
年
程
度
当
該
専
門
の
事
項
に
関
す
る
調
査
審
議
が
終
了
し
た
と
き
は
、
解
任
さ
身
分
保
障
(S
ee
，
 Ad
vi
so
ry
 C
om
mi
tt
ee
 o
n 
th
e 
Mi
cr
ob
io
lo
gi
ca
l 
Sa
fe
ty
 o
f 
任
期
3年
(
規
則
第
28
条
第
5項
)
れ
る
も
の
と
す
る
(
基
本
法
第
36
条
第
3項
)
Fo
od
，
 An
nu
al
 R
ep
or
t 
20
10
，
 P6
.)
 
要
求
さ
れ
る
独
立
性
基
準
法
で
言
及
は
な
い
が
、
諮
問
委
員
会
行
動
規
範
等
で
、
個
人
的
利
あ
ら
ゆ
る
外
部
の
影
響
か
ら
独
立
し
て
活
動
(
規
則
第
37
条
第
2項
)
基
本
法
で
言
及
は
な
い
益
の
追
求
や
一
定
程
度
の
政
治
活
動
等
を
禁
止
し
て
い
る
基
準
法
で
言
及
は
な
い
が
、
諮
問
委
員
会
行
動
規
範
に
基
づ
き
要
求
さ
基
本
法
で
言
及
は
な
い
が
、
個
別
の
調
査
審
議
等
の
適
否
を
判
断
す
る
科
書
宣
言
必
要
(
規
制
第
37
条
第
2項
)
「
確
認
書
J(
r食
品
安
全
委
員
会
に
お
け
る
調
査
審
議
方
法
等
に
つ
い
れ
る
て
JI
こ
基
づ
く
)
を
作
成
す
る
基
準
法
で
雷
及
は
な
い
が
、
諮
問
委
員
会
行
動
規
範
に
お
い
て
、
f食
品
責
任
等
基
準
庁
発
出
の
あ
ら
ゆ
る
ガ
イ
ダ
ン
ス
を
含
め
、
関
連
す
る
要
素
を
全
て
科
学
的
意
見
の
提
供
(
規
則
第
28
条
第
1項
)
専
門
の
事
項
の
調
査
審
議
(
基
本
法
第
36
条
第
1項
)
考
慮
し
て
、
問
題
に
つ
い
て
委
員
共
同
で
全
力
の
検
討
に
あ
た
る
こ
と
J
等
に
言
及
し
て
い
る
表
4
-
3
運
営
組
織
の
事
務
局
長
(
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
担
当
機
関
)
? ?
園
町
地
域
英
国
E
U
 
日
本
比
較
項
目
食
品
基
準
庁
事
務
局
長
(C
hi
ef
Ex
ec
ut
iv
e)
 
欧
州
食
品
安
全
庁
事
務
局
長
(E
xe
cu
ti
ve
Di
re
ct
or
) 
食
品
安
全
委
員
会
事
務
局
長
選
考
基
準
基
準
法
で
言
及
は
な
い
規
則
で
言
及
は
な
い
基
本
法
で
言
及
は
な
い
合
同
し
て
活
動
す
る
適
切
な
当
局
の
承
認
(
基
準
法
第
3条
第
3項
)
E
C官
報
で
の
公
表
、
公
開
競
争
、
欧
州
委
員
会
に
よ
る
候
補
者
リ
ス
ト
選
考
過
程
※
公
募
を
実
施
し
て
い
る
旨
、
年
報
で
言
及
あ
り
。
作
成
、
任
命
前
に
指
名
候
補
者
が
欧
州
議
会
の
前
で
陳
述
及
び
質
疑
基
本
法
で
言
及
は
な
い
へ
の
応
答
を
行
う
こ
と
(
規
員
Ij第
26
条
第
1項
)
任
命
者
食
品
基
準
庁
(
基
準
法
第
3条
第
1項
)
欧
州
食
品
安
全
庁
執
行
理
事
会
(
規
則
第
26
条
第
1項
)
基
本
法
で
言
及
は
な
い
身
分
保
障
任
期
に
関
し
て
基
準
法
で
言
及
は
な
い
任
期
5年
、
執
行
理
事
会
の
過
半
数
に
よ
り
免
職
さ
れ
得
る
(
規
則
第
25
基
本
法
で
言
及
は
な
い
任
期
に
応
じ
て
就
任
・
離
職
(
基
準
法
第
3条
第
6項
)
条
第
1項
)
要
求
さ
れ
る
基
準
法
で
言
及
は
な
い
公
益
の
た
め
独
立
し
て
活
動
(
規
則
第
37
条
第
1項
)
基
本
法
で
言
及
は
な
い
独
立
性
利
害
宣
言
基
準
法
で
言
及
は
な
い
必
要
(
規
制
第
37
条
第
1項
)
基
本
法
で
言
及
は
な
い
目
的
・
地
位
・
責
任
食
品
基
準
庁
の
活
動
が
効
率
的
か
つ
効
果
的
に
遂
行
さ
れ
る
こ
と
を
保
欧
州
食
品
安
全
庁
の
法
律
上
の
代
表
者
、
日
常
の
組
織
運
営
等
(
規
則
委
員
長
の
命
を
受
け
て
、
局
務
を
掌
理
す
る
(
基
本
法
第
37
条
第
3
証
(
基
準
法
第
3条
第
2項
)
第
26
条
第
2項
)
項
)
ト
ー
